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平成2年度国立環境研究所年報  

の発刊に当たって   

平成2年7月，国立公害研究所16年余の歴史を継承し，新たに国立環境研究所  

が誕生しました。   
国立公害研究所は，公害問題解決のために必要な研究に関する我が国の中心的  

存在として，他のどこにも見られない■ような大型実験施設をそろえ，研究者は自  

由な雰囲気のもとに水準の高い研究を行い，数々の成果が生み出されました。し  

かしながら，科学技術の進歩は著しく，併せて産業構造や生活様式にも大きな変  

化が生じ，ことに地球的規模の環境問題が重視されるに伴って，環境科学には次々  

と新しい研究課題が加わってまいりました。   

このため，研究体別の大幅な改編を行い，名称も国立環境研究所と改め，環境  

研究を取り巻く情勢の変化に即応し，未解決の環境汚染に関しての健康影響，現  

象の解明及び対策手段に係る研究を引き続き推進するとともに，地球的規模の環  

境変化とその影響，環境リスクの評価，自然環境の保全等の研究を展開すること  

となりました。   

新しい組織は，地球環境や地域環境に関するプロジェクト研究を実施する総合  

研究部門とシーズ創損等の研究を行う基盤研究部門，さらに環境情報センター，  

地球環境研究センター及び環境研修センターを擁したものとなっています。   

この年報は，生まれかわって間もない国立環境研究所の平成2年度の研究活動  

についてその大綱をお示しするためにまとめたものであります。また，別途刊行  

されております「国立環境研究所特別研究年報」（ARシリーズ），平成2年度よ  

り新たに刊行されます「国立環境研究所地球環境研究年報」（AGシリーズ）も  

ご参照いただければ有難く存じます。   

本研究所の目的を達成するためには，所外の多くの方々のご理解とご支援が不  

可欠であり，この年報についての率直なご意見をお寄せ下さり，ご指導とご鞭捷  

を賜ることができれば幸いであります。  

平成3年8月  

国立環境研究所   

所 長 小 泉  明   
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1．概   況   

国立環境研究所は，昭和49年3月15日に国立公害研究所として筑波研究学園都市に設立された。  

本研究所の特色は，理工学分野，生物・医学分野，さらに，人文・社会科学分野に至るまでIム範  

囲の研究者集団で構成されており，大学の研究者ヤ地方公害研究所の研究者等所外の専門家の参  

加を得て，研究を学際的に実施すること及び第一・級の環境研究を実施するために必要な大型実験  

施設を駆使し，野外の実験調査研究と併せ，研究をプロジェクト化して総合的に実施することに  

ある。   

創立以来，組織の充実，施設の整備を進めつつ，研究体別の強化に努め，着実な研究成果を蓄  

積してきたところであるが，①人間の健康保護や自然生態系保全のための目的指「責闇研究の充実，  

②環境研究の中核的機関としての役割の発胤③環境データ等の蓄積と提供のための研究・業務  

の充実，④国際的な貢献度の向上と国際研究交流甲粗造 ⑤大型実験施設及びフィールド施設の  

活用という役割を果たすため，①総合研究部門の創設等研究体別の充実，②複合的な研究機構へ  

の発展，③国際研究交流の促進，①研究員流動性の確保方策の整備，⑤研究運営の改善を基本的  

方向として組織・運営を進めていくこととし，平成2年7月，大幅な組織改編を行い，名称も「国  

立環境研究所」と改め，新たな一歩を踏み出したところである。   

主要な組織改編の内容は次のとおりである。   

①研究組織として従来の専門分野別の部室別のみの体制を改め，社会ニーズに対応したプロ  

ジュクト研究を行う総合研究部門（地球環境研究グループ及び地域環境研究グループ）とシーズ  

創出や総合研究部門の支援のための研究を行う基盤研究部門（6部）を設置し，併せてその中で  

自然環境保全に関する研究を推進することとしたこと。   

②環境保全に関するデータ，資料等の収集，解析及び提供を行うための環境情報センターを新  

設したこと。   

また，同年10月1日には，「地球環境研究センター」を設置し，客員・併任の研究員等を主体  

とした総合的な地球環境研究の推進，地球環境モニタリングの実施，データベース等の提供等を  

行うこととした。   

また，環境行政に閲し，環境庁，地方公共団体の職員等の養成，訓練を行うため，環境庁の設  

置に際し公害研修所（埼玉県所沢市）が置かれていたが．研究と研修の一体的推進を図る観点か  

ら，組織改編の際環境研修センターとして本研究所に統合された。   

国立環境研究所の平成ゴ年度における主な活動は次のとおりである。  

（1）機構・定員   

上述のように，研究所発足以来はじめての大きな機構改革を実施し，7部2グループ3センター  

の体制となっている。   

また，定員については，研究部門で3名，研究支援部門で4名の増員を図ったほか，環境研修  

センター統合に伴う19名の増があり，平成2年度末で273名となっている。（平成元年度末：250  

名，定員削減：3名）  

（2）予算   

研究所の運営に必要な経費として．45倍6千万PJが計上されたほか，原子力研究利用に必要な  
経費及び海洋開発調査研究に必要な経費（いずれも科学技術庁一括計上）としてそれぞれ2，470  
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万円及びZ，175万円が計上された。さらに，年度途中の移し替え経費として地球環境研究推進調  

整費4億8，019万円，科学技術振興調整費2低5，698万円，環境保全総合調査研究促進調整費  

406フブ円が計上された。  

（3）研究活動   

研究活動については，社会ニーズに対応したプロジェクト研究の体制強化や地球環境研究・自  

然環境保全研究に本格的に取り組むこととし，活発化している。研究内容は、プロジェクト研究  

に重点をおきつつも，環境研究分野は複雑な要因の絡み合った難しい問題を抱えており，いまだ  

にその研究の基礎が確立されていないものが多いため，基礎的な研究分野も重視している。また，  

科学技術全般からみて重要と考えられる共通基盤的研究についても環境分野と関連の深いものに  

ついては，他省庁ヤ大学等の研究機関との連携のもとに積極的に参画している。   

①プロジェクト研究としては．地球環境研究総合推進費による研究並びに特別研究を実施し  

た。地球環境研究総合推進費による研究としては，オゾン層の破壊，地球温暖化の現象解明・影  

響・防止対策，酸性雨の影響，海洋汚染，熱帯林の減少，世界の持続的発展等の研究を行った。  

特別研究としては，「トリクロロエチレン等の地下水汚染の防止に関する研究」，「有用微生物を  

活用したノト規模排水処理技術の開発と高度化に関する研究」，「有害廃棄物のモニタリングに関す  

る研究」及び「都市域における冬期を中心とした高濃度大気汚染の予測と制御に関する研究」を  

新規に開始するとともに，8課題について継続実施した。   

②経常研究としては，地球環境研究グループ，地域環境研究グループ，社会環境システム部，  

化学環境部，環境健康弘 大気圏環境部，水土壌圏環境部及び生物圏環境部において，シーズ創  

札 先導性，総合化研究に対する支援的意義といった観点から研究を実施した。   

③環境保全総合調査研究促進調整費による研究として，「生態影響試験法に関する調査研究」  

を行った。  

（め国立機関原子力試験研究費による研究として，継続3課題の研究を行った。   

⑤科学技術振興調整費による研究のうち，総合研究として，新たに「新しい植物実験系開発  

のための基盤技術に関する研究」，「北極域における気圏・水陸卜生物圏の変動及びそれらの相ヨニ  

作用に関する国際共同研究」の2課題を開始するとともに，7課題を継続実施した。また，省際  

基礎研究として，「徴′ト試料中の元素の存在量および同位体比の精密測定法の開発とJ芯用」を開  

始し，1課題を継凝実施した。地域流動研究は「環境ストレスによる植物のフリーラジカル生乳  

毒性発現，解毒機構に関する研究」を開始した。さらに．単年度の課題としては，重点基礎研究  

2課題，個別重要国際共同研究2課題を実施した。   

⑥海洋開発及び地球科学技術調査研究促進費による研究として，「大気微量成分の高精度観測  

に関する研究」及び「地球温暖化の原因物質の仝球的挙動とその影響等に関する観測研究」の2  

課題を開始したほか，1課題を継続実施した。  

（4）環境情報センター   

環境情報センターは，環境の保全に関する国内及び国外の資料の収乳 整理及び提供並びに電  

子計算機及びその関連システムの運用を行うため，組織改編に伴い新たに設置された。旧環境情  

報部が行っていた業務を引き継ぐとともに，環境情報整備のより一層の充実をH指した楕勤を展  

開することとしている。平成2年度においては，環境情報センターと地方環境試験研究機関との  

間でデータ通信回線を利用したパソコン通信システム（環境情報ネットワーク）の試験運用等を  

開始した。   



（5）地球環境研究センター   

地球環境研究センターは，地球環境の保全に閲し，国際的な協力のもと学際的，省際的な地球  

環境研究の総合化を図るとともに，データベース等の研究支援体制を充実させ，また，地球環境  

の長期的モニタリングを行うなど，環境問題の解明と解決のために，幅広く貢献していくことを  

目的として，平成2年10月新たに設置された。平成2年度においては，センターが早期に機能を  

果たすことを目指して，地球環境研究者交流会議及びアジア・太平洋地域における地球温暖化問  

題に関する研究ワークショップの開催やモニタリング業務の推進，データベースショールームの  

整備等を行った。  

（6）環境研修センター   

環境研修センターは．環境庁所管行政に関する職員等の養成及び訓練を行っている。平成2年  

度は，行政関係研修18コース，分析関係研修7コース等を実施した。  
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2．調 査 研 究  

2．1概・ 要  

2．1．】総合研究部門  

（1）地球環境研究グループ   

当研究所の組織替えに伴い新しく誕生した地球環境研究グループには，温暖化現象解明，温暖  

化影響・対策，オゾン層，酸性雨，海洋，森林減少・砂漠化，野生生物保全の各研究チームが発  

足し，総合研究部門としてそれぞれの課題別研究をプロジェクトとして推進する中心的役割を担  

うこととなった。   

具体的には，環境庁予算として新たに設けられた地球環境研究総合推進費による課題を中心に，  

当面以下のような研究に各チームが着手している。   

地球温暖化現象解明研究チームでは，温室効果気体の動態と放出源，海洋・陸上生態系におけ  

る炭素循環にかかわる研究を，また温暖化影響・対策研究チームでは，対策オプションのモデル  

評価研究，気候変動に伴う植物分布の推移予測を取り上げ，研究を開始した。   

オゾン層研究チームでは，オゾンライダーによる日本上空でのオゾン層変動の観測と解析，及  

び1995年に宇宙事業団が打ち上げ予定の人工衛星，ADEOSに搭載予定のオゾンセンサーに関  

する研究が中心的に行われた。   

酸性雨研究チームでは，大気の面からは東アジア地域における大気汚染物質の輸送・沈着．ま  

た，影響面では，スギの衰退等自然生態系の変化の原因解明，湖沼・土壌の酸性化予測の研究に  

着手した。   

海洋研究チームでは，海洋における物質循環を栄養塩と動植物プランクトンの生産性との関連  

から取り上げ，近海をフィールドとした野外観測，衛星画像の解析等を行った。   

森林減少・砂漠化研究チーム，野生生物保全研究チームでは当面一体となって，マレーシアの  

熱帯林をフィールドとした研究を新しく立ち上げるための現地調査を行った。  

（2）地域環境研究グループ   

当グループは従来所内の各部門で行われてきた“特別研究”を集約して，新たな方針の下に組  

織的・体系的に運営すべく構成されたものである。本年度については，基本的にはこれまで継続，  

ないし発足が予定されていた11課題の特別研究を実施するチームによって，グループが発足し  

た。それらの課題はその内容，研究手法などから，現在は大きく“保全対策”（6課題）と“リ  

スク評価’’（5課題）の2分野に分けられる。租織発足後9か月を経た時点で，グループ全体と  

してまだ十分体系的なものになり得ていないが，各研究チームとしては個々に，多くの成果をあ  

げている。   

交通公害防止研究チームでは，各種沿道対策や交通システムの提言とその評価手法を検討した。  

また，大気汚染物質が都市，広域スケールでどのように反応伝播し，高濃度汚染を出現させるか  

については，都市大気保全研究チームがいくつかの見るべき成果をあげている。   

水域汚濁に関しては，海域保全研究チームが内湾富栄養化を対象に，その生態系影響を微生物  

メカニズムなどミクロな視野を踏まえて解析した。また，湖沼保全研究チームでは，同じ欄内生  
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態系変化と流域特性を結ぶ，流域管理モデルの確立に向けて成果を取りまとめた。これに関連し  

て，流域で特に′ト規模汚濁発生源からの負荷削減を目的とした水改善手法研究チームは，有用微  

生物を中心とする生物的浄化システムを開発し，対外的にも高い評価を得た。   

有害廃棄物対策研究チームでは，廃棄物埋立や焼却に伴う有害化学物質のモニタリング，モデ  

リング及びリスク評価に幅広く取り組み，新たな知見を集積した。   

環境リスク評価を対象としている分野では5つの特別研究と実験動物開発などのプロジェクト  

が行われている。研究内容は，健康リスク評価と生態系リスク評価とに大別できる。大気影響評  

価研究チームでは，光化学オキシダントやディーゼル排ガスに起因する大気中の粒子状物質によ  

る健康影響を動物実験により明らかにする研究を行っている。化学物質健康リスク評価研究チー  

ムでは，化学物質の環境中での移動，拡散，分解の過程及び化学物質が健康に与える毒性影響評  

価手法に関する研究を進めている。都市環境影響評価研究チームでは都市型ストレスが住民の健  

康に及ぼす影響を評価するための社会医学的研究を進めている。化学物質生態影響評価研究チー  

ムでは，農薬等の化学物質の生態影響や化学物質に対する水生生物の感受性の種間差を評価する  

研究を行っている。新生生物評価研究チームでは，遺伝子組換え体検出用のマーカーの開発や組  

摸え生物の環境中での挙動に関する研究を行っている。   

以上の成果は，国や地方環境行政の問題解決に種々の形で貢献をしてきたが同時に学術的な業  

績としても表彰を受けるなど，外部からの幅広い評価を得ている。   

なお，これらプロジェクトを支えるために，基礎的テーマを，小グループでの奨励研究及び各  

メンバーごとの経常研究としても併せて実施している。  

2．1．2 基盤研究部門  

（1）社会環境システム部   

環境問題は，すべて人間活動が原因であり，人の自然外囲である大気，水，土，生物等の環境  

を介して，ふたたび人間の生存，生一泉 社会経済活動等に回帰してくる問返であるといえる。そ  

れゆえ，環境問題は一面すぐれて社会的な問題でもある。新たに発足した当部では，こうした問  

題意識のもとに，環境保全に関する政策科学的及び情報科学的な基礎研究をシステム分析等の手  

法により行うことにしている。   

新組織の初年度である本年度は，－・部の奨励研究を含む経常研究として，環境経済，資源管理，  

環境計画及び情報解析の4研究室において，それぞれ基幹となる合計8つの経常研究課題を選定  

し実施した。同時に，これに加えて，初年度に補強を必要とする6つの課題を特に奨励研究とし  

て実施した。   

課題1）では，環境間趨の社会経済的側面の解析と環境政策の分析評価を行うことによって基  

礎的知見を蓄積し，課題9），10）は，これを特定な課題について補うものである。課題2），3）  

では，環境資源として水資源をとりあげ，その基盤情報を整備するとともに環境影響との関連を  

モデル化し解析する。その中で課題11）は，水田での環境影響物質の移動を明らかにするもの  

である。一般に都市計画等の環境計画では，地域住民がどのように環境を意識しているかから始  

まって広範な知見や計画手法が必要となるが，課題4），12）は，こうした問題の構造づけに関  

する研究であり，課題5），6），13）は，環境意識・評価に係る手法開発に関する基礎的研究で  

ある。種々の環境システムのデータや情報を的確に解析し，その構造や変化に関する有用な新た  

な科学的知見を得るためには，効率的な解析手法の開発が不可欠である。課題7），8）では，  
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前者が地理・画像データの解析手法の開発を，後者は環境評価に資するモデル化やシミュレー  

ション手法の開発を行ってきた。課題14）は，このうち前者の手法を発展させ，地方公害研究  

所等と協力し，地域環境の監視・評価を効率的に行うための手法開発を行った。   

一九 当部における上記の経常研究課題の多くは，総合部門の地球・地域蠣境研究グループの  

多〈のプロジェクトの一部や地球環境研究センターの研究とも関連しており，個別研究課題の実  

施に当たっては，これを十分配慮して方向づけを行っている。  

（2）化学環境部   

環境問題の解明と対策は，汚染物質を始め関与する因子の正確，かつ信頼性ある計測なくして  

は成り立たない。また計測値の持つ生物学的意味についても知る必要がある。このような立場か  

ら，国立公害研究所時代の旧計測技術部及び旧環境生理部の一部より構成されて化学環境部が生  

まれた。当部は環境中の各種汚染物質の化学計測法の確立を始めとして，環境計軌 監視技術の  

開発を行うとともに，生物検定手法に関する研究も行うことを目的として，15課題の研究を行っ  

た。   

計測技術研究室では，新しい発想に基づく計測機器の開発研究として．超音速自由噴流の利用  

を進め，また安定同位体比の精密測定法の検討を行った。計測管理研究室では，環境計測の精度  

管理手法，分析法の標準化 高精度化 スペクトル情報のデータベース化等の研究を行った。ま  

た，環境標準試料に関する研究を行い有機スズ化合物について保証値を持つ魚肉試料を．国内外  

の研究者に利用可能とした。動態化学研究室では，環境中の元素，分子の存在形態とその変化に  

関する研究として，状態分析法の開発と応用を主として行い，アスベストの新分析法の検討を行っ  

た。化学毒性研究室では，血＝ルMのバイオアッセイ系での毒性評価システムに関する研究を行っ  

た。特に変異原性に重点をおき．その評価手法とともに，DNA傷害メカニズムに関する研究を  

行った。また富栄養化に伴う有害アオコの毒素の化学構造の解明に関する研究を行った。   

部門横断的研究として，環境汚染の時系列的変化を知るためのスペンメンバンキングに関する  

研究，我が国の環境汚傑のバックグラウンドレベルの長期的変動を知るための，摩周湖の調査研  

究を継続的に実施してきた。地方公共団体公害研究機関との共同研究も5課掛二ついて研究を行  

い，計測手法を中心として研究を実施した。また科学技術庁の省際基礎研究として「徴′」、試料中  

の元素の存在量および同位体比の精軒別走法の開発と応用」を本年度より開始した。  

（3）環境健康部   

環境の健康影響について研究する学問としては環境生理学，環境中毒学，環境疫学等の諸分野  

があり，また，それらを総合的にまとめて問題を把握しようとする人類生態学がある。また積極  

的により健康な環境を作り出すことを目的とする環境保健学がある。   

環境健康部の本年度の研究は奨励研究7課題，経常研究9課題が主であるが（それ以外に各種  

プロジェクトに参加したものがあるがそれについてはそれについてはふれない），その研究は上  

述の各研究分野の個々，あるいはそのいくつかにまたがるものが多く，かつ基礎的な手法の確立  

を目指した実験的研究の比重が大きいことが特色である。   

環境生理学・環境中毒学分野での基礎的手法に関する研究としては，肺胞モデル実験系の作製，  

神経一肺循環系の開発，NMRによる生体機能診断法，加齢に伴うラット・マウスの呼吸・循環  
機能の変化肺胞マクロファージの特性，ラット脾臓の糖脂質の分析，メタロチオネインの意義  

等の研究がなされ それぞれ興味深い知見を得ている。  
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環境中毒草研究としてニッケルの気管内投与による肺の灸鼠 必須元素と非必須元素の識別，  

ビタミンA欠乏とオゾンの影響について知見が得られている。   

環境疫学の研究においては環填保健情報データベースの構乱 暴露量測定法の開発（地公研共  

同研究），農薬による健康障害，大気汚染についての文献学的研究がなされた。   

人類生態学として興味ある研究はザンビアにおける人畜共通伝染病，日本人母乳の成分分析の  

2つであった。   

環境保健学の立場から新しい保健指標を作り出す努九 さらに保健所の環境保健活動への参加  

の可能性が調査された。  

（4）大気圏環境部   

大気圏環境部では，地球温暖化成層圏オゾン層破壊，酸性雨といった地球規模の環境問題や，  

都市の二酸化窒素問題に代表される地域的な環境問題を解決するための基礎となる研究を推進し  

ている。本年度は17課題の経常研究と3課題の奨励研究が行われたほか，地球環境研究グルー  

プ（温暖化硯象解明，オゾン層，酸性雨各研究チーム）．地域環境研究グループ（都市大気保全  

研究チーム）の準構成員として，さらには地球環境研究セン．ターの併任または協力研究者として  

研究推進への協力も行われた。   

大気物理研究室では，流体力学を基礎とした大気運動の研究がその中心であり，流体中の渦運  

動に関する研究，熱帯域における積雲対流活動と大気循環に関する研究，成層や回転流の基礎方  

程式の数値解法の研究が行われた。   

大気反応研究室では，気相の化学反応論を基礎とした大気圏での物質の反応の研究が中心であ  

り，気相の反応では光イオン化質量分析計を用いたフリーラジカル反応の研乳 レーザー吸収法  

やケイ光法を用いた化学反応の研究が行われた。またエアロゾル化学に関連して，分子会合体の  
イオン化の研究，微粒子の動力学・光学的性質の研究が行われた。また蔵王の雲水中の炭素成分  

の測定が奨励研究として行われた。   

高層大気研究室では，高層大気を対象とした遠隔計測の手法の開発が研究され，半導体レーザー  

を用いた水蒸気計測法の開発，衛星搭載用大気計測光学センサーの開発の基礎研究が行われた。   

大気動態研究室では，分光や化学分析を手法とした大気中成分の循環の解明を目的にして，レ伊  

ザ一分光法による反応動力学の研究，大気中の不均一反応や窒素の同位体化の研究，赤外レーザー  

光源の開発やレーザーレーダーの高度化のための基礎研究が行われた。  

（5）水土壌圏軍墳部   

水土壌国環境部は，海域，湖†乱 河川，地下水，土凰地盤と環境のほとんどを対象にしてお  

り，いずれの場合も解決しなければならない多くの環境問題を抱えている。このうち，特に湖沼  

の水質は改善が見られず，環境基準の適合率は46％程度と極めて低い。このような背景を踏ま  

えて当部は，本年度，水圏や土壌国の環境問題を解決するための基盤となる18の研究課題に取  

り組んだ。   

水環境質研究室では，有害化学物質及び界面活性剤の水環境中での挙動，藻類増殖に対する促  

進及び抑制物質の解目礼有機塩素化合物を分解するバイオリアクターの開発等について研究した。   

水環境工学研究室では，河床生物膜と水質との関係，水文・土壌の広域解析手法の開発，霞ヶ  

浦における水質及び生物相の変化 耕地や芝地からの農薬の流出，衛星リモートセンシングによ  

る土壌水分と蒸発散量の測定等に関する研究を実施した。  
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土壌環境研究室では，土壌中の無横汚染物質・農薬・重金属等の挙動，水一土壌圏の硝化・脱  

窒，地理情報システムを用いた土壌分布等について研究を行った。   

地下環境研究室では．粘性土の圧縮性状，内陸盆地の地盤沈下性状，岩盤不連続面の幾何学形  

状等について研究を行うとともに，地盤沈下地域の地盤調査を実施した。  

（6）生物圏環境部   

新しい組掛こなって，基盤研究部門で生物関連の研究を担当する部は，その名も生物圏環境部  
と命名され．従来の研究分野に加えて自然環境保全に関する研究も所掌に組み入れられ，自然環  

境保全担当の上席研究官が配置され，【一回り大きい研究内容に取り組むことになった。   

本年度の経常研究では，通常の研究の10課題，奨励研究6課題，特別経常研究1課題につい  

て研究が遂行された。   

環境植物研究室では，環境浄化に有用な植物であるポプラを用いて，水ストレス状態を変化さ  

せたときの気孔閉鎖と木部の庄ポテンシャルとの関係を調べた。奨励研究では，自然保護研究の  

一端として高山植物の適切な育成管理手法の開発研究を行い，数種の高山植物の人工育成を可能  

にした。   

環境微生物研究室では，環境微生物の遺伝子資源保存を巨柑勺として．微生物の凍結保存法の開  

発，株データベースの構築及び環項中における重金属の挙動と微生物の相互作用に関して研究が  

行われた。   

生態機構研究室では，富栄養湖i召の環境管理に伴う．生態系構造の変化，生産過程における炭酸  

固定，底生生物の削ヒ機能等に関して研究が行われた。また，奥日光環境観測所周辺の環境要因  

及び生物相の長期変動，福島県の4つの高層湿原の生物群集の保全に関する予備的研究も行われ  

た。一方，ホタルの筑波周辺での現況調査，昆虫成長制御剤の非標的生物に対する影響について  

も研究が行われた。   

分子生物学研究室では、大気汚染，乾燥、嫌気状態等の環境ストレス下での生理機能の変化に  

関して，異常環境適応酵素の誘導，脂質代謝の調節機構，遺伝子発現に及ぼす影響及びフリーラ  

ジカルの生成とその障害作用及び障害防御機構について研究が行われた。  

2，1．3 地球環境研究センター  

地球環境研究センターは，平成2年10月1日に発足して以来，地球環境研究を，学際的，省際  

的かつ国際的に推進するため，個別の研究の総合化を図るとともに，データベースの整備やスー  

パーコンピュータの導入などの研究支援体刑を充実させ，また，地球環境の長期的モニタリング  

を行うなど，地球環境問題の解明と解決のために各種の業務を行ってきた。   

調査研究業務としては，地球環境研究総合推進費に≠る「総合化研究一持続的発展のための世  

界モデルに関する研究」及び「課題検討調査研究－アジア・太平洋地域における総合的地球温暖  

化対策に関する予備的研究」を実施した。   

推進費の要綱上，当センター固有の研究と位置づけられている総合化研究として実施した「持  

続的発展のための世界モデルに関する研究」は，経済発展と環境保全とを両立させる方策を探る  

ために，個別の地球環境研究の成果を総合化し，対策の効果を分析するモデルを構築するもので  

ある。本年度はそのための一環として，大学の研究者等との共同研究により世界モデルの構築を  

行った。これは大きく世界経済モデルと環境総合モデルとに分かれており，かつそれぞれが仝球  
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モデル（全体を－・つにまとめたモデル）と地域分割モデル（全球をいくつかの地域に分けたモデ  

ル）で構成されている。また同時に，地球環境研究に参加している研究者に対して，その実態を  

把握するために，アンケート方式による国際研究交流に関する調査を行った。   

一方，課題検討調査研究として実施した「アジア・太平洋地域における総合的地球温暖化対策  

に関する予備的研究」は，アジア・太平洋地域で地球温暖化に関する研究を共同して推進するた  

めに，そのフィージビリティを検討したものである。その一環として「アジア・太平洋地域にお  

ける地球温暖化問題に関する研究ワークショップ」を開催した。このワークショップには，アジ  

ア地域から6か国，9名の研究者，アジア開発銀行から1名，そして国内から約27名の研究者  

が参加した。  
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2．2 プロジ工クト研究＊  

2，2．1地球環境研究総合推進費による研究   

（1）オ．ゾン層の破壊に関する研究  

〔研究担当〕オゾン層研究チーム  

〔研究概要〕成層圏オゾン濃度変動の動態把握，衛足利用長光路吸収法による大気微量分子の測  

定手法の開発，大気物理的及び人気化学的手法によるオゾン層変動機構の解明，オゾン層変動の  

モデル予測，オゾン濃度の減少による地＿ヒ紫外線の増加が人体と生物に及ぼす影響，フロン代替  

物質の環境影響に関する研究を行っている。   

本年度は，オゾンレーザーレーダーによって得られた高度ごとのオゾン濃度変軌 特に季節変  

化等の検討，光化学チャンバーを用いたフロン・ハロンによるオゾン層破壊のモデル実験，一次  

元成層圏変動予測モデルの改良整備，紫外線に対する防御タンパク質の一つであるメタロチオネ  

インの検出法の開発及び防御効果の実験的研究，紫外線によるキュウリの成長阻害の作用スペク  

トルに関する研究，代替フロンの分解速度を測定するための装置の開発を行った。  

〔発 表〕K－25，27，k－8，10，A－23－27，29，43－46，56，F－22，a－21，23，Z5，26，28，  

30，3Z，33，37－42，48－53，58，59，85，e－3，5，Z6，35，38，42，f2．10，  

11，32”36，46～48  

（2）温室効果気体の増加による地球温暖化現象の機構解明に関する研究  

〔研究担当）温暖化現象解明研究チーム  

〔研究概要〕本研究では・大気・海洋・生物圏を含めた地球規模環境中での二酸化炭鉱メタ 

等の温室効果気体及びその他の微量成分気体の動琴の解明と，気候を支配している雲の力学的性  

質及び大気の物理過程の解明を目的としている。研究は（1）温室効果気体等の組成・濃度の時間  

的・空間的変動の動態解明に関する研究，（2）メタン・亜酸化窒素の放川渡及びその放出長の解  

明に関する研究，（3）温室効果気体等の大気化学反応過程の解明に関する研究，（4）海洋におけ  

る炭素の循環と固定に関する研究，（5）陸上生態系における炭素循環機構の解明に関する研究，  

（6）気候変化にかかわる雲の大気物理過程の解明に関する研究，の研究課題で構成されている。   

本年度は本研究の開始年度であり，各研究課題の立ち上げを中心に研究が進められた。その中  

で，特にメタンの動態に関連して重要な成果が得られた。まず，放出に関して閉鎖性水城の1つ  

である湖沼からのメタン放出量について知見を得た。霞ケ浦においてメタンの水中溶布濃匿，水  

中での分解速度を調べた結果，メタン総発生量の内約80％が水中で分解され，残り20％程度が  

大気に放出されることが分かった。次に．反応に関しては，温室効果気体，とりわけメタンの大  

気中寿命を評価する上で必要な大気OHラジカル濃度を支配しているOH＋CO反応の中間体で  

あるHOCOラジカルの反応について知見を得た。光イオン化質量分析法によりHOCOを直接検  

出し，そのラジカルの大気中での寿命を決めている熱分解の速度，02との反応速度を初めて求  

めることができた。  

〔発 表〕K－91，A－47，48，51，5Z，54．55，63，64，77，FZ，7，26，27，a→16～18，43，  

44，46，47，57，62，66、83，84，C－20，d－7，17，f－1，2．42－44  

＊〔発 表〕に記載された記号は第7帝 成果発表一覧の記号に対応する。  
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（3）地球温暖化の影響と防止対策に関する研究  

〔研究担当〕温暖化影響・対策研究チーム  

〔研究概要〕地球温暖化はどこまで防げるか，また防げないとしたらどの程度の被害が生じるか  

を明らかにするため，5つの研究課題に取り組んでいる。温暖化防止対策に関しては，対策技術  

の評価手法を開発して民生部門を中心に各種技術を評価する「対策技術評価研究」と，対策技術  

や各種政策の効果判定のために計算機シミュレーションモデルを開発する「予測モデル開発研究」  

の2課題があり，また，温暖化の影響に関しては，植物個体や自然植生への影響を施設実験ヤシ  

ミュレーションによって解明する「植物影響研究」，人の健康や生存環境への影響を施設実験や  

フィールド調査等により解明する「健康影響研究」，及び，都市のエネルギー利用，水利用，大  

気汚染，防災等への影響と適応策を分析する「都市影響研究」の3課題がある。   

「対策技術評価研究」においては，温暖化防止に役立つ100の技術を発掘・提案し，その技  

術開発の可能性を検討するとともに，技術の社会的受容性を見いだすため意識調査を実施した。  

また，「予測モデル開発研究」では，温室効果ガスの排出量予測モデルと温暖化現象モデルを改良・  

開発するとともに，各種の政策手段の適用可能性を検討してこれらの効果を予測するために計算  

梼シミュレーションを行った。   

一方，「植物影響研究」では．二酸化炭素とオゾンの濃度増加による植物への複合影響や，分  

布南限域の野生植物への温暖化影響について大型施設を用いた実験を行うとともに，温暖化によ  

る植生の分布域変化を予測するシミュレーションモデルを検討した。また，「健康影響研究」では，  

我が国の研究体別の確立を図るとともに，動物実験によって温暖化による成長抑制や脂質過醸化  

的障害の可能性を明らかにした。さらに，「都市影響研究」においては，都市が受ける各種の影  

響を総合的に評価する手法の開発について検討を進めるとともに，経済的評価手法の適用可能性  

について事例研究を行った。  

（発 表〕A8－10，65，82．84，85，87←89，B－3，6”8，10，1Z－16，3Z，78～80，C－32，  

a4”9，60，67，68，73，74，76－78，81，82，b－9，42  

（4）酸性雨に関する研究  

〔研究担当〕酸性雨研究チーム  

〔研究概要〕酸性雨の原因物質である二酸化硫黄，窒素酸化物の大気中への放出，大気中での光  

化学反応などによる酸性物質（硫酸，硝酸）の生ノ乱 それらがエアロゾル，害などへ取り込まれ  

るプロセス及び大気中での輸送及び地表面への沈着に関する研究及び酸性物質が地表面で樹木な  

どへ及ぼす影響さらに，士風陸水城（湖沼，河川）を酸性化するメカニズムを解明するために，  

本年度から以下の研究を進めている。初年度は次の研究課題に取り組んでいる。  

（1）東アジア地域における酸性，酸化性物質の動態解明に関する研究   

①酸性，酸化性物質等の動態解明のための地上観測に関する研究   

②東アジアにおける大気動態解明のための航空機等を用いた観測に関する研究  

（2）自然植物等における酸性及び酸化性物質の影響に関する研究  

（3）酸性降下物の陸水，土壌への影響機構に関する研究   

①日本における陸水域の酸性化予測と陸水，土壌生態系への影響に関する研究   

①地質，土壌の酸性雨に対する水文，地質学的応答特性に関する研究  

〔発 表〕A－32，35，50～53，55，鎚ト76，78，H－4，13，a－27，61，63”65，d－11，12，16－  

18，g－33，34，hユ3，14，32  
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・（5）海洋汚染に関する研究  

〔研究担当】海洋研究チーム  

〔研究概要〕（1）衛星可視域データのグローバルマッピングによる広域環境研究変動に関する研  

究   

本年度は，衛星データのキャリブレーション用のクロロフィル，栄養塩の海洋観測データの表  

示システムを整備した。さらに，ボランクートオブザペーションシ 

スデ⊥タサンプリングの概念設計を行い，実際に，地球環境研究センターの日韓フェリーモニタ  

リング業務に平行して，同航路海域におけるプランクトン属性調査を行った。  

（2）海洋汚染物質の海洋生態系への取り込みと生物濃縮，並びに物質循環に関する研究   

0糾ネットの水平曳きによって日本近海の表層（水深150m以浅）から採取された動物プランク  

トンにつし）て，主に元素含有量の分析を行い32種の元素を定量した。その結果，沿鼠 特に東  

京湾や大阪樗の近傍で採取された試料では亜鉛，鋼及び鉛などの重金属類の濃度が高い傾向にあ  

る。性別に分別した試料の分析結果から，元素濃度は動物プランクトンの種に固有である，等が  

判明した。  

（3）海洋物質循環の変動機構に関する研究   

輸送過程の影響を受けない海洋生態系に基づく生物化学過程のみの系としての海域隔離実験生  

態系を播磨灘家島海域に1990年7月21日～8月14日の間形成した。生態系は窒素・リン・シ  

リカの存在比により藻墳種遷移を行い，これに伴って炭素循環と現存量が大きく変動することが  

判明した。  

（4）海洋プランクトンによる炭酸ガス固定能力に関する研究   

大聖純粋培養装置（海洋部1m3，大気部0．4m3）を用いて植物プランクトンの増殖に伴う  

CO2動態計測の可能性を検討した。試供藻類はn抽胸幅眈を用い，初期大気部CO2濃度は約370  

ppmであった。細胞数が約2，000cells／m王に至るまで対数増殖を続け，大気部COz濃度が約110  

ppmの時点で増殖を停止した。その後大気部にCOz添加を行い，約720ppmと設定した。細胞  

は再び増殖を開始するとともに大気部CO2濃度は急速に減少した。  

〔発 表〕K－19，k－Z．A－58－62，96－99，a－54－56  

（6）熱帯林の減少に関する研究  

〔研究担当〕森林減少・砂漠化研究チーム  

野生生物保全研究チーム  

〔研究概要〕近年における世界の森林の急速な減少はその資源の枯渇を招き回復不可能の段階に  

近づきつつある。地球規模での大気環境の保全において森林の役割の大きいことに異論のないと  

ころである。特に熱帯林における森林伐採は規模が大きく，そこに生息する多くの野生生物の消  

滅が危ぐされている。現在のところ熱帯林伐採跡地への植林が試みられているが熱帯林更生には  

ほど遠く，自供条件における熱帯林生態系の基本的な知識，特にその環境と構造に関しての知識  

が研究の基盤として必要である。   

この研究目的のために，3研究課…臥 ①熱帯林生態系の環境及び構造解析に関する研究，（む熱  

帯林生態系における野生生物種の多様性に関する研究，③熱帯林の環境形成作用の解明に関する  

研究を立ち上げた。平成2年度における本研究は，国立環境研究所，農林水産省から森林総合研  

究所，農業生物資源研究所，熱帯農業研究センター，文部省から国立科学博物鼠京都大学，九  

州大学，愛媛大学，大阪市立大学と日本野生生物研究センターとの共同研究である。また，本研  
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究は国際共同研究に位置づけられ，調査対象をマレーシア国に分布する熱帯降両杯を対象として  

いる。それゆえ，我が国の研究機関のほかにマレーシア森林研究所（ForestResearchlnstitute  

Malaysia）とマレーシア農科大学（UnivcrsityPertanianMalaysia）をマレーシア側の共同研究  

機閲として選び1990年8月，1991年Z，3月の3回にわたって共同研究の交渉を行った。これ  

までに，このマレーシアの2研究機閥と当研究所の間で共同研究の覚書を作成し，近日中に各研  

究機関の代表者が署名するまでに至っている。   

3月には，当研究所からの6名を含む，各研究機関から総勢20名がマレーシアの2研究機閲を  

訪問し，試験地の設定を行った。その緑風 マレーシア半島部のパソ一にあるマレーシア森林研  

究所の試験地（平地熱帯降雨林）とフレーザーズ・ヒル川1地熱帯降雨林）を調査場所として研  

究を開始することにした。  

（7〉総合化研究  

〔研究担当〕地球環境研究センター  

〔研究概要〕「持続的発展のための阻界モデルに関する研究」を開始した。これは，地球環境研  

究総合推進費に基づく個々の課題別研究の成果を統合して，地球環境保全と世界経済成長を両立  

させる「持続的発展」のあり方を見いだすことを目白勺としている。このため，個別の知見を集約  

するための世界モデルの作成を中心に研究を進めている。   

この世界モデルは，大きく他界経済モデルと環境総合モデルに分けられ，それぞれ仝球を一つ  

にまとめたモデル（全壊モデル）と仝球をいくつかの地城主分けてより詳細に分析するモデル（地  

域分割モデル）を作成中である。世界経済モデルでは，地球環境保全対策が経済成長に及ぼす彪  

響を明らかにする目的で，エネルギー及び資源の利用と経済発展に焦点を当てた仝球モデルを試  

作するとともに，世界を24地域に分割して世界経済の諸動向を予測する計量経済モデルを改良  

中である。環境稔合モデルでは，地球環境破壊による損害や資源劣イヒを評価するため，地球環境  

の諸変数の間の関係を解析して全球モデルの基本設計を行うとともに，仝球を5度メッシュに分  

割した地球環境シミュレータを開発して，二酸化炭素放出量と濃度の推定，酸性雨の分布の将来  

予測，地球規模の汚染物質の拡散等についてシミュレーションを試みた。   

また，地球環境研究に参加している研究者の実憩．研究体別に対する研究者の意見，研究支援  

のニーズ等について，国内研究者約2，000名に対してアンケート調査を実施した。  

〔発 表〕A－8～10，81，90”92，C－31，Ⅰ1－Z9，a4～9，70－72．75，79，80，b－12乙  

i－1←8  

（8）地球環境問題に関連した大気数量成分計測技術の高度化に関する予備的研究  

t研究担当】オゾン層研究チーム  

〔研究概要〕オゾン層破壊，地球温暖化，酸性雨等の地球規模大気環境問題の解明に必要な，大  

気微量成分の広域三次元分布の観測のための計測手法のうち，特に飛翔体搭載レーザーレーダー  

について，その技術的実現性について検討を加え，開発に向けての提案を行った。このため，地  

球規模大気環境問題にかかわる研究者，レーザーレーダー技術に関する研究乳 メーカーの専門  

家から構成される調査委員会を組織L，調査・検討を行い，報告制ことりまとめた。  
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（9）乾燥地・半乾燥地の砂漠化に伴う環境影響予測に関する予備的研究  

〔研究担当〕森林減少・砂漠化研究チーム  

〔研究概要〕本研究は，次年度以降，本格的な砂漠化研究を実施するための研究計画，研究体馴，  

試験地等を決定するための予備的研究である。本年度は，砂漠化研究の専門家による砂漠化問題  

研究検討委員会を設立し委員会を2切開催した。これらの委員会では，中臥モンゴル，インド．  

タイ，アフリカ，オー．ストラリア等で行われでいる砂漠化に関する研究の現状とこれからの砂漠  

化研究について，我が国の行うべき砂漠化研究について，国立環境研究所の行う砂摸化研究につ  

いて，研究対象試験地の選定についての討論を行った。その結果，我が国としては砂漠化危険地  

域において現地研究機関と共同で早急に砂漠化研究を実施し地球環境保全に寄与するべきである  

と結論されたβまた・匡内砂漠化研究者に対して「砂漠化研究に関するアンケート調査」を行し：  

中国，モンゴル，インド，ケニヤ，タイ，オーストラリアにおける砂漠化研究の研究内容，相手  

機胤共同研究の可能性等の情報を収集するとともに，内外砂漠化研究の研究論丸研究報告，  

試料等の収集を行った。収集された文献は外国文献75編，国内文献70編で，すべての文献は検  

索可能な砂漠化文献デ「夕べ「スとしてコンピュータ処理を行った。さらに，「第1回砂漠化問  

題シンポジウム」を開催し，中軌 モンゴル，アフリカ，インド，タイにおける砂漠化研究に関  

する研究発表と砂漠化問題と日本のかかわり，砂漠化研究のプj向，調査，研究協力のあり方等に  

についての討論会を行った。   

この結果，中国内蒙古自清堰の砂漠化危険地域及びインド西部ジョド7㌧⊥ル周辺の砂漠化危険  

地域を研究対象候補地域として選出し，次年度にこれらの候補地の予備調査を行い，本格的砂漠  

化研究の研究対象地域として1地域選出することが決定された。また，研究内容としては．乾燥・  

半乾燥地城の締生，土壌，水資源関係の現況調査を行うとともに人間活動と砂漠化進行の関係を  

解明し砂漠化防lヒのための保全対策の推進に寄与することに決定された。  

（10）気候変動の予測に関する予備的研究  

〔研究担当〕温暖化現象解明研究チーム  

〔研究概要〕気候変動を予測するための手法として，いわゆる大循環モデルがある。現在世界に  

は10穐以上の大気大循環モデルが存在し，各々特徴を持っている。 また，大気一海洋結合型の  

大循環モデルについても開発が進められており，数種のモデルが動き始めている。本研究では地  

球環境研究総合推進興研究の中で大循環モデルを用いる気候変動予測研究を行う上での間軌．呈の  

洗い出し，研究推進体制等について予備的な調査研究を行った。  

（1）現在行われている各種気候モデルについて，その特徴，問題点等についてレビューを行っ  

た。気候モデルの精度向＿【二のためには，今後の課題として，①モデル内での雲の取扱い，①海洋  

大循環モデルの確立，③大気一海洋結合モデルの開発，④境界層内の乱流現象の取扱い，が重安  

であることが指摘された。  

（2）気候変動予測を行う際にモデルの入力条件となる温室効果気体の大気中濃度の動向につい  

ては，人為及び自然の発生源・吸収源両者を考慮した地球生態」二学的アプローチも必要であるこ  

とが明らかになった。  

（3）気候モデルによる気候変動予測の研究においては，気象・流体力学・地球化学・社会二】二  

学・経済の多くの分野をカバーする共同研究体制の構築が必要である。   

したがって多方面分野の共同利用を目的としてコミュニティモデルを構築することを観点に，  

現在世界で行われているコミュニティモデルの特徴等を調査し，推進費研究の中であるペきコ  
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ミュニティモデルの特性について検討を行った。   

なお，（1），（2）については，各々東京大学理学部地球物理学札 生産技術研究所との共同研  

究によって行った。  

（＝）アジア・太平洋地域における総合的地球温暖化対策に関する予備的研究  

（研究担当〕地球環境研究センター  

〔研究概要〕地球温暖化を中心とした地球環境問題の解決には，今後大きな発展が予想される発  

展途上国が，経済発展と環境保全を両立させることが極めて重要であり，その際，先進国と発展  

途上国が研究面でも積極的に協力することが求められている。このような背景のもとで本研究は．  

我が国として素献すべきアジア・太平洋地域を対象として地球温暖化対策に関する総合的研究を  

推進することを目的として，予備的検討を行ったものである。   

その内容は，①アジア・太平洋地域における地球温暖化の影響及び対応可能性に関する比較分  

析，②アジア・太平洋地域における地球温暖化対策関連の研究体別に関する実態調査，③研究計  

画立案のためのワークショップの開催，④稔合的地球温暖化対策に関する研究計画の立案の4点  

である。まず，①及び②に関する現地における文献等を収集整理するとともに，同資料を使用し  

て1991年3月に同研究所において「アジア・太平洋地域における地球温暖化問題に関する研究  

ワークショップ」を開催し，我が国の研究者とともにアジア地域の国々の研究者とディスカッショ  

ンを行った。そして，今後アジア・太平洋地域において実施すべき地球温暖化対策に関する共同  

研究計画など具体的な内容についてとりまとめ，最終成果として同ワークショップサマリーを作  

成し，広く関係各所に配付した。  
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2．2．2 特 別 研 究  

（1）／〈イオテクノロジーによる大気環境指標植物の開発に関する研究（最終年度）  

〔研究担当〕新生生物評価研究チーム  

〔研究期間〕昭和61年度一平成2年度（1986－1990年度）  

〔研究問要〕これまでの生理生化学的研究，生理生態学的研究の結果に基づき，遺伝子組換えに  

よる大気汚染指標植物の作製と評他，祖換え植物を野外で使用するための装置であるフィールド  

チャンバーの開発などを行った。その成果を要約すると以下のとおりである。（1）大腸菌グルタ  

チオンレダクターゼ（GR）遺伝子を導入した遺伝子組換えタバコの大気汚染ガス耐性について  

検討しノた。タバコの品種SRlとBelW3の各々に大腸筒GR遺伝子を導入して作製した遺伝子組  

換えタバコより子孫を得た。子孫においてもメンデルの遺伝法則にしたがって大腸菌GR遺伝子  

が遺伝することを確認し，オゾン及び二酸化硫草に対する耐性の変化について検討したところ．  

組換えタバコは非組換えタバコと比較して，二酸化硫黄に対する耐性が増加したが，オゾンに対  

する耐性には変化がなかった。（2）開発中の組換え指標植物を野外において利用するために，こ  

の植物が野外の生態系に影響を与えない（花粉を飛散させない）ようにフィルターを装着した  

フィールドチャンバーを作製し，その基本的な性能を検討した。  

〔発 表〕B77，H14－18，hl，2，10～12  

（2）富栄養化による内湾生態系への影響評価に関する研究（最終年度）  

〔研究担当】海域保全研究チーム  

〔研究期間〕昭和61年度一幸成2年度（1986－1990年度）  

〔研究概要〕内湾は生物生産の最も顕著な海域である。－・方，富栄養化が産業・都市廃水の流人  

に伴って進行し．赤潮発生などの一因となっている。生物生産の増大と海洋環境保全の両立にとっ  

て望ましい状態を明らかにすべく内湾海鳳での富栄養化物質の質的，量的変動とそれに伴う生態  

系への影響を科学的に明らかにすることが強く求められている。本研究においては（1）閉鎖性海  

域における富栄養化がもたらす環境特性の把握に関する研究，（2）制御実験系を用いた宮栄養化  

の環境評価に関する研究，．（3）現場メゾコズムを用いた内湾生態系の物質循環・動態に関する研  

究を行い，内湾の環境管理のための基礎となる科学的知見の蓄積を目的とする。本年度は，赤潮  

発生時の詳細な現場調査やメゾコズムを用いた研究で，赤潮の発生年・非発生年と栄養塩躍層と  

の関連について知見を得た。また，赤潮生物の休眠胞子（シスト）の形成機構ヤ他±l二物との相互  

作用が明らかになった。  

〔発 表〕K－19，k－2，A－60，62，98，99．B－83，97，b－2，5，68  

く3）先端技術における化学環境の解明に関する研究  

〔研究担当〕化学物質健康リスク評価研究チーム  

〔研究期間）昭和62年度一平成3年度（1987～1991年度）  

〔研究概要〕前年度に続いてトリクレン等揮発性有機塩素化合物と有機スズ化合物に関する研究  

が主として進められた。揮発性有機塩素化合物の大気から土壌への移入に関してのモデル実験で  

は表面土壌で粘土鉱物への吸着が禿要であること、1、1、トトリクロロエタンから1、トジクロロエ  

チレンへの反応が速く，地下水汚染との関連が示唆された。トリクロロエチレンの行動毒性の突  
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験ではマウスで500mg／kgip腹腔内投与で行動に影響が現れ，一般中枢神経抑制作用に基づ〈  

と考えられた。有機スズに関する研究では，ムラサキイガイに含まれる未知のスズ化合物の構造  

を決定し，それらがトリブナルスズの一部が酸化された代謝物であることが分かった。またこれ  

らの代謝物の季節変化から，代謝が夏に速く進み，イガイのトリブナル濃度を低くすることが分  

かった。わl止血系での神経毒性，胎仔毒性の研究では有機スズ化合物の中でもトリフユニルス  

ズが強い毒性を示した。  

〔発 表〕Kr5－17，A93，95，B－81，D1，26，33，E－35，a83，b－85～87，89，e4 ，6  

（4）環境容量から見た水域の機能評価と新管理手法に関する研究  

〔研究担当〕湖沼保全研究チーム  

〔研究期間〕昭利62年度～平成3年度（1987～1991年度）  

〔研究概要〕日本には1ha以上の面積を持つ自然湖沼が483湖吼人造ダム湖がZ，730湖沼あり，  

114湖沼に環境其碑が設定してある。生清二環境項目にかかわる環境基準の達成率は昭和63年度  

で43％と低〈，湖沼水質環境はあまり改善が見られていない。本研究は，このような湖沼環境  

の改善及び保全を目的にしたものである。   

本研究では，湖沼や流域の環境容量をベースi二，地理情報システムを利用した流域環境データ  

ベースの作成，それに基づく流域での水質保全対策の評価，負荷流出モデル，湖沼水質予測モデ  

ルの構築等を行った。また，湖沼における大型動物プランクトンが湖水の水質改善に重要な働き  

をしていることから，湖内の食物連鎖網を明らかにし，高次捕食者の制御によって水質改善を図  

る方法を検討した。さらに，アオコ等の有害藻類を制御するため，従来の窒素，リン以外の増殖  

制限要因の検討を行い，鉄及びある種の有機物がアオコが優占種となるために重安であることを  

明らかにした。  

〔発 表〕K53，63，65，81，87，88．92，93，95，96，B－58－64，12l，C－9．10．b2．4．  

6．7，115，116，C－4，5  

（5）粒子状物質を主体とした大気汚染物質の生体影響評価に関する実験的研究  

〔研究担当〕大気影響評価研究チーム  

〔研究期間〕昭和63年度←平成4年度（1988－1992年度）  

〔研究概要〕粒子状物質とNO2を主体とした大気汚染物質のヒトの健康に及ぼす影響を総合的に  

評価し，健康維持にかかわる科学的知見の蓄積と行政課題等に資することを目的に．（1）粒子状  

物質とNO2等の複合暴露実験装置の作製及び暴露条件の検討，（2）粒子状物質とNO2等の呼吸  

器疾患との関連に関する研究，（3）粒子状物質とNO2等の生体影響評価手法の閑雲削こ関する研  

究，（4）粒子状物質の個人暴露彙推定に関する研究を行った。  

（‖ではディーゼル排気暴露実験装置を完成させた。（2）の①では硫酸エアロゾルとディーゼ  

ル排気粒子（DEI】）のアレルギー反応に及ぼす影響を調べ，モルモットでは1．OmgHzSO。／m3の  

濃度で即時型アレルギー反応の上昇とヒスタミン遊離の増加を認めた。また，DEPが肺でスー  

パーオキシドを多量に産生し，それにつれてヒスタミン遊離が起こることを認めた。（2）の②で  

は呼吸器腫瘍発生に関する研究として，本年度はNOz十硫酸エアロゾルの複合暴露による腫瘍  

生成促進効果の有無を調べ，NO2．単独の場合より促進効果が強いことを認めた。  

〔発 表〕B4，70－76，E－37－41，b8，10－14．72－76，78～80，90，118，119，e50－54．  

56，57  
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（6）広域都市圏における交通公害防止計画策定のための環境総合評価手法に関する研究  

（研究担当〕交通公害防止研究チーム  

〔研究期間〕平成元年－3年度（1989－1991年度）  

〔研究概要〕本研究は広域都市圏における交通公害を総合的に評価する手法を開発することを目  

的としている。そのために，沿道大気拡散及び，沿道からの騒音伝播の精密数値シミュレーショ  

ンモデルの開発を基礎として，広域都市圏の交通公害を総合的に評価するモデルの開発を行って  

いる。本年度は，大気拡散モデルについて数値シミュレーションモデルを完成させるとともに，  

風洞実験，現地調査，常時監視データの統計解析による検証を行った。   

また，総合評価モデルの開発に関しては沿道の高濃度NO∫汚染対策を例に，NOJ局地汚染対  

策の効果，願昔や展観など他の環境要素に与える影乳対策を実施する地域以外に対する波及的  

な影響などを紬札 整球し総合評価のための基礎検討を行った。   

さらに，本研究の一環として，交通公害対策の環境調和性評価に資するため，沿道排気装置，  

沿道NO∬処理装置などの新たな交通公害対策の抽出及び創案とその技術評価を行った。  

〔発 表〕K28，39，k11，B1三軋C－36，b－48－50，121，123～127  

（7）大都市圏における環境ストレスと健康に係る環境保健モニタリング手法の開発に関する研  

究  
t研究担当〕都市環境影響評価研究チーム  

〔研究期間）昭利63年度一平成3年度（1988－1991年度）  

〔研究概要〕大都市圏での環境汚御大況，それらへの住民の暴露状況，さらに精神的及び身体的  

な影響，すなわち環境ストレスについて，体系的に評価し監視するシステムを作ることが急務で  

ある。本研究は，このような「モニタリングシステム」の具体的内容に関する基礎的検討を目的  

としている。高度に都市化の進んだ東京大都市圏の中で，初年度は住宅地姐工業地域を，また．  

前年度及び本年度はさらに商業地域，都心部を対象として，その住民の環境汚染（騒音，NO∫，  

SPM）への複合的暴露状況の把握，ま 

評価のための調査と分析を行った。その結果，暴落状況，影響・リスクから見て∴幹線道路沿道  

には特別な配慮が必要であることが再確認された。他方，これら調査を支援するための騒音に関  

する心理・生理学的実験を行い，心理・生理反応に見られる個人差の規定要因に関する分析を行  

うほか，モニタリングの一手法として既存の市町村別環境・健康情報データ，とりわけ，都市化・  

大気汚染状況と林間を示す肺ガン死亡軋あるいは都市化・騒音発生状況と相関を示す苦情発む  

件数の有用性なども吟味した。  

〔発 表）K－29，45，55～6Z，k－1Z，A20，B－44，53，54，65，67，68，100，101，1Z4，C11，  

12，E－3，4，28，49，50，b－55－58，61－66，118，119，C－9－11，16－19  

（8）水環境における化学物質の長期暴露による相乗的生態影響に関する研究  

〔研究担当〕化学物質生態影響評価研究チーム  

〔研究期間〕平成元年～5年度（1989－1983年度）  

〔研究概要〕河川水の総合毒性の変動を調べる生物試験に並行して，河川水の農薬濃度の季節変  

動を明らかにした。その中から特定の農薬を選び出し複合試験を行ったが，低濃度（ppbレベル）1  

でも複合影響によりヌカエビの死亡率が増大することを明らかにした。多種類の藻類について，  

除草剤シメトリンの生物試験（成長阻害）を行い，藻類の耐性に広範囲な輯聞差があること，多  
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くの藻類は環境中のシメトリン濃度でも成長阻害を受け得ることを示した。農薬汚染剛Ilに優占  

する代表的な水生昆虫について殺虫剤の生物試験を行い，それら薬剤に高い耐性を有しているこ  

とを明らかにした。実験生馨系を用いた研究から，動物プランクトン群集に対する化学物質の二  

次的影響の解析，及び実験生態系に捕食者である生物（フサカ）が関与した場合の系の反応を解  

明した。殺虫剤により動物プランクトンの1種（ミジンコ）が形態変化を起こすことを始めて明  

らかにし，その生態的意味を検討した。農薬汚染と河川生物相の関係について，野外調査から多  

くの知見を得た。  

〔発 表）K20，k－3，B104，105，107，110，H－23，b59，98－100，103，h→6，18，24，25，  

29  

（9）トリクロロエチレン等の地下水汚染の防止に関する研究（初年度）  

〔研究担当）有害廃棄物対策研究チーム  

〔研究期間〕平成2～4年度（1990－1992年度）  

〔研究概要〕トリクロロエチレン等によって汚染された地下水・土壌の浄化対策マニュアルの作  

成を目的として，汚染物質の挙動解明．浄化対策関連手法の開発・評価等を行っている。   

本年度は，地下水中での汚染物質の挙動を解明するため，継続的な調査が行われている事例の  

測定結果の解析を行い，特徴的な2種類の季節変動を示す井戸群が1つの汚染地域の中で近接し  

て存在することを見いだした。この機構を探るため，地下水の流向・流速調査を実施した。また，  

別の汚染地域で汚染物質が土壌に侵入したと考えられる地点でボーリング調査を実施し，室内実  

験結果のとおり，帯水層の直上と底に汚染物質がたまっていることを見いだした。また，汚染物  

質の存在場所を特定する手法として，各種土壌ガス調査手法を取り上げ，比較評価を行った。さ  

らに，汚染土壌・地‾F水の浄化対策事例の調査を行い，文献調査結果と併せて，浄化技術の特性  

評価を行った。  

〔発 表〕K21，k－4，A－93，95，Br91，92，112，113，116～118，a83，b92，93，95，  

107－111，113  

（10）有用微生物を活用した小規模排水処理技術の開発と高度化に関する研究（初年度）  

〔研究担当〕水改善手法研究チーム  

〔研究期間〕平成2－4年度（1990－1992年度）  

〔研究概要〕本研究は公共用水域への汚濁負荷源の高い割合を占めている未規制ノト規模排水を主  

として生物処理技術を活用することにより高度に水改善を図ることを目的としている。本年度は  

以下の成果が得られた。   

飲食店では未処理で排出している店舗が半数以上を占め，店舗規模の小さいものほどその割合  

が高く油分の寄与が非常に大きいことが分かった。小規模合併処理浄化槽に流量調整機能と循環  

を組み込むことにより有機物及び栄養塩類除去の向上 安定化が達成可能なことが分かった。′」、  

規模申業場難分解性排水を微生物活性炭流動床方式により処理し，20％以下である通常の有機  

物除去をはるかに」二回る60％の除去率を長期間にわたり達成できることが分かった。排水の高  

度処理及び発生汚泥量の減量化に重要な役割を果たすと考えられる輪虫類の定着化大量培養法  

について洗米排水を加え，通常3，000個／mJの蛤虫密度が洗米排水中では約12，000個／mJまで  

増大し、洗米排水に鈴虫の増殖能を高める増殖因子が含まれていることが分かった。  

〔発 表〕B【26～30，33－36，b26．27，29－31，39～42  
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（＝）有害廃棄物のモニタリングに関する研究（初年度）  

〔研究担当〕有害廃棄物対策研究チーム  

〔研究期間〕平成2－4年度（1990－1992年度）  

〔研究概要〕有害廃棄物によるリスクを適切に管理するために不可欠である環境汚染のモニタリ  

ング手法の開発を行っている。   

本年度は，まず，我が国における有害廃棄物の管理体制の問題点を明らかにした。また，室内  

や実験施設で塩素系溶剤や廃プラスチックの焼却実験を行い，燃焼生成物を同定・定量した。そ  

の結鼠揮発性有機塩素化合物やダイオキシン類など，これまで知られた有害化学物質のほかに，  

多様な有機化学物質を検出した。さらに，焼却施設周辺の大気や土壌の汚染状況を調べ，焼却施  

設との関連を検討した。一方，産業廃棄物の埋立処分地の浸出水を分析し，50種類以上の有機  
化学物質を検出した。また，埋立処分地の表層土壌ガスを調査し，処分地内のテトラクロbエチ  

レンの分布を明らかにした。さらに，焼却施設の排ガスと埋立処分地の浸出水中の多様な有機化  

学物質を同定・定量する手順の検討を行った。  

〔発 表〕B95，96，133，134，C－22，G－36，39，b－128，129   

（12）都市軌こおける冬期を中心とした高濃度大気汚染の予測と制御に関する研究（初年度）  

〔研究担当〕都市大気保全研究チーム  

〔研究期間〕平成2－4年度（1990－1992年度）  

〔研究概要〕都市域における冬期を中心とした高濃度大気汚琴の動態を解明するためにフィール  

ド観軋並びに風洞実験を行った。同時に日本全国における高濃度大気汚染の出現機構を検討す  

るために，国内主要都市における大気汚染観測データの統計的な解析を行い季節変化や地域特性  

を明らかにした。一方，都市域における大気汚染物質の挙動を評価するために，垂直方向の風の  

変動とモーメンタムフラックス及びヒートフラックスの詳細な解析を行った。また大気汚染物質  

の発生源推定手法を確立するために，特に自動車からの発生源推定手法の検討を行った。   

数値モデルに関しては，光化学大気汚染三次元モデルを用いて窒素酸化物や炭化水素成分の発  

生源強度の変化が環境濃度変化に及ぼす影響を，異なった境界条件に対して計算し発生源対策の  

シナリオを検討した。解析の結果，揮発性炭化水素の発生総量の把捉をより精度よく行うことが  

緊急の課題であることが分かった。  

〔発 表〕′K25，B－138～141，b－48－51，b134～143  
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2．3 経 常 研 究  

2．3．1地球環境研究グループ  

研究課題1）ダイオードレーザーを用いた気相化学反応の速度論的研究  

〔担当者）坂東 博  

〔期 間〕昭和63年度〝平成2年度（19鋸ト」990年度）  

〔内 容〕HO2，ClO等大気化学反応の中で重要な役割を果たしているラジカル類の高濃度生成  

法，速度定数を求めるために必要な実験条件等について検討を行った。  

研究課題 2）環境変動に関係する微量化学成分の天然水環境における挙動の研究  

〔担当者〕野尻幸宏  

〔期 間〕平成元年～5年度（1989－ユ993年度）  

〔内 容〕メタンの水中濃度の定量をする自動分析装置を用いて，陸水城の水中メタン濃度の測  

定を開始した。霞ヶ浦全域調査で水中メタン濃度の測定を継続的に行い，季節変化を求めた。そ  

の結果，メタン生成量の大きい夏期の終わりから秋期の初めと，メタン分解速度の小さくなる冬  

期に．濃度が高くなることが分かった。平均的な水中濃度は大気平衡濃度の100倍程度であり，  

富栄養化した湖沼がメタンの発生源の一つであることが明らかにされた。気象データとの結合に  

よって，水面からのフラックス推定も可能となった。貧栄養湖沼の摩周湖．田沢札 中禅寺湖で  

も，メタン濃度鉛直分布を求めたところ．中層に最大値を示す分布であった。   

人為的に酸性化された田沢湖の中和事業が始まったのを受けて，田沢湖の湖沼調査を行った。  

表面湖水に若干の水質変動があることを確認した。脚寺的な水温データを係留装置で得た。  

〔発 表】K－91，A－47，48，a－43，44  

研究課題 3）大気中微量有横物質の測定に関する研究  

〔担当者l横内陽子  

〔期 間〕平成Z～6年度（1990－1994年虔）  

〔内 容〕（1）テナツタスGCを描いた常温濃縮法について，イソプレン，ジメチルサルファイ  

ド，ジプロモメタンとプロモホルムを対象にサンプル保存性の検討を行った。ステンレス製濃縮  

管をナットで密閉した後，活性炭入りの7タ付ガラス製試験管内に入れて2か月間保存した結軋  

対象物質の損失及び汚染のないことを確認した。  

（2）α一ピネンの主要反応生成物であるピノンアルデヒドのサンプリング方法について検討を  

行った。ハイポリュームサンプラ一による石英繊維ろ紙上への補集効率は，25℃以上では数％と  

低くなるため，夏期森林内ピノンアルデヒド濃度測定値（3－90ng／m：j）を大幅に上方修正する  

必要のあることが明らかとなった。  

（発 表〕A－93一眼 a－83   

研究課題 4）人工衛星による大気計測データの情報処理に関する研究  

〔担当者〕横田達也  

〔期 間〕平成2－6年度（1990～1994年庇）  
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〔内 容〕地球大気に関する広域の情報を的確に把握するために，人二1二衛星に搭載されたセン  

サーによって観測されたデータから，有用な情報を適切かつ有効に把握するためのデータ処理手  

法を研究開発することを目的としている。このため，計測目的とする情報を抽出するために開発  

されてきた各種の解析手法を調査するとともに，新たに考案し比較検討する。   

本年度は，現在計画が進行している大気観測用赤外衛星センサーを例として，その観測仕様を  

考慮しながら、大気光学モデルに上るシミュレーションデータを用いて，オゾン等の高度分布推  

定アルゴリズムの検討を行った。  

〔発 表〕a85，f10，11  

研究課題 5）成層圏エアロゾル層の形成に関する基礎的研究  

〔担当者〕林刑佐智子  

〔期 間〕平成元年”2年度（1989－1990年度）  

（内 容〕成層圏オゾン破嘩要因の一つであり，また地球熱収支へ重大な影響を持つ成層圏エア  

ロゾルの形成を数値モデル化する。   

本年度は，前年度に引き続き，成層圏のエアロゾルの微物理過程を数値モデル化するためのパ  

ラメタリゼーションについて，文献調査を行い，検討を加えた。また，過去の大型レーザーレー  

ダーによる観測結果を整理し，火山噴火によるエアロゾル増加量について見積もった。なお，本  

研究課題は平成3年度より科学技術庁の地球科学技術特定調査研究課題「地球温暖化の原聞物偏  

の全体的挙動とその影響に関する観測研究・11－3．エアロゾルの動態解明のためのモデル開発研  

究」へ移行する。  

〔発 表〕A－57，＿a－48   

研究課題 6）大気観測用新レーザーレーダー手法の開発に関する基礎的研究  

【担当者〕杉本伸夫・榛 淳＊1・鹿野泰弘・松井一郎＊－（＊1大気圏環境部）  

【期 間〕昭和63年度一平成4年度（1988～1992年鹿）  

〔内 容〕大気環境を総合的に把慮するための各種の情報を高密度かつ空間的に連続して観測す  

るための新しいレーザーレーダー技術の基礎となる計測手法の開発と，計測に係る大気の性状の  

研究を目的とする。前年度に引き絞き，検出器アレイを用いたヘテロダイン検波レーザーレーダー  

の理論的研究を行った。また，都市域の大気境界層の観測を目的とするために安全な波長城のラ  

イダーに関する検討と低層からの観測を行うための送受信光学系の最適設計と実験結果との比較  

を宿った。  

〔発 表〕A－36－39，a－28，29，31  

研究課薙 7）宇宙からのレーザーレーダー観測に関する予備的研究  

〔担当者〕笹野泰弘・杉本伸夫・林田佐智子  

（期 間〕平成元年｝3年度（1989－1991年度）  

（内 容1人工衛星・スペースシャトルなどの手偏飛潮体からのレーザーレ”ダーを用いた大気  

環境監視システム構築の可能性を検討し，宇宙飛翔体搭載用レーザーレーダーの基本要素（レー  

ザー，望遠鏡等）の開発呂標を明らかにすることを目的とする。   

本年度は，宇宙からの大気環境監視システムに必要とされる性能（距離分解能・精度等）につ  

いて収集・整理した情報をもとにシミュレーションを行い，特に成層圏・対流圏のオゾン及びエ  
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アゾルを測定対象とした衛星搭載レーザーレーダーのシステム構成を検討した。  

〔発 表〕A－25，a－42，48，52  

研究課題 8）中層大気構造のレーザーレーダー観測に関する基礎的研究  

〔担当者〕中根英昭  

〔期 間〕平成2～6年度（1990～1994年度）  

〔内 ′容〕オゾンレーザーレーダーの非共鳴波長の受信信号を用いて，成層圃から中間圏上部ま  

での気温鉛直分布を導出し，その構造と変動について解析を行っている。本年度は主に1990年  

1－3月に実施されたDYANA（成層悶・中間圏大気力学ネットワーク掛則）計画中のデータ  

について，重力波成分を取り出し，その鉛直構造のスペクトル解析を行った。  

〔発 表〕a40  

研究課題 9）野生植物個体群の保全に関する基礎的研究  

〔担当者〕可知直毅・奥田敏耗・竹中明夫  

〔期 間〕平成元年～6年度（1989－1994年度）  

〔内 容〕（1）東京都秋川市内の多摩川の河川敷において，絶滅が危ぐされているキク科の多年  

生草本カワラノギクの個体群動態の調杢を行った。その結果，カワラノキグは＝計繁殖塑の草本  

で，発芽後2－4年ないしはそれ以上かかって開花に至るため′ 頻繁なかく乱がある環境では生  

活史を完結できないこと，暗い環境下では生存できないうえ，1年に数cm程度しか伸長成長を  

行わないことが明らかとなった。これらの結果から，個体群の存続のためには，なんらかの環境  

ストレスによって植被が審でない場所が必要であると推察された。  

（2）海岸砂丘に成育する草本植物40種の種子を採集し，それらの芽生えを十分な栄者を与え  

ながら砂耕栽培し，最適条件下での芽生えの相対生長速度（RGR）を比較した。その結果，－＝  

年草と二年草は，多年草に比べてRGRが高く，その成育地はより高栄養な立地に偏っているこ  

とが明らかになった。  

〔発 表〕A－11－14，a－10，11  

研究課題10）自然動物群集における捕食者の役割に関する研究  
〔担当者〕高村健二・安野正之＊1（＊1生物岡環境部）  

【期 間〕平成2－6年度（1990”1994年度）  

〔内 容〕河川・池沼域の有力な捕食者であるトンボ目幼虫の分布特性，及びその分布が被捕食  

者動物群に及ぼす影響の検討を始めた。河川では，流域の陸上環境の特性に応じて檀紙成・生息  

密度が変化することを見いだした。一方，トンボ目幼虫の生息密度が異なる止水域で，ユスリカ  

幼虫の種組成・生息密度が異なることを見いだした。  

研究課題 川南極昭和基地及び「しらせ」船上での環境汚染成分の長期モニタリングに関する  

研究  

【担当者〕溝口次夫・酒巻史郎・原島 省・林田佐智子・秋元 聾・西川雅高＊1・清水 明＊2  

（＊1化学環境弧 ■2社会環境システム部）  

〔期 間〕平成元年”5年度（1989”ユ993年度）  

〔内 容〕本年度は地表オゾン，大気エアロゾルのモニタリングを前年度に引き続いて継続する  
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とともに，大気エアロゾル中の炭素成分，各種イオンの測定を行った。また，「しらせ」船上に  

おいて軽炭化水素類の測定を緯度ごとに実施した。   

地表オゾンは過去2年間と全く同様の年変化パターンを示している。夏季（1月）に最も低く  

（約15ppb），冬季（7月）に最高値（約40ppb）を記録している。その間，月に数ppbの漸増，  

漸減となっている。過去3年間の年変動パターンはよく－・致している。また，1982年に忠鉢が測  

定した値ともよく一致しており，その間に増減のトレンドは認められないようである。伊藤らに  

よるとエイトケン粒子の測定結果では南極域は夏季に高く，冬季に低い年変化パターンを示して  

いるがβ線吸収法及びハイポリュームサンプラ一による大気エアロゾルの測定結果からは年変化  

は認められていない。測定感度に問題があるかも知れないが，アルゼンチン隊の測定においても  

同様の結果が出ている。大気エアロゾル中の炭素成分，各種イオンの分析結果からも興味ある結  

果が出ている。  

〔発 表〕c－20，d－8－10  
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2．3．2 地域環境研究グループ   

研究課題1）環境政策の新たな方向と地域環境研究のあり方に関する研究  

〔担当者〕内藤正明・森口祐一  

〔期 間〕平成2－3年度（1990－1991年度）  

〔内 容〕（1）過去の社会経済の大きなトレンドとこれに対応する環境問題の変遷を体系的に整  

理した。  

（2）人間にとっての環境の価値評価基準を“economy，eSthetics，ethics．ecology，gaia”の側  

面から同定し，それぞれの尺度と評価指標の概念を検討した。  

（3）地球間題が新たに地域社会に求める規範として，「自立」，「持続」，「共生」というものを  

抽出し，これらを“ecoノIifenorm”として紫理した。  

（4）以上に立ってい人間一環境系M概念せ牒らかにした。  

（5）その結果，必要とされる研究課題を「宗教（自然観），科学（ガイア論，エントロピー論，  

遺伝子伝播論），技術（エコテクノロジー，ソフトエネルギー），倫理，解瀦（次世代配分，南北  

配分），削凰 政治掴是）」の諸側鋸二ついて抽出した。  

（6）さらに「公害対策基本法」から「環境保全基本法」に改めるとしたらどのような考え方が  

あるかを検討した。  

〔発 表〕Ⅹ－33，k－〕6，B84－87  

研究課題 2）環境問題の変容に対応した新たな環境指標の開発に関する研究  

〔担当者〕森口祐一・内藤正明  

〔期 間1平成2”6年隆（1990－1994年度）  

〔内 容〕地域環境の質の評価を対象としてきた従来の環境指標に加え，持続的発展の度合いの  

計量のような地球環境問題に対応したマクロ指標，自然との調和や都市の物質代謝構造を計量す  

るエコロジー指標，局地汚染や人」二空間に対応した精緻な汚染評価指標などの新たな環境指標へ  

のニーズが急激に高まりつつある。本年度は，こうした指標の基碇となる環境評価の枠組みにつ  

いて整理するとともに，都市の物質・エネルギー代謝構造を環境蘭から評価するための指標体系  

についての検討を深めた。また，OECDにおける環境政策と経済政策の統合のための環境指標  

の開発に関するプロジェクトに参画しながら，交通・エネルギー政策と環境政策との統合のため  

の指標，木材，水などの自然薯凋の利用に関する指標について検討を行った。  

〔発 表）B－129，b122   

研究課題 3）風洞実験及び野外観測における計測の自動化に関する研究  

〔担当者〕上原 清・若松仲司・鵜野伊津志  

【期 間〕平成2－5年度（1990－1993年度）  

〔内 容〕風洞における市街地拡散実験を行う際の濃度測定自動化に関する検討を行い，現在稼  

働中の自動データ収録装置の改良へ向けてその基本設計を行った。野外観測のデータ収録に対し  

てはオフラインでのデータ処理の自動化を実現し，さらにオンラインシステムの設計に向けて検  

討を開始した。  

〔発 表）b－48－50  
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研究課題 4）都市域大気中の乱流構造と拡散捜構に関する研究  

〔担当者〕鵜野伊津志・若松伸司  

〔期 間1昭和61年度～平成2年度（1986－1990年度）  

〔内 容〕都市域における大気汚染物質の挙動を評価するための時空間数値モデルを構築するた  

めに，都市境界屠の形成メカニズムの基破約な検討を行った。冬季の夜間の都市境界層で英施し  

たフィールド観測データをもとに，垂直方向の風の変動とモーメンタムブラックス及びヒートフ  

ラックスの詳租な解析を行い，郡榊寛界層1年部における垂直方向の熱ブラックスの満さ変化が，  

都市境界層の加熱にとって相対的に重要なパラメータであることを見いだした。  

〔発 表〕b－51  

研究課題 5）都市域における大気汚染現象のモデル化に関する研究  

〔担当者〕若松仲司  

【期 間〕平成2～5年度（1990－1993年度）  

〔内 容〕都市域における高濃度大気汚染と発生源の関係を明らかにするために三次元モデルを  

用いて各種の境界条件に対して計算を行った。解析の結果，境界部分から流人する揮発性炭化水  

素成分の濃度と成分を正しく評価することが極めて重安であることが明らかとなった。  

〔発 表〕b－134，135，142  

研究課題 6）微小プランクトンたよる植物プランクトン摂食過程の研究  

〔担当者〕中村泰男・・木幡邦男・什‾F俊二  

〔期 間〕平成2－6年度（1990～1994年度）  

〔内 容〕ヘテロトロフィックな渦ベン毛藻（HDF）の存在は前世紀から知られており，また．  

海洋における生態学的な重要性が示唆されている。しかしHDFが植物プラングトンをどれだけ  

の速さで摂食し，これを増殖に反映させているのかといった定量的な研究はほとんどないのが実  

情である。1989年，瀬戸内掛こ発生したシャツトネラ赤潮が減衰期に入ると併行して，HDFの  

一種であるジャイロジニウムが卓越し，シャツトネラを清華に捕食していることが確認された。  

本研究では，この際単離したジャイロジニウムによる各性格物ブランクト／の捕食過程を解析し，  

捕食速度・同化効率を明らかにするとともに赤潮の減衰にHDFがどのようにかかわっているか  

について定量的な解明を開始した。  

研究課題 7）有害化学物質の管理手法に関する研究  

〔担当者〕中杉修身  

〔期 間〕平成2－6年度（1990～1994年度）  

〔内 容〕有苓北学物質による環賂汚染は従来かちの排出規制だけでは，十分なリスク管理はで  

きない。本研究では，有害化学物質汚染の特性に合わせた管理手法の検討を目的としている。   

本年度は，代表的な有害化学物質による環境汚染の実態を検討し，汚染の特性を明らかにした。  

また，化学物質による事故の実態調査を行い，その発生要因の解析と中級防止の観点から見た化  

学物質管理の問題点を明らかにした。また，有酎ヒ学物質によるクロスメディアの汚染状況を予  

測するためのモデル開発を試みた。さらに，有害化学物質による環境リスクをl妨止するための管  

理システムの概念設計を行った。  

〔発 表〕B－89，94．b－94  
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研究課題 8）廃棄物処理に係る物質循環とその管理に関する基礎的研究  

〔担当者〕中杉修身  

〔期 間〕昭和62年虔～平成4年度（1987”1992年度）  

〔内 容〕廃棄物排出量の増加は，適正処理を困難にするとともに，地球規模の環境間掛二も様々  

な影響を及ぼしており，廃棄物の減量化が緊急の課題となっている。本研究では，廃棄物の処理  

に係る生産から廃棄に至るまでの物質循環を適正に管理する方法の開発を目的としている。   

本年度はまず，減量化方策のユつとして，社会的な合意のもとに各分野で始められている廃棄  

物のリサイクルのこれきでの実績を分析するとともに，その間題点を抽出し，ものの消費量全体  

を抑制しなければ，いくらリサイクルを行っても，廃棄物を十分に減量化できないことを明らか  

にした。また，廃棄物減量化のための経済的誘導策として，一般席乗物の有料化の実態調査，解  

析を行い，料金の徴収方法によって効果の異なることを明らかにした。  

〔発 表〕B－88，90，93  

研究課題 g）悪臭に関連する各種アルデヒド類の分析法の開発と環境試料への応用  

〔担当者〕安原昭夫  
（期 間）平成元年－3年度（1989”1991年度）  

〔内 容〕システアミンによる誘導体化法を利用して，食用油を加熱した際に発生する脂肪族ア  

ルデヒド類を分析した。ClからC9までの多種類のアルデヒド類が検出され，その分布パター  

ンは基本的には食用油の種類（コーン札 サフラワー油，綿実軋 大豆油とごま油の混合物）に  

は依存せず，ヘキサナールの生成量が最も多かった。食用油に含まれる不飽和脂肪酸のグリセリ  

ンエステルの熱分解と密接に関係している。何回も使用した食用油からのアルデヒド類の発生量  

は新鮮な食用油の場合と比較すると，濃度に大きな差が見られた。イソアルカナールの生成量は  

極めて少なかイた。GC／MSを使ったマスクロマトグラフイ一法を利用することにより，標品  

のない場合でも，脂肪族飽和アルデヒド頬，メチルケトン頬を同時分析できることが分かった。  

これらの分析法を人間の尿に適用したが，ホルムアルデヒドとアセトアルデヒド以外のアルデヒ  

ド類は検出できなかった。  

〔発 表〕K－22，B－131，132  

研究課題10）森林域における物質循環の渓流水質に及ぼす影響  

〔担当者〕平田健正  

【朔 剛 平成2－6年皮（1990－1994年度）  

〔内 容〕森林域では水も含め多様な物質が循環しており，その物質循環特性の違いは，土壌の  

物質含有率や土壌水質に反映される。中でも植物体の必須元素として，循環量の多いNO3－Nや  

Kは，有機物の分解や土壌からの溶出によって，夏季の表層土壌水中で濃度が高まり，こうした  

土壌水の流出は夏季に渓流水濃度の上昇をもたらすことを明らかにした。渓流水量の増加ととも  

に濃度上昇するNO3－NやKの性質は，夏季に大量の流出負荷量を発生させ，年平均濃度にして  

も年流出水量の多いほど，高まっている。＋一一方，物質収支から見れば．土壌に吸着しやすい  

PO4－Pは4年間を通して，降雨による流入負荷量は渓流による流出負荷量を上回り，森林の水  

環境浄化機能が働いている。ところが，無機態窒素（NH4＋NO2＋NO3）では渓流水量の最も少  

ない1987年のみ森林の浄化機能が働き，ここにも土壌水の流出や渓流水量の多寡の影響が硯れ  

ている。  
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【発 表〕B114，115，120，b－108，109，112  

研究課題 ‖）生物・物理・化学的手法を活用した汚水及び汚泥処理に関する研究  

〔担当者〕稲森悠平・松重一夫・今井章雄・細見正明＊－（＊1水土壌圏環境部）  

〔期 間〕平成2－6年度（1990－1994年度）  

〔内 容】汚濁湖沼水の接触酸化処理反応槽内に出現する微小動物によるカビ臭生成藻類の分  

解，除去能及びその役割等について検討を加え，カピ臭を分解する微生物を接触酸化処理反応槽  

に定着させることによりカピ臭の除去効果は著しく高まることが分かった。また，有毒ラン藻類  

の徴′ト後生動物輪虫類，貧毛類の生息する生物膜処理反応槽における有毒物質ミクロキスチン  

RRの除ま分解能について検討を加え，適正条件下でミクロキスナンRRは少なくとも90％以上  

分解除去されることが分かった。さらに隠気・好気循環プロセスは有機物及び栄養塩類を効率的  
に除去できるだけでなく，温室効果ガスの発生抑制対策法としても大きな利点を有している可能  

性が高いことを明らかにした。  

〔発 表〕B－24ト25，29，32，b17，18，20，、21，32，35，36  

研究課題12）水質改善効果の評価手法に関する研究  

〔担当者〕稲森悠平・松重－・吏・今井章雄・細見正明＊1（＊1水土壌圏環境部）  

（期 間〕平成2－6年皮（1990－1994年度）  

〔内 容〕遺伝子組換え微生物の水圏生態系における消長について食物源」増殖速度等の異なる  

微生物からなる安定生態系マイクロコズムを用いて遺伝子組換え微生物の影響評価を再現性も含  

めて検討を行った。その結果，添加した遺伝子親換え微生物の消長についてはE．∝由S17－1／  

PCROl，E，COliS17－1／pSUPlO4及びE，COliHBlOl／pBR325で異なるパターンの得られること．  

すなわちE．coliS17－1／pCROlは添加後，急激に減少し，E．coliS171／pSUPlO4は添加後，  

ある程度まで減少し，それ以後はそのまま維持されるが，E．cβJiHBlOl／pBR3Z5は添加後，個  

体数が一時的に減少し，また増殖するパターンを示すことが経り返し実験より分かった。  

〔発 表〕B－31，b23，24  

研究課題13）埋立浸出水の高度処理に関する研究  

〔担当者〕稲森悠平・松重一夫・今井章雄・細見正明＊1・須藤隆一＊1（＊1水土壌国環境部）  

〔期 間〕平成2－6年度（1990－1994年度）  

〔内 創 寧立処分地からの浸出水は，その末期において，難分解性有機物及び高濃度のアンモ  

ニア性窒素を含んでいる。埋立浸出水による湖沼，河川の有機物汚染，富栄養化を防止するため  

に浸出水中の有機物と窒素を除去することは重要である。本研究は，微生物活性炭流動床法によ  

り浸出水中の有機物及び窒素を同時に除去することを目的とする。本年度は，流動床リアククー  

について有機物に関する物質収支を取り，難分解性有機物がどの程度生分解により無機化されて  

いるか検討した。嫌気好気活性炭流動床法は埋立浸出水中の有機物，窒素を各々50～60％，  

60－70ヲ‘と長期間にわたり，安定して処理できることが分かった。流動床反応器の有機炭素に関  

する物質収支は，除去された有機炭素のうち約93％は最終的に生分解により除去されることを  

明らかにした。  

〔発 表〕b40，117  
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研究課題 川）環境因子の老化に及ぼす影響に関する研究  

（担当者〕嵯峨井勝・市蘭孝道  

〔期 間〕平成2－5年度（1990～1993年度）  

〔内 容〕今後の日本の老齢者人口の増加に伴い，老人問題が深刻化することが予想されている。  

このような時代的背景から，健全な老化のために，様々な環境凶子の老化に及ぼす生理的影割こ  

ついての基礎的研究が必要とされている。特に．老化は生体内過酸化脂質ヤフリーラジカルと深  

いかかわりがある。また，様々な環境因子も生体内過酸化脂質ヤフリーラジカルの生成にかかわっ  

ていることが知られている。   

本研究では，環境因子として，食事制限と近年日本において間趨になっている脂肪摂取の増加  

が老化及び環境汚染物質に対する抵抗性に及ぼす影響を実験的に調べる。   

本年度は，食事を自由に摂解させた群（Adlib群）と食事量を制限した郡（訓駅群）の呼気  

中炭化水素生成を調べた。その結束，加令につれてAdlib群のエタンとベンダンは増加したが，  

制限群ではペンタン量が若令許なみであり，加令に伴う山一3脂肪酸代謝物（プロスタグランジ  

ン系）の増量が特徴的であった。  

〔発 表〕d77  

研究課臨15）高気道反応性および低気道反応性実験動物の育成に関する研究  

〔担当者〕小林隆弘・ll1根一・祐♯】・耗橋 弘・高橋憤司・伊藤勇三＊】（♯1環境健康部）  

〔期 間〕昭利63年度”平成2年度（1988～1990年度）  

〔内 容〕非特異的な刺激に対する気迫の反応性が高い集団が低い集団に比べ，大気汚染暴露の  

影響が大きく出る可能性がある。そこで，気道反応性が高い集団と低い集団を得ることをE】的と  

した。ハートレイ系モルモットを用い，気道反応性の高い群の親からは気道反応性の高い子，低  

い親からは気道反応性の低い子が生まれる確率が高いことを見いだした。これらの集団の摘出気  

管平滑筋のレベルでは反応性に有意差がないことが明らかになった。さらに，近交系モルモット  

の2系統ZSLC及び13SLCを用いて気道反応性を比較すると13SLC75ゞ2SLCに比べ有意にヒ  

スタミンーエアロゾルに対する気道反応性が高いことが見いだされた。以上の検討を通じ，気道  

反応性が高い集団を得る方法に，選抜育成と多種類ある近交系の中から反応性の高いものを見い  

だしていく方法が考えられた。  

研究課題16）環境科学研究用に開発した実験動物の有用性に関する研究  

〔担当者〕高橋慎司・高橋 弘  

〔期 間〕平成2－7年度（1990九」995年度）  

〔内 容）環境汚染物質の生体影響研究用実験動物としてウズラ及びハムスターを用いて開発し  

てきたが，本年度は有用性についてさらに検討し，以下の結果を得た。  

（i）ニューカッスル病ウイルス不活化ワクチンに対する抗体産生能（ⅣDl／」iJ抗体産坐能と  

略）の高及び低系ウズラの選抜を40世代へと進め，両系ウズラを遺伝的に純化することができた。   

また，ハムスターでは兄妹交配による近交化を行い，これまでに3家系を最大231射じまで鮮  

代し，近交系の作汁＝こ成功したが，近交退化による繁殖能力の低下が著しいため，選抜♀を畜産  

試験場より導入し雑種化を試み，繁殖能力を回復させた。  

（2）NDVHl抗体産生能の低系に出現した羽装突然変異を固定することができた。これらの  

羽装突然変異ウズラ（YL系と略）は，これまで報告例がなく．新棟として登録する。  
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（3）環境中残留化合物の恕性試験手法の開発として，ウズラ発育卵を用いて検討した結果，白  

卵系ウズラの雑種化により得られた種卵が最も適切であった。さらに，これらの棟卵はコクシジ  

ウム寄生虫の毒性検定の有用性を検討するために，茨城大学へ供試している。  

（4）ディーゼル排気粒子（DEP）をウズラ及びハムスターに程気道投与した両穫ともマウス  

より著しく耐性の高いことが示唆された。  

〔発 表〕K－16，b－90  

研究課題17）環境解析のための統計的手法に関する研究  

〔担当者〕松本幸雄  

〔期 間〕平成2－4年度（1990－1992年度）  

〔内 容】環境データの特徴を配慮した環境データの統計解析手法の開発と適用を目的としてい  

る。   

本年度は，都市における大気汚染質濃度の空間的及び時間的な変劾の特徴と大きさ及び空間分  

布の安定性を評価するために，東京都内を対象に調査したNO2，SPMの濃度データを分散分析  

ヤ相関解析により詳細に解析し，沿道の匿接影召を受けていない領域と直接影響を受けている領  

域に分けて各々の濃度変動特性の特徴をさらに明らかにした。また．NO2に関する個人暴露調  

査結果の解析にも着手した。   

日本における環境族計の状況及び大気環境データの処理と解析について整理し国外への紹介を  

行った。さらに，水質環境データについては全国公共用水城における水質測定地点地図の改訂版  

をコンピュータ化したシステムにより作成した。  

〔発 表〕B－123，125，a14，b－91，120  

研究課題18）都市的土地利用の拡大に伴う植生の変容とその保全について  

〔担当者〕伊藤訓行  

〔期 間〕平成2年度（1990年鹿）  

〔内 容〕関東北東部における人口分布と二†二地利用の関係を比較すると，人l：】密度2，000～4，999  

人／km2の地域において，地域全体の中で市街地の占める割合が拡大してくる。また，人口密度  

5，000人／kn12程度を境として，7汀街地の．土iめる割合が他の土地利用と比較して著しく大きくなっ  

ていくが，このような地域は人口集中地区（DID）と関係が深い。また，都道府県別の比較によ  

り，人【コ集中地区と各棟の土地利用の関係を比較すると，人口集中地区の拡大は林地の減少や自  

然林の減少とも密接な関係があることが分かる。すなわち，国土の各地に多様な‘‘緑”を保全す  

るためには，基本的に人口分布の配苫とのかかわりを考藤すべきであり，特に人口の集中化の著  

しい地域ほど，林地や自然林の保全が韮祝されなければならない。  

研究課題19）底質．土壌中の有棟化合物の存在状態及び化学変化に関する研究  

〔担当者〕相馬悠子  

〔期 間〕平成元年～5年度（1989－1993年庇）  

〔内 容〕鹿沼二L その主成分であるアロフェン，鉄とアルミニウムが多いラテライト，日本の  

畑土として多く使用されている黒ボク土，アルミナを使って揮発性有機塩素化合物の吸着に対す  
る鉄，アルミニウム，土壌有機軌 含水率の影響を誹べた。その結果，含水率の少ない二i二壌や鉱  

物では有機化合物の吸着は土壌有償物の含有掛こよらず，土壌や鉱物の表面積に依存することが  
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確かめられた。水が飽和吸着している底質，地下土壌では，有機化合物の吸着が土壌有機物含量  

に比例するとされているが，乾いた表面土壌では有機化合物の吸着モデルを違うものにする必要  

があることを示した。  

（発 表〕B82，b－88  

研究課題 20）ガスクロマトグラフー炭素安定同位体質量分析法の環境化学物質への応用  

〔担当者）白石寛明  

〔期 間〕平成2～6年度（1990”1994年旺）  

〔内 容）環境中に存在する化学物質には，さまざまな排出源が考えられるが，この起源の相違  

は，化合物の炭素安定同位体の遠いに反映されている可能性がある。環境中の化学物質は非常に  

複雑な組成をしているため，化合物の炭素同位体比を測定するために，高分社能のガスクロマト  

グラフにより分離した成分をオンラインで高精度安定同位体比質量分析計に導入する方法を試み  

ている。本年度は，ガスクロマトグラフを安走同位体比質量分析計に直結し，目的成分のみを酸  

化銅のカラムで燃焼させた後，質量分析計に導入するためのインターフェイスとしてノ、－トカッ  

トシステムを組み込み，その動作の確認を行った。このシステムを用いるとガスタロマトグラフ  

にスプリットレス法で注入しても溶媒による妨害を効果的に除去することができた。このため，  

微量試料（ng）でも分析が可能であることが分かった。また．大気中の揮発性芳香族炭化水素  

への応用を図るために，大気試料の濃縮装置の開発を行った。  

研究課題 2り培養胎仔における異物代謝に関する研究  

〔担当者〕米元純三  

〔期 間〕平成2”3年度（1990”1991年度）  

〔内 容〕胎仔における異物代謝を探る一環として，無機セレン，撫機ヒ素の代謝に重要な役割  

を果たしているメチル基転移反応に注目し，この反応が胎仔でどの程度働いているかを調べる目  

的で，メチル基供与体であるSアデノシルメチオニン（SAM）量の定量及び胎令に伴う変化を  

検討した。胎令13日では，わずかではあるがSAMの存在が認められた。  

研究課題 22）陸水中の重金属の溶存状態に及ぼす錯化剤の影響に関する研究  

（担当者〕稲葉一穂  

〔期 間〕昭和63年慶一平成3年度（1987－1991年度）  

〔内 容〕前年度に引き続いて，水溶液中のクロム（Ⅲ）の籍形成反応時に生じる前駆体の生成  

反応をアセチルアセトンを錯化剤として弱酸性の条件下で検討した。その結果，錯形成反応は非  

常に遅いのに対して，前駆体の生成はかなり速く進行し，例えばpfi3．6，キレート剤濃度0．05  

Mの条件下でおよそ8時間で平衡に達していることが分かった。この化学性は溶媒和型の極性  

有機溶媒に抽出可能であることから分離分析への応用を検討した。  

〔発 表〕b－16  

研究課題 23）ラット飲水行動と摂食行軌こ及ぼす大気汚染物質の影響  

〔担当者〕梅津豊司・鈴木 明♯1（＊】環境健康郡）  

〔期 間〕平成2－3年度（1990－1991年産）  

〔内 容〕大気汚染物質が，全身的な生理機能に及ぼす影響を明らかにするために．実験小動物  
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（ラ・ノトとマウス）の飲水行動と摂食行動に及ぼす03とNO2の影響について検討した。   

0．2－0．8ppmの03■に暴露すると，ラットの飲水行動量は濃度に依存して低下した。また，  

0．4ppmの03に暴露するとラットの飲水行動量，摂食行動量及び体重は顕著に減少した。さら  

に，0・2－0．8ppmの03をマウスに暴露したところ，やはり飲水行動量，摂食行動量及び体重が，  
濃度に依存して減少した。これらの事実は，0■2ppm以上の03がげっ歯頬の行動に影響を及ぼ  

すことを示唆している。さらに，マウスに6～12ppmのNO2を暴露したところ，濃度に依存し  

て飲水行動鼠 摂食行動量及び体重の減少が観察された。   

以上の結果は，03とNO2が，げっ歯類の全身的な生理機能を低下させることを示唆している0  

研究課題 24）環境化学物質による健康リスクの評価法の体系化に関する研究  

〔担当者〕米車純三・梅津豊司・三浦 卓・功フ」正行＊1・鈴木 明＊2（＊l地球環境研究グルー  

プ，■2環境健康部）  

〔期 間〕平成2年度（1990年度）  

〔内 容〕化学物質の健康影響に関するリスクアセスメントの現状と問題点を明らかにして，特  

別研究として実行可能な研究課題を整理した。  

（1）化学物質（400物質）の毒性評価データを収集し，我が国において環境中濃度が比較的よ  

く測定されている有機化合物を選抜した。  

（2）選抜した7種類の化学物質について，発がんリスクと非発がん健康リスクの定量的リスク  

アセスメントを試み，リスクの判定を行った。リスク7セスメントに適用できる疫学調査のデー  

タがほとんどないので動物実験のデータを用いて行った。   

発がんリスク：発がん実験のデータを発がんリスク専用に購入したパーソナルコンピュータと  

ソフトを用い，線形多段階モデルに入れユニットリスクを算Ⅲした。対象とした化学物質では大  

気山東の発がんリスクが最も大きく，特にベンゼンが若しかった。   

非発がん健腑リスク：悪影響の観察されない最大無作用量（NOAEL）が利用できる5種腰の  

化学物質についてNOAELと大気環境中濃度との比較を行った。最も健康影響が危ぐされるの  

はベンゼンであり，動物から人への外挿と高感受性安閑への安全係数を10ずつとすると環境中  

最大濃度は境界線上にあった。  

〔発 表〕K－30，k－13  

研究課題 25）環境変化の遺伝子発現による評価手法の開発に関する研究  

〔担当者〕■三浦 卓  

〔期 間〕平成2－4年度（1990～1992年度）  

〔内 容〕ヒト及びラットの肝がん由来の細胞株を培養し，アルデヒド類，塩素化エチレン類と  

インキュベーションし誘導される酵素の活性を測定した。その結果，異物代謝活性の誘導が起こ  

り，この誘導はシトクロムP－450cとP450dの増加によることを抗P450抗体を用いたイムノ  

ブロッテイング法により明らかにした。また，シトクロムト450の誘導能が高い化合物ほど毒  

性の強いことも明らかになった。さらに化学物質の毒性を培蚕細胞における遺伝子発現により評  

価することの有効性について文献的に検索し，発がん遺伝子及びストレスたんば〈質遊佐子が有  

用である可能性を見いだした。  

〔発 表〕B127，128  
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研究課題 26）植物の気孔における環境要因変動の受容点に関する研究  

〔担当者】近藤矩朗・佐治 光・中嶋倍美  

〔期 間〕昭和62年度一平成2年度（1987－1990年度）  

【内 容〕気孔は開閉運動を行うことにより，絶えず変動している自然環境中での植物の成育を  

可能にしている。この気孔の開閉運動には椀物ホルモンのアブシジン酸（ABA）が関与しており．  

気孔の反応機構を解明するためには，ABAの集合成の調節機構とA8A受容体及び情報伝達機  

構を明らかにすることが必要である。本年度は前年度に引き続き，ソラマメ乗の表皮を用いて水  

ストレスによる気孔閉鎖の仕組みについて検討した。気孔を形作っている礼遇細胞のみが生きて  

いる表皮にマニトールを用いて水ストレスを与えて，マニトールによる気孔の閉鎖，マニトール  

除去後の気孔閲歴の回復について調べ，同時に孔辺細胞の浸透圧を調節しているK＋及びリン  

ゴ酸の含有量を測定した。マニトール処理の強さ（マニトール濃度）と時間によって，気孔開度  

の回復は影響を受けること，開度が回復しない場合には浸透圧調節物質含有量が低下することを  

明らかにした。  

研究課題 27）環境ストレスが植物の生理機能及び遺伝子に及ぼす影響に関する研究  

〔担当者〕近藤雉朗  

〔期 間〕平成2年度（1990年度）  

〔内 容〕フロンによる成層圏オゾンの破壊により，地上に到達する太陽光のうち短波長側の紫  

外線が増加すると予測され，その生態系に対する影響が懸念されている。キュウリを用いた室内  

美顔により，290－320nmの紫外線（UVB）が子葉及ひ登卜・柴の成長を阻害し，第一柴に脱色  

を引き起こすことをすでに見いだしている。このような阻害がUVBのどのような作用によっ  

て生じるのかを明らかにするために，遺伝子損傷を回復することが知られているUV－A（320－  

400nm）とUV－Bの相互作周について検討した。UVAは単狐では外見上なんの影響も与えな  

かったが，UV－Bと同時に与えると，UVAの強度によって，UV－Bの効果を打ち消したり，  

増強することが見いだされた。このUVAの作用と，キュウリの成長阻害には特に短波長（280－  

290nm）が有効であったことなどを考え合わせると，遺伝子の損傷が成長阻害に関与している  

可能性があるが，今後，さらに詳細な検討が必要である。  

〔発 表〕K－27，k－10  

研究課題 28）芳香族化合物分解酵素遺伝子のクローニンクに関する研究  

〔担当者〕岩崎一・弘  

〔期 間〕平成2～6年度（1990”1994年度）  

〔内 容〕♪クロロビフユニルを唯一の炭素源として増殖可能であり，かつ脱塩素能を有する  

Pざg甘d珊珊α5ゆY5－21株の保持しているプラスミドpMC580について遺伝学的な解析を行っ  

た。PMC580を単柾・精製し，制限酵素で切断した。その結果，EcoRIでは4か所，Hindm  

では6か所，さらにBamHlでは7か所切断されることを電気泳動によって確認した。制限酵  

素処理で得られたDNA断片のサイズの和は，それぞれ65．6kbp，71．Okbp，71．6kbpであり，  

pMC580は平均分子量約70kbpの非常に大きなプラスミドであることが確認された。自然料こ  

存在する巨大なプラスミドには，接合伝達能がコードされている例が多い。したがって，pMC  

580にも伝達に関与するけa遺伝子群がコードされている可能性が高いことが示唆された。  
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研究課題 29）水生生物による毒性試験法の検討  

〔担当者〕．阜‖」成久・笠井文絵■花里孝幸  

〔期 間〕平成2－6年度（1990－1994年度）  

〔内 容〕前年度までに尖験生物化したテナガエビの生物試験法を検討 

なり集団で暴露するには不適な性質を有し、単独で暴露する必要があることが分かった。その試  

験法を用い数種の殺虫剤試験を行い．ヌカエビよりも数倍高いLC50借を有することが分かった。  

水中の化学物質，特に除草剤が藻類の増殖に及ぼす試験法を検討し，河川中水の除草剤が緑藻（セ  

レナナストルム）の増殖に及ぼす毒性の季節変動を検討するのに用いた。ミジンコの化学物質に  

対する感受性の横間差を検討する目的で，ゾウミジンコの効率的飼育を検討し餌として緑藻のク  

ラミドモナスが適当であることが分かり，今後その試験法を検討する。化学物質の動物プランク  

トンの行動を調べるための解析装置を作成した。  

研究課題 30）微細藻類の集団構造の解析に関する研究  

〔担当者〕笠井文絵・  

〔期 間〕平成2－5年度（1990－1993年度）  

〔内 容〕山形県高畠町の小河川で，ミカヅキモCh混ね州＝榔w痛叩函複合体の分布の季節変  

動を調べた。この水系は，中流部で湧水が流入するため年間を通して温度の変化が少なく，‾ド流  

部では温度変化が大きい。1990年3，6，8月にこの水系におけるミカヅキモの分布を調べた。  

3，6月に採取したサンプルには大型で冷水性のP群のみが見つかった。8月には湧水の流入す  

る地点で得られたサンプルにのみP群が含まれていた。しかし，P群の見つかった3地点のうち  

2地底で得られたサンプルには中型と′ト型の交配群が混在していた。また，最も下流で水温の■高  

かった地点で得られたサンプルからは小型の交配群のみが見つかった。分柾培養した株の交配型  

を調べた結乳すべて片方の交配型のみだった。この結果，調査河川ではミカヅキモは栄養増殖  

のみで分布域の拡大縮′トを行っていることを示している。  

【発 表〕B－56，b－60  

研究課題 31）湖の動物プランクトン群集に及ぼす捕食者の直接および間接影響  
〔担当者〕花里孝幸  

〔期 間〕平成Z－6年度（1990～1994年度）  

〔内 容〕マギレミジンコ（n坤／抑αα別わig祉α）に及ぼす捕食者フサカ幼虫の放耕する化学物  

質（フサカ物質）の影響を調べた。マギレミジンコは胚の最終ステージから2令にかけてこの化  

学物質に暴露されると2令から4令にかけて尖頭を形成することが分かった。またこれには温度  

と帥密度が影響を及ぼすことが示された。すなわち．低温ほど，また餌密度が低いほど尖頭のサ  

イズは小さくなったムー・方，フサカ物質に暴露されたミジンコは低餌密度や高温（28～30℃）で  

死亡率が高くなった。 このことから．捕食者7サカは化学物質を放附して，ミジンコの環境スト  

レスに対する耐性を低下させると考えることができる。すなわち，フサカは直接にミジンコを捕  

食するだけでなく，間接的にミジンコ佃体辞に影響を与えているといえる。  

〔発 表〕B－108，109，111，b－101，10Z，104，105  

研究課題 32）地球環境制約下での環境調和型都市の形成に関する研究  

〔担当者〕内藤iE明・清水 浩・田村正行t森口祐一・中杉修身  
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〔期 間〕平成2年度（1990年度）  

〔内 容〕地球規模の環境問題を解決していくためには，都市活動を環境と調和したものに変え  

ていくことが必要となる。本研究では，資猟 エネルギー及び廃棄物の流れから見た都市活動の  

問題点を検討した。   

まず，地球環境問題が都市活動に与える制約とパラダイムシフトの方向性を定性的に明らかに  

した。次に，エネルギー流れの問題点を3大都市圏の代謝構造と都市活動とCO2排出量の関係  

の解析から明らかにした。また，つくば市を例にとり，行政，住民，事業者との議論の中から廃  

棄物流れの制御におけるリサイクルの役割とその限界を明らかにした。これらの結果を総合して，  

環境調和型社会を形成していくための研究計画を作成した。  

〔発 表〕K－33，k－16，B－84，129  

研究課題 33）電気自動車の環境改善効果に関する基礎的研究  

〔担当者〕清水 浩・森口祐一・内藤正明  

〔期 間〕平成元年－2年度（1989－1990年度）  

〔内 容〕電気自動車は・無公害であり，かつ単位走行当たりの炭酸ガス発生量も少ない。本研究  

は普及のネックとされている電気自動車の性能向上の可能性を技術面から追求するとともに，電  

気自動車への代替による環境改善効果を把握することを目的としていた。   

この目的に沿って，本研究では電気自動車に取り入れるべき新しい技術を調査し，これを用い  

る場合の電気自動車の性能向上の可能性をシミュレートする計算プログラムを開発した。このプ  

ログラムを用いてNトCd電池を使用した4八乗り電気乗用車の性能シミュレーションを行った  

結果，一充電走行距離は40km／h走遁走行で540km．最高速度は180km／hが達成できる見  

込みであることが分かった。  

〔発 表〕b－8卜84  

研究課題 34）温暖化対策のための研究棟関におけるエネルギー消費構造の同定とその削減法の  

解析  

〔担当者〕清水 浩・森口祐一・竹‾F俊二  

〔期 間〕平成2年度（1990年度）  

〔内 容〕当研究所で使用されているエネルギーの総量を計算した結果，1年間に約435億キロ  

カロリー（平成元年度実績，最終消費ベース）であった。非接触電流計，AD変換器，ラップトッ  

プパソコンからなる積算電力測定装置を製作し，所内の幾種類かの機器について消費電力の測定  

を行った結果，大型冷凍室，コピー機からのエネルギー消費に簸駄が多いことなどが判明した。   

当研究所からの二酸化炭素排出量を削減する方法として，最終消費側でのエネルギー節約，機  

器，施設の改良 エネルギー供給側での工夫などがあげられるが，特に効果が期待できるのは機  

器の断熱とコジェネレーションの導入である。  

（発 表〕B80  

研究課題 35）生物のつくる環境が健康維持増進に果たす役割に関する研究  

〔担当者〕小林隆弘・河田明治＊1・持立克身＊1・山根一祐＊1・清水英幸＊2（♯1環境健康部，  

＊2生物圏環境部）  

〔期 間〕平成2年度（1990年度）  
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〔内 容〕植物由来の揮発性物質，花粉，カビ，ダニなど生物由来の物質の作る環境が健康にど  

のような影響を及ぼすかに閲し，文献収集，5回のセミナー及び日光での予備調査などを通じて  

情報の収集を行った。植物由来の揮発性物質に関しては，エチレン，イソプレン，テルペンなど  

の炭化水菜，青葉アルコール，テJレペンアルコールなどのアルコール類を中心に文献の収集を行っ  

た。多くの物質に生理活性があることが見いだされているが，報告数が少なく未知の部分が非常  

に多いことが明らかになった。花月凱 カビ，ダニなどはぜん息 鼻アレルギけなど偉廉に及ぼす  

影響が極めて大きいことが見いだされた。また，大気汚染などとの複合影響の解明が進んでいな  

いことが明らかになった。以上の結果から，これらの生物由来の物質の健康影響に閲し，基礎的  

なデータを蓄積していく必安性があると考えられる。  

研究課題 36）水軌こおける物質移動・変換過程の物理，化学，生物学的評価に関する研究  

〔担当者〕相崎守弘・福島武彦  

〔期 間〕平成2～6年髭（1990－1994年度）  

〔内 容〕河川，湖沼，海域といった水域には，多岐にわたる物質が流入，移動し，その中で様々  

に形態を変化させ，最終的には系外へ出て行く。こうした現象は数多くの物理，化学，生物学的  

素過程から構成されている。本研究においては，水城で生じる2，3の現象を取り上げ，その科  

学的な記述を行うとともに，素過程ごとに定量的解析を行い，相互の関連，影響を明らかにし，  

最終的にその現象を構成している物理，化学，生物学的役割を評価する。   

本年度は深い湖の躍層下でのリンの物質循環を取り上げ，その物理（懸濁物質の沈降，底質へ  

の堆積，間隙水中での拡散等），化学（懸濁物質への吸脱着，底質中での酸化・還元等），生物（バ  
クテリアヘの取り込み・放札 分解等）学的兼過程を現地調査，ラジオアイソトープを利用した  

室内実験から明らかにした。  

研究誌題 37）霞ケ浦の生物資源保護に果たす役割に関する研究  

〔担当者〕春日清一  

〔期 間〕平成2－7年度（1990～1995年度）  

〔内 容〕霞ヶ浦を利用する生物は極めてその種類は多いが，近年の急速な環境変化に対し各々  

の種ごとに様々な影響を受けている。茨城県及び日本野鳥の会のガン・カモリハクチョウ類の調  

査によると霞ヶ浦に渡来するガン類の種類組成の顕著な変化が認められる。この中で近年動物プ  

ランクトン食であるハシビロガモの増加が見られる。その数は1970－1983年頃までは，霞ヶ浦  

では希少種であ▲つたものが1990年には11，000羽を超えるようになり，霞ヶ浦の全力モ類の約  

1／3にまで増加している。このような増加は冬季のイサすァミの減少に伴う動物プランクトンの  

著しい増加によるものと推定される。またこれとは逆に魚食性の潜水ガモであるキンクロハジロ  

の減少が日立っているが，その原因の究明には霞ヶ浦における当種の食性の調査が必要であろう。  
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2，3．3 社会環境システム部   

研究課題1）環境問題の社会軽漬的側面と環境政策の評価に関する基礎的研究  

〔担当者〕後藤典弘・′ト野宏哉・青柳みどり・日引 聡  

〔期 間〕昭和63年度～平成4年度（1988～1992年度）  

〔内 容〕環境間砥の社会経済的側面の解明と環境政策の評価に関するZ研究領域で，具体的な  

事例研究を通じ，基礎的地見の蓄積と方法論の発展を図った。本年度の研究概要はそれぞれ以下  

のとおり。  

（1）神奈川県及び千葉県について森林評価指標を作成し，その適用可能性を吟味した。  

（2）廃棄物処割こおける余熱利用の経済朝価備を試算し．その経済・社会制度面での課題を検  

討した。  

（3）川崎市について，土地利用と環境評価の関連を分析した。  

（4）首都圏の林地所有者へのインタビュー調査を行い，森林資源の管理システムを検討した。  

（5）TDR制度の理論モデルを構築し，環境管理への適用可能性を検討した。  

（6）東京を事例として土地利用管理から見た土地市場の機能を評価し，開発利益処分と土地利  

用計画との関連を検討した。  

（7）越境移動問題を事例として，有害廃棄物の国際的規制方策の政策効果を分析した。  

〔発 表〕C－6，7，15～29，31，32，C1－3，12～15  

研究課題 2）環境資源にかかわる社会基盤情報システムに関する研究  

〔担当者】乙間末広・原沢英夫・天野耕二・森 保文  

〔期 間〕平成Z”6年度（1990”1994年度）  

〔内 容〕本研究は，環境負荷の入・出力ヤ生態系における物質循環等に関する基礎データ及び  

環境モニタリングデータを対象としたパーソナル情報システムの構築を目的としている。本年度  

は，関東1都7県の市町村単位の水質汚鼠廃棄物の発生移軌エネルギーの需給等にかかわる  

基礎データ（社会・経済フレーム値，原単位情報）の一部を入力した。データの出典は各都県の  

県政要覧あるいは統計年鑑と国勢調査腐計，事業所統計工業統計，商業凝計，農林業センサス  

の市町村編などである。また，市民参加型環境モニタリングの対象として霞ヶ浦流域河川の水質  

を取り上げ，非専門家の市民約400名により，約300箇所の水質や環境を調査し，データを収集  

した。  

〔発 表〕Bユ礼 c26  

研究課題 3）環境資源開発とその環境影響のシステム分析  

〔担当者〕原沢英夫・天野耕二・森 保文  

【期 間〕平成2－3年度（1990－1991年度）  

〔内 容〕本研究では，特に水資源開発行為とその諸影響について広範に事例を収集し，現状把  

握を行うとともに，環境に配慮した開発を行うための方向性を追求している。本年度は，流域に  

おける水需要と発生汚濁負荷が河川における水収支と物質収支（汚濁物質収支）に最終的にどの  

ような影響を与えるかを推定するモデルについて検討した。また，渇水年における河川水量予測  

モデルを作成するために，3河川（利根川，荒川，多摩川）流域における流量12地点，一雨量30  
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地点のデータの一一部を計算機に入力した。  

〔発 表〕BT121，b－116，CZ5  

研究課題 4）環境計画にかかわる諸問題間の構造づけに関する基礎的研究  

〔担当者〕大井 紘・近藤美則  

〔期 間〕平成2”6年度（1990～1994年度）  

〔内 容〕都市計画の諸問題について，別課題の研究と連携して検討した結果，都市交通問題，  

都市住宅問題等，あるいは具体的地域計画問題を考える前仁，次のような詣一如こ関する考察をす  

べきであることを明らかにした。まず，政治の原理と経済の原理とがあって，都市計画の決定も  

現実の都市の形成もこの両者の相克の中で行われていること。望ましい都市像及び都市指1画の構  

成の仕方について，都市間題の思想豪の間で大きな相違があること。さらに，一般の都市生活者  

あるし、は都市への通勤者の望ましい都市についての考え方と行動についても，属する社会集団に  

よって異なっており，そのような問題を取り扱う理論も形成されつつあること。   

－・九都市環境にかかわる2らの個別具体的な計画問題を取り扱う方法論について，基本的な  

考え方を提示した。  

〔発 表〕C－11，13，14  

研究課題 5）項項意識の調査と比較分析及びそのための方法の体系的整備に関する研究  

〔担当者〕大井 紘・近藤美別・須賀仲介  

〔期 間〕平成2～6年鹿（1990～1994年度）  

〔内 容〕まず，水辺に対する意識の自由連想調査データの分析を進め，居住地城の特性及び特  

定の水辺との地理的関係と水辺意識との関係を明らかにして，望ましい水辺環境のあり方につい  

て，地域住民の意識と対応した個性ある水辺を形成し保全すべきであることを示した。この研究  

の発展として，水辺に対する連想データの二元クラスタリングを進めるとともに，刺激語の違い  

による連想結果の質的相違について検討した。また，生活環境に対する意識の調査データに基づ  

き，居住地域の特性に応じた比較検討を行った。さらに，自由連想法，自由記述法による調査方  

法，検索方法，解析方法について検討し，特に，解析方法としての近傍法の成果をまとめた。次  

に，自由記述法の意義づけを中心に調査方法と調査目的の対応関係について検討した。一方，従  

来行ってきた環境意識の研究成果を踏まえ．主観評価の対象としての環境についての研究のあり  

方を論じた。  

〔発 表〕C12，30，C9～11，16－19，22，Z4  

研究課題 6）被験者の心理的反応に基づく環境評価手法の開発  

〔担当者〕青木陽二  

〔期 間〕平成2－7年度（1990－1995年度）  

〔内 容〕環境を人々がどのように感じているかを明らかにするために，今までの研究活動を環  

境評価法の視点から整理し，物理的環境測魔の重要性を明らかにした。そこで，計測機器を用い  

た物理的環境の測定を試みた。物理的環境として，明るさ，風の強さ，暖かさ，乾き度合，音の  

大きさを取り上げ，各項目を測定する機器の整備を行った。そして，色々な季節に色々な場所に  

おいて，照度，風速，気温，湿度，音庄レベルを測定し，その場の雰囲気を観察記録した。  

【発 表〕C－Z，3，5  
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研究課題 7）地理・画像情報の処理解析システムに関する研究  

〔担当者〕安閑善文・須賀伸介・清水 明・乙間末広■宮崎思国■］・恒川篤史＊2（＊1地球環境  

研究グループ，＊2水土塊圏環境部）  

〔期 間〕平成Z～6年度（1990”1994年度）  

〔内 容〕環境問題は，今日，極めて多様化広域化複雑化しつつある。このような環境対象  

を解析し評価するためには，従来の測定点における汚染濃度などの数値情報に加えて，画像情報  

などの多次元情報を有効に活用することが必要である。本研究では，人工衛星データ，地図デー  

タ，景観写真データなどの画像情報を利用して，環境を解析し評価するための手法及びシステム  

を開発することを目的とした。掛こ，本年度は，①リモートセンシング画像データ及び地図デー  

タの重ね合わせ処理（統合処理）手法の開発，②画像処理及びコンピュータグラフィックの統合  

処掛こよる景観シミュレーション手法，システムの検討を行った。  

〔発 表】c－36－38，C－Z8  

研究課題 8）環境評価のためのモデリングとシミュレーション手法に関する研究  

〔担当者】須賀伸介・安岡善文一呼水 明  

〔期 間〕平成2～6年度（1990－1994年度）  

〔内 容〕環境を定量的に評価する立場から，種々の環境現象に対するモデルの構築及びそのシ  

ミュレーションに関する基礎研究を行った。まず，環境現象モデル解析で現れる数値解析手法，  

捌こ線形計算手法について検討した。；如こテストモデルとして三次元大気輸送モデルを取り上  

げ，モデルの有効性と高速数値計算のための手法の改良について検討し，テストシミュレーショ  

ンを行った。また，シミュレーション結果を三次元コンピュータグラフィックを用いて視覚表示  

を行うためのシステムを作成した。  

〔発 表】c－21，23  

研究課題 9）都市近郊における緑地保全施策効果についての費用便益分析の適用について  

〔担当者〕青柳みどり  

〔期 間〕平成2年度（1990年度）  

〔内 容〕各複線地の便益評価の方法及び都市近郊地域で実施され効果をあげている各種緑地保  

全施策をサーベイした。その中で特に保全施策として優れた実績をあげている横浜市「市民の森」  

の剃度を取り上げ，横浜市緑政局の担当者へのインタビュー調査結果をもとにして，実績をあげ  

得た要田を探った。また，都市近郊林所有者へのインタビュー調査結果を合わせて考察すること  

により，首都圏を中心とする都市近郊林保全施策についての費用効果に関する新たな知見が得ら  

れた。   

研究課題10）環境政策が経済成長に与える効果の鱒定に関する研究  

〔担当者〕日引 聡  

〔期l執 平成2年度（1990年庶）  

t内 容）本研究は，地球温暖化対策としての炭素税の導入によってマクロ経演がどのような影  

響を受けるか，またある政策目標（ある水準にまで炭酸ガス排出量を削減する）を達成するため  

には，具体的にどの程度の炭素税を課したらよいかについて考察することを目的としている。そ  

こで，まず，地球温暖化対策に関する実証研究をレビューした。次に，我が国のマクロ経済の生  
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産構造を示す各種マクロデータを収集し．我が国のマクロ生産関数を推定した。最後に，推定し  

たマクロ生産関数を用いて，各種政策シナリオ（炭酸ガスの20％削減や10ヲ占削減など）に対  

応した炭素税の水準を推定した。これらの検討結果は．今後，杜界全体についての炭素税の導入  

に関する同様の研究を行う場合の重要な知見となるだけでなく，我が国で具体的に炭素税を導入  

する上での重要な知見となった。  

〔発 表】c－31，3Z  

研究課題11）農地における物質移動推定のためのモデルの構築  

〔担当者〕森 保文・原沢英夫  

〔期 間〕平成2年度（1990年度）  

〔内 容〕実験周場のライシメーターと試験水田を，値漑水量などを任意に制御できる水捌こ改  

造した。また水注＝二関係する物質移動のうち，窒素とリンの移動の一部をモデル化した。  

〔発 表〕C－27，34，35  

研究課題】2）都市囁項計画概念に関する基礎的・文献的検討  

〔担当者〕大井 紘・近藤美則  

〔期 間〕平成2年虔（1990年度）  

〔内 容）都市環境の詰問過に対する計画理念や具体的計画について文献を中心にして基礎的調  

査・検討をし，以下のことを明らかにした。まず，機能主義的な近代都市計画思想は否定せぎる  

を得ないが，これに代わる包括的な具体的計画を与えうる思想は，形成されていないように思わ  

れる。そして，都市計画においてある程度以上精密な計画は，生身の人間の社会には適合しない  

ということが，20世紀の実験結果とみられる。また，大都市が工業部市から情報都市へ変容す  

ることによって，都市内の部分的計画だけを作って現実の都市は変形していってしまい，そのこ  

とが都市の混乱を加速するとみられる。基本的に都市は，政治の原理と経済の原理との相克の中  

で構想され，形成されている。この状況の中での重要な課題として，経済評価から独立した都市  

環境の評価の方法が，仝〈新たに建設されなければならない。  

〔発 表）C－13  

研究課領13）自然風景他における人間活動の測定手法に関する基礎的研究  

【担当者〕青木陽二  

〔期 間〕平成2年度（1990年度）  

〔内 容〕自然風景他における人間活動を把握する手法を開発するために，調査員が一定地区を  

巡回して人数を確認する方法と，その地区の出入り口すべてに調査員を配置して測定する方法と  

を比較した。同じ公園において，同じ日に2つの方法で在園者数の変化を調べた。その結果 入  

出園者数の多い時間帯を除けば両者はよく相関しており，巡回調査は出入り口調査と同じ精度で  

人々の数を測定できることが分かった。この結果より，巡由調査法によって人数や服装などの外  

見と混雑感との関係を調査できるかどうか，中部山岳国立公園の上高地地区で試みた。その結果，  

同一人数でも被験者の感じる混雑感は歩行時と立ち止まり時では異なることが分かった。また外  

見などは特に混雑感に影響していないことも判明した。  

〔発 表IC－1，4  
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研究課題14）地理・画像情執こよる地域環境の監視・評価手法の開発に関する研究  

〔担当者〕安岡善文・須賀伸介‥匝川篤史＊1・宮崎 括♯2・山本哲也＊3・大久保彰人＊4（＊1水  

土壌圏環境部，■Z岡山県環境保健センター，♯3茨城県公害センター，＊」福岡県衛生  

公害センター）  

【期 限〕平成2年度（1990年度）  

〔内 容〕広い範囲に及ぶ都市域や自然公園地域において地域の状況を正確に把超し，環境の監  

視・評価を行っていくためには，従来からの数少ない測定点における数値情報のみでは不十分で  

あり，人ユニ衛星からの画像データや地図データを利用することが不可欠と考えられる。本研究で  

は，画像情報，地理情報など様々な多次元情報を利用して，自然環境や都市環境を監視・評価す  

るためのデータ処理手法及びハードウェア，ソフトウェアを開発することを目的とする。特に．  

本年度は，①リモートセンシングを利用した湖沼．内緒の水質計測評価手法の開発（岡山県，茨  

城県との共同研究により実施），②リモートセンシングを利用した都市域，自然公関城等の植生，  

土地利用形態の変化監視手法の開発（福岡県との共同研究により実施）．③地臥 地形図等の地  

理情報（ベクター，ラスター情報）とリモートセンシング等により得られる画像情報（ラスター  

情報）を総合的に処理するためのシステムの検討を行った。   

なお，本研究は，一瓢地方公共団体公害研究棟閲との共同研究により実施されたため，実験  

フィールドとして岡］」県瀬戸内海沿岸，茨城県霞ヶ浦及び福岡県市街地とその周辺地域を選んで  

実施した。  

【発 表〕C－36－38，C－28－29  
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2．3．4 化学環境部   

研究課題1）環境汚染物質の測定技術および測定手法に関する研究  

〔担当者〕藤井敏博・植弘崇嗣・古田直紀・向井人史  

〔期 間〕平成2～6年度（1990－1994年度）  

〔内 容〕（1）Liイオンの付加反応を利用したイオン化法による大気圧試料の直接導入質量分  

析法を行った。  

（2）大気中の鉛汚染の発生源同定のために，1CP－MSを用いた鉛同位体比の測定が有効である  

ことが明らかとなった。この方法を用いて，アジア各地の都市大気中の鉛同位体比を測定したが，  

地域により発生源に違いがあり，アジア地域の長距離輸送現象の解明に利用できることを示した。  

（3）多元素同時分析用のドーナツ構造をしたマイクロ波プラズマ光源の空間分布特性を求め  

た。  

〔発 表〕D－17～19，24，25，d－16－18  

研究課題 2）壇葉系有機化合物の新しい測定法の開発：超音速自由噴流法の利用  

〔担当者〕藤井敏博・向井人史・古田直紀．  

〔期 間〕平成2－4年度（1990－1992年度）  

〔内 容〕（1）高真空チェンバー中に①超音速自由噴流を作るためのノズル，②固体表軋③質  

量分析計から構成されるシステムを組み上げた。  

（2）試料分子／H2系でSeeded beam超音速自由噴流法により120eV程度までの高速分子流  

を可能にする加熱できるセラミックノズルを作った。  

（3）この特異なイオン化過程をMS法で調べた。イオン化効率の向上をトルエンで検討した。  

〔発 表〕D一犯 d－13，14  

研究課題 3）誘導結合プラズマ質量分析計によって得られる鉛同位体比測定の国際的クロス  

チェック  

〔担当者〕古田直紀・向井人史・岡本研作  

〔期 間〕平成元年－2年度（1989－1990年度）  
〔内 容〕共通試料として，地底質試料，大気粉じん，多元素混合溶液の3つの試料をクリーン  

ルーム内で調製して，鉛同位体比測定用標準試料と一緒にして，フ科乳 イギリス，カナダ，それ  

に日本国内のそれぞれの研究機関に配布した。当研究所も含めて日本国内で3研究機関，国外で  

4研究機関の，合計7研究機閲の結果が得られた。その結果，20Gpb： 207pbの値は0．5％の梢  

度で一致するのに対し，ZO6pb： 2O4pbと208pb：204pbの値は約1．5％の精度でお互いに比較  

できることが明らかになった。  

〔発 表〕D－21〝23，d15  

研究課題 4）環境モニタリングのための計測管理に関する研究  

〔担当者〕安部書也・伊藤裕廉・西川椎高・吉永 淳・岡本研作・森田昌敏  

〔期 間〕平成2－6年度（1990－1994年度）  

〔内 容〕環境モニタリングを行うための計測手法は，より高感度で，より精度の高いものが年々  
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要求されてきている。本年度軋 プラズマ質量分析計（lCP－MS）による生体試料や大気粉じん  

中の微量元素の分析に関する基礎データを取ることを中心に研究を行った。その結果，生体中（主  

に臓器）に含まれている微量の牢ドミウムや亜鉛の測定に閲し，1CPMS法を用いた場合，庶子  

吸光法やICP－AES法と比べて良好な結果が得られただけでなく，pptレベルの微量濃度を濃縮  
せずに測定できた。大気粉じん中のモリブデン，トリウムの分析にも応用できた。  

〔発 表〕D－30，d－11  

研究課題 5）有害物質分析法の標準化に関する研究  

〔担当部 森田昌敏・伊藤裕康・服部孝和＊】・岩田理財＊2（＊1大阪府公害監視センター，＊2北  

海道公害防止研究所）  

〔期 間）平成2－4年度（1990－1992年度）  

〔内 容〕（1）有機スズ化合物の分析法の高精度化に関する研究を行った。トリペンチルスズを  

内部標準として用いることにより，高感度かつ高精度の分析法を得た。（Z）廃油中のトリタロ日  

工チレン，テトラクロロエチレンの分析法に関する検討を行った。  

〔発 表）D－27，35  

研究課題 6）GC／MS分析法の高度化に関する研究  

【担当者〕伊藤裕康・安原昭夫＊l・植弘崇嗣・森田昌敏・小田淳子＊2・剣持堅志＊2（＊l地域環  

境研究グループ．＊2岡山県環境保健センター）  

〔期 間〕平成2”5年度（1990～1994年度）  

〔内 容〕GC／MSで得られるマススペクトルは，有機化合物の同定に有用な情報であるが，  

その化合物の同定には膨大な量のマススペクトルデータを参照する。このためコンピュータによ  

る検索システムにより同定を行っている。我々は，マススペクトル検索であるNIES－MSLSシス  

テムを開発し，検索精度について検討してきた。現在，リファレンスデータの数は，EPA／  

NIH／MSDCのデータを加え約40，000データである。   

本年度は約150種類の化合物を購入し，GC／MSで測定した。得られたマススペクトルデー  

タと各化合物の情報項目（1UPAC名称とその他の名称，分子式，CASナンバー等）を調べ．リ  

ファレンスデータとして蓄積した。また，そのデータの精度についても検討を行った。   

研究課題 7）環境中の元素，分子の存在状腰とその変化に関する研究  

〔担当者）柴田康行・瀬山春彦・相馬光之・田中 敦  

〔期 間〕平成2－7年度（1990～1995年度）  

〔内 容〕環境中，特に水，士風生体中の元素，分子の詳細分布，化学形態，それらの変化を  

明らかにするための方法論の開発とその応用を目標とし，種々の分析法を中心とした研究を行っ  

ている。従来に引き続きⅩ線光電子分析法により環境及び関連試料中の元素の存在状態，表面  

層における元素組成の特異性を調べた。高遠原子衝撃二次イオン質量分析法（FAB－SIMS）を  

用いた鉱物試料の局所分析について検討を行った。その結果，高速電子衝撃法を利用することに  

ょり，鉱物中の元素分布を二次イオン像（俊介解能i／Ⅷ）として観測したり，分析領域ユ0′珊  

程度の局所の元素の検出ができることが分かった。  

（発 表〕D－12～14  
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研究課題 8）鉱物欄のナトリウムの状態分析  

〔担当者〕相馬光之  

〔期 間〕平成2年度（1990年度）  

〔内 容〕Ⅹ線光電子分光法（ⅩPS）は固体中のナトリウム（Na）の化学結合状態を直接分析  

できる数少ない分析法の→つである。鉱物として，組成によってNaの占める結晶格子中の位置  

が2種存在する角閃石族を取り上げた。XPSによって測定したNals電子結合エネルギー，  

NaKL23L23オージュ電子エネルギーを二次元的にプロットすると，八配位位置のNaと空孔位  

のNaを区別できる。しかし，両グループの差（オージュエネルギーの差の方が1s結合エネル  

ギーの差より大きい）は必ずしも明瞭でない場合もある。また同時にZ種のNaが存在すると考  

えられる鉱物（アルベゾン閃石）・でも，スペクトル線の分裂や，著しい線巾の広がりは見いださ  

れなかった。鉱物粉末の0．1N塩酸による浸出処理からは，酸による鉱物相の元素溶脱を表面層  

の組成変化で敏感にとらえられることが分かった。  

〔発 表〕D－15  

研究課題 9）アスベストの新分析法に関する研究  

【担当者〕漸山春彦・相馬悠子＊1・相馬光之・高尾真一＊Z・田上四郎＊2・櫻井利彦＊2（＊1地域  

環境研究グループ，＊2福岡県衛生公害センタ←）  

〔期 間）平成元年～3年度（1989～1991年度）  

〔内 容〕アスベストを選択的に検出するための新分析法として二次イオン質量分析法，蛍光色  

素吸着法の検討を行っている。本年度，二次イオン質量分析法では，一次ビームとして中性の  

Ozビーム（02FAB）を利用することにより，メンブランフィルター上に捕集された大気粉じ  

ん中のクリソタイルアスベスト繊維を二次イオン（Mg＋及びSi＋）像として選択的に検出でき  

ることが分かった。蛍光色素吸着法では，メンプランフィルター上のクリソタイルアスベストを  

直接染色する方法を試み，ウラニン，カルセイン，ウンペリフェロンが蛍光色素として有望であ  

ることを明らかにした。  

〔発 表〕d－6  

研究課題10）環境汚染物貿の毒性評価手法に関する研究  

t担当者〕彼谷邦光・白石不二雄・佐野友春・宇野由利子  

〔期 間〕平成元年－6年度（1990－1995年度）  

〔内 容1環境汚染物質のバイオアッセイ系の一環として，ほ乳動物由来の培養細胞に環境汚染  

物質を溶液，あるいはガスのまま暴露することにより，簡便にかつ鋭敏に毒性を評価する手法の  

開発を試みている。手始めとして，ヒトリンパ腫由来の浮遊細胞株HL－60を使用し，溶液性汚  

染物質の一般毒性を検索する実験系を検討した。HIl－60細胞に数段階の濃度に調製した試料を  

1日あるいは2日間暴露した後，コールターカウンターで細胞数を測定して対照に対する細胞増  

殖抑削率を求め，一般毒性の評価指標とした。環境汚染物質のモデル化合物として塩化カドミウ  

ム，トリメチルスズを用いて検言寸したところ，再現性よく比較的鋭敏に毒性を検索することが可  

能なことが明らかとなった。また，HL－60細胞は，毒物の取り込み能が強いために，毒性物質  

に対する感受性が比較的高いことが示唆された。  
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研究課題 川音栄養湖沼における有害藻類の発生監視とその防止に関する研究  
〔担当者〕彼谷邦光・安野正之＊l・渡辺 信＊1・高村典子＊1・須藤隆一＊2・野村 潔＊3・一滴  

諭＊3（＊l生物圏環境部，＊2水土壌圏環境乱 ＊3滋賀県立衛生環境センター）  

〔期 間〕平成2年度（1990年度）  

〔内 容〕本研究は′湖沼における藻類由来の既知の毒物賀の量を測定すること及び水の牽の主  

要藻類の毒性の有緊を調べることを目的とした。既知の毒物質であるMicrocystinは調べた湖  

沼すべてから検出された。未知毒物質の検索では．A晰血彿＝椚田那加憫 05C川αわriα‘β乃旬イぶ．  

射血鞠＝朋血＝勒勅血助川ね槻の藻類を用いた。予備実験の段階で毒性があると思われ  

た月，桝α仁和ゆPm．の培養液中の毒物質は無菌化した場合には消失していた。したがって，この毒  

物質は混在バクテリア由来と考えられた。そのほか，0．地肌心の藻体中に細胞毒性を示す物質  

が認められた。上記以外の被検藻類からは毒物質が検出されなかった。  

〔発 表〕D－8，9  

研究課題12）ニトロアレンのDNA障害メカニズムに関する研究  

〔担当者】佐野友春  

〔期 間〕平成2－4年度（1990－1992年度）  

〔内 容〕トニトロビレンとDNAとの付加物の構造を決定するために，予想される付加物を有  

機化学的に合成することを試みた。トニトロビレンの種々の誘導体とヌクレオシドとの反応を検  

討した結果，1－ニトロビレンのフッ素誘導体と糖部を保護したヌクレオシドとの反応により目的  

とした化合物を得ることができた。この反応は，デオキシアデノシン誘導体で行ったものである  

が，そのほかのヌクレオシドにも応用が可能であると考えられ，1－ニトロビレンの6位と8位に  

選択的にヌクレオシドを導入する方法を確立した。  

研究課題13）化学形態分析のための環境標準試料の作製と評価に関する研究  

〔担当者〕岡本研作・森田昌敏  

〔期 間〕平成2”6年度（1990”1994年度）  

〔内 容〕（1）NIES標準試料No．12「海底質」の分析を行った。（2）NIES標準試料No．13「頭  

髪」の調製法を検討し，均一な粉末の作製法を確立した。  

〔発 表〕D－2～7  

研究課題14）スペシメンバンキングによる環境の時系列変化の保存ならびに復元に関する研究  

〔担当者）森田昌敏・田中 敦・向井人史・i射Il雅高t吉永 淳・柴田康行・植弘崇嗣ノ白石克  

明＊1（＊1地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成2－1ユ年度（1990－］999年度）  

〔内 容〕環境質を代表する試料の収集ならびに保存として，ムラサキイガイ，人体脂，トド肝，  

大気粉じん，古紙，古木，耳石等の収集を行った。保存†利こ関する研究として，多環系芳香族化  

合物について，10年間の保存中の変化について明らかとした。分所用標品のライブラリー及び分  

析データ等のデータベース化も推し進めた。  

〔発 表〕D24，26  

、 46 －   



研究課題15）／くックグラウンド地域における環境汚染物質の長期変動に関する研究  

〔担当者〕相馬光之・田中 敦・瀬山春彦・向井人史・古田牢紀・野尻幸宏＊1・河合崇欣＊1・  

白石寛明＊2（＊1地球環境研究グループ，＊2地域環境研究グループ）  

〔期 間）平成元年－5年度（1989”1993年度）  

〔内 容）主として大気経由で湖沼にもたらされる汚染のバックグラウンドレベルの長期的な変  

動を明らかにする目的で，摩周湖における特定汚染物質のモニタリングを継続している。湖沼自  

体の安定性については，温度，伝温阻pHの分布（水平，垂直），汚染物質のトレンドの継続  

性については，α一HCHの濃度がよい指標となっている。測定項目中のPAHの分析法につき，  

通常の採水器，HPLC蛍光法検出の組み合わせの利用を検討し，・摩周湖水の分析用に特別に開  

発した方法と比較した結果この方法も可能であることが確かめられ，今後PAH分析の効率を向  

上できることが明らかとなった。また，湖周辺の大気中のハロカーボン類の分析につき予備的測  

定を行った。  

〔発 表〕a44  
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2．3，5 環境健康部   

研究課題1）環境汚染物賃の生理機能への影響をヒトに外挿するための基礎的研究一呼吸，循  

環機能と動物差一  

〔担当者〕鈴木 明・河田明治  

〔期 間〕平成元年”3年度（1989－1991年度）  

〔内 容〕動物実験の結果をヒトに外挿する基礎的資料を得るため，ヒトと種々の動物との変異  

と類似点について文献的知見の収集を主にしてきたが，本年度は，特に，年齢の異なったラット  

及びマウスを用いて比較検討するとともに，それらの機能についてヒトと比較した。その結果，  

ラットとマウスの呼吸数，換気量．酸素代謝などの呼吸指標は，成長期には類似したパターンを  

示したが，加令につれて機能差が大きくなり，ラットでは，肥満によると考えられる酸素代謝の  

変化が観察された。また，ラット及びマウスの肺は，ヒトと異なり自然退縮力が弱いため，呼気  

のときも呼吸筋が働いていることが筋電図学的に証明された。このことは，ヒトよりラットとマ  

ウスの呼吸数が多く酸素代謝が大きいことと押関係でないと考えられた。異常心電淫1の出現率は  

ヒトよりマウス，ラットのほうが高かった。  

研究課題 2）家畜放牧の広域化と，共通伝染病が野生動物に及ぼすリスクについて  

〔担当者〕鈴木 明  

【期 間〕平成2年－4年度（1990－1992年度）  

〔内 容〕本年度は，ザンビア大学獣医学部の協力を得て，標記課題に関する資料の収集を行っ  

た。発展途上国で真の資料を集めることは困難であるため限られた情報といわざるを得ない。本  

年度の資料を整理してみると次のように要約できる。（＝人口増加による食料増産のため耕地面  

積の拡大と家畜の増産が行われている。（2）放牧地が広域化し国立公園の近辺に及んでいる。（3）  

ライオンなどの肉食獣が午などの家畜を襲っている。（4）放牧地内でレイヨウ類などの野生動物  

の足跡を見つけることができる。（5）カバが人畜共通伝染病の炭そ病で死に，その肉を食べた人  

間が死んだ。（6）牛に狂犬病が多発している。以上のことは，すでに，家畜と野生動物の接触が  

あること，さらに，野生動物，家乳 人に共通な伝染病によって，人的被害が出ていることを示  

している。早急にその実態を詳細に検討し，なんらかの処置を考える必要がある。  

研究課題 3）栄養不良動物に対する環境汚染物質の影響に関する研究  

〔担当者〕高橋勇二・鈴木和夫・三浦 卓＊1（＊l地域環境研究グループ）  

〔期 間〕昭和63年度→平成2年度（1988－1990年度）  

〔内 容〕本年度は，ミクロオートラジオグラフイ一法を用いてビタミンA欠乏ラットにおけ  

る3H一チミジンの肺における取り込み部位について検討し，03暴露の作用部位を明らかにする  

ことを試みた。ビタミンA投与ラットでは03暴露により肺胞道にチミジン標識細胞が著しく増  

加した。増加は，03暴露2日目に最大となり，その徽急速に低下した。標識される細胞の種  

類は，マクロファージと肺胞細胞であった。ビタミンA欠乏ラットでは，肺胞細胞の標識率が  

著しく低下した。マクロフ7－ジの標識率は，ビタミンA投与，欠乏両群ともに同様の経時変  

化を示した。   

末梢肺胞部位では．標識細胞率は03暴露3日目に増加したが．ビタミンA欠乏群では増加の  

－－ Llゴ ー   



程度が40％以下であった。また，チミジン標識されたマクロファージを末梢肺胞部位には見い  

だせなかった。   

以上の結果から03の作用部位は．NO2よりも上部の肺胞部であること．ビタミンA欠乏は  

03暴露により促進される肺胞椰胞のチミジン取り込みを抑制することが明らかになった。  

〔発 表〕E－Zl，e21  

研究課題 4）肺姫マクロファージの不均一性に関する研究  

〔担当者〕持立克身  

〔期・間〕昭和63年度一平成4年度（1988”1992年度）  

〔内 容〕これまで肺胞マクロファージは，比重の遠いによって，形態及びDNAヤクンバク生  

合成活性が異なることを明らかにした。本年度は，活性酸素発生能及び殺菌活性について検討し  

た。活性酸素発生能は，用いる刺激物質の種類によらず，比重が大きいほど高い値を示した。殺  

菌活性は，検索する微生物の種類によって，比重の違いによろ変化が異なった。この結果は，活  

性酸素発生能のほかにも，殺菌活性に影響を与える因子があることを示唆している。  

〔発 表〕e－65  

研究課題 5）免疫細胞亜集団の糖脂質検索に関する基礎的研究  

〔担当者〕野原恵子  

〔期 間〕昭利63年度一半成2年度（1988－1990年度）  

〔内 容〕ラットの免疫細胞亜集団を識別する糖脂質マーカーを明らかにするための基礎的研究  

として，免疫細胞の貯蔵臓器であるひ臓中の糖脂質の構造研究を行った。本年度は．中性糖脂質  

とジシアロ糖脂質画分について検討を加えた。ひ臓の粗糖脂質画分をDEAELSephadexカラム  
によって分画し，中性及びジシアロ糖脂質画分を得，中性糖脂儲画分はさらに7セナル化法によっ  

て精製した。′rI－C分析の結果，中性糖脂質画分にはアシアロGMlとRf侶が一致するもの，及  

びそれより小さいRf値を持つものの2種類が主要糖脂質として存在することが明らかになっ  

た。シジアロ糖脂質画分では，GDlaと推定される糖脂質，及び何種類かの構造未知の糖脂質が  

主要糖脂質として存在することを見いだした。  

研究課題 6）妊娠に伴う必須元素の変動と有害元素の影響に関する研究  

〔担当者）鈴木和夫・杉平直子・伊藤勇三  

〔期 間〕昭和63年度一平成3年度（1988～1991年度）  

〔内 容〕妊娠に伴って母体中の必須元楽浪度が変化することを，ラットを用いて明らかにして  

きた。本年度は，ヒト母乳rpの成分の経時的変化を検討した。試料として，健康な母親の初乳か  

ら成熟乳に至るまでを採取した。母乳及びその乳清中の元素濃度の経時的変化を，授乳初日から  

200日目までの試料について明らかにするとともに，乳清中の各成分の分布をゲルろ過高速液  

クロ法によって調べた。初乳成分の重要性を成分衝から強調した。  

研究課題 7）環境一健康系における新しい保健指標開発に関する研究  

〔担当者〕三森文行・松本 理・山元昭二・還しLけ春・国本 学・太田庸起子  

〔期 間〕平成2～6年度（1990－1994年度）  

〔内 容〕環境に対応した健脚犬態の変化を客観的に測定・解析するための新しい指標及び毒性  
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試験法の開発をめざして，文献調査と先行実験を行った。健康の客観的な評価手法を確立するた  

めには，最新の生命科学の進歩を取り入れ，普遍的な分子レベルで健康状態の記述を行い得る測  

定手法を開発する必要がある。このような観点から，NMR分光法の血1油川体内臓器への適用  

の可能性の検討を行った。培養細胞を用いる方法では，玩＝崩≠での神経毒性スクリーニング法   

の基礎的研究や．変異原性試験の高感度化についての検討を行った。また重金属毒性発現の指標   

タンパク質としてのメタロチオネインの意義を検討し，遺伝子発現とタンパク質誘導について新   

たな知見を得た。  

〔発 表〕E－12，22～29，45，e－3，27”34，36，37，39”41，56”58  

研究課題 8）環境保健指標の開発に関する研究  

〔担当者〕′ト野椎司・田村憲治  

【期 間〕昭和63年度～平成4年度（1988－1992年度）  

〔内 容〕人を取り巻く環境の汚染は，社会的，掛斉的な環境の変貌と相まって，人の健康に様々  

な影響をもたらしてきた。今日では，環境汚染による非特異的あるいは遅発的な疾病の発生に対  

する監視が必要となり，新たな環境保健指標の開発が要請されている。   

本年度は，地域住民の健康状態を長期的，継続的に監視していくことの重要性を考え，全国各  

地にくまなく存在する（850か所）保健所に焦点をあて．健康情報収集のためのキー・ステーショ   

ンとしての役割を担えるか否か，保健所職員（保健所長，保健婦長，環境衛生担当課長）を対象   

に意識調査を行った。   

回収率は保健所長65％、保健婦長68％，環境衛生担当課長76ヲ右であった。各回答者とも，環  

境問題への関心は強く，また，それらの問題を解決していく際の保健所の取り組みについても前  

向きの回答が得られた。  

〔発 表〕E－7，49，e－Z5  

研究課題 9）農薬による大気汚染と健康影響評価法に関する研究  

〔担当者）田村憲治・小野雅司・安藤 浦  

〔期 間）昭和63年度”平成3年度（1988－1991年度）  

〔内 容〕農薬散布に伴う農薬の大気汚染と，地域住民の農薬暴露レベル及びこれによる健康影  

一響を評価するために，農薬の大気汚染レベルをモデル的な地区で把握し，長期的な健康影響を評  

価する方法を開発する。   

本年度はフィールードでの測定はできなかったが，農薬の日常的な使用による健康障害及び農薬  

散布による大気汚染に関して，引き続き国内外の疫学的文献の検討を行った。   

農薬使用状況と自覚症状との関連に関しては．前年度N県で収集した資料の解析を進め，本  

人には農薬との関連の自覚がない一般的な症状のうち，「‾F痢」，「悪酔い」等の訴えが農薬散布   

日数の増加とともに増す傾向を認めた。   
また，中毒の発生状況の分析のため，集団検診時の問診調査による農薬中毒ケースの収集を継  

続した。  

〔発 表〕e－23  

研究課題10）肺胞モデル実験系の作軌こ関する研究  

（担当者〕持立克身・野原恵子・高橋勇二  
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〔期 間）平成2年度（1990年度）  

〔内 容〕（1）問質モデルの作製：練維芽細胞をプラスチック培養皿＿1ニト【型コラーゲンゲル上  

またはゲル中で数日間培養し，細胞の形態，増殖及びマトリックスタンパクの生合成について比  

較検討した。培養方法により細胞の形態が異なること，及びT型プロコラーゲンヤフアイブロネ  

クチンの生合成量に著しい違いが認められた。問質モデルとしては，コラーゲンゲル中で線維芽  

細胞を培養するのが適当と考えられる。  

（2）肺胞を構成するリンパ球の分化 成熟のマーカーとなる糖脂質の検索：ラット胸腺リンパ  

球より糖脂質を調製し，各種クロマトグラフィーによって検討した結果，従来正常組織では報告  

されていなかった糖脂質（ガングリオシド）が主要成分であることを明らかにした。この糖脂質  

はひ臓リンパ球では少量成分であり，未成熟Tリンパ球に特徴的な糖脂質であることが示唆さ  

れた。  

（3）クララ細胞の細胞分裂及び分化機構の解明：肺のエラスタ←ゼ処理によって遊離したクラ  

ラ細胞を精製する際，抗チトクロームP－450抗体による細胞同定の方法を確立した。  

研究課題 川環境汚染物質が呼吸，循環横能に及ぼす影響に関する基礎的研究  

〔担当者〕河田明治・鈴木 明・山根一祐  

〔期 間〕平成2年度（1990年虔）  

〔内 容〕本研究では，呼吸及び循環機能への影響を体系的に検討するため，それらに関与する  

化学物質，組織及び臓器のレベルでの手法の開発を主に行った。カテコールアミン及びセロトニ  

ンとその代謝物質は，高速液体クロマトグラフィーにより分離した後，アンペロメトリック検出  

器により測定した。ラット肺で，ドーパミンの高い値が測定された。アドレナリンは脳（線条体）  

と肺で共に低く，肺ノルアドレナリンは脳に比較して著しく低かった。セロトニンは肺でドーパ  

ミンより高かった。0．4ppmのオゾンに1週間暴露したラット肺では，ドーパミンとセロトニン  

の減少が観察された。次に，モルモットの心臓と肺を胸部交感神経幹と共に摘出し，神経一肺港  
流実験系を開発した。これにより交感神堪の興奮による肺1f【L管の収縮が観察できるようになった。  

また，聴診法による呼吸音及び心音の分析によって，呼吸機能及び心機能を同一の動物で経時的  

に検討することが可能となった。  

研究課題12）重金属化合物を経気道暴露したラットにおける肺の炎症横序解明のための細胞学  

的研究  

〔担当者〕平野靖史郎・杉平直子・河越昭子・鈴木和夫  

〔期 間〕平成2年度（1990年度）  

〔内 容〕ラットに硫酸ニッケルを気管内投与（50／ノgNi／ラット）して，肺胞脛に浸潤してき  

た肺胞マクロファージ（AM≠）．と多形核白血球（PMN）数の経略変化を，気管支肺胞洗浄洒中  

に回収されたこれらの細胞に対する走化性因子の強度と関連付けて調べた。肺胞膣に浸潤した  

PMN数と走化性園子強度との問には相関が見られたが，AM≠数と走化性因子強度間には相関  

性が見られなかった。PMNの走化性因子として知られているロイコトリエンBィは硫酸ニッケ  

ルの投与によりむしろ減少した。肺胞洗浄液中のAM≠に対する走化性因子をゲルろ過カラムを  

用いて調べたところ，ザイモザン処理した血清中に見られる走化性因子の一種と同じ保持時間に  

溶出されていた。  

〔発 表）e－48  
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研究課題13）新生児における有害元素に対する識別機構の発達過程の解明  

〔担当者〕杉平直子・青木康展・鈴木和夫  

〔期 間〕平成2年度（1990年度）  

【内 容）．生体は，必須元素と非必須元繋を識別する横棒を備えている。識別機構の欠如や未熟  

と，金属の挙動や毒性発現との間の関連を検討することを目的とし，以下の金属の組み合わせで  

研究を行った。（1）カドミウム（Cd）と亜鉛（Zn）の肝臓への取り込み過程における識別につ  

いて，成熟及び新生仔ラットについて実験を行った。成熟ラットでは，肝臓からのZnの排出機  

構が存在することが推定された。肝臓でのZnの代謝が成熟ラットと異なる新生仔ラットでも，  

同様にZnの排出機構の存在が示唆された。（2）腎尿細管での再吸収過程におけるストロンチウ  

ム（Sr）とカルシウム（Ca）の識別機構を調べるため，成熟ラットより腎細胞膜を単離し，両  

金属イオンの輸送美顔を行った。Sr2＋とCa2＋が共存するとき，Sr2＋に比べCa2十がより優  

先的に輸送されることが示された。  

〔発 表】E－9－11，13，15，16，18，20，e－10－19  

研究課題14）NMRによる生体横能診断法の研究一脳横能と環境毒－  

〔担当者〕三森文行  

〔期 間）平成2年度（1990年度）  

〔内 容〕脳を標的とする代表的な環境毒としてメチル水銀を選び，ラットに5mgHg／kgを12  

日間投与することにより有機水銀中毒モデル動物を作成した。水銀が脳のエネルギー代謝機能に  

及ぼす影響を明らかにするために，麻酔下でこのモデル動物の脳のプロトンイメージ，31p  

NMRスペクトルを測定した。イメージ測定ではT－強調，T2強調いずれの画像でも異常を認め  

なかった。しかし31pNMRスペクトルからは，中毒脳において高エネルギーのクレアチンリン  

酸が5．45±0．30から4．55±0．31／1mOl／gと約17ヲ乙減少していることが明らかになった。  

ATP濃度には変化は見られず，脳内pHも正常であった。この結果は水銀中毒ラット脳での  

ATP濃度の増大1）ン酸化ポテンシャルの低下を示唆する。ATPの生成と消費はバランスして  

いるので，今後ATP生成速度を直接測定し，この変化の意味を明らかにする予定である。  

〔発 表）E－43，e－59，61  

研究課魔15）環境保健情報データベース構築に関する基礎的研究  

〔担当者〕小野雅司・田村憲治  

〔期 間〕平成2年度（1990年度）  

【内 容〕環境汚削二よる健康影響を評価するうえで不可欠となる健康情報に関連して，全国の  

行政区域別に健康情報（死亡統計，疾病統計，保健関連情報等）及び地域特性情報（人口構成，  

人口密度，産業構造，土地利用等）を収集・整理し，環境保健研究の基礎資料として活悶を図る  

ため，下記の研究を実施した。   

＝）情報源の確認と利用可絶佳の検討  

（2）データの維持・管理ならびにデータの編集・加工手法等の検討  

（3）健康情報表示システムの開発  

（4）健康情報の利用法の検討   

本年度は特に，健康情報表示システムの開発を中心に，都道府県あるいは市区町村別を対象と  

して，収集した各種資料の，①帳票出九②地図表示，③グラフ表示，④統計解析システムを閑  
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発した。  

〔発 表〕E－4  

研究課題16）SPM個人暴露皇測定法に関する研究▼  

〔担当者〕田村憲治・小野雅司・安藤 満・玉川勝美り・宮崎竹二＊Z（＊1仙台市衛生研究乳  

＊2大阪市立環境科学研究所）・  

〔期 間〕平成2年度（1990年度）  

【内 容〕独自に開発した浮遊粒子状物質（SPM）測定用個人サンプラーを用いて，自動車排  

出粉じん濃度の高い大阪市内と，スパイクタイヤによる粉じん発生が著しかった仙台市内におい  

て，SPMの環境濃度及び個人暴露濃度を測定し，生活パターンごとのSPM個人暴露濃度に関  

する基礎的な検討と、個人暴露量測定法の改良を行った。   

大阪市においては，1990年11月に幹線道路周辺家屋10世帯において家屋内外SPM濃度と住  

民の個人暴露濃度を連続4日間測定し，非暖房期における環境濃度と屋内濃度の有意な相関，屋  

内濃度と個人暴露濃度の関連を確認した。   

仙台市においては，東北大学滝畠教授らの継続調査において冬期の肺磁界が異常な高値を示し  

た被験者の中から非喫煙者7人を対象として，1991年2月に個人暴露と環境の浮遊粉じん濃度  

の測定を実施した。1991年4月よ．り仙台市内のスパイクタイヤ装着が全面禁止されることになっ  

ていたため，装着率は10％以下と低かったが，沿道家屋では環境濃度に対応した屋内粉じん濃  

度の上昇が見られた。  

〔発 表〕e－22，24  
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2．3．6 大気圏環境部   

研究課題1）光イオン化質量分析法によるクラスター分子及びフリーラジカルの研究  

〔担当者）常田仲明  

〔期 間〕昭和60年慶一平成2年度（1985”1990年度）  

〔内 容〕大気中でのラジカル反応やエア′ロゾル生成と関連ある課題として，有機・無機化合物  
のクラスター生成とそのイオン反応，またフリーラジカルの反応を光イオン化質量分析計を用い  

て研究する。本年度はエチレンヤアセテレンのクラスターの光イオン化とクラスター分子内イオ  

ン反応の研究，さらにはヒドロキシァルキルラジカルやカルポキシルラジカルの大気中での反応  

速度の決定の研究を行った。  

【発 表〕FZ6－28，ト4Z－50  

研究課題 2）渦運動と空力音の発生に関する研究  

〔担当者〕富者 武  

〔期 間〕昭和62年度”平成2年度（1987－1990年度）  

〔内 容〕高レイノルズ数流れにおける集中渦領域の運動と安定性を解析し，その非定常連動に  

伴って遠方場に発生する音波を評価した；特に，渦核内における渦軸方向の流れが渦運動とその  

安定性に及ぼす影響を調べ，渦領域の破壊過程を解明した。軸方向流れによって誘起される滑断  

面の大きな変形は強い空力音を発生することが予想され，その強度を評価した。  

〔発 表】F－25，ト39  

研究課題 3）密度成層流体中の渦運動とその安定性に関する研究  

【担当者〕官署 武  

〔期 間〕平成2－6年度（1990－1994年度）  

〔内 容〕一定プラントーバイサラ周波数を持つ安定密倭成層流体中での軸対称渦の安定性を調  

べ，渦構造の形成，破壊過程を解明した。また，内部重力波の渦による反射散乱のような渦存在  

下における内部重力波の伝播特性を解析し，内部重力波を用いた渦構造の測定法の可能性を検討  

した。  

〔発 表〕f40，41  

研究課題 4）熱帯域における積雲対流活動と大規模循環との相互作用に関する研究  

〔担当者〕高薮 緑  

〔期 間〕昭和63年暖”平成4年度（19鋸↑1992年度）  

〔内 副 GMS赤外ヒストグラムデータ及び気象庁客観解析データを郡、，1986年6月に熱帯  

西太平洋上を東進したスーパークラスターに伴う構造の特徴を解析した。スニパークラスターは  

赤道上のケルビン波的構造を待った東進モードと，赤道から敷皮離れた緯度を西進する下層渦を  

伴う偏東風波動の構造を持った西進モードとから構成されていた。東進モードにおいては，鉛直  

構造から対流圏上部からの下向きエネルギ⊥フラックスが示された。エネルギー収支解析による  

と，積雲対流の効果による有効位置エネルギーから運動エネルギーヘの変換は東進モードでは小  

さく，西進モードでは顕著であった。東進モードについては対流圏上層における南半球からのエ  
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ネルギ一入力が示唆された。  

〔発 表〕F7，ト14，15  

研究課題 5）成層及び回転流体に関する数値的研究  

（担当者〕花崎秀史  

〔期 間〕平成2－6年庭（199ロー1994年度）  

t内 容〕大気あるいは海洋は，成層及び回転流体の代表例であるが，その流れりパターンを支  

配している内部重力波及び慣性披の解析を．弱非線形理論から得られる近似方程式の解，及び厳  

密な支配万♯式の数値解を求めることにより行った。最近発表された，地形の効果により励起さ  

れる長波長の彼の長時間発展を記述する弱非線形理論の検証を行っているが，本年度は，流体の  

粘性効果（地表面の境界層及び内部境界層）が流れに及ぼす影響についても調べた。その結果，  

粘性効果も，弱非線形理論の枠組みの中で定性的には記述できることが分かった。  

〔発 表〕F16，ト27山31  

研究課題6）多相大気化学モデルの作成に関する研究  

〔担当者〕福山 力  

〔期 間〕平成2～5年度（1990～1993年度）  

〔内 容〕鉛直一次元モデルの枠組みの中で降雨強度の高度分布に関する検討を行った。この種  

の取り扱いはKooらによって報告されているが，モデルの基本的設定についてあいまいな点が  

あり，数学的に矛盾を含んでいることが分かったので，物理的意味の明確な仮定の下にモデルを  

再構築した。雨滴の粒径分布としてMarshallPalmerの式，落下速度としてKesslerの式（い  

ずれも経験式）を用い，また降雨強度は雲粒との併合過程のみによって決まるという仮定の下に  

水分量変化に対する方程式を積分して降雨強度を鉛直距離の関数として求めた。その結果，文献  

に既報のものとほ異なって，導出過程に一貫性のある高度依存関数を得た。  

〔発 表）F19  

研究課題 7）分子会合体のイオン化に関する研究  

〔担当者〕尾崎 裕  

〔期 間〕昭和63年慶一平成2年度（1988－1990年度）  

〔内 容〕二成分分子会合体を電子衝撃等の方法により，イオン化する際に進行する分解過程に  

ついて正確な知見を得るためには，イオン化に先立つ生成過程をまず調べる必要がある。そこで  

主としてArクラスターと他の標的分子との衝突・交換反応で二成分会合体が生成する過程につ  

いて分子動力学計算を行い，反応断面積，反応に伴って蒸発するAr原子の個数等を求めた。例  

えばⅩeを標的とした場合，Ar14との反応断面積は203A2，平均蒸発原子数は2・8となって実  

測値それぞれ210±70ん3．6士1．1とほぼ一致する結果が得られた。  

〔発 表〕F－3，f－4，5，8  

研究課題 8）微粒子の発生とその動力学的および光学的性質の研究  

〔担当者〕尾崎 裕  

〔期 間〕平成2年度（1990年度）  

〔内 容〕微分型光散乱測定装置を用いてポリスチレンニ粒体による散乱光の偏光解消度を測定  
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したところ，散乱角90度において偏光解消度は0．05以下という結果となった。このように偏光  

解消度が小さいことは，粒子の大きさに比べて光の波長が短い条件が実現されていることを示す  

ものであり，前年度に微分散乱断面積から得られた結論を支持している。さらに，粒子形状にか  

かわりなくその体積を測定する手段として熱線流速計を応用する方法の確立を回り，重力沈降法，  

写真法との対比実験．水晶粒子を対象とした測定等を行った。  

〔発 表〕f－6，7，9  

研究課題 9）大気分掛こ係わる新しい手法園発の研究  

〔担当者〕山本和典  

〔期 間〕平成2－8年度（1990－1996年度）  

【内 容〕大気中の微量成分の潮走においては，安定分子だけでなく不安定分子やフリーラジ カ  

ル等の分析・測定が重要である。そのためには物理・化学的手法による新しい計測法の開発が必  

要になる。本研究は質量分析法ヤレーザー分光法などを用いて，大気分析のみならず大気化学反  

応の研究にも用いることのできる新しい高感度の大気微量成分の分析法を開発することを目的と  

する。本年度は光イオン化質量分析法や高リドベルグ原子からの電子移動を用いて角イオン  

摘0，RO2‾）としてフリーラジカルを検出するための装置を作成した。  

研究課題10）レーザー吸収法・蛍光法を用いた気相化学反応の速度論的研究  

〔担当者〕三好 明  

〔期 間〕平成2”6年度（1990～1994年度）  

〔内 容〕大気中の化学反応を支配するラジカル種のうち多くのものは，紫外光領域（200－380  

nm）に吸収をもっていることが予想される。このため，このようなラジカル種を高感度に測定  

する手法として，紫外光の微小な吸収と時間変化を測定することが可能な，過渡吸収法装置を試  

作した。これにより，10‾5程度までの微小な吸収及び時間変化の測定が可能であることを確認  

した。この装置を用いて，HOCOラジカル及びFCOラジカルの測定を試みた。このうち，フd  

ン・ハロンの光酸化過程において重要な中間体であるFCOラジカルの紫外吸収スペクりレを特  

定することができた。また，吸収強度の時間変化からFCOラジカルの反応の速度論的研究を行っ  

た。  

〔発 表〕仁42－44  

研究課題 ＝）成層圏・対流圏大気現象解明に関する基礎研究  

【担当者〕竹内延夫  

〔期 間〕平成2－4年庇（1990”1992年度）  

〔内 容〕本研究は高層大気現象の拳室臥掛こ成層圏・対流圏の気体成分の分布や変動の状況を  

明らかにするために高精度遠隔計測手法の開発から衛星データを利用した輸送機構の解析までの  

給合的な研究を目的としている。   

計測手法の開発として，大気計測における多重散乱の影響を，半導体レーザーを光源としたラ  

イダー計測を例にとってモンテカルロ法のシミュレーションを行った。その際に戻ってくる光子  

数を数える代わりに視野内の含まれる光子からの確率を計算し，計算の効率を高め，減衰率依存  

性視野角依存性距離依存性を求め，地面の反射が重要な影響を与えることを見いだした。   

衛星データの解析として，日本付近におけるTOMSデータを解析し，仝オゾン量分布パター  
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ンに台風の影響が現れていることを見いだし，会球気象客観解析データ（気象庁）と比較してそ  

の出現機構を検討した。  

〔発 表1F8－12、14，15、ト12、13，16，18，20～26  

研究課題12）衛星搭載大気計測用光学センサー高度化の研究  

〔担当者）銘木 睦  

〔期 間〕平成元年～5年度（1989－1993年度）  

〔内 容〕ADEOS衛星搭載用大気センサー1LASの検出能力を事前評価し，EM及びPFM開  

発に反映させるために大気光学モデルFASCODEを用いて検討を行った。その結果，1LASの  

基本仕様でオゾンについて5ヲ左程度の精度が期待されることが明らかになった。感度解析を行い，  

時刻一観測位置，視線方向，大気温度密度鉛直プロファイルが観測精軌こセンサーS／Nと同程  

度の影響があること，またセンサーの分光感受特性，信号相互干渉の影響が1LASでは無視でき  

ないことが明らかになった。センサー特性の実験的決定のための較正実験手法の検討を行い，較  

正に必要な実験系を準備した。次期センサーとしてエシュレ回折格子を用いた分光計（HLAS）  

の概念検討及び室内実験モデルの詳細設計を行い，メタンヤフロン12等の検出感度が大幅に向  

上することを明らかにした。またNadirセンサpの代表としてTOMSデータの利用法について  

検討を行った。  

【発 表）F－5，15，f－10－13，16，20，25  

研究課題13）レーザー分光法による化学反応動力学の研究  

【担当者〕井上 元  

〔期 間〕昭和63年度一平成2年度（1988－1990年度）  

〔内 容〕飽和炭化水素の塩素置換体の157及び193mm光分解で生成する塩素原子の内部励起  

（2pl′2）基底状態（2p3′2）の割合を求めた。CH2CIz，CHC12，CHC13の193mm光分解では  

この比は0．1であり，RClの157mm，193mm光分解ヤCH2Cl2，CHC13の157rrlm光分解では  

0．23という値が求まった。また，ドプラ一幅の解析からClを2佃以上含む分子では，並進運動  

エネルギー分布はボルツマン型で分解の角度分布は等方であることが分かった。  

研究課題14）大気中の液滴及び不均一反応に関する研究  

〔担当者〕泉 克幸  

〔期 間〕平成2～4年度（1990－1992年度）  

〔内 容〕本年度は清浄空気中でのSO2の酸化反応について検討した。まず，1％のNaCl水  

溶液をネブライザーで噴霧した後，85Krを使用してエアロゾルを中和し，相対湿度鋸％の空気  

中に導入した。液滴をフィルター上に捕集してNaCl濃度を定量した値とその総個数濃度とから，  

液滴の平均径は約0．3／∠mであることが分かった。これに，SO2を加えて硫酸の生成を検討した  

ところ，Clarkeらの報告に比べ，硫酸生成量がはるかに少ないことが明らかとなった。   

研究課題’15）大気中の窒素同位体比に鴨する研究  

〔担当者】内山政弘  

〔期 間〕平成Z－4年匿（1990～1992年度）  

〔内 容〕Rittenberg法（NH4とNaOBrの反応によるN2の発生）のための反応器（真空系で  
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の液～減 反応器）及びN2精製用真空系の試作を行った。実際の雨水のNH4濃度程度に調整  

した（NH4）2SO．．溶液及び国立環境研究所にて採取した雨水を酸性雰囲気で濃縮しRittenberg  

法によるN2の発∠巨一精製を試みた 。この反応器を用いての真空系中でのN2ガスの発生は起こ  

るが，試験溶液のNH4濃度やIC分析による雨水のNH4濃度と比較すると発生量の収率が低く  

同位体比が変化している恐れがあるので精製法及び発生器をさらに検討している。  

研究課題16）大気微量分子の測定を目的とした赤外レーザー光源の開発に関する基礎的研究  

〔担当者〕湊 淳・杉本伸夫寧1・佐野泰弘＊1（＊1地球環境研究グループ）  

〔期 間〕平成2－7年度り990－j995年度）  

（内 容〕大気中微量分子濃度をサンプリングをせずに，高精度で総合的に観測することを目的  

とする長光路吸収測定技術の基礎となる，赤外レーザー光源の開発と測定手法の改良を行う。本  

年度は，赤外パルスレーザー（YAGレーザー励起色素レーザーの出力を水素ラマンシフタ一に  

よって波長変換した赤外レーザー光）を用いた室外長光路計測の基礎実験を行った。この中で，  

室外大気中レーザー光伝播実験，レーザー出力の向上，送堰頼光学系の改良等を行った。  

（発 表〕F－23  

研究課途17）大気汚染観測用ミ一散乱レーザーレーダーの高度化に関する研究  

〔担当者〕松井一郎  

【期 間〕平成2”4年度（1990～1992年度）  

〔内 容】ミし散乱レーザーレーダーはエアロゾル濃度の高度分布及びその時問変化を連続的に  

とらえることができる。大気汚染現象の中で汚染質の拡散などの動態現象は，エアロゾル分布を  

トレーサーとしてミ一散乱レーザーレーダーにより観測することができる。ミ一散乱レーザー  

レーダーによる観測は，他の気象測音別こ比べて高い高度分解能と時間分解能を持ち，さらに連続  

観測が可能であることから，大気汚染現象の解明ヤ予測に威力を発揮する。   

本研究では，ミ一散乱レーザーレーダーを用いた大気汚染現象の解明や予測を行っていくうえ  

で必要となる，長期間にわたる連続観測に対応するための課題について検討を行う。   

本年度は遠隔地に装置を設置した際に必要となる，遠隔㈲慨による装置の動作制御と状態の把  

握，測定データの収集方法の検討を行った。  

研究課題 柑）成層圏微量成分観測用センサーの開発に関する研究  

〔担当者）竹内延夫  

〔期 間〕平成2年度（1990年度）  
〔内 容〕成層圏水蒸気は温室効果の主要な要因であるとともに，異常乾燥現象が見つかってお  

り，またオゾン層破壊物質のソース気体として玉葉な役割を担っているが，高精度な信掃性の高  

いセンサーはまだ実現していない。長波長半導体レーザーを局部発偏光糠とし，太陽を光源とし  

てレーザーヘテbダイン計測法を使用すると小型で高感度な水蒸気センサーの開発が可能であ  

る。その基礎研究として，大気光学モデル（AFGLニFASCODE）を使用して測定精度について  

数値シミュレーションを行い，各高度における測定精度を求めた。また，分布帰還型（DF別  

半導体レーザーを光i原として連続波長可変スペクトルを得て，長光路吸収法でユ．3／∠m御二おい  

て微是水蒸気成分を高感度で測定し，ヘテロダイン検出システムの基礎実験を行い，センサー開  

発の見通しを得た。  

－ 58－   



〔発 表〕卜17，19  

研究課題19）雲水中に含まれる炭素成分の濃度と起源に関する研究  

＿〔担当者〕内山政弘・福山 力  

〔期 間〕平成2年度（19gO年度）  

〔内 容〕大陸かりの長距離物質輸送には850mbレベル（高度約1，400m）の気流の寄与が重  

要であることを考えて冬季の蔵王11J（海抜高度約l，600m）を観測地ノ引こ選んで，1991年2札   

3月の2回にわたって試料採取を行った。炭素成分分析に必安とされる大量の雲水試料を集める  

方法として，冬季の買粒が過冷却水滴となっていて，樹木等との衝突によってライムを生成する  

ことを利用した。また，より上層の雲からの寄与と比較するため積雪も搾取した。ライム及び雪  

の平均pHはそれぞれ4．3及び5．0でありt いずれも酸性を示した。  

〔発 表）ト3  

研究課題 20）都市域における高濃度大気汚染現象のレーザーレーダー観測に関する研究  

t担当者〕松井一郎  

〔期 間〕平成2年度（1990年度）  

〔内 容】ミ一散乱レドザ←レーダーによる大気境界層の観測を気象ゾンデや航空機により行う  

大規模な大気汚染の動態解明の観潮に併せて実施した。それぞれの観測で得られた制定データの  

比較をもとにレーザーレーダー観測の有用性について検言jEを行った。   

既存の大気境界層観測用ミ一散乱レーザ岬レーダー装置をフィールド観測用に改良・整備を行  

い，1990年11月に関東地域を対象として行われた都市大気観測時に，埼玉県内に移動し，レー  

ザーレーダーによる大気境界層の観測を3昼夜にわたり連続的に行った。   

観測期間中，磁気テープに記録されたデータをもとにデータ解析を行い，エアロゾル濃度の高  

度一時間分布を求め，大気境界層の構造について臼変化の結果を得た。レーザーレーダーにより  

得られた結果と同時に観測された気温高圧分布，汚染物質の分布との比較検討を宿い，レーザー   

レーダー観測の有用性について検証を行っている。  

〔発 表〕F犯 21  
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2，3．7 水土壌圏環境部  

研究課題1）水囁墳中における環境汚染物質の挙動に関する基礎的研究  

〔担当者）矢木修身・内山裕夫・岩崎一弘＊1（書1地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成2←6年度（i990”1994年度）  

〔内 容〕シス，トランス，1，1－ジクロロエチレン3種の異性体の地下水中における挙動を明ら  

かにするため．土壌への吸着量及び地下環境における分解速度を検討した。3種の異性体の土壌  

への吸着量Q（〃g／g土壌）は水中平衡濃度C（〃g／りと比例関係にあり，低濃度の場合Q＝  

KCのヘンリー型の吸着等温式で近似ができた。水中濃度が100〃g／上のときの水田土壌へのシ  

ス，トランス，1，トジクロロエチレンの吸着量は．0．51，0．80．1．0／（g／gであり1，トジクロロ  

エチレンが最も高い吸着量を示した。札 水臥 蓮田土壌環境において，3種の異性体いずれも  

分解が認められ，初期の生分解速度は一次反応で近似ができた。シスジクロロエチレンが蓮田土  

壌中で最も分解が速く，分解速度定数は0．1Z／日であった。3種の異性体の中でLl－ジクロロエ  

チレンが最も分解が遅かった。  

〔発 表〕g52．55，56  

研究課題 2）湖沼における藻類増殖促進および抑制物質の解明に関する研究  

（担当者）矢木修身・冨岡典子・内山祐夫  

〔期 間〕平成Z－6年度（1990”1994年度）  

【内 容〕霞ヶ浦土浦港において夏期から秋期にかけて藻類の優占種の遷移を調べた。6月中旬”  

7月上旬にかけてA氾αムαeれαが優占となり，7月中旬－9月にかけ怖m伊煽が僚占となった。  

また8－9月にかけ仇止血血血ヤア加mid山肌の出現が観察された。藻類種のこのような遷移  

は平成元年と類似していたが，藻類の現存量は平成元年の半分以下であった。   

霞ヶ浦湖心における朗1川呵相加の増殖刷版物質について検討を加えた。」∴2月はリン劉J軋  

3，4月は1）ンとEDTAまたは1）ンと鉄が制限物質であった。6－10月にかけてはリンと窒素を  

添加してもわずかにしか増殖が認められず，EDTAの添加により増殖量が増大する現象が認め  

られ．湖心の水はリン，窒素が増大しても増殖しにくい水に変化していることが示唆された。  

〔発 表〕G45，48，g－48，51，54  

研究課魔 3）水環境中における界面活性剤の挙動に関する研究  

〔担当者〕矢木修身・富岡典子・稲葉一穂刈・稲森悠平＊1・総量十夫■1（＊1地域環境研究グルー  

プ）  

〔期 間〕平成2－3年度（1990－－1991年度）  

（内 容〕前年度までに作成したグラジュント溶出逆相高速液体クロマトグラフィによる直鎖ア  

ルキルベンゼンスルホン酸（LAS）の分析方法について湖沼水の分析への応用を行った。その  

結果，汚染の進んだ湖沼水ではLASの同族体，異性体を精度よく分別でき，季節変動のデータ  

から発生源負荷量や運命など挙動の解析を行えることが分かった。   

また最近の界面活性剤の生分解性に関する文献調査を行った。LASが二酸化炭素にまで完全  

分解される速度は，水環境中では一次反応で近似でき，分解速度定数は0．5－0．8／日程度であり，  

ベンゼン環の即％が二酸化炭素に分解されるものと考えられた。  
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〔発 表〕b15  

研究課題 4）バイオリアクターによる地下水汚染未然防止に関する基礎的研究  

〔担当者〕内山裕美  

〔期 間）平成2年度（1990年度）  

〔内 容〕排水中のトリクロロエチレン除去に対応するため，土壌より分離したトリクロロエチ  

レン分解蘭M株をアルギン酸ゲルを用いて固定化し，固定化菌体による固／液相分解反応につ  

いて検討した結果，遊離菌と比べ何らそん色のない高分解能が認められ至適反応温風pH及び  

ゲル安定化条件を明らかにすることができた。また，スケールアップした中規模のリアクタ一に  

おいても連続処理を行うことができた。一方，トリクロロエチレンは揮発性であるため排ガスと  

しても放出される。排ガス除去に対応するため，固定化菌体による固／気相分解反応についても  

検討した。その結果，固定化剤としてはアルギン酸ゲルが最良であること，また増殖固定化菌体  

で処理する場合には添加するメタン濃度を調整する必要のあることなど，分解反応の諸特性を明  

らかにすることができた。  

〔発，表〕G1、46、49，50，g5－7，9   

研究課題 5）河川流下過程の水質変化と河床付着生物膜の関係についての研究  

【担当者〕海老瀬潜一・井上隆信  

〔期 間〕昭和62年度～平成3年度（1987”1991年鹿）  

〔内 容〕渦沼川において河尉寸着生物膜現存量変化及び河川流下過程における水質の変化に関  

する調査を，本年度は冬季節ごとに3週間程度の毎日調査として行った。降雨により河床付着生  

物膜がはく柾した後に行った毎日調査から，河床付着生物膜の増殖速度をロジスティック方程式  

を用いて求め，増殖速度は夏季に高い値となる結果を得た。下流端水質負荷塁を上流端水質負荷  

量で除した値を流下率として求めた。渦捌lの調査区間におし、て，窒素・リンとも流下率は1以  

下となり，流‾F過程における減少が見られた。溶存態と懸濁態を比較すると懸濁態の方が流下率  

は低くなり，河床への沈澱が大きいものと考えられる。河床付着生物膜の増殖量から河床付着生  

物膜による河川水中からの栄養塩取り込み量を求めた。これと，実際の河川流下過程における栄  

養塩の減少量との比較を行い，河尉寸着生物股の河川流下過程における水質変化に与える影響に  

ついて検討を加えた。  

〔発 表〕g－1”4  

研究課題 6）リモートセンシンク及び地理情報システムによる水文・土壌項墳の解析手法の開  

発に関する研究  

〔担当者〕宇都宮陽二朗・藤沼康実＊1（■1生物圏環境部）  

〔期 間〕平成2－5年度（1990－1993年度）  

〔内 容〕環境事象（水質及び地表温度，土壌水分，土地利用など）は時間変化が著しく．その  

解明には短期間で広域・同時の情報を取得するリモートセンシングの手法が不可欠である。本研  

究では，広域・大量情報を含むLandsat，NOAA衛星による地球環境の観測デ∵夕をもとに土壌  

水分の広域地図化を試みた。また，広域の地理1部軋例えば，アメダス，国土数値情報等の地理  

情報を活用するため，若干の機器を整備し，アメダス情報については－・部情報の収集を行った。  

また，熱収支観測を継続し，データの蓄積を図った。  
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〔発 表〕G－3～6，8，10－11，g13  

研究課題 7）湖沼環境変化に伴う水質・生物相変動に関する研究  

〔担当者）海老瀬滞一・細見正明・岩熊敏夫＊1∴高村典子＊■・朝崎守弘＊Z・春日描一＊2・福島  

武彦＊2・花里孝幸＊2・河合崇欣＊3・野尻幸宏＊3 （出生物困環境弧 ＊2地域環境研究  

グループ，＊3地球環境研究グループ）  

〔期 間）【隠和62年度一平成3年度（1987－】991年度）  

〔内 容〕利根川及び那珂川からの導水事業と農業用二丸 工業用水及び水道用水等の利水事業，  

霞ヶ浦流域下水道事業の進展等の環境変化に対して．霞ヶ浦（西浦）の湖水水質と生物相がどの  

ように変化するかの観察を継続している。導水がまだ始まっていない状態下で，霞ヶ捕の調査を  

毎月l回実施し，湖内10地点において，“般項臥 主要陽イオン，陰イオン，微量重金属元素，  

栄養塩（全リン，オルソリン，全窒素，アンモニア，亜硝酪 硝酸）濃度を測定し，細菌，植物  

プランクトン，動物プランクトン，底生動物，魚類の現存量と種組成を調べた。1988～1990年  

の1月前後の透明度の高い値は，1991年1月前後には見られなかった。1988～1990年庭の調査  

結果を「霞ヶ浦全域調査資料」F25－190／NIESとして出版し，霞ケ浦等の湖沼研究者に提供した。  

〔発 表〕K－9，18，53，63～65，k1，B58～63，G－11，H2トZZ，b二88，102，h4，19  

研究課題 8）耕地や芝地からの農薬の流出過程に関する研究  

〔担当者〕海老瀬潜一・井上隆信  

〔期 間〕平成2”4年度（1990～］992年度）  

【内 容〕散布された農薬の多くは降雨を介して流出するが，植生や土壌等の地表面の被握状態，  

降雨，水管理等の水文・水理学約条件の相違による農薬の流出挙動の遠いに関する研究はほとん  

ど行われていない。農薬の投入された場から水の流れによって流出する景を水質水文学的及び水  

質水理学的な面からの調査と解析を行った。水田に投入された農薬の河川を通じての流出負荷量  

調査結果の解析を行い，水田面積当たりの流川負荷量を算定したほか，河川流下過程における農  

薬の減少量を流達牢として評価した。つくば市の芝育成地において降雨時流拉における農薬の流  

出濃度の変化を追跡した。強雨による表面流出によって農薬が高濃度かつ高負荷量で流出してい  

る状況を確認できた。農薬の流出に加えて，NO3－Nを主とした窒素の高濃度での流出も同時に  

認められた。  

〔発 表〕G－14  

研究課題 9）衛星リモートセンシング（こよる土壌水分と蒸発数量の測定手法の開発に関する研  

究  
【担当者〕宇都宮陽二朗・藤沼廉実＊l（＊l生物圏環境部）  

〔期 間）平成2・年度（】990年度）  

〔内 容〕地球温暖化に係る環境予測モデルにおいては土壌水分のグローバルな過不足が算定さ  

れているが，実測情報は皆撫である。本研究では，サーマルイナーシャに基づく土壌水分測定手  

法をNOAA衛星データに適用し，土壌水分分布図を作成した。また，蒸発散量推定の手法開発  

のため，モデルと解析アルゴリズムに検討を加えた。さらに，北海道農業試験場畑作管理部の協  

力のもとに，北海道における現地調査を実施Lた。  

【発 表〕G－9，g－12  
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研究課題10）土壌中における無様汚染物賃の挙動に関する研究  

〔担当者〕高松武次郎・土井妙子  

〔期 間〕昭利52年度”平成2年度（1977”1990年度）  

〔内 容〕（1）琵琶湖内とその流域，及び恐山の火山性酸性地域より採取した底泥や土壌試料を  

元素分析し，琵琶湖底泥や酸性土壌環境での元素挙動を地球化学並びに環境化学的立場から考察  

した。分析対象元素は30余桂，分析方法は中性子放射化，蛍光X線，原子吸光等である。  

（Z）恐山で採取した火山性酸性土壌中の硫巽の形態を分析し，硫気により土壌に負荷された含  

硫ガスが土壌中でどのように挙動するかを検討した。   

l 研究課題11）土壌中における有機汚染物質の挙動に関する研究  

〔担当者〕向井 菅  

〔期 間〕昭和50年度一平成2年度（1975－1990年度）  

〔内 容〕腐植酸のBHC吸着についてこれまでに得られた研究成果を要約すれば，以下のとお  
りである。（1）BHC吸着に，植物体あるいは微生物起源と考えられる脂質が少なからぬ役割を  

果たしている。（2）BHC吸着様式が，植物体（稲わら，稲わら堆肥）腐植酸と土壌腐植酸とで  

大きく異なる。その阪囚の一つに麻植酸の腐植化の程度（構・造，化学成分等が関係している）の  

相違があると推察される。（3）BHC吸着機構には，VanderWaal九疏水結令，分配現象が  

含まれていると考えられる。  

（発 表〕G－42”44，g－47   

研究課題12）土壌中における重金属の挙動と生物影響に関する研究  

〔担当者〕服部浩之  

〔期 間〕平成2－4年庇（1990－1992年度）  

〔内 容〕汚泥及び汚泥を連用した土壌中の亜鉛の形態を調べ，次の結果を得た。  

（1）汚泥中の亜鉛は，大半が2．5％酢酸で柵出される比較的溶出しやすい形態であった。  

（2）土壌中の亜鉛は，過塩素酸一硝酸分解後抽出される難溶性の形態のものが大半であった。  

（3）汚泥の連用により，土壌中の亜鉛含量は数倍に増加した。その大半は2．5％酢酸で仙Ⅲさ  

れる・形態のものであり，連用終了後6年経過しても変化はほとんどなかった。   

以上の結潔から，汚泥中の亜鉛は，土壌に施用後もそのままの形態で長期間残存するものと考  

えられた。  

〔発 表〕g－38  

研究課題13）水一土壌6削こおける硝化・脱窒に関する研究  

〔担当者〕細見正明  

【期 間〕平成2－6年度（1990－1994年鹿）  

〔内 容〕霞ヶ抑二おける水一底質コアー試料を用いて，直上水中からの硝酸性窒繋の減少速度  

から脱望遠度を評価した。また同時に，底質間隙水中の窒素濃度を測定した。   

手即捌こおける脱宝達度を整理し，直上水中の硝酸性窒素濃度の減少芸とアセチレンブロック  

法による亜酸化窒素発生量から見た脱窒量と比較検討した。  

〔発 表〕g－45  
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研究課題 川）地理情報システム（GIS）を用いた土壌分布特性の把握  

〔担当者〕恒川篤史・安岡善文＊1（＊1社会環境システム部）  

〔期 間〕平成2－6年度（1990－1994年度）  

〔内 容〕（1）地理情報の図化及び解析のために，パーソナルコンピュータをベースとした小規  

模な地理情報システムを開発した。プログラミング言語はMS－Cを用いた。  

（2）環境計画に関連する既存の地理情報システムについて文献調査ならびにヒアリング調査を  

行い，今後の方向性を検討した。  

（3）環境庁の作成した全国植生データ（標準メッシュ）を利用して，日本全回の気候的植生帯  

を推定した。手法としては，ロジットモデルと判別分析の両者を試みた。  

（4）建設省国土地理院から提供されている細密数値情報を利用して，首都圏の土地利用混在図  

を作成し，土地利用混在の要因を解析した。混在度の指標としては，Krishnalyer，P，Ⅴ．（1949）  

により発案されたJoinCountsStatisticsを用いた。  

〔発 表〕G－24－27，g－31，32  

研究課題15）繰返し応力を受けた粘性土の圧縮性状に関する研究  

〔担当者〕陶野郁雄・木村 強  

〔期 間〕平成元年－5年虔（1989”1993年度）  

〔内 容〕地下水位が周期的に変動する地域でほ，単に地盤沈下量が大きいだけでなく，地盤沈  

下が止まりにくい状態にある。そのほか，地震が発生した直後だけでなく，かなりの期間地盤沈  

下が生じることも分かった。このような現象を解明するため，種々の土試料を用いて，繰返し圧  

杏試験を行った。これらの結果を基として，佐賀平野の地盤沈下や地震後の地盤沈下を例として，  

時間とともに地盤沈下が進行していく現象を解析的に検証した。  

〔発 表〕G－34，35  

研究課題16）内陸盆地における地盤沈下性状に関する研究  

【担当者〕陶野郁雄・宇都宮陽二朗  

〔期 間）昭和61年度一平成2年度（1986－1990年度）  

〔内 容j 内容盆地は，基盤の凹凸による応力場が複雑であり，容易に地盤沈下のテルツアギー  

庄審論を適用することができない。このため，新潟県六日町，山形県の山形盆地及び長野県の飯  

山盆地などの内陸盆地において地盤沈下性状と地質構造の把握を目的とした調査を実施した。こ  

の内，六日町については地盤沈下機構を調査報告書としてまとめ，山形盆地ではポーリング調査  

結果に基づき，その地質構造を明らかにした。また，飯山盆地においては，地盤沈下に対比され  

る地殻活劇の様式を明らかにした。  

〔発 表〕G、28  

研究課題17）岩盤不連続面の幾何学形状と透水特性  

〔担当者〕木村 強・陶野郁雄  

〔期 間〕平成2－3年度（1990－199ユ年度）  

納 容）非接触タイプの変位計を剛－て，人工的に作成し圭岩盤不連続面の隙間帽を調べた0  

その結果，隙間幅の分布は，不連続面の両面がよくかみ合っている状態では正規分布，十分にか  

み合っていない場合には対数正規分布などに従うことが分かった。また．これらの隙間幅の分布  
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をもとに．数値シミュレーションにより不連続面の透水性を検討した結果，不連続面の垂直変位  

に伴って流終に曲がりが生じ，そのためにシミュレーションで得られる流量は，隙間幅を算術平  

均して得られる流量よりも′」、さくなること，及び流れに異方性が現れることが明らかになった。  

〔発 表〕g－Z7   

研究課題 柑）地盤沈下地域の地盤調査  

〔担当者〕陶野郁雄・木村 強  

〔期 間〕平成2－12年度（1990－2000年度）（但し，隔年）  

〔内 容〕佐賀県福富町において，深度200mまでポーリングを行い，乱さない土試料を採取し  

た。  
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2．3．8 生物圏環境部   

研究課題1）環境評価及び環項浄化に有用な植物の環境反応性に関する研究  
〔担当者〕大政謙次・藤沼康実・名取俊樹・清水英幸・戸部和夫  

〔期 間〕平成2－6年度（1990～1995年度）  

〔内 容〕環境浄化植物として有用なポプラを用いて，水ストレスに対する気孔反応を調べた。  

瀧水回数により水ストレス状態を変化させたところ，1E12匝Ⅰの湛水で木部の庄ポテンシャルが  

－1．4MPa，1日1回の湛水で－1．6MPa程度まで低下した。気孔閉鎖が始まる際の木部の圧ポ  

テンシャルは約一1．OMPaであった。このような高い水ストレスを受けたポプラは，本部の圧  

ポテンシャルが回復しても気孔開度の回復が認められなかった。  

〔発 表〕h－27  

研究課題 2）遺伝子資源としての環境微生物の保存と機能評価に関する研究  

〔担当者〕渡辺 信・高村典子■広木幹也・佐竹 潔  

〔期 間〕平成2”4年度（1990－1992年度）  

〔内 容〕水界生態系の食物連鎖におけるmissinglinkの要囚の一つであった細胞サイズが2  

〃m以下のピコプランクトンを霞ヶ浦，琵琶湖，m沢湖等より10株分離培養し，一部は無菌化  

に成功した。ほとんどの株は単細胞ラン藻類で，旦叩gCOCOCC祝ざに属する種であった。   

凍結保存が困難であった練乳 CEostenum♪eracerosum－SIYlgOSum－LiElonlEe complexと  

Jもれdoわ彿αmOm肌の培養株について，凍結方法及び凍害防止物質の検討を行った。凍害防lL物  

質として，SuCrOSeO．4Mにglycerin2M．PGZM，DMSO2Mを各々添加した混液を凍害l妨御  

物質として，二段階凍結法及び急速融解によって凍結融解したところ，前二者において，良好な  

生存を得ることができた。特に，ClosEeriumの場合はsucroseとglyceriIlの混液の方がより効  

果的であった。なお，凍害防御物質PVsz，PVzを用いたvitrifieation及びglycerin3Mを凍害  

防御物質として用いて行った半vitrificationでは双方とも生存することはできなかった。  

〔発 表〕H－37，h－41  

研究課題 3）環境中における重金属の挙動と微生物の相互作用に関する研究  

〔担当者〕広木醇也・高村典子・渡辺 信・安野正之  

〔期 間）平成2”4年度（1990”1992年度）  
l  

〔内 容〕土壌の重金属汚染が土壌微生物相に及ぼす影響について，これまで得られた調査結果  

を解析し，以下の結果を得た。   

Cu及びCd汚染地では汚染負荷鼻の増加に伴い，土壌中の重金属含量がCu300ppm以上  

Zn230ppm以－ヒ，Cdl▲1ppm以上で細蘭数及び放線機数は減少していたが，糸状菌への影響  

は認められなかった。土壌中の重金属含量が，Cul．290ppm以上 Znl，013ppm以上Cd  

4．6ppm以上で，土壌中の細菌数が“ゼロ’’になると推計されたのに対し，Cu960ppm以上  

Zn730ppm以rE・C皇3・3ppm以上で放線菌数は“ゼロ”になると推定され，特に放線菌への  

影響が若しかった。   

これらの結果は，土壌中の重金属含弄が数千から数万ppmで土壌中の微生物数に影響が現れ  

るという，これまでの報告の多くに比較して，より広範囲の汚染地域で土壌微生物に影響がでて  
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いる可能性を示唆するものである。  

（発 表〕H－23，24，h30，31  

研究課題 4）雷栄養湖沼の環境管理に伴う生態系構造め変化に関する研究  

〔担当者〕野原精一・岩熊敏夫・上野隆平・多田 満  

〔期 間〕昭利63年度～平壌3年度（1988－1991年度）  

〔内 容〕（1）1985年から毎年実施してきた電ヶ浦の水草帯の空中写真撮影を9月に実施した。  

護岸ユニ弔が新たに成されたために植生の改変が見られた。  

（2）生物生態園実験池において1989年8月に抽水桶物の部分刈り取りを行い，1990年9，10  

月に紬水植物の分布を再度調査した。ヨシは刈り取り前の分布と現存量に回復し，ヒメガマは残っ  

た部分から広がってきた刈り取り部分の回復は見られなかった。  

（3）湯の湖のコカナダモの分布調査を10月に行い，魚群探知機による草高と現存量の回帰式  

を求めた。  

（4）渇の湖のユスリカ群集はヤマトユスリカ（C加w仰臥川功如酬血）が水深2－12mの  

地点で優占することが示された。密度の高い水深6m地点では，1929年以降個体数に大きな変  

化は見られなかったが，仝ユスリカ幼虫密度に占めるヤマトユスリカ幼虫の割合は，1972年以  

後上昇していた。  

（5）中栄養湖である尾瀬沼の水草の生育状況を調査し1987－1989年と比較した。在来種を含  

めた分布域は変化がなかったが，l由0年のコカナダモの生育状況は水面にまで到達するほどには  

至らなかった。  

〔発 表〕K－94，H－25，31，32，h－28  

研究課題 5）環境指標生物としてのホタルの現況とその保全に関する研究  

〔担当者〕宮下 衛  

〔期 間〕平成元・年－3年度（1989－1991年度）  

〔内 容〕平成元年度の調査では，筑波11】頂のヒメボタルは標高約700m以上に分布するブナの  

樹林帯に重なるように生息することが確認された。ヒメボタルは，中部地方以南では河川の堤防  

や竹林などの平地にも生息する。筑波山頂で発見されたヒメボタルが山頂以外にも生息している  

のかどうかを調べるために，5－7月末にかけて，筑波山麓の林道・スカイライン周辺の夜間調  

査を行ったが，ヒメボタルの生息は確認されなかった。したがって，筑波山におけるヒメボタル  

は，山頂とその周辺のブナ林のみに生息する高山型と考えられる。   

水田の大規模化とそれに伴う整備中業により，筑波山麓のゲンジボタルの生息地の一つが消滅  

した。また，3年前に整備が行われた地点下の渓流では，ニヒ砂流失等の影響により，これまでの  

ようなゲンジボタルの大発生が見られなくなった。  

研究課題 6）河川・湖さ召の底生生物による浄化機能に関する研究  

〔担当者〕岩熊敏夫・野原精一・上野隆平・多田 満  

〔期 間〕昭和63年度”坪成3年度（1988－1991年度）  

〔内 容】（1）湖沼の底質をコ1クリート水槽に入れて浮草植物のハスを植え付け，現存長の変  

化から栄養塩類の取り込み速度を推定した。秋に現存屋のうち3／4が地下部に分配された。  

（2）中沼の底生動物とプランクトン群集の現存景と生産量を調べ，他の富栄養湖沼の値との比  
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較を行った。底生動物組成は貧毛類，オオユスリカ，アカムシュスリカ及びフサカ（C／tαロムom5  

／加ノ血乃∫）であったが，ユスリカ相は貧弱でフサカが最大零度3，500／m2と最も優占していた。  

二次生産量は春”秋に1．21g／m2，冬一春に0．48g／m2，年間1．69g／m2，回転率（P／B比）  

は4．0であった。生物生態園実験地のフサカと現存量はほほ同じであったが回転率が1／6と低かっ  

た。水深が深〈平均水温が低いことと，主要な餌である動物プランクトンの伽♪九れiα密度が低  

いことによると考えられた。さらに農薬残留量との関連では，成長速度と生産量の変動要因を，  

農薬の直接影響と餌である動物プランクトンヘの影響（間接影響）の両面から検討した。  

〔発 表〕H－1，h－3，5  

研究課題 7）湖沼生態系の生物生産過程に係わる二酸化炭素固定の定量に関する研究  

〔担当者〕野原精一・岩熊敏夫  

〔期 間〕平成2－4年度（1990－1992年度）  

〔内 容〕（1）関東の平野部で最も深い（13m）茨城県中沼において，月1度の水質及び生物（動  

植物プランクトン，底生動物，大型水生植物）の調査を行った。魚群探知器を用いてオオカナダ  

モの伸長速度を求めた。秋～冬にかけて群落が部分的に崩壊し，同定した炭素が湖水に回帰する  

ことが明らかになった。  

（2）改良した無菌採水器を用い，中沼の溶存態有機炭素及び仝炭酸の季節変化を明らかにした。  

成層期が発達するにつれて湖底付近には表層（11ppmC）の約3倍の仝炭酸が蓄積した。一時的  

に流入する農業河川水中の農薬を指標にすると，成層斯には水の混合は見られないが懸濁物の関  

与による洛存物質の移動が見られることが明らかになった。  

〔発 表〕H－2  

研究課題 8）植物の異常環境適応酵素の誘導生合成に関する研究  

〔担当者〕田中 浄  

〔期 間〕昭和62年慶一平成3年度（1987－1991年度）  

〔内 容〕植物根は周囲の水分状態によって好気，嫌気の環境ストレスを受けることが考えられ，  

独自の活性酸素防御系を発達させていることが考えられる。ここでは水耕栽培により育成したホ  

ウレンソウ根を採取し，防御系酵素の存在を明らかにするとともに，嫌気ストレスの影響を調べ  

た。また，根のグルタチオン還元酵素の性質について菓のそれと比較検討した。   

ホウレンソウを好気及び嫌気状態で水耕栽培し，根中の防御系酸素，基質，抗酸化物質を測定  

した。ホウレンソウ根はスーパーオキシドジスムターゼ，グルタチオン還元酵素（GR），アスコ  

ルビン酸ペルオキシダーゼ，カタラーゼ，アスコルビン酸，グルタチオン，トコフェロール等の  

活性酸素防御系物質を備えていた。嫌気状態におかれたとき．アルコール脱水繋酵素活性は顕著  

に増大したが，上記の防御系酵素に大きな変化は認められなかった。  

〔発 表〕H－17，26，27，Z9   

研究課題 9）遊離脂肪軌こよる植物細胞の膜脂質代謝調節横様に関する研究  

〔担当者〕榊  刷  

〔期 間〕昭和63年慶一平成2年度（1988－1990年度）  

〔内 容〕環境ストレスなどによって引き起こされる植物菓の膜脂質代謝変化は，ガラクトリ  

パーゼの活性化による遊離脂肪酸の生成が引き金になっていることを明らかにしてきた。そこで，  
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植物菓のガラクトリパーゼの諸性質を検討するため，インゲンを材料として調べた。ガラクトリ  

パーゼ活性は，細胞内の可溶性画分と膜画分のいずれにも存在したが，膜画分のほうが活性が高  

かった。また，いずれの画分においても，成熟葉に比べ若い葉の活性が高かった。膜画分から可  

溶化し精製したガラクトリパーゼほ，熱に対し比較的安定であり，モノガラクト脂質を基質とし  

たときの室適pH6．0，最大速度は360units／mgタンパク質，Km値は1．6mMであり，ゲルろ  

過法によって測定した分子量は71，000であった。  

〔発 表〕H－14－16，ト12－14  

研究課題10）環境要因が植物の遺伝子発現に及ぼす影響に関する研究  

〔担当者〕久保明弘  

〔期 間〕昭和61年度一平成2年度（1986－1990年度）  

〔内 容〕植物にストレスを与える環境要因のうち，大気汚染ガスのオゾン・二酸化イオウ及び  

水ストレスについて，菓のタンパク質組成が影響を受けることを明らかにしてきた。タンパク質  

は遺伝子産物なので，これらのストレスが遺伝子発現に影響を及ぼすことが示唆された。一九  

ストレスにより生体内の特定の酵素活性が変化する例が知られており，この変化が遺伝子発現を  

介したものである可能性がある。アスコルビン酸ペルオキシターゼ（AP）は，オゾンにより活  

性が上昇するが，この変化が遺伝子発現を介したものであるかを明らかにするため，シロイヌナ  

ズナAPのcDNAをクローニングした。  

〔発 表〕h－5，11  

研究課題 ＝）高山植物の生理生態的特性解明と育成法に関する研究  

〔担当者〕菅原 淳・名取俊樹・大政謙次・清水英幸・藤沼康芙・戸部和夫・田中 浄・榊  

剛  

〔期 間〕平成2年度（1990年度）  

〔内 容〕地球規模プロジェクトや自然保護研究の開始に伴い，研究対象となる植物種が広範囲  

となっている。本研究は，高山植物を実験植物として育成・供給するために，人工環境下での高  

山植物の適切な育成管理手法を探索することを目的とした。   

高山植物の実験植物化を考えるに当たって，まず，生育温度を3段階（平均気温；27．9，22．9，  
17．9℃）に変えて，オンタデの育成実験を行った。その結果，オンタデの生育地の平均気温は11．1℃  

順暖月）であったが，22．9℃区でも良好な生育が見られた。   

山取りでないことを確認の上，ミヤマオダマキ，シナノキンバイ，チングルマ等数種高山植物  

を購入した。各種ごとに光条件及び育成土壌を選出後，22．9℃に制御した人工環境温室でこれら  

植物の育成が可能となった。  

研究課題12）環境微生物データベースの構築と利用に関する研究  

【担当者〕佐竹 潔・高村典子・渡辺 信・清水 明＊1（＊1社会環境システム部）  

〔期 間〕平成2～4年度（1990～1992年度）  

〔内 容〕主にラン藻類の培養株50株についての基本的な特性に関するデータを取得するたれ  

それらの形態的特徴，乾重量，炭素量，クロロフィルα量，増殖速度，増殖量を測定した。さら  

に，緑藻C仙叩頭㈹仰那加血紬の色素組成を検討した結果，高等植物の色素に加えて緑色植  

物の祖先植物といわれているプラシノ藻に見られるクロロフィルの前駆体の  
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devinylprotochlorophyllide，シフオネイン，シフオナキサンチンを含んでいることが判明した。  

このことから，C柚明血晰抑痛またプラシノ操と同様の古い緑色植物であることが示唆され  

た。また．沖縄より分離培養されたChlorarachniophytaに属するChlomrachれiomsp．の色素  

成を調べた結見本種にはクロロフィルα，わ，ネオキサンナン，ヴィオラキサンテン，ルティン，  

βカロチンが認められたほか，新色素Loroxanthindodecenoateを同定することができた。な  

お，このような色素組成はプラシノ藻丹和机上刑刑α∫♪αγたβαg等にも確認され，本棟の色素体が  

プラシノ龍山来である可能性が強く示唆された。  

〔発 表）H38～40，h－37”40，4Z  

研究課題13）昆虫成長制御剤の非標的生物に対する影響に関する研究  

〔担当者〕宮下 街  

〔期 間〕平成2年度（1990年度）  

〔内 容〕農薬・防疫剤として近年使用量の増加の著しい昆虫の脱皮や羽化などを蘭書する昆虫  

成長制御剤（lGR）のホタルやトンボなど，非標的生桝二対する影響について．我が国で認可さ  

れている幼若ホルモン（JH）作用物質6種軌表皮形成阻害剤3種類を用いて調べた。JH作用  

物質のフエノキシカルプ及びビリプロキシフェンは，ゲンジボタルの羽化を0．l－1ppbの濃度  

で阻害することが認められた。また，表皮形成阻害物質のジフルベンズロン，トリプルムロン，  

クロルフルアズロン及びテフルベンズロンは，アキアカネの幼虫の脱皮を10ppb，ヌカエビの  

脱皮を10ppbの濃度で阻害することが認められた。昆虫や甲殻類の発育段階によりIGRの作用  

の仕方が異なるため，それに合わせた試験法の検討を行っている。  

研究課題 川）亜熱帯河川の生物群集のモニタリング手法の開発に関する研翠  

〔担当者〕岩熊敏夫・渡辺 信・佐竹 潔・大坪国順＊1（＊1水土壌閻環境部）  

〔期 間〕平成2年度（1990年度）  

〔内 容〕生物調査が極めて少ない亜熱帯河川・河口域の環境と生物群集のモニタリング手法を  

開発することを目的として，沖縄西表島をフィールドとして選定し，計23の河川でそれらの基  

本的な性状（川幅，底質，護岸，周辺植生，水探等）についての調査を行った。南岸から東岸に  

注ぐ河川の多くは赤土流山による汚濁現象が確認されたが，東岸から北岸にかけて注ぐ河川はそ  

の影響はなかった。赤土汚染河川である相良川では，絶滅を危ぐされている淡水産紅漢オオイシ  

ソウ（通常富栄養河川に生息）が生息していたが，非汚染河川である大兄謝川では．生息してお  

らず，ラン藻〃05加が川底岩盤に大繁殖していた。この凡矧血は凡c8gmJe祝椚に簸似するが，  

さやが鮮明であること，岩盤に付着する1ithophyticなものであることで形態的・生態的に異な  

る未記載種であることが判明した。  

研究課題15）河川・湖沼の汚染の底生動物群集による指標性に関する研究  

〔担当者〕岩熊敏夫・上野隆平・多田 柄・野原精一・  

〔期 間〕平成元年－3年度（1989－1991年度）  

〔内 容〕（1）霞ヶ浦，．湯の湖において，富栄養湖に特徴的な底生動物相と生産量を明らかにし  

た。霞ヶ浦沖に設置したライトトラップのサンプルと湖岸帯の羽化サンプルを同定し，沖帯で  

11種，湖岸帯で31桂が確認され，両苛の共通種を除いて霞ヶ浦に36種が生息することが確認さ  

れた。湯の湖では底質及び水草からの羽化サンプルより17種を確認した。いずれの潤も俊占す  
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る上位4堆までで成虫僻体数の90ヲ≦以上を占めていたが榎組成は異なっていた。  

（2）揚の湖では優■土けるヤマトユスリカの現在量と生産量を4地点で比較し，下水処理水流人  

地点で高い値を示すことが明らかになった。  

（3）湖岸でのネットスイープによる捕獲儀と比較すると，底質や水草から羽化きせる方がはる  

かに多くの桂を得ることができたため，後者は有効な方法であると考えられた。  

〔発 表〕h－4  

研究課題16）湿原に生息する生物群集の保全に関する予備的研究  

（担当者〕安野正之・岩熊敏夫・野原梢一・多田 満・上野陳平・大政謙次・藤沼麻美・名取俊  

樹・清水英幸・渡辺 信・高村典子・佐竹 潔・広こ木幹鱒・田中 浄・榊 刷・安  

岡善文＊1・恒川篤史＊2・平田健il≡＊3・伊藤訓行＊3・近藤雑朗＊3・中嶋信実＊3（＊1社  

会環境システム弧 轟2水土壌国環境部，＊3地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成2年度（1990年度）  

（内 容〕（1）福島県の異なる標高の4つの高層湿吼赤井谷地湿原（標高525m），苗床湿原（標  

高850m），軌い屍原（標高1，100m），田代山湿原（標高1、970m）の植物相及び河川水質の予  

備調査を行った。  

（2）赤井谷地湿原の航空写真から．1963～1988年の農地開発と耕作中止による温原環境の変  

遷を調べた。  

（3）湿原内の河川水は，富床湿原ではSiO2濃度が高く地下水に由来し，田代山湿原では  

SiO2濃度と電気伝導度が低く雨水に山来することが明らかになった。  

研究課題17）奥日光地域における環境の長期変動及び生物に関する研究  

〔担当者〕菅原 淳・岩熊敏夫■多田 満・上野隆平・野原精一・大政謙次・藤沼康実・清水英  

幸・平田健正★1（＊l地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成Z－5年度（1990～1993年度）  

〔内 容）（1）2・Omm以上の降水量があった降水の水質を調べたところ，pliが4．0以下を示  

すことが0．5mmの降雨初期には約30％見られたが，降開終了時にはほとんど見られなかった。  

また導伝率は降水が続くに従って低下し，降雨終了時に10／‘S／cm以下となった降雨が約80％  

あった。降水の水質に直接関与する大気中のSO2，NO2は，当地域ではそれぞれ日量大濃度で  

10．5ppb以下で，乾性大気汚染質と降水の水質との関連については解析できなかった。  

（2）樹間透過輌のpHは降雨初期には露場と同様に4．5～5．0であったが，降雨終了時には6．0  

以上になった。葉が展開する時期には樹関連過雨のpHは降雨初期から高く．またECは菓が紅  

葉して生理活性が東える時期には顕著に高くなった。樹間遠過雨は枝葉表面の付着物質を溶解す  

るとともに，東成分の溶脱の影響を強く受けていることが分かった。  

（3）外山沢川の水生昆虫は，幼虫で4日26杵37属45晩 成虫で4日19科Z7属Z7種が採集  

された。ル′tcmぶg削α（マルツソトピケラ属）幼虫は上流域の水生ゴケに生息し．それを餌として  

いることが明らかになった。ユスリカ幼或は，本邦末記録種7種を含む35種が確認された。本  

邦既記録種の多くは山地甘和利‡l上流部に出現する種で，特異な種構成となっていた。また未記  

録種のいくつかは，ユーラシア大陸の寒冷地との共通種であった。  

（4）奥日光環境潮測所周辺地域の植物相を調べた結果，14科35属55種の比較的豊富な地衣類  

が確認された。また蘇類は24科61屈94種，苔類は13刊・14屑16種が確認された。稀産種のナ  
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ネリカメゴケモドキ（勿如刑γ才力df∫∫f刑紀∫Var・叫）g5f那）は本地域が分布北限であると考え  

られるが，ほかのほとんどは温帯の落葉樹林によく出現する種であった。3科5属6種のシダ植  

物と40科70属95種の種子植物が採集されたが，今後の調査でこの数はさらに増えると考えら  

れる。  

〔発 表】K－69－80，h－20～23  
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2．4 環境保全総合調査研究促進調整費による研究  

2．4．1生態影響試験法に関する調査研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：畠山成久  

〔期 間）平成2年度（1990年皮）  

〔内 容）OECDの提唱により生産量の高い化学物質（HPV）については1990年から各国分担  

してそれらの物性や毒性を調べることになった。環境庁としてもOECDの生態影響試験法（藻類，  

ミジンコ，魚を使用）に準じてそれらの生態影響を試験するため，国内の試験法（試験生物，試  

験法の細部等）の検討を行ってきた。さらに実際に試験を行い得る機関は極めて限られているた  

め，一部の地方公害研究所を対象に試験法の普及を図った占魚類急性毒性試験法（OECD）の国  

内版では生後1か月－1年以内のヒメダカ成魚が試験魚として取り上げられた。しかし実際の環  

境中では魚は産卵，受精の段階から水中の化学物質に暴露されるため，OECDでも卵初期発生  

への試験法の草案を作製している。そのため，ヒメダカ（近交系HO5）の卵を用いた試験法を  

以下に検討した。卵は受精直後に活性化し細胞分裂を開始するため，ヒメダカの卵を受精と同時．  

受精直後，数時間後，1日後などから化学物質（Cd，Cu，MEPなど）に暴露しその後の発生  

を調べた。試験法は半止水式（人工軟水）により，胚の発生を実体顕微鏡でふ化するまで観察し  

た。卵の生死の判定には，メナレンブルーの添加が有効だが（死亡卵のみを青色染色）試験結果  

に影響を与えないかどうかさらに検討を要する。′受精の醜聞から暴露した場合の影響が最も大き  
いと考えられたが，他の場合と極端な差は認められなかった。卵は暴落後，数日間は死亡率が増  

加するがその後死亡率の変化はほとんどなかった。しかしふ化が近づく時期（暴露10日前後）か  

ら再び増加する傾向を示した。実験結果を良くするためには暴露開始時に末受梢卵を区別し，実  

験系から除去する必要があった。メダカの生物学は進んでいることもあり，メダカ受精卵を用い  

た試験法はさらに細部（採卵法，産卵後の暴露開始時間，死亡卵の除去，最適試験温度等）を検  

討すれば化学物質の魚卵発生に対する影響を評価するのに有効な試験法であると考えられる。  
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2．5 国立機関原子力試験研究費による研究  

2．5．1標識化合物による環境汚染のモニタリング手法の開発に関する研究   

（1）植物関係  

〔担当者〕生 物 圏 環 境 部：菅原 淳  

地球環境研究グループ：古川昭雄・竹中明夫  

〔期 間〕昭和63年度～平成4年度（1988～ユ992年度）  

〔内 容〕本研究では，①根系から吸収される窒素を15Nでラベルし，大気中から吸収された  

NO2の窒素による希釈度合いによってNO2汚染度をモニターして，植物を用いた大気汚染度を  

評価する手法の開発，②植物体内の13c量を測定することによって植物（樹木）の活力度を評価  

する手法の開発を行う。   

自然界の炭素には2種類の安定同位体（13cと1Zc）が存在し，大気中にはこれらの同位体を  

含むCO2が存在している。しかし，植物は】3cozよりも12co2を優先的に同化しているため植  

物体の炭素に占める13cの量は大気中のそれよりも低い。この程度は気孔開度や光合成活性に依  

存し，それらは環境による影響を受けるため，生長速度の測定が困難な樹木を対象に，年輪ごと  

の13c／12cを調べれば過去の長期間の環境変動を知ることが可能と思われる。すなわち，この  

手法を確立することによって，大気汚染や酸性雨によって植物の生長がいつの時点から悪化した  

のかを明確に知ることが可能になる。   

丹沢山塊の大LLlに分布する衰退度の異なったモミから成長錐を用いて年齢を採取し，Ⅹ線照射  

による年齢解析を行った。その結果，年輪幅は1950年代より′トさくなる傾向を示した。この減少  

が湿度や降水量などの変動によるものなのか，大気汚染や酸性雨などの環境汚染によるのか，も  

しくは単なる老齢化による成長の衰退によるものかを明らかにするため，採取した同じ年輪サン  

プルを用いて年輪解析と13cの定量を行うことによって明らかにする目的で，一部のサンプルに  

ついて13cの定量を行い，温度，降水鼠大気汚染度との関係を解析中である。  

（2）微生物関係  

〔担当者〕水土壌国環境部：冨岡典子・矢木修身・内山裕未  

〔期 間〕昭和63年度～平成4年度（1988－1992年度）  

〔内 容〕土壌から分離したセシウム蓄積菌2株（伽0血cocc混ざ叩Jんγ坤OJイ5CS98，βんodαCル5  

sp，CS402）についてpH，温度，カリウム濃度のセシウムの取り込みに及ぼす影響について検  

討した。菌体へのセシウム取り込み量はCS98株，CS402株ともにカリウムの添加濃度の増加  

に伴い減少し，CS98株でユmM，CS402株で0．ユmMのカリウムの存在で，セシウムの取り込  

みは完全に阻害された。CS98株，CS402株ともにpH6．5－7．5ではセシウムの取り込みは少な  

く，取り込みの最適pHはCS98株ではpli8■Z5－8・5，CS402株ではpfI8・25－9．0であった。  

セシウム取り込みの最適温度はCS98，CS402株各々20，25℃で，いずれも40℃では取り込みは  

大きく阻害された。10℃においても最適温度の60％以上の取り込みが認められ，低温での利用  

が可能であることが明らかとなった。  
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2．5．2 遺伝子レベルでの環境汚染の生体影響の高感度検出法の開発に関する研究   

（1）植物影響関係  

（担当者〕生 物 圏 環 境 部：菅原 淳・榊  剛・久保明弘・青野光子  

地域環境研究グループ：近藤矩朗・佐治 光・中嶋信美  

〔期 剛 平成元年－5年皮（198g－1993年匿）  

〔内 容〕植物の気孔は大気汚染，乾燥等のストレスを受けるとアブシジン酸の作用によって，  

孔辺細胞の体積が減少し，閉口することが知られている。本研究は気孔の閉口反応に伴う遺伝子  

発現の変化を，孔辺維胞のプロトプラストを用いて調べ，以下の結果を得た。  

（1）タンパク質合成阻害剤及びRNA合成阻害剤はアブシジン酸による孔辺細胞の体積減少  

を阻害することから．気孔の閉口反応には新たな遺伝子の発現を伴う可能性が示唆された。  

（2）開口時に発現が変化する遺伝子を検出するために，アブシジン醸処理直後に孔辺細胞で  

合成されるタンパク質を，35sメチオニンで標識し，二次元電気泳動で分離後，フルオログラ  

フイーを行った。そのフルオログラムを無処理のものと比較した結果，両者に有意の差はなかっ  

た。したがって開口時に孔辺細胞の遺伝子発現に大きな変化はないと考えられるが（1）の結果か  

ら，この方法では検出できない微量のタンパク質の合成速度が変化していると推定される。この  

毎に関しては微量タンパク質の検出法を含めてさらに検討が必要であろう。  

（2）動物影響関係  

〔担当者〕環 境 健 康．部二持立克身・高橋勇二・遠山千春・青木鹿展・国本 学  

地域環境研究グループ：三浦 卓・米元純三  

t期 間〕平成元年－5年度（1989～1993年度）  

〔内 容〕細胞は，生体内で緊張やし磋という力学的刺激を受けながら，増殖あるいは個々の細  

胞特有の機能を営んでいる。しかし，力学的刺激が細胞の活動にどのような影響を与えているか  

は依然解明されていない。本研究では，線維芽細胞をコラーゲンゲルに埋めて培養し，細胞活動  

によるゲル収縮によって細胞に緊張力を与えた後，ゲルを培養皿から遊離させることによって緊  

張力を解放し，細胞をし緩状態にした。この力学的緊張状態からし績状態への遷移によって，細  

胞周囲のゲル構造の規則性が崩壊し，細胞の形態は紡錘子状から金米楯状に変化した。これに伴  

い，DNA生合成は2段階にわたって低下し，細胞の増殖はしばらくして停止した。タンパク質  

生合成酒性，特にⅠ型プロコラーゲンヤフアイブロネクチン等のマトリックスタンパクの生合成  

も著しく低下した。これら一連の変化は，細胞周囲の構造が，細胞の形態ヤ活動に影響を与えて  

いることを示している。  
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2．5．3 有毒アオコが生産する毒物質の標識化とその生体影響作用機構に  

関する研究   

〔担当者〕生物圏環境部：菅原 淳・安野正之・渡辺 信・高村典子  

化学環境部：彼谷邦光・佐野友春  

環境健康部：鈴木和夫  

〔期 間〕平成2－6年度（1990－1994年度）  

〔内 容〕富栄養化の進んだ我が国の湖沼で有毒アオコが大発生していることが明らかにされ  

た。最近，有毒アオコの毒成分の化学構造が明らかにされたが，この毒物質の毒性発現機構につ  

いての研究はまだ始まったばかりである。本研究では，有毒アオコ細胞及び毒物質の生物影響を  
定性的に把接するために，それらをラジオアイソトープ標識して，毒性発現機構を解明すること  

を目的としている。本年度は，有毒アオコ几弟cγOCツざ′J＝両班ね細胞の標識化と毒成分ミクロシス  

チンの標識化技術の開発を行った。（1）生合成を利用する方法：アオコの培養時に空気を遮断し，  

標識化炭酸水素ナトリウムを添加することにより，標識化した。本方法ではミクロシスナンの全  

炭素が標識される。また，特定部位を標識するために，培養液に添加する標識化合物を検討して  

いる。（2）有機化学的手法を利用する方法：メトキシ基を標識する方法の検討を行っているが収  

量が極めて悪く，改良の必要がある。（3）酵素を利用する方法：ミクロシスチンのアミド結合を  

酵素で切断し，標識アミノ酸に置き換える方法を検討したが，ミクロシスチンはペプチダーゼに  

対して極めて安定で，全く分解しなかった。ミジンコは有毒アオコを摂食せず，無毒アオコを好  

んで摂食することが明らかにされている。この現象を確認するために，標識化アオコ細胞をミジ  

ンコに与え，ミジンコ体内のアイソトープ量を測定した。無毒アオコがミジンコ体内に多量に取  

り込まれていることがアイソトープ量から確認された。一方，有毒アオコの場合も無毒アオコの  

場合に比べて量的に少ないが，ミジンコ体内からアイソトープが検出された。このことは，有毒  

アオコもわずかではあるが，ミジンコに摂食されていることを示している。  

〔発 表〕H－36，d－5，ト35  

ー 76 －   



2．6 科学技術振興調整費による研究  

2．6．1総 合 研 究   

（1）アセアン諸国とのリモートセンシング技術の高度化とその応用に関する共同研究  

一植生環境調査－  

〔担当者〕社会環境システム部：後藤典弘・安岡善文  

地球環境研究グループ：吉崎忠国  

〔期 間〕昭和61年定一平成2年直〔1986ル1990年慢）  

〔内 容〕本研究は，タイ国立研究院（NRCT）及びタイ環境庁（ONEB）との共同で，人工衛  

星LANDSAT，MOS等を利用したリモートセンシングにより植生環境の現況及びその変化を調  

査する手法を開発することを目的としたものである。本年度は，前年度のフィールド実験に引き  

続き，タイ東北部コンケン，中部バンコク，北部チェンマイにおいて人二L衛星の撮影に同期して，  

植生，土塊等甲分光反射スペクトル測定などグランドトルースの収集を行い，得られたデータを  

基に以下の成果を得た。  

（1）フィールド実験により得られた分光反射スペクトルデータを蓄積，処理，解析するための  

スペクトルデータベースシステムの開発・拡充を行った。  

（2）多時期の衛星画像を用いて，土地被覆状況の変化を計測・評価する手法を開発した。さら  

に土地被覆変化が長期的なものであるか季節変化による短期的なものであるかを識別する手法の  

開発を行った。  

（3）人工衛星画像データから，大気による影響を除去し，地表面の分光反射率分布を推定する  

手法の開発を行った。  

〔発 表〕C－38，39，C－28．29  

（2）南太平洋における海洋プレート形成域（リフト系）の解明に関する研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：野尻幸宏  

化 学 環 境 部：向井人史  

〔期 間〕昭和62年慶一平成3年度（1987～1992年度）  

〔内 容〕1991年1〝2月に行われた，海洋科学技術センターの研究船「よこすか」による北フィ  

ジー海域の調査に参加した。深層海水中メタン濃度を開発した船上の自動分析装置で測定し，海  

底熱水の兆候を探査した。   

本年度の調査海域は，これまでに熱水噴出を発見している北フィジー海盆中央拡大軸三重会合  

点付近から北に延びるリソジと，バヌアツ鳥孤の背孤に当たるコリオリトラフであった。両調査  

地点とも，底層水中のメタン濃度はバックグラウンド濃度であって，熱水兆候を見いだすことが  

できなかった。   

海底熱水現象の探査のための有力な方法である海水中のメタンの分析法に関して研究し，全自  

動分析装置の特性の検討を行った。装置を船上で使用することに成功し，当初の冒的を達した。   

潜航調査船「しんかい6500」で使用する熱水採水器の設計のために，従来型の採水装置の比  

較検討を行った。  

〔発 表〕A－49，a－45  
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（3）太平洋における大気・海洋変動と気候変動に関する国際共同研究  

大気・海洋変動関連要素の新観測技術の開発に関する研究－ライダーによる気候変動関連要素の  

広域立体分布測定技術に関する研究－：大気微量分子の多点匡】時・高感度計測技術の開発二酸  

化炭素の多点同時計測技術の開発  

【担当者〕地球環境研究グループ：杉本伸夫・笹野泰弘  

大 気 圏 環 境 部：湊  淳  

〔期 間〕昭和62年度～平成3年度（1987～1991年度）  

〔内 容〕本研究は，サブテーマ大気・海洋変動関連要素の新観測技術の開発に関する研究のう  

ち，ライダーによる大気微量分子の遠隔計測技術の開発に関するもので，レーザー長光路吸収法  

による二酸化炭素の空間分布の測定手法の開発を目的とする。本年度は本研究第2期の初年度に  

当たる。本研究第1期では，レーザー長光路吸収法に基づく二酸化炭素の計測システムを開発し，  

実験室における評価実験を行った。第2期では野外における二酸化炭素の観測を実施し，開発し  

た計測手法の検証を行うことが目的である。   

本年度は，野外の光路で二酸化炭素のレーザー長光路吸収測定を実施するためのシステムの整  

備を行った。送受信システムの設置地点から約700m離れた気象観測鉄塔にリトロリフレククー  

を設置し，往復1，400mの光路で長光路測定ができるように設定した。また，野外測定に最適な  

測定波長を選定し，予備的観測を実施した。  

【発 表〕F－23  

（4）生体の分子レベルにおける高感度・高分解儒非破壊計測技術の開発に関する研究  

生体物質の構造・代謝の解明のためのNMR技術の高度化に関する研究（安定同位体利用高感度  

NMR技術の開発）一生体用NMR測定技術の高度化及び生体内物質代謝・機能等の解析技術の  

開発一生体内代謝反応速度の解析技術の開発  

〔担当者〕環境健康部：三森文行  

（期 間〕昭和63年度一平成2年度（1988－1990年度）  

〔内 容〕生体の組織や物質が，物質・エネルギー代乱 情報処理機能等において示す高度な生  

命活動の機構を解明するためには，生体の分子レベルにおける非破壊約計測・解析を可能とする  

新たな技術の開発が求められている。本研究ではこうした要請に答えるべく，NMti測定技術の  

高度化を図り，細胞から丸ごとの個体にわたる生体を生きた状態のまま計測し，その代謝反応速  

度を解析する手法の開発を行うことを目的とする。   

本年度は昨年に引き続き，ラジオ波磁場勾配を利用して生体内の特定部位からNMR信号を選  

択的に測定する局在化技術の開発を進めた。すなわち，プロトン測定で達成された高い位置分解  

能を維持したままこの手法を13c核測定へと拡張するために，ハードウェア，ソフトウェアの開  

発を行った。炭素核はすべての有機化合物に含まれるため，13c NMRは生体内の糖ヤアミノ酸，  

有機酸等の観測を可能とする。Lかもi3c核の天然存在比は1．1％と低いため，安定同位体トレー  

サーとしての利用が可能となる。しかし，13cの低検出感度，広い化学シフト域は直接的な局在  

化測定をほとんど不可能としている。そこで本研究では13cをこれに結合したプロトンを介して  

間接的に局在化測定する手法をめざした。このために，プロトン用の2コイルrotatingframe  

imaging検出器に第3の13c励起コイルを付加し，またラジオ披送信系第2チャンネルの広帯域  

化を実現した。さらに観測パルス系も従来の2パルスを用いる位相エンコード法から，3パルス  

のスピンエコー測定に変更した。この拡張により13cによるプロトンスペクトルの編集が可能と  
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なり，プロトンを介した－3c核の間接局在化測定法が実現できた。2－13c標識酢酸を用いた測定  

では13cに結合したメチル基プロトンのみが選択的に局在化測定され，この方法が有効に働いて  

いることを確認した。  

〔発 表〕E－42，44，e60，62  

（5）組換えDNA技術の開放系における安全性に関する基礎的研究  

リスク評価技術の開発一組換え体の検出一：監視技術の開発一組換えDNA技術を用いたモニ  

ター系開発に関する研究一特定酵素遺伝子の活用－  

〔担当者〕地域環境研究グループ：近藤矩朗・稲森悠平・佐治 光・中嶋信美・岩崎一弘  

水土壌圏環境部：矢木傾身・内山詔I夫・冨岡典子  

生 物 圏 環 境 部：久保明弘・青野光子  

〔期 間〕昭和63年度｝平成2年虔（1988－1990年度）  

〔内 容〕（1）微生物用マーカー遺伝子の開発：マーカー遺伝子として水銀化合物分解酵素遺伝  

子を選択し，この道信子を組み込んだ組換えプラスミドpSR134を作成した。電気パルス法によ  

る形質転換を行い，塩化水銀分解能を獲得したPsg≠如肌珊αS♪鵠fi血の租換え体を作成した。次、  

に，10，20，Z5，30，37℃における組換えプラスミドの宿主細菌内での安定性について検討した。  

いずれの温度条件においても，塩化水銀による選択圧のない増殖培地による培養で98％以上の  

安定性を示し，この組換えプラスミドはP5．押加ゎ菌体内に非常に安定に保持きれることが確  

認された。また組換え体の有効な検出法としてすでに開発した軟寒天重層法に改良を加えた。そ  

の結果，糸状菌の生育を抑えるためにシクロヘキシミドを添加し．30℃で24時間の培養で計数  

を行い，さらに菌数の少ない試料では通常の10倍量のプレートを用意することにより，土壌1g  

当たり10佃までの組換え体を検出することが可能となった。  

（2）植物用マーカー遺伝子の開発：遺伝子粗放え植物の挙動を調べるためのマーカー遺伝子と  

して，大腸菌のグルタチオンレダククーゼ（GR）の遺伝子をタバコに導入し，大腸菌のGRに  

対する抗体によってマーカーを検出できることを明らかにしてきたが，本年度はこの大腸菌の  

．GR遺伝子の上流側にマンテマのフェレドキシンのトランジットペプチド遺伝子をつないでタバ  

コに導入した。大腸菌GRに対する抗体を用いた免疫化学的解析により，得られた遺伝子組換え  

植物の葉緑体に大腸菌GRが存在していることが示された。したがって，このキメラ遺伝子が，  

外来遺伝子の産物のタンパク質を葉緑体l；送り込むような場合のマーカーとして使用し得ること  

が分かった。   

（3）組換え植物の模擬的生態系における挙動：大腸菌GR遺伝子を導入したタバコを温室で2  

世代にわたって育成し，その挙動を調べた。その結果，粗放えタバコと非組換えタバコとの間で，  

形態及び成長速度に有意な差は見られなかった。－・方，大腸菌GR遺伝子は安定に子孫に伝達さ  

れたが，その発現量は．子孫の個体間で多少異なり，この点については，さらに詳しい解析が必  

要であることが分かった。  

（4）組換え微生物の挙動とリスク評価法の開発：組換え微生物の開放系における生存，増殖，  

消滅を明らかにすることを目的に作成されたマイクロコズムにおいて，温度が微生物の挙軌 消  

長にいかなる影響を及ぼすかについてEぶCれgれc九iαC〃慮iHBlOl／pBR325を対象株として検討し  

た。その結果，高温条件（30℃）では短期間に消失したのに対し，低温条件（10℃）では長期間  

残存し，四季における温瞳の変化は組換え微生物を野外利用する場合の重要な因子となることが  

明らかとなった。  
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〔発 表〕B－31，G－2，47，b－23－26，37，43，46，47，g－8～10，53，h－1，Z   

（6）ファジィシステムと’その人間・自然系への適用に関する研究  

人間の知的情報処理過程及び自然現象・社会現象の解明一広域大気汚染予測シミュレータの開発一  

〔担当者〕地域環境研究グループ：内藤正明  

地球環境研究グループ：森田恒幸・甲斐沼美紀子  

地球環境研究センター：西岡秀三  

〔期 間〕平成元年－3年度（1989－1991年度）  

〔内 容〕本研究はフ7ジイシステムとその人間・自然系への適用に関する研究のサブテーマ自  

然現象・社会現象の解明のうち，広域大気汚染予測シミュレータの開発に関するもので，ファジィ  

理論を適用した体系的予測支援システムを開発することを目的とする。近年，急速な都市化によ  

る広域的な環境変化や地球規模の環境変動が世界的な問題となっているが，この種の変化は気圏，  

水乳 地乳 生物圏，社会経済等の広範囲な領域にまたがった複雑な現象であり，本質的にあい  

まいな要素を含んでいる。このため，広域的な環境の変化の予測には，広範眉の領域の数値デー  

タや専門的知見を体系的に解析するとともに，予測モデルの作成・適用の過程でファジィ理論を  

導入することが必要不可欠である。   

本年度は，専門家の知識をシナリオとして表現し，ファジィ集合を含むルールに変換し，変換  

された知識が記述されている知識ベースを組み合わせてファジィ推論を行う手法について検討し  

た。また，データ空間の分割手法について検討し，対話的クラスタリングの機能を用いてファ  

ジィ・モデリングを支環するため，一つずつの人力変数に着目して段階的にモデリングが行える  

ようモデリング支援システムを改良した。  

〔発 表〕A－8－10，a－4－9  

（7）砂漠化機構の解明に関する国際共同研究  

半乾燥地での生態系維持機構及び回復機構の解明一人工環境下での植物の環境耐性反応及び生理  

生態機能の実験的解明＼  

（担当者〕生 物 圏 環 境 部：大政謙次・名取俊樹・田中 浄・榊  剛  

水土壌圏環境部：大坪国噸  

地球環境研究グループ：古川昭雄  

〔期 間〕平成元年－4年度（1989－1992年度）  

〔内 容〕本研究では，地球規模の環境問題の一つである砂漠化の機構解明を，中国科学院との  

共同で，当研究所の生物環境実験施設（自然環境シミュレータや大型ライシメータ等）を用いて  

行うことを目的としている。本年度は，中国の蘭州，点魯木斉，吐魯番などの砂漠化地域に生育  

する植物とその生育環境の現地調査を行うとともに，中国科学院の植物研究所，新彊生物土壌砂  

漠研究所，蘭州氷川凍土研究所の研究者を招へいし，耐乾性，耐塩性植物の栽培法や生理生態機  

能の検討，土壌一大気系での水熟収支などについての共同研究を行った。得られた成果を要約す  

ると，①実験植物として用いるために，イタドリやスナビキソウなどの荒廃地や塩性土壌で生育  

する植物の栽培法を確立した。②水ストレスに伴う光合成反応系への影響をクロロフィル蛍光動  

画像計測システムを用いて調べたところ，－0．4－－0．8MPaへの水ストレス変化で光合成反応  

系が影響を受けることが明らかになった。③大型ライシメータを用いて，暖かく乾いた外気移流  

がある半乾燥域裸地条件での土壌一大気系での水熊取支を調べ，水収支に最も影響する蒸散速度  
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が日射量と水蒸気庄傾度などの環境条件により決まり，土塊水分には余り影響されないことが分  

かった。  

〔発 表〕q16，H－4，10，29，g－17－19，h－8   

（8）新しい植物実験系腕発のための基盤技術に関する研究  

環境応答機構解明のための実験系の開発環境耐性解析用実験系の開発と環境耐性機構の解析－  

〔担当者〕地域環境研究グループ：近藤矩朗・佐治 光・中嶋信美  

生 物 圏 環 境 部：久保明弘・青野光子  

〔期 間〕平成2”4年度（1990－1992年度）  

〔内 容〕環境ストレスによる植物の障害には病性酸素が関与していると考えられており，活性  

酸素代謝系酵素群が植物のストレス耐性に深くかかわっていると思われる。その中でも掛こ重要  

と思われるアスコルビン酸ペルオキシダーゼ（AP）について，ホウレンソウAPに対する単クロー  

ン性抗体を用いて，シロイヌナズナのcDNAライブラリ⊥からAPの遺伝子を含んでいると思  

われるクローンを単離した。これらのクローンのDNA塩基配列を一部決定したところ，ホウレ  

ンソウAPのN末端アミノ酸配列と相同な配列をコードする領域が見いだされ，得られたクロー  

ンがAPの遺伝子を含むことが確かめられた。また，シtjイヌナズナのゲノムDNAライブラリー  

からもAPの遺伝子を含んでいると思われるクローンを単離した。  

〔発 表〕h10  

（9）北極域における気圏・水圏・生物圏の変動及びそれらの相互作用に関する国際共同研究  

北極域の気圏にぉける諸現象に関する観測研究一極域のエアロゾル及び大気微量成分物質に関す  

る研究－：エアロゾルの成因の原因物質の化学的挙動解明に関する研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：秋元 肇・横内陽子  

〔期 間〕平成2－6年度（1990－1994年度）  

〔内 容〕（1）北極域の海洋起源有機物質としてその大気化学的動態が問題となっているジメチ  

ルサルファイド（DMS）と5種類のプロモカーボン（CH2Br2，CHBr3，CH2CIBr，CHCl2Br，  

CHC］Br2）について常温濃縮・キャピラリpGC／MS（SIM）法による同時高感度分析法を確  

立した。本法によるプロモカーボンの検出限界は大気サンプル量が4Jの場合0．ト0．2pptで，  

直線性，再現性ともに良好であった。つくば市及び大竹海岸において，CH2Br2；0．70－1，31ppt，  

CHBr3；0■79～Z．18ppt，CH2CIBr；0・52－1．40pptが検出された。1990年1月にカナダのアラー  

ト（82O30′N，62020’w）で捕集した大気中ブロモカーボン濃度はCH2Br2；0．8ppt，CHBr3；  

1．5ppt，CH2CIBr；0．2ppt，CHCIBr2；0．1pptで，この他にCH3Brの存在も確認された。  

（2）アラートのフィールドステーションにおける大気中プロモカ【ボン類の自動連続測定を可  

能にするため，大気中プロモカーボン測定のための自動濃縮／GC分析システムの試作を行った。  

濃縮部分には外径4mm，長さ5cmのマイクロトラップ（テナックスGC充てん）を用いて捕  

集時には電子クーラーによって冷却した。良好なクロマトグラムと再現性の得られることが確認  

された。【  
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2．6．2 個別重要国際共同研究   

（1）有害廃棄物処分の環境影響及び月利基準に関する予備的研究  

【担当者】社会環境システム部：後藤典弘  

化 学 環 境 部：森田昌敏  

水土壌国環境部：細見正明  

地域環境研究グループ：中杉修身・安原昭夫・平田健正  

〔期 間〕平成2年度（1990年度）  

〔内 容〕有害化学物質を含む廃棄物の規制方法は，先進工業国においても，国によって異なる。  

このため，近年，有害廃棄物が国境を越えて移動し処理・処分・投棄される事例が多く，その環  

境影響が国際的に懸念されている。本研究は，主にイタリアの研究機関と共同し，まずこうした  

廃棄物の焼却及び埋立て処分に伴う環境影響を明らかにし，国際的に共通するモニタリング方  

法・規制基準等に関する基礎的知見を得ることを目的として，本年度に予備的に実施された。   

有害廃棄物の最終処分，捌こ埋立て処分に関する環境影響については，従来イタリア側相手機  

関（カリアリ大学等）が組織した2回の国際埋立てシンポジウムでの知見を共同で整理した。ま  

た，1991年2月には，イタリア・ドイツ・米国の当該分野の研究者3名を我が国に叔へいし，セ  

ミナー等を開催するとともに，当研究所及び日・イ科学技術協定プロジェクトの日本側実施機関  

の一つである福岡大学において，廃棄物経由の有害化学物質の環境中の挙軌 影響，モニタリン  

グの方法等に関して，日本側研究者との研究討議を行った。また，廃棄物学会と共催で，東京に  

おいて，招へい研究者による国際講演会を開催し，100名近くの我が国の専門家との間で，有害  

廃棄物の規制や環境影響モニタリング方法の開発に関する国際的動向等の情報交換を行い，共同  

して知見の蓄積に努めた。   

さらに，1991年3月には，当研究所の研究者3名が，イタリアのカリアリ大学・ミラノニ仁科大  

学等を訪問し，実際の埋立地を実態調査するとともに，有害廃棄物埋立て処分に伴う環境影響に  

ついての実験研究の主要な問題点についての討議を行った。  

（2）藻類及び原生動物の系統保存に関する研究  

〔担当者〕生 物 圏 環 境 部：渡辺 信・高村典子・広木幹也・佐竹 潔・菅原 淳  

化 学 環 境 部：彼谷邦光  

地球環境研究グループ：稲森悠平  

〔期 間〕平成2年度（1990年度）  

〔内 容）細胞バンク，微生物バンク，ジーンバンク等の整備は，研究者の要望が強く，また国  

際的な研究交流の前提条件となりつつある。藻類・原生動物は生態系の一次生産者としてあるい  

は分解・捕食者として重安な地位を占め，環境分野では重要な研究対象として注目されている。  

しかしながら，藻類・原生動物の研究振興基盤としての弟妹保存体別の整備は，他の微生物と比  

べて立ち遅れた状態にある。本研究では，世界で最も古く，規模が大き〈，長期的保存技術の開  

発が進んでいる英国CCAPと共同して，藻類・原生動物の凍結保存技術及び培養株の管理・評  

価システムの開発を行い，藻類・原生動物の系統保存に関する国際的な協力体制を構築すること  

を目的とした。1991年2月には，藻類・取生動物研究の基礎及び応用分野におけるカルチャーコ  

レクションの役割について，CCAPの専門家に加え，米国UTEX，デンマークのコベンハーゲ  
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ン大学，並びに当研究所を含む国内教育研究機関の専門家を数名招へいし，シンポジウムを開催  

した。さらに，当研究所保有の培養株の微細構造を観察し，分頼学的再評価を行うとともに，無  

菌化技術，無菌検査・評価法についての情報交換を行った。1991年2－3月にかけて，英国  

CCAP及びDAを訪問し，CCAPでは主としてCCAP保有の培養株のデータを収集するととも  
に，藻類・原生動物の培養株の凍結保存について検討を行い，生存率の測定法，凍結手法の検定  

法にづいて，共同実験及び情報交換を行った。DAでは，ピコプランクトンの培養・保存手法，  

湖沼に発生する微細藻類についての研究情報交換を行い，今後のカルチャーコレクションで保存  

すべき藻類に関して討議した。今後，当研究所，CCAP，UTEXとの間で貴重な藻類・原生動  

物の共有体制を組むこと，さらにこのような協力体制を全世界に広げていくことが確認された。  

〔発 表〕h－41  

2．6．3 重点基礎研究  

（1）大気汚染物質の即時型過敏反応に及ぼす影響の解明に関する基礎的研究  

〔担当者〕環境健康部：藤巻秀和・河越昭子・鈴木和夫  

化学環境部：白石不二雄・彼谷邦光  

〔期 間〕平成2年度（1990年度）  

〔内 容〕本研究は大気汚染物質と鼻アレルギー，気管支ぜん息などのアレルギー性疾患との関  

連について明らかにするために，アレルギー反応において重要な役割を果たしている肥満細胞の  

機能やその分化・増殖が大気汚染物質の暴露により受ける影響の機構を解明することを目的とし  

て行われ，以下の成果を得た。  

（1）ラットの腹膵より単離した肥満細胞浮遊鱒に上作γ血で二酸化窒素（NOz）暴露を行うと，  

その後の抗IgE抗体やサブスタンスPにより誘導されるヒスタミン遊維はNO2濃度に依存して  

抑制が見られたが，カルシウムイオノフォアA23187によるヒスタミン遊離には影響が見られな  

かった。β－ヘキソ⊥スアミニダーゼ酵素の遊離反応もヒスタミンと同様の挙動を示した。  

（2）抗酸化剤である2一メルカプトエタノール，あるいl革α－トコフェロールを加えた肥満細胞  

浮遊液にNO2暴露を行うと，抗IgE抗体，サブスタンスPにより誘導されるヒスタミン遊離の  

抑制が認められなかったことから，NOz暴露による肥満細胞からのヒスタミン遊離の抑制には  

晴性酸素堰が関与していることが示唆された。  

（3）肥満細胞浮遊液にわ川fれで粒子状物質としてのホルムアルデヒド暴露を行うと，そ甲彼  

の抗IgE抗帆 サブスタンスP，A23187により誘導されるヒスタミン遊柾は著しくこう進する  

ことが明らかとなった。  

（4）マウス骨髄細胞を25％のWEHI－3細胞の培養上活を含むRPMI培養液で3週間培養を  

続け，アルシアンブルーに染まる顆粒を持つ肥満細胞（90％以上）が分化する系を確立した。  

（5）ラット腹腔の肥満細胞とマウス骨髄由来の肥満細胞を種々の濃度のホルムアルデヒド溶液  

で処理すると低濃度（10－20／′g／mJ）ではIgE抗体依存，あるいはA23187依存のヒスタミン  

遊離は有意にこう進したが，高濃度（100／′g／mりでは抑制が見られた。  

（6）ホルムアルデヒドによる肥満細胞活性化の機構を明らかにするために，メデイエークー遊  

離阻害剤であるデキサメサゾン，臭化p一ブロモフェナシルで肥満細胞を処理したあとホルムア  

・ルデヒド暴詣を行った。その結果，デキサメサゾンではホルムアルデヒドによるヒスタミン遊離  

のこう進を抑えることはできなかった。フォスフォリパーゼA2の阻害剤である臭化p－プロモ  
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フェナシル処理は，ヒスタミン遊離のこう進を抑制することが明らかとなった。  

〔発 表〕E－37，41，e－50，51．53，54．  

（2）アスベストの表面活性と鉱物特異性を利用したアスベスト計測法の開発  

〔担当者〕地域環境研究グループ：相馬悠子  

化 学 環 境 部：相馬光之・蘭山春彦・柴田康行  

【期 間〕平成2年度（1990年度）  

〔内 容〕大気粉じん中のアスベストは発ガン性があることから社会的な問題となっていること  

は周知のことであるが，光学顕微鏡や電子顕微鏡で繊維状アスベストを計数する計測法は誤差が  

多かったり，前処理が煩雑であったり，迅速かつ正確な計測が難しいのが現状である。そこでア  

スベストの化学的性質を利用したアスベスト表面に特有な反応や吸着を見いだし，これを計測法  

として利用すれば他の類似物質との区別が容易になり．正確な計測が可能になると考えられる。  

（1）蛍光色素吸着によるアスベストの計測法の開発では，陰イオン系蛍光色素（ウラニン，カ  

ルセイン，ウンベリフェロン）がクリソタイルアスベストに吸着し，かつ蛍光顕微鏡で観察する  

のにも適当な蛍光波長であるのを見いだした。メンプレンフィルター上のクリソタイル繊維を色  

素水溶液で染色，水洗し，トリアセチン法でフィルターを透明化して観察する最適条件を検討した。  

（2）二次イオン質量分析計によるアスベスト計測法の開発では．中性のOzビーム  

（FA8SIMS）を用いると，帯電の影響が少なくメンプレンフィルター上のアスベストをその  

まま測定できることが分かり，クリソタイルではMgZ＋イオン，リーベック閃石ではNa＋イオ  

ンで鮮明な二次イオン像が得られた。徴′J、なもので直径1／用l，長さ5／∠m程度の繊維まで二次  

イオン像としてとらえることができた。また直径Z／ノm領域の二次イオン質量スペクトルを測定  

することにより，個々の繊維を同定することが可能であることが分かった。  

（3）アスベストの表面反応を利用した計測法の開発では，アスベストの毒性とOHラジカル生  

成能の関連が指摘されていることを利用した。過酸化水素と鉱物表面の反応で生じるOHラジカ  

ルを捕捉剤でとらえ，ESRで検出，定量しOHラジカル生成能を評価した。クリソタイル，ク  

ロシドライト，カミントン閃石について比較したが，この方法で検出できる鉱物量の下限は  

0．0ト0．1mgであった。  

〔発 表〕d6  

2．6，4 省際基礎研究  

（1）大気中のフリーラジカルの絶対濃度測定に関する基礎研究  

〔担当者〕大 気 圏 環 境 部：鷲酬申明・井上 元・尾崎 裕・三好 明・山本和典  

地球環境研究グループ：坂東 博  

〔期 間〕平成元年－3年度（1989－1991年度）  

〔内 容〕地球規模大気化学反応や都市域での光化学スモッグ反応において，OHやHOzラジ  

カルは連鎖反応を担う極めて重安な役割を横じている。また，C10ラジカルが成層圏でオゾン破  

壊に対して重要なカギを握っていることはよく知られている。しかしこれらのフリーラジカルは  

反応性が高いために一般にその寿命が極めて短く，したがってそわ定常波度は極めて低く，それ  

ゆえ実測例も非常に少ない。これらのラジカルの定常濃度は化学反応モデル等で見積もられては  

いるが（OHが約0．1ppt，HO2が約100ppt），その見積もりの正しさを保証するような光化学  
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チャンバー内での測定もいまだ世界で行われたことがない。本研究では，（1）レーザー分光法を  

中心とした物理化学的手法を用い，これらのラジカルの絶対濃度決定法の開発を行い，（2）その  

方法を用いて当研究所の光化学チャンバー内で大気光化学反応で生成する大気圧下での低濃度の  

0札 HO2ラジカルの実測を行い，方法の実用性を検証し，（3）さらに当研究所のレーザーレー  

ダー施設等を用いて実際の野外大気中のOH，HO2ラジカル濃度の実測を行うことを目的とする  

もので，本年度は紫外のリング色素レーザーと周波数変調法の組み合わせで10‾5～106の分子  

の吸収を検知できる方法を確立した。さらにOHラジカルを生成し，実験室系でOHラジカルの  

吸収測定を行った。  

（2）微小試料中の元素の存在量および同位体比の精密測定法の開発と応用  

〔担当者〕化学環境部：森田昌敏・岡本研作・植弘崇嗣・柴田康行・伊藤裕康・西川雅高・吉永  

淳  

〔期 間〕平成2～4年度（1990－1992年度）  

〔内 容〕物質や生体の物性や機能性を特徴づけているのは，バルク元素量よりも，むしろ表面  

や局所での存在や存在形態であることが明らかとなってきつつある。このようなミクロ構造を明  

らかとするため，超高感度な局所分析法また元素の同位体比，分布状態を可視化するためのイメー  

ジング等，新たな機能を持つ元素分析法が必要となっており，本研究はその開発を目的としたも  

のである。本年度は微小試料中の超高感度元素分析法の開発のためのレーザーアプレーション高  

分解能質量分析計の基本部分の作製を行った。  

2．6，5 地域流動研究  

（1）生物ラジカル計測とその応用技術に関する研究  

環境ストレスによる植物のフリーラジカル生成，毒性発現，解毒機構に関する研究  

〔担当者〕生 物 圏 環 境 部：菅原、淳・田中 浄：榊 剛  

地球環境研究グループ：工刀刀正行  

〔期 風〕平成2－4年度（1990”1992年度）  

〔内 容〕（1）光化学オキシダントの植物傷害における活性酸素毒性とその防御系に関する研究  

：オゾンによる植物の色素破壊，過酸化脂質の生成が活性酸素毒性によることを明らかにした。  

低濃度オゾンに接触した植物においてアスコルピン酸ペルオキシダーゼ，グルタチオン還元酵素  

活性が増加することを明らかにした。この酵素の抗体を調製し，イムノブロット法により，この  

活性増加は酵素タンパク質の生合成によることを明らかにした。この結果はオゾンに接触した植  

物体内で活性酸素濃度が増加し，これが活性酸繋防御系酵素の生合成を遺伝子レベルで調節して  

いることを示している。9品種のタバコでオゾン抵抗性と活性酸素防御系酵素活性の関係を調べ  

たとき，グルタチオン還元酵素が重要であることが明らかになった。二酸化窒素とPAN（パー  

オキシアセチルナイトレート）に接触した植物における活性酸素毒性についても検討したが活性  

酸素による毒性発現は初期に見られず，比較的後期に起こることを明らかにした。  

（2）水ストレスによる活性酸素毒性防御物質の変動に関する研究：人工光温室で水ストレスを  

受けた植物における活性酸素防御系物質の変動について検討した結果，グルタチオン還元酵素と  

トコフェロールが顕著に増加した。水ストレスによるトコフェロールの増加は葉緑体チラコイド  

膜でのそれの増加によることを明らかにした。乾燥に対して耐性の異なる植物種についてトコ  
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フェロールを測定した結果，乾燥耐性種がトコフェロールを多量に含むことも明らかにした。  

（3）植物培養細胞における活性酸素防御系物質の変動に関する研．究：植物の培養細胞はバイオ  

テクノロジー分野で重要な実験材料である。培養細胞は生菓の細胞に比べて直接空気に接触して  

いること，細胞自体が傷を受けやすいことなど非常に特殊な環境にさらされているといえる。培  

養細胞における活性酸素防御系物質の存在について検討した結果，ほとんどすべての防御系物質  

が認められるばかりか，大部分は生菓よりも多く含まれることが明らかになった。  

〔発 表）H－14”16，26－28  

一86一   



2．7■海洋開発及び地球科学技術調査研究促進費による研究  

2．7．1海洋遠隔探査技術の開発研究  

〔担当者）地球環境研究グループニ渡辺正孝・原島 省・宮崎忠国  

、社会環境システム部：安岡善文  

水土壌圏環境部：大坪国順  

（期 間〕日日和63年皮～平成2年度（1988－ユ990年度）  

〔内 容〕cCDアレイ水色センサーを用いて，青潮発生時の海洋環境モニタリングの実験を行っ  

た。船橋港付近上空において，ヘリコブタ一に装着した同センサーより．海面の分光情報の測定  

を行った。また，同海域の海面直上において，調査船からの分光光度計による測定を行い，上方  

向輝度・入射光輝度を測定し，リフレクタンススペクトルを求めた。また，水温・塩分・溶存酸  

素・酸化還元電位，化学項目（栄養塩，各態別イオウ等）及び生物項目（硫酸還元バクテリア）  

のサンプリングを行った。昭和63年度からの3年間のデータの比較により，育潮に代表されるよ  

うな貧酸素時（昭和63年度及び平成2年度観測時）と，クロロフィル濃度の高い非育潮時（平成  

元年度観測時）では，明らかに海面上方向輝度スペクトルが異なることが分かった。本研究は科  

学技術庁航空宇宙技術研究所，水産庁遠洋水産研究所との共同研究である。また，本研究により，  

航空宇宙技術研究所の開発したセンサーが，青潮のような海洋環境モニタリングに利用可能であ  

ることが実証された。  

（発 表）A58〟62，a－54〝56  

2．7．2 大気微量成分の高精度観測に関する研究   

〔担当者〕地球環境研究グループニ笹野泰弘・横田達也  

大 気 圏 環 境 部：鈴木 睦  

化 学 環 境 部：古田直紀  

〔期 間〕平成2－4年度（1990”1992年度）  

〔内 容〕成層圏オゾン層破壊や地球温暖化など地球規模の大気環境問題の解明に資するため，  

衛星搭載の高精度検出システムを開発することを目的として，本研究では二次元赤外CCD検出  

器を用いた地球周縁方向測定用の高精度微量成分測完分光計を実験室レベルで開発して，その特  

性を明らかにするとともに，衛星搭載時の最適計測法を選定するためのミッション解析及び衛星  

からのデータ解析手法の検討を行う。また，衛星搭載センサーとして開発を進める上で必要な各  

種の基礎的デ⊥夕の収集を行う。さらに，地球科学的にはより重要な大気微量成分種の計測が可  

能な10ミクロン帯のCCD検出器の開発進捗状況を踏まえながら，衛星搭載用の赤外分光計の概  

念設計を行い ，将来の大気センサー開発に資する。   

本年度は，地球科学的に重要な役割を果たしている各種の大気微量成分の高紹匿測定を行うた  

めの赤外分光計の試作に必要な諸パラメータの評価を行った。このため，分光デ“夕べースに基  

づく大気光学モデルによるシミュレーションを実施し，測定対象物質と分光波長域，測定信号  

S／N（信号対維昔比）などの計算を行った。また，3～5ミクロン常の波長域で高感度な二次  
元CCDを用いた赤外分光計を試作するための設計及び製作を行った。初年度の検討によれば，  
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この種の二次元CCDを用いた衛星センサー用の高感度赤外分光システムの開発は世界にも例が  

ないことから，その性能評価法の検討を含め性能評価には十分な時間をかけ，各種の較正試験な  

どを行う必要性が示された。  

〔発 表〕a85  

2．7．3 地球温暖化の原因物質の全球的挙動とその影響等に関する観測研究   

（1）大気微量気体とエアロゾルの濃度・組成の変動に関する観測的研究  

エアロゾルの大気中濃度・組成の変動に関する観測的研究：陸上からの観測的研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：笹野泰弘・林田佐智子  

〔期 間〕平成2－11年度（1990－1999年度）  

〔内 容〕大気中のエアロゾル（成層圏・対流圏）濃度の長期的変動の杷振を目的としたレーザー  

レーダー観測を実施する。このため，大型レーザーレーダー（地上設置同定型，掃引測定可能型，  

単】波長），多波長レーザーレーダー（地上設置固定乳 鉛直上方のみ，3波長，偏光成分）に  

よる定時観測を実施する。さらに，流跡線解析による気団分類を行ったうえで，レーザーレーダー  

データを基にエアロゾルの粒径分布情報の抽出，放射収支に影響するエアロゾルの光学的性質の  

推定，エアロゾル型の分類，エアロゾル濃度の長期変動傾向の把握を行い，エアロゾル鉛直分布  

のモデル化を行い，気候モデル入力のためのデータベースを作成する。   

本年度の大型レーザーレーダーによる対流圏エアロゾルの観測日数は106E】間，成層圏エアロ  

ゾルの観測は延べ33日間実施した。多波長ライダーは継続観測のためのコンテナヘの移設，調  

整を行ってきたところであるが，レーザー発振器の調整が未了のため試験的観測を行った。  

11月以降，サンフォトメータの観測を大型レーザーレーダーの観測に合わせて実施した。これ  

と大型レーザーレーダーデータとの組み合わせによる光学パラメータの算出のためのアルゴリズ  

ムを確立した。  

〔発 表〕A－28，57，a19，20，24  
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3．環境情報センター 
＊   

環境情報センターは，平成2年7月，国立公害研究所が国立環境研究所に改編されたのに伴い  

新たに設置された業務部門である。国立公害研究所の設立以来，これまで旧環境情報部が行って  
きた環境情報の収集，整胤提供と大型電子計算機を中心としたシズテムの管理，運営などの業  

務を引き継ぐとともに，環境情報整備のより一層の充実を目指した活動を展開することとしてい  

る。   

平成2年度も，環境情報に対する広範な需要に応じるため，大気質，水質の数値情報フ7イル  

を作成するとともに図書資料を始めとする文献情報など国内及び国外の環境に関する情報の収集  

に努めた。また、これらの情報を「環境データベース」として整備し，当研究所内のみならず広  

く環境研免環境保全行政に提供した。慨在，環境情＃センターに整備されている環境データベー  

スの構成は，図3．1に示した。）   

図書室においても「逐次刊行物所蔵リスト」を刊行するとともにCDROMを導入するなどそ  

の利用環境の充実に努めた。  

環境データベース  

大気環境  時間値データファイル  
月間値・年間値データファイル  
測定局属性情報ファイル  t  

水質環境工芸 賓 マスターフ7イル  
質データファイル  

連統計一工業統計（通商産業省との情報交換）  

NIESrBOOK＊1．（単行本所蔵目録）  

NIES－SC＊Z（逐次刊行物所蔵目題）  

一文献情報  

NIES－MF＊1（マイクロフィッシュ所蔵目録）  

NIES一尺EPORT＊2（研究報告論文）  

NIES－PAPERS＊2（発表研究論文）  

NIES－SCIENTIST＊2（研究活動調査）  
NIES－NEWS＊1（新開記事）  

膏報源情報一機関情報－－1NFOTERRAヰ1（国際環境情報源照会システム：UNEP）  

♯1：大型電子計算機システムで利用可能  

＊2：パーソナルコンピュータシステムで利用可能  

囲3．1環境データベースの構成  

＊（発 表〕に記載された記号は第7章 成果発表一覧の記引こ対応する。  
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なお，・平成3年3月には，情報交換の緊密化 迅速化を目指し．当センターと地方公害試験研  

究機関との間でデータ通信回線を利用したパソコン通信システム（環境情報ネットワーク）の試  

験的な運用を開始した。   

また，当センターは，国連環境計画（UNEP）の運営する国際環境情報源照会システム  

（INFOTERRA）の我が国の代表機関（NationalForcalPoint）としての役割を担っており，  

平成2年度には，国内登録横間の見直しを行い，「JNFOTE】？RA国内情報源台帳」を刊行した。   

このほか，当研究所の活動内容，研究成果に関する情報提供として「平成元年度国立公害研究  

所年報」を始めとする各種研究報告書を刊行した。   

当研究所の大型電子計算機及びその関連システム（環境情報システム）は，昭和50年に稼働を  

開始し，以来，「環境データベース」の情報管理はもとより，各種情報の処理・解析，各種のシミュ  

レーション計算など環境研究を中心とした多方面に利用されてきた。   

これまでも処理業務の拡大に伴ってシステムの更新を図ってきたが，年々活発化する利用需要  

に従来のシステムでは対応困難となってきたため，平成2年12月，4回臼のシステムの更新を  

行った。新システムの構築に当たっては，中央処理装置としてHITAC M、680／180Eを採用し，  

数値計算の高速化を園去とともに，関連する周辺機器の機能向上に努めた。  

3．1環境数値データファイルの整備と提供  

3．1．1データファイルの作成  

環境行政及び環境研究において必要とされる環境数値情報を広く収集し，多方面の利用に適す  

るように整理し，電子計算機にアクセス可能な形で蓄積することは，環境情報センターの主賓な  

任務の一つである。平成2年度においては，前年度に引き続き大気環境データ及び水質環境デー  

タを収集して磁気テしプに収録した。   

なお，数値情報を中心とした環境情報の収集・整備・提供業掛二ついては，これまでの環境情  

報部情報調査室から環境情報センター情報整備室の所掌へと変更された。  

（1）大気環境データファイル   

大気環境データファイルは，①大気環境時間値データファイル，②大気環境月間値・年間値デー  

タファイル，③大気測定局属性情報ファイルの3つで構成されている。これらのファイルに，平  

成元年度データを人力した。   

①大気環境時間値データファイル   

大気環境時間値データフ7イルは，自治体がテレメータ等により収集した各測定局の1時間ご  

との測定値を記録した磁気テープを，各自治体から提供を受け，編集・作成しているものであり，  

昭和52年度よりこの事業は継続されている。磁気テープの仕様や測定項目の配列順序は自治体ご  

とに異なるため，当所で定めた「標準磁気テープ■フォーマット」に変換・編集Lて蓄積している。  

平成2年慶事業として収録した対象測定局数は，表3．1に示すとおりで全部で1，035局である（移  

動測定車による測定局は除外）。収集対象項目は前年度と同様，各自治体で測定記録の対象とし  

ている項目とした（表3．2の測定項目参照）。  
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衰3．1大気環境時間値収録対象局数（平成元年度データ）  

一般局  自排局  その他   備  考   

茨城県  34  3  0  

栃木県  30  6（2）－  0  

群馬県  19  0  0  

埼玉県  57  16  3  〔川越取川口市，浦和市，大宮市，所沢市，草加市，  
戸田市を含む〕  

千葉県      117  20  ロ              その他の1局は立体局（6測定点）   

東 京 都   35   32   田  その他の中の1局は立体局（10測定点）   

神奈川県  50  30  田  
〔横浜市，川崎市，横須賀市上欄槙原市，藤沢市を含む〕  

愛知県  66  5  ロ   
名古屋市  10  ロ  
三重県  21  2  0  

京都府  19  3  0  

京都市   7  ロ   
大阪府  65  33  2  

〔大阪乱堺市，豊中市，吹田市，高槻市，枚方市，  

高石市，東大阪市．岬町を含む〕  

兵庫県  39  23  0   〔姫路市．尼崎市，明石市，西宮市を含む〕   

神戸市  13  6  2  

奈良県  7  2  0  

和歌山県  28  0  口   
岡 山 県   58   3  その他の中の1局は気象局   

広島県  48  8  0  〔広島市，呉市，福山市を含む〕  

山口県  30  0  

福岡県  9  2  0  

北九州市  18  5  ロ   その他のl局は立体局（7測定点）   

計   789   225（2）＊  2l   総  計  1．035屈   

ー（）内は，一般局で白桃局を兼ねたもの。  

衷3．2 大気環境月間値・年間値データ77イルに  
収録した項目別局数（平成元年度データ）  

測定、項 目   －・般環境大気測定局  自動車排出ガス測定局   

二酸化硫黄   1．622   70   

窒素酸化物   1，367   311   

一酸化窒素   1，367   311   

二酸化窒素   1、367   311   

一酸化炭素   190   305   

オキシダント   1，044   40   

浮遊粉じん   283   19   

浮遊粒子状物質   1，238   152   

全炭化水素   338   161   

非メタン炭化水素   338   156   

メタン   338   156   
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②大気環境月間値・年間値データファイル   

大気環境月間値・年間値データファイルは，環境庁大気保全局が年に1回発表する「一般環境  

大気測定局測定結果報告」及び「自動車排出ガス測定局測定結果報告」に記載されるデータに対  

応するもので，昭和45年度測定結果から収録されており，現在，全国的かつ経年的に我が国の大  

気汚染状況を評価することができる唯一の資料となっている。このデータファイルは，従来，自  

治体からの測定結果報告（調票）をまとめた上述の2つの報告書をもとに作成されていたが，昭  

和61年度より環境庁が，各自治体からの測定結果の報告を磁気テープ又はフロッピーの形で受け  

るようにシステムの変更をしたときから，このデータファイルが報告書より先行して作成される  

ようになった。本年度も，環境庁が平成元年度測定結果に対応する月間値・年間値データファイ  

ル及び上記報告書を作成するのを支援した。本年度収録した項冒別の測定局数は，前年度とほぼ  

同様で表3．2のとおりである。   

③大気測定局属性情報ファイル   

大気測定局属性情報ファイルには，一般環境大気測定局，自動車排出ガス測定局の名称，住所，  

測定局コード，地図情報，周辺状軋測定項目，測定機の型式及び保守管理状況等が記録してあ  

る。昭和61年度から測定結果データの自治体からの報告様式が変更になったのに伴い，昭和63年  

度には，属性情報の新管理システムを開発した。本年度も，このシステムを運用し新属性ファイ  

ル（平成元年度情報）を作成した。さらに，このファイルをもとに，各測定局ごとの調査表を作  

成，各自治体に配布して，平成2年度情報の調査を実施した。  

（2）水質環境データファイル   

水質汚濁防止法に基づき，全国公共用水域水質調査が昭和46年度から実施されている。この調  

査結果をデータファイルに収録する作業は昭和51年度より開始し，収録項目を逐次増加してきた。  

ヲ7－イール作成事賢を  平成2   

境データファイルは，①水質マスターファイル，②水質データファイル，により構成さ  

おり，その内容は以下のとおりである。  

（D水質マスターフ7イル   

水質マスターファイルは公共用水域の水質測定点に関する情報を収録したファイルであり，  

データの検索や基準適否の判定などのための基礎となる情報を持っている。本年度は，前年度に  

引き続き，変更地点等の調査結果に基づいて，地点統一番号，地点名称，指定類型．達成期間の  

ほか，緯度，経度を測定して，マスターフ7イルに収録した。   

②水質データファイル   

本年度は平成元年度測定に係る全国公共用水域の全測定点（8，495地点延べ119，826測定）  

について，生活環境項目（pH，BOD（河川），COD（湖沼，海域），SS，大腸菌群数，n－ヘキ  

サγ抽出物質，仝リン，仝窒素）及び健康項目（カドミウム，シアン，有樺リン，鉛，クロム（6  
価），ヒ素，給水銀．アルキル水銀，PCB）を収録した。なお，本ファイルの原資料となる都道  

府県からの測定結果の報告媒体は，38都道府県が磁気テープ及びフロッピィディスクによってい  

る。   

以上のファイルは，環境庁水質保全局の行う公共用水域水質測定結果調査と密接な関係にあり，  

同調査によって得られた内容に閲し収録・集計等の作業を行う過程で作成されたものである。環  

境庁水質保全局が平成2年12月に発表した「平成元年度公共用水域水質測定結果について」及び  

同局監修の「全国公共用水域水質年鑑」の内容は，この作業結果を基礎としている。  
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（3）その他のデータファイル   

環境データベースには，そのほか，過去に収集したが，現在は収集を中止したデータファイル  

及び一時的に作成したデータファイルが収録されている。そのうち，主要なものは以下のとおり  

である。   

①光化学関連データファイル   

環境庁大気保全局から，毎年公表される資料（データ）に基づいてとりまとめたオキシダント  

緊急時発令状況ファイル，光化学スモッグ被害ファイル及び緊急時のための低層気象ファイノ㌧で  

構成され，昭和50－54年度の5年間の分のデータファイルが作成されている。   

②水質流量データファイル   

流量マスターフ7イル及び流量データファイルの2種類のデータファイルから構成されてお  

り，建設省河川局編集・日本河川協会発行の公開データ（流量年表：1級河川のみ対象）に基づ  

き，昭和50－58年皮の9年間のデータが蓄積されている。  

3．l．2 データファイルの提供   

（1）利用体制の整備   

①デ「タフアイルの貸し出し   

数値データファイルの提供にあっては，1件当たりのデータ量が膨大であるため，磁気テープ  

の貸し出しによる方式を採用している。   

数値データファイルの外部への提供は，「環境データベース磁気テープ貸出規程」に基づいて，  

個別に対応しているが現状は，特定の利用者が，特定のテーマに閲し，一定期間内での利用を前  

提としており，いわゆるデータベースとして永続的にかつ不特定多数の利用に供することは想定  

していないなど，必ずしも利用しやすい体制にあるとはいい難い。   

また，一方では環境情報源へのニーズが高まっていること，収集したデータの有効利用を図る  

ペきであるという認識が高まっていること等の背景もあるゐで，広〈環境研究ヤ環境行政などに  

利用できるような情報提供の体制を検討している。   

②他機関との情報交換   

当所所長と通商産業大臣官房長との覚書交換（昭和56年3月30日）に基づいて，昭和55年度よ  

り，大気環境月間値・年間値データファイルと工業統計との磁気テープによる交換が行われてお  

り，本年度についてもこれに基づき情報交換が行われた。  

（2）環境データベース数億情報利用マニュアル   

環境データベース整備事業が昭和52年度に開始されて以来，現在までに蓄積された数値情報に  

ついて，総合的な利用マニュアルを作成し，関係機関に配布している。  

3．2 研究情報の整備と提供  

環境研究や琴境行政に関する文献情報の収集とそのデータベース化を推進するとともに，  

CD－ROMの導入を行うなど，国内外の商用データベースの活用の効果的利用体制の充実を図っ  

た。平成2年度には．NTISファイル（CD－ROM版）及びMEDLINE77イル（CD－ROM版）  

を新規に導入し，地球環境閉乱 自然大気環境問題等を始めとする研究テーマの多様化に対応で  
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表3．3 国立環境研究所の研究情報検索システム  

ファイル名等  端末操作者   備   考   

収録件数等 （2年度未）  
NIESBOOK＊】   （単行本所蔵目録）  11．541＊3   

内   部 NIES－SC＊2  （逐次刊行物所蔵目録）  2，4即  （毎年更新）   

NIES－MF●1（マイクロフィッシュ所蔵目録）  11，026  

NIESREPORT＊2  （研究報告論文）  97  （2年度末）   

システム NIES－PAPERS■2  利 用 者                                            （発表研究論文）    1．008  （2年度末）  

NIESSCIENTIST7H   （研究活動調査）  179  （2年慶末）  

NIES－NEWS＊l  （新開記事）  6，593   

CDROM  NTIS  （米国技術情報関連文献）  1980－最新  （月1回更新）   

システ ム  MEDLINE  （医学関連文献）  19郎一最新  （年4回更新）   

FDシステム  CCOD  （雑誌目次）  1991最新  （年52回更新）   

JOIS  （文献等）   

商  用  センター内  
デ ー タ  STN－Internationa】  （同 上）   

担 当 者   
／ヾ － ス  GSearch   （新聞記事等）  

ASSIST   （社会情報等）  

ー1：大型電子計算機システム   

＊2：パーソナルコンピュータシステム   

＊3：昭和58年度購入分より累計  

きる機能を整備した。   

なお，本項の業務は，平成2年7月の組織改編により，従前の環境情報部情報管理室から環境  

情報センター研究情報室の所掌となった。   

所内で利用できる各ファイル名等の内容及びシステムの概要を表3．3に示す。  

（1）内部システム   

①NIESBOOK   

収集した単行本の所蔵目録データベースとして，58年度から入力を開始したもので，書名，著  

者名，出版年，出版社，配架先等を入力している。このファイルの利用によって，各研究部等に  

分散所蔵された単行本の集中管理と有効利用が進められる。  

（むNIES－SC   

収集した逐次刊行物の所蔵目録データベースとして作成しているもので，入手形態，配架場所，  

所蔵巻号，所蔵年等のデータを人力している。こ甲ファイルの利用によって，雑誌管理の省力化  

とともに，逐次刊行物リストの発行，雑誌架のサインの作成等を容易にするなど，図書室サービ  

スを強化する手段になっている。  

（卦NIES－MF   

主として1976年以前に発行された当所所蔵のマイクロフィッシュについて．書誌事項を入力し  

てデータベース化したものである。   

①N！ES－REPORT   

これまでに刊行された国立環境研究所研究報告（Rシリーズ）及び国立環境研究所資料（Fシ  
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リーズ）等に掲載された内容について，シリーズごとに論文タイトル別の表題，著者，ページ，  

刊行年等を記録しているデータベースである。   

⑤NIES－PAPERS   

国立環境研究所職員の誌上（所外の印刷物）発表論文等及び口頭発表（講演等）に閲し，発表  

者，題目，掲載誌（学会等名称），巻号・ページ（開催年）及び刊行（発表年月）について．年  

度ごとにとりまとめ，データベースとしているものである。  

（むNIES－SCIENTIST   

平成2年度に行われた国立環境研究所研究職磯貝を対象とする研究活動調査（年2回更新）に  

基づいて作成された研究者の専門分野，所属学会，研究課逸，主要論文等の現在をベースとする  

データファイルである。   

圧）NrES－NEWS   

環境公害に関する新開の記事について，昭和57年度にり開発に着手し，昭和62年度までに，  

6，593件を入力した。収録の対象は，朝日新聞，毎日新聞，読売新聞，日本経済新聞，産経新臥  

日本ユ∵業新聞，いはらき及び常陽新聞の8紙であり，昭和48年1月”昭和52年9月までの記録が  
収録されている。  

（2）CD－ROMシステム   

①NTIS   

NTIS（NationalTechnicalInformationService一米国国立技術情報サービス）作成の米国  

政府間連技術報告書を収崩しているデータベースであり，従来，内部作成していたNIES－EPA  

フ7イルは，本ファイルを部分的に抽出加二l二していたものである。本年度から，CD－ROM版の  

借上を実現し，米国環境保護庁（EPA）関連レポートのみでなく，環境科学及び周辺科学全般  

のより広範な報告書を検索することが可能となった。また，原典については，従来どおり，  

EPA及び環境科学閥適の技術報告書をマイクロフィッシュで収集しているので，即時に利用で  

きる体制になっている。   

なお，前年度まで行ってきた，大型電子計算機システムによ．る環境・公害関係を切り出したデー  

タベースの検索システム（NIESEPA）の提供は，これをもって停止した。   

②MEDLINE   

米国国立医学図書館（NLMニNationalLibraryofMedicirle）作成の医学文献データベース  

で，従来は，外部システムを利用して検索していたが，CD－ROM版の借上により，利用者が，  

直接，必要文献を検索することが可能になった。  

（3）FDシステム   

①CCOD   

米国（S（社（tnstitlユteforSeientificInformation．111C．）作成の目次速報誌であるガレントコ  

ンテンツのFD版であり，科学技術分野の主要な雑誌の目次情報を検索することができる。以前  

は，外部システムを利用していたがFD版の購入により，利用者が直接最新の情報を常に入手す  

ることが可能になった。  
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（4）商用データベース   

①JOIS   

日本科学技術情報センター（JICST）のオンライン文献検索システム（漢字データベースであ  

るJICST系ファイルを含む。）データベースである。また，オンライン発注による原報複写サー  

ビスが利用できる利点がある。なお，JICSTファイルには，国内の環境公害関連の研究報告を含  

めて科学技術文献が毎年数万件入力されている。  

（∋DIALOG   

米国ダイアログ・インフォメhションサービス杜の検索システムであり，利用できるファイル  

数が多い（約300種のデータベース，蓄積情報量は世界最木）のが特色である0また，科学技術  

情報だけでなく社会情報の検索にも有用である。   

③STN1nternational   

米国化学会と西独FIZKarlsruhe及び日本科学技術情報センターが共同で提供する国際的オ  

ンラインネットワークデータベースサービスであり，科学技術関係の多数の有用なファイルを含  

んでいる。オフライン回答は，国内で出力しているため，比較的速く入手することができる。  

（彰G－Searcll   

ジー・サーチ（旧（株）平和情報センターが改称）のオンライン検索システムであり，朝日新開，  

読売新聞，日本産清新聞及び日雇産業新聞等の新聞情報，産業技術情報の検索に利用している。  

なお，同システムは，HINETが平成3年2月1日から改称したものである。   

⑤ASSIST  

（株）日外アソシエーツのオンライン検索システムであり，人物情報，企業動向情報，マスコミ  

記事情報，図書内容情報等の検索に利用している。  

以上のオンライン検索に加えて，SDI（SelectiveDisseminationofInformation：選択的情  

報提供）を利用した専門分野情報のオフラインの定期的入手等も昨年同様に実施し，総合的な文  

献情報の利用体制を整備した。   

また，所外文献の原典コピー人手については，筑波大学附属図書館，JICST，国立国会図書館，  

DIALOG代理店による海外情報サービスの利用に加えて，米匡のCAS（ChemicalAbstracts  

Service）社の原報複写サービスの利用を本格的に開始し，原報提供体制の強化を図った。特に，  

JICSTへの複写依頼については，オンラインによる発注に加えて，ファクシミリによる原報の即  

日提供が可能となった。   

前述のように，多数のデータベースを利用する方法に並行して，日独科学技術協力協定に基づ  

く情報交換等国際協力による研究情報の整備を進めた。  

3．3 情報源情報（INFOTERRA）の整備と提供  

当センターは，国連環境計画（UNEP）の運営する国際環境情報源照会システム（1NFOTERRA）  

における耗が国の代表機関（ナショナル・フォーカルポイント）として，以‾Fに述べる業務を行っ  

た。なお，1991年3月現在，INFOTERRAへの参加回数は137か国であり，登録されている情  

報源数は，129の国際機関を含め，約6，500となっている。   

また，平成2年度の組織改編に伴い，INFOTERRAに関する業務は，それまでの環境情報部  

情報管理室から環境情報センター情報管理室の所掌へと変更された。  
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①情報源の登録と変更   

本年度は，地球環境に関連する機関等に係る6情報源を新たに登録するとともに，当碗究所の  

全面改組に対応した措置（3情報源の増加）を講じた。この情報源の新規登録・東新の結果，画  

内の登録情報源数は，合計467となった。   

②情報源の検索照会及び回答   

国内外からの依頼に対して．情報源照会回答業務を行った。本年度は，40件（国内から15件，  

国外から25件）の照会があった。   

③国内利用普及のためのJICSTとの協力   

国内利用の普及を図るために，日本科学技術情報センター（JICST）に対する情報源データベー  

スの提供などの協力を行った。JOISを適してのオンライン利用件数は，本年度は138件であった。  

（む広報活動   

情報源及び利用者への広報資料として，「INFOTERRA国内情報源台帳（第10版）」を刊行し，  

関係機関に配布した。  

〔発 表〕K－66  

3．4 環境情報センター業務  

3．4．1電子計算横管理業務  

環境情報システム（大型電子計算機システム）の管理体制は，本年直の組織改編に伴い，それ  

までの環境情報部電算機管理室から環境情報センター情報管理室の所掌へと変更された。   

本システムは，環境分野のシミュレーション計算，各実験施設やリモートセンシング等におけ  

る測定データの解析及びそれらの画像・図形処理に利用されるとともに，各種データベースのほ  

か，図書単行本の集中管理，重要物品管理等の業務処理に使用された。   

また，地球規模での環境問題に関する研究への取り組みが本格化したことを背景として，大規  

模なメモリ空間ヤ長時間の計算を必要とするジョブの増加及びデータベースの構築に伴う磁気  

ディスク容量の増大等に対処するため，平成2年12月に，HITAC M－680／180Eシステムに更  

新した。なお，新システムに対する利用者等の要望については，「大型電子計算機システム更改  

検討委員会（昭和63年度一平成元年度）」等において行った所要の検討の一環として新システム  

に反映させ，更新を実施したものである。新システムの構成は図3．Zに示すとおりであり，その  

‘主な増強点は以下のとおりである。   

①演算処理能力の向上   

中央処理装置の演算処理速度は，旧システム（HITAC M280H）の2～3倍に向上し，IAP（内  

蔵アレイプロセッサ）及び1DP（内蔵データベースプロセッサ）の新規導入により．処理業務に  

よってはさらに高速な処理が可能となった。  

（参外部記憶容量の拡張   

磁気ディスク装置の容量は，32．5GB（旧システムの3倍強）に拡張するほか，光ディスクラ  

イブラリ装置（644MBX24）を新規に導入した。   

③ネットワークの整備及び軌辺機器の強化   

イーサネット規格準拠のネットワーク（LANトヘの対応を実現するとともに，カートリッジ  

塑磁気テープ装置及びA4版出力用レーザービームプリンタ（漢字プリンタ）の新税導入のほか，  

ー97 「   



撃
墜
e
（
ぺ
小
ぺ
∧
壁
紙
恵
料
由
由
葺
）
ぺ
小
ぺ
へ
産
婆
聾
轄
怒
既
定
聾
畔
増
配
 
N
．
竺
団
 
 

98   



高機能画像処理ワークステーションを導入するなど，機能の強化を図った。   

なお，本年度における本システムのユーザ登録数は，延べ245人であった。利用状況を平均  

CPU使用率及び月平均実行ジョブ本数でみると，旧システムでは，それぞれ69％，3，941本，  

新システムで昼，それぞれ66％．5，486本であった。新旧システムの利用状況を比較すると，新  

システムでは更新に伴うプログラム移行作業等のため，特にジョブ本数の増加が顕著であるが，  

CPU使用率に目立った変化はない。これは，CPUの処理能力の向上を如実に示しているものと  

考えられる。   

また，2月及び3月には，長時間のシミュレーション計算処理を緊急に実行する必要が生じ，  

システム運転時間を翌日7時30分まで延長するなどの処置を講じた（平日の通常終了時刻は2Z  

時00分。）。  

・3．4．2 図書関係業務  

所内の図書関係業務は，本年度の組織改編に伴い，環境情報部情報管理室から環境情報センタ■一  

研究情報室の所掌へと変更された。医書関係業務については，従来どおり，環境情報の収集，整  

理及び提供に関連する業務の一部として図書館業務を行っている。国吉等の整理及び研究情報の  

提供については，特にデータ入力にパーソナルコンピュータを導入するなど．、事務の合理化を進  

めるとともに，所内の利用者がオンライン検索できるよう整備してきた。   

図書関係施設としては，玄関口ピー等の一部を利用するなど，暫定的に図書室（稔面積72伽12）  

の整備拡充を回り，図書閲覧室（棚数468棚，194m2），地図・マイクロ資料室（101m2），雑誌  

閲覧室（50m2）及び新着雑誌塞（雑誌展示書架1120誌分，80m2）のほかバ・yクナンバー書庫（棚  

数1542肌204m2），電動書架（棚数9181汎74m2）また，複写室（17m2）を備えている。   

なお，本年度は，国立環境研究所逐次刊行物所蔵リスト1991年（隔年刊行）を刊行した。また，  

単行本の書誌データについては，引き続き入力を重ね，総人力件数は．11，541件となっている（平  

成2年度末）。   
表3．4に平成3年3月現在の蔵書数等を示す。  

【発 表〕K－67  

3，4．3 編集・刊行業務  

当研究所の各部，各グループ及び各センターの活動状況及び研究成果等については，当研究所  

の刊行物として，関係各方面に広〈提供している。これらの刊行物に係る編集業務等は，本年度  

の組織改編に伴い環境情報部情報管理室から環境情報センター研究情報箋の所掌となった。   

平成2年度においては，年報（1件），特別研究年報（1件），特別研究報告（2件），研究報  

告（2件），資料（10件）のほかこユース（6件）を刊行した（成果発表一覧参照）。   

なお，これらの刊行物は，その橡類によって，国立国会図書館，国の公害関係試験研究棟乳  

各省庁及び地方公共団体の公害研究機関等に寄贈交換誌として配布した。  
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表3．4 蔵 書 数 等  

（平成3年3月現在）  

資料形態   内  容   元年度末   2年度末  増加数等  
単行本   27．226冊   28．40Z冊  1，176冊  
外国資料類   1．622冊   1、66Z冊  40冊  

国内資料類   
冊 子 体   継続資料   366誌  373誌  7誌  

単発資料   10，477冊   10，558冊   81冊  

洋雑誌   894誌   971誌   77誌  

和雉誌   942詰   99ユ誌   49詰  

（寄贈交換）   （537誌）   （541誌）   （4誌）   

地方図（国土地理院，50万分の1）   8枚   8枚   

地勢図（国土地理院，20万分のl）   130枚   130杖  

地形図（国土地理院，5万分の1）   1，Z49枚   1，249杖  

埠   図  4，429枚   4，429枚  

地形図（国土地理院，1万分の1）   212枚   264枚  52枚  

湖沼図（国土地理院，1万分の1）   112枚   112枚  

土地利用園（国土地理院，2万5千分のユ）   1，269枚   1，269枚  

そあ他の図渠（地質図等）   978枚   978枚   

マイク ロ  EpA及びその他のNTISフィッシュ   65，814件   74，395件  8、5別件   
フ イ ルム  EICフィッシュ（昭和49年度）   5．507件   5，507件   

そ の 他  新開切り抜き（昭和55年1月一平成元年3月）  31，104件   31，104件  

3．5 国立環境研究所環境情報ネットワーク  

平成2年度には．前年度に引き続き「国立環境研究所環境情報ネットワーク研究会（第3回）」  

を平成3年2月13，14日に開催し，地方公害試験研究機関から40数機関（約70名）の参加を得た。  

ここでは，具体的な情報交換の手段として，パソコン通信システム構築に向けて情報の内容や必  

要なシステムの機能について検討した。   

これらの研究会の笑顔を臍まえて．当研究所では「環境情報ネットワーク（パソコン通信シス  

テム）」の試験通用を同年3月15日から開始し，地方公害試験研究機関との協力関係をより緊密  

に深めることとされた（平成2年度未利用音数は，約40名）。情報交換の内容等の概要については，  

表3．5に示すとおりである。なお，電子会議では，多数の利用者が定められたテーマについて，  

意見交換や議論を行うことができる（SIG：SpecialInterestGroup）。また，特定の利用者の  

間で，例えば共同研究に関する情報交換，事務打合せ等を行うほか，ある課題に関する報告書の  

作成等を共同で執筆することができる（CUG：ClosedUserGroup）。また，電子メールは，各  

利用者間において研究情報の交換や事務的連絡を行うことができる。   

さらに，試験運用の開始を契機に参加機関の拡大と本格的運卿二向けて全国5つの地方プロッ  

クから代表者等を招いて「環境情報ネットワーク地方ブロック代表者等会議」を平成3年3月ユ9，  

20日に開催した。   

なお，環境情報ネットワークは，本年度の組織改編に伴い，それまでの環境情報部情報管理室  

から環境情報センター情報管理室の所掌へと変更された。  
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表3．5 環境情報ネットワーク  

塑声優薙1一瞥寺尾ネ ット ワーク くEl－NET，仮称）  
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4．地球環境研究センター   

近年，地球温暖化 成層圏オゾン層の破風 酸性降下物，海洋汚染，熱帯林の破壊，砂漠化  

野生生物種の減少等の地球規模での環境問題が顕在化し，人類の生存某態に深刻な影響を与えて  

いる。このような事態に対して実効ある取り組みを行うためには，地球環境に関する観測と調査  

研究を抜本的に強化し，人類の諸活動が地球環境に及ぼす影響を科学的に解明する基礎作りを進  

めることが不可欠であるという認識が世界的に広まっている。とりわけ，高度な経済活動を営み，  

優れた技術力を有する我が国としては，「世界に貢献する日本」の立場から，国際的地位にI芯じ  

た役割を積極的に果たしていくことが必要である。   

以上のような背景の‾F，地球環境研究センターは，平成2年虔の予算原案でその設立が認めら  

れ，平成2年4月より所内で種々の準備を進めたうえで，ノ10月1日正式に発足した。   

センターの主要業務は，地球環境研究の総合化研究支援，モニタリングである。平成2年度  
はセンター業務の早期立ち上げのため，当初からその開発に多くの力を注いだ。正式発足から半  

年の間に，地球環境研究者交流会議及びアジア・太平洋地域における地球温暖化関越に関する研  

究ワドクショップの開催，モニタリングステーションの建設計画立案及びモニタリング業務を  

バックアップする学識経験者の組織化 データベースショールームの整備等を行い，さらに総合  

化研究の推進，スーパーコンピュータ導入，UNEP／GRIDネットワークヘの加入等平成3年度  

以降の業務に向けての検討も行った。   

組織的には，併任・協力研究員による所内の協力を得てこれらを実施したが，さらに客員研究  

官制変を活用すべく検討を行った。また，業務を支える基盤の整備として，ニュースレターの発  

行など国内外への広報等を行った。   

本年度は，まさに立ち上げの時期として種々の業務をこなしてきたが，半年の期間の中でセン  
ター業滴の確立は困難であり．さらに平成3年度に多くの検討事項が持ち越された。  

4．1業 務 概 要  

4．1．1地球環境研究の総合化  

地球環境問題は，発展途上国における人口増札農業用地開発，先進国の都市化や高度な生活  

の要求，技術進歩，世界経済情況などの人間活動が複雑に関連しあって生じている。地球環境研  

究の総合化においては，地球環境保全に向けて各分野の研究者の総力を結集して，効果的に研究  

を進めるため，一研究の有機的連携を図るとともに，こうした社会事象や環境破壊に至る現象を給  

合的に把握し，相互作用を解明する。  

（1）研究交流   

平成2年12月20，21日の2日間にわたって，地球環境研究センター主催による「第1回地球環  

境研究者交流会議」を国立環境研究所において開催した。   

この会議は，地球環境研究に直接，あるいは間接的に携わっている研究者300名以上が一堂に  

会し，地球環境研究の現状を理解し，今後の研究の方向を確認しあうことを趣旨として開かれた。  
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第1部では地球環境研究各々の分野における研究の現状，そして今後の研究の方向等について  

講演があり1，第2部パネルディスカッションでは，会場からの質問を取り入れながら活発な講論  

を行った。  

（2）地球環境研究検討会   

平成2年12月2ユ日．国立環境研究所において「地球環境研究検討会」を開催した。同検討会は，  

これまでの地球環境研究についての問題点等の検討，それらを踏まえた今後の地球環境研究の方  

向についての検討などを行うために設置したものである。   

この検討会の議論の結果を効果的かつ確実に今後の地球環境研究に反映させていくために，同  

検討会の報告書等を作成し，地球環境研究総合推進費（以下「推進費」という。）を活用した地  

球環境研究について検討する地球環境研究等企画委員会等に報告した。  

（3）地球環境研究総合推進費関連   

平成2年12月20日，国立環境研究所において．地球環境研究総合推進費実施要綱に基づく地球  

環境研究連絡会議を開催した。   

同連絡会議においては，各分野ごとに課題別研究代表者が一堂に会し，研究計画，実施計画に  

ついて議論を行った。  

（4）地球環境研究総合推進費総合化研究   

推進費の中で，総合化研究については当センターが担当することとなっており，平成2年度は  

「持続的発展のための世界モデルに関する研究」として，世界モデルの構築の1課題について研  

究を開始した。（詳細については，2．2．1（7）参照）  

（5）地坪環境研究総合推進費課題検討調査研究  

「アジア・太平洋地域における総合的地球温暖化対策に関する予備的研究」   

平成3年度以降に実施すべき課題を検討するため「アジア・太平洋地域における地球温暖化問  

題に関する研究ワークショップ」を開催した。（詳細については，2，2．1（11）参照）  

4，l．2 客員研究官制度  

地球環境研究センターには，研究活動促進のため客員研究官を置くこととされており，客員研  

究官の任命手続き，客員研究官の候補者について検討，調整などを行った。  

4．1．3 地球環境研究支援  

日本における地球環境研究の中心的役割を果たすべく，地球環境研究に必要な様々な支援体制  

を整備し，それを広く提供していくことにより，研究の効果的推進を図る。  

（l）スーパーコンピュータ   

地球環境研究に関連する分野でスーパーコンピュータの利用実績のある学識経験者で構成した  

「スーパーコンピュータ有効利用検討会」を外部に設置し，当センターにおけるスーパーコン  
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ピュータシステムの構想を「地球環境研究推進のためのスーパーコンピュータの最適利用システ  

ムの検討に関する調査報告書」として取りまとめた。   

また，国立環境研究所内には「スーパーコンピュータ検討会」及び「スーパーコンピュータ技  

術審査会」を設置し，アクション・プログラムの手続きに従い，スーパーコンピュータの市場調  

査，仕様等の検討を行いながら導入手続きを進めている。  

（2）データベース   

データベースのハードウェアとしてはSUN4SPARCstationl＋を購入し，これをスーパーミ  

ニコンピュータVAX8550とネットワーク接続を行い当面のデータベースマシン構成とした。   

ソフトウェアとしては，オリジナルデータベースを中心にデータベース全体の基本システム設  

計を行うとともに，地球環境データの表示を行うデータベース利用支援システムの構築を行らた。  

また，情報源情報収集のために，国内外の機関に対して調査を行い，さらに主要な機関に対して  

はヒアリングを実施した。   

整備データとしては，国際機関の地球環境関連データ及び環境資源勘定を行うための基礎デー  

タの収集を開始したところである。   

また，データベース整備の一環として，国連環境計画（UNEP）の環境情報利用システムであ  

る地球資源情報データベース（GRID）との提携を区るべく，交渉を開始した。国連環境計画は  

地球環境データとして．分野別には地球環境モニタリングシステム（GEMS）を持ち，それらに  

他のデータを加えて総合的に利用し環境政策に結び付ける機能をGRIDに持たせている。現在  

UNEP／GRIDはジュネーブ・ナイロビ直轄センター，地域的には主として途上国に4か所，機  

能的には米国，ノルウェーにセンターをもっている。その業務は環境データの加工と普及，加工  

技術の開発，途上国技術者の訓練であるが，当センターでは，可能な範囲でこれに対応する方向  

での提携を考えており，提携によって内外の地球環境情報の集積，普及を促進することができる  

と見られる。  

4．1．4 地球環境モニタリング  

環境庁の策定する「地球環境モニタリング計画」に基づき，全地球的規模の精ちで体系的な地  

球環境のモニタリングを世界各機関と共同して推進することにより，地球環境研究や行政施策に  

必要となる基礎的データを得る。  

（1）地球環境モニタリングをとりまく現状（研究分野を除く）   

アジア，西太平洋地域に関する地球環境モニタリングの情勢としては，米国，日本，オースト  

ラリア，香港，台湾などの国や地域が意欲的に推進・拡大の方向にあり，他方，韓国，中国，東  

南アジア諸国は担当者の意欲にもかかわらず予算的に困難を抱えている。一般的に，関係機関の  

国際協力の意欲は高〈，モニタリングのネットワーク作りは着実に前進している。オース‾トラリ  

アはインドネシアにおいてエアロゾルの長期モニタリングを行う予定である。・また，NASAは  

1991年秋に西太平洋地域においてDC－8航空機による国際強化観測を行う予定である。   

国内には，気象庁，農林水産省のモニタリングが新たな発展を見せている。  
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（2）地球曙境研究センターのモニタリングの体制   

モニタ■ノングの実行に当たっては，測定対象別に分類を宥い，成層圏，対流乳海洋，生物圏  

に分類した。これは，実行主体として共通の関心を持つグループ間の連携を強め，機器その他の  

ユーティリティを共通に使用することにより，効率的な運営を目指したものである。これら各分  

野の下に事業内容別に分科会を作り，これをモニタリングの実行単位とした。   

実質的な責任を負う所内研究者を各分科会等の幹事とするとともに，地球環境研究センター併  

任とした。また，モニタリングの方向付けを議論する「外洋モニタリング」「生物モニタリング」  

を除いて，各分科会には必ず外部の研究者を委員として加え．その運営に当たって外部からの意  

見を反映するとともに，これら委員の経験を引き継ぐこととした。分科会等の座長には，内外を  

問わず，その分野で実績のある教授・部長クラスの研究者にお願いした。所内で部分的に協力す  

る研究員は協力研究員として加わってもらった。  

（3）地球環境モニタリングの運営について   

地球環境モニタリングの対象，性格，研究者のかかわり方，データの取扱いなどについては，  

準備段階でのフリートーキングや，その後の協力依頼などの経過の中でいろいろ問題となった。  

このためモニタリングの体制及びモニタリング項目の選定に当たっては，次の点を条件とした。  

地球環境問題として重要な事項，モニタリングとしての要件を満たすこと（自動化などの要件は  

生物のモニタリングについては不適当との指摘があり．検討を要する），地域的環境問題は含め  

ない（推進費のいう地球環境問題に限定する）。   

また，体制としては次の点を条件とした。実行の責任者があること，10年をめどとする長期の  

測定を行うこと，賓任者の転出等によるモニタリングの中断がないよう組織化すること，できる  

だけ速やかに計画モニタリングに移行し，データを公表する体制に移行すること。  

（4）実行の概要  

1）成層圏モニタリング連絡会譲   

オゾンライダーによる成層圏オゾンの測定は，計画どおり52日以上の観測を行うことができ  

た。これらの結果は，オゾンの濃度及び気温の鉛直分布のデータとして保存されているが，その  

まま発表するにはなお研究的な検討を要する。このため，論文発表されるのを持って，1991年秋  

以降に公表することとする。   

プリューワ分光光度計については，試験運転を行い，問題点の洗い出しを行っている。   

2）対流圏モニタリング連絡会諌  

（∋波照間観測所分科会   

地球環境モニタリングとして手法等が確立し，最も薫要であると世界共通に認識されているの  

が，マウナロアのCO2観測のように地上観測所で大気微量成分の長期変動を測定することであ  

る。このため第一地上観測所として，南西諸島を中心に測定地点を検討してきたが，波照間島が  

「バックグラウンドの大気を長期にモニタリングする地上観測」地点として最も適切であるとの  

結論に至った。波照間の観測所は，熱帯域，酉太平洋の大気の変動を測定できる位置にある0ま  

た，南方であるため生物・化学的な相互作用が大きく，ここでの長期観測はIGBPの研究プログ  

ラムに大きく貢献できるため，lGBP／IGACの地上モニタリングネットワークの一地点として  

も位置付けられることとなった。  
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②航空機観測分科会   

準備の関係上，試験的な飛行を行うにとどまった。機器の開発に十分な期間とチェックが必要  

であることが改めて認識された。  

（動機器開発・精度管理分科会   

分野横断的な課題として，サンプリング容器の開発，校正方法標準ガスの検討，自動測定機器  

の開発を行った。   

その他，平成4年度以降に北域に第2の地上観測所を行うべく検討を行った。   

④発生源モニタリング分科会   

地方冶自体を中心に温暖化関連ガスの発生源にかかわる長期的な測定を行うこととし，予備的  

な測定を行った。   

3）海洋モニタリング連絡会議  

（∋日韓フェリー分科会   

当初計画では本年度は機器の開発のみであったが，実行段階で，船舶への実装と試験航海を行  

うことができた。今後は，メンテナンス，分析の体制とそのチェック体制を整える必要がある。  

（彰外洋モニタリング検討会′   

外洋モニタリングとして提案されたものは次のとおりである。  

・定期航路による大気・海洋の物質交換：定期航路としては，日本人船員の多い日本船籍の貨  

物船で，定期的に運用するものが好ましい。  

・東シナ海の唐船による栄養塩汚染調査：現在すでに環境庁海洋汚染・廃棄物対策室が調査を  

行っており，技術的に問題がない。  

・生体濃縮を利用した有害化学物質の汚染調査：有害化学物質の汚染は外洋では濃度レベルが  

低すぎてルーチン観測で測定できない。生態濃縮を利用した分析はムラサキイガイの例のよ  

うに有用な方法である。しかしながら，外洋・大陸棚ではそのような生物がまだ見つかって  

おらず研究段階である。   

4）生物圏モニタリング連絡会議   

生物圏モニタリングは，それが概念的に一般に認められるまで煮詰まっておらず，各々が異なっ  

たイメージを持っているのが現状である。当センターのモニタリングは，研究を通じ地球環境保  

全に役立てることを目的とするので，モニタリングのデータの使用目的でその内容，進め方も大  

きく異なる。種の多様性の保存，自然生態の保護を中心にお〈立場と，直接人間に影響の及ぶ気  

候変動などとの相互作用を重視するかという立場がある。また，その場所も前者ならば調査・研  

究の遅れている外国でのモニタリングを行う事になり，もし，後者を中心に考えるならば，最も  

インパクトの大きい地帯を選ぶべきで国の内外を問わないことになる。   

もう一つの問題は，海洋のモニタリングで植物プランクトンの量をモニターしたり，対流圏の  

モニタリングでメタン菌の測定をするなど，生物の量の測定は他のモニタリング項目にもしばし  

ば現れることである。   

このため初年度としては関係研究者にアンケートを行い，様々な意見を吸い上げ，検討の材料  

とすることとした。その結果，約63名の研究者からアンケートの回答を得，現在とりまとめを行っ  

ているところである。本アンケートの成果は引き続き平成3年度の生物モニタリング分科会にお  

ける検討資料として利用する。  
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4．1．5 その他の所外活動  

平成3年1月23～26日の間，環境庁他が主催して「地球温暖化アジア・太平洋地域セミナー」  

が名古屋市で開催されたが，地球環境研究センターはその企画の段階から関与したD 6月にはタ  

イ，インドネシア，バングラデッシュ3か国を訪問し辛前調査を行い，セミナーにおいては検討  

内容の立案，日本における地球環境研究状況の紹介，議長サマリーの原案作成等の協力を行った0   

また，環境庁「地球環境問題政策検討会」，経済企画庁「地球環境・資源エネルギー問題研究会」，  

科学技術会議専門委員会等を通じて，地球環境政策への提言を行っている。  

4．1．6 広 報 活 動  

（1）地球環境研究センター発足記念式典   

平成2年10月1日，環境庁国立環境研究所に地球環境研究センターが発足し，同日この発足を  

記念して，同研究所内の大山記念ホールにおいて「地球環境研究センター発足記念式典」が執り  

行われた。  

（2）広報印刷物   

地球環境研究センター発足から現在までに，パンフレット，ニュースレター等でセンターの活  

動を広報し，研究者間の交流等に役立たせている。特に地球環境研究センターニュースは毎月発  

行し，地球環境研究関係者及び諸機関あてに送付している。   

それ以外には，発足時にマスコミ関係者を対象とした，地球環境研究センターの設立趣旨やそ  

の内容についての小冊子を作成し，配布した。  

（3）講演会等   

①平成2年10月26臥地球環境研究センター発足を記念して，日本海運倶楽部において，「地  

球環境研究センター開所記念講演会」が開催された。   

同記念講頒会は，市川惇借地球環境研究センター長から当センターの役割についての説明があ  

り，続いて，近藤次郎日本学術会議会長，加藤三郎環境庁地球環境部長（演題：地球環境に関す  

る日本の政策），樋口敬二名古屋大学水圏科学研究所長（演題：国際研究の中の日本），A．  

Lovinsロッキーマウンテン研究所長（演題：環境と両立するエネルギーの道）及びW．Baehミュ  
ンスター大学教授（演題：ヨーロッパにおける地球環境研究と政策）らの講演があった。当日，  

同記念講演会には250名を超える聴講者が参加した。また，ロビーでは，当研究所社会環境シス  

テム部の協力で，地球環境データベースの一端を紹介するコーナーを設けた。   

②環境関係学会及び種々の集会において，地球環境問題の状況についての知識の普及及び当セ  

ンターの活動についての広報を行った。  

4．1．7 海 外 活 動  

平成2年8月気候変動に関する政府間パネル（IPCC）は第1回評価報告書をとりまとめたが，  

地球環境研究センター職員がその第2作業部第5セクション共同議長としてこれに参加し・モス  
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クワ，スンズパル及びジュネーブでの会読に出席し報告を行った。さらに平成3年3月にはジュ  

ネ・一ブでの第5回1PCC全体会議に出席し，今後の業掛二ついての検討を行った。またこのほか  

に英国デッテリー委員会，ストックホルム環境研究所り【クショップあるいは日米環境庁共催の  

メタンワークショップ等地球環境問題に関する国際会議に出席し．情報収集とネットワーク形成  

に努めた。   

また，海外から当センターの活動に関する情報の提供要請が多く寄せられ，llASA，USEPA  

等の研究機聞からの訪問を受け，協力関係について討議した。  

4．2 組  

4．2．1組 織 概 要  

平成2年10月1日から，地球環境研究センター長（充て職），総括研究管理官（1名），研究管  

理官（1名），観測係長（1名），業務係長（1名）の体削で発足した。  

4．2．2 所内併任等  

平成2年7月1日の地球環境研究センター準備室発足に伴い，13名が併任された。   

平成2年10月1日から，専任に準ずる併任として2名と，モニタリング，データベース及び総  

合化研究を主体的に実施する研究者等16名を所内併任として，地球環境研究センター業務の推  

進を図った。  

4．3 所外協力体制  

4．3．1地球環境研究等企画委員会，地球環境研究小委員会，地球環境モニタリ  

ング小委員会  

地球環境研究センターの対外的業務として，推進費による研究の進行管理があり，実施要綱に  

基づき研究連絡会議及び研究推進会諌を開催し，環境庁企画調整局に設けられた「地球環境研究  

等企画委員会」及び「地球環境研究小委員会」にその結果を報告することとなっている。しかし，  

本年度については，各委員会の開催日が，企画委員会は6月19臥 9月21日と，当センター発足  

以前であったため，報告はできなかった。平成2年12月の交流会議に継続して開催された地球環  

境研究検討会等における学識経験者の意見については，とりまとめて，各委員会委員に報告した。   

また，「企画委員会」の下の「地球環境モニタリング′」、委員会」においては，当センターで行  

う地球環境モニタリングが審議されることとなっているが，これについても平成2年度は9月20  

日に開催されており，地球環境研究センター正式発足以前であったた．め，非公式な報告を行うこ  

ととなった。  
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5．環境研修センター   

環境研修センターは，環境行政に従事する，国及び地方公共団体等の職員の行政的見識の向上，  

専門的知識，技術の習得及び職員相互の啓発，交流を目的とした研修を実施している。   

研修コースは，行政関係研修と分析関係研修に大別されるが，平成2年度の研修は，環境をめ  

ぐる社会情勢の複雑多様化とそれに伴う研究ニーズの専門家に応えるべ〈行政関係研修18コー  

ス，分析関係研修7コース等を実施した。   

また，国際協力の一環として発展途上国の環境モニタリングの人材養成のため，本年度より「環  

境モニタリング（水質）研修」を開始した。   

研修実績は次のとおりである。  

（1）行政関係研修  

研 修 名  実施時期（日数）  研修対象者  修了者数（人）  

環境行政管理・監督  2．6，18－2．6．22（5日）回及び地方公共団体等の環境行  59  

者研究会  政を担当する管理者及び係長  
（相当職を含む。）以上の監督  

者  

環境管理研修  2．11．15～2．1l．21（7日）国及び地方公共団体等において  
環境管理業務を担当している職  
員でその経験が1年以上の者   

環境影響評価研修  2．10．17－2．10．23（7日）国及び地方公共団体等において  
環境影響評価業務を担当してい  
る職員でその経験が1年以上の  

者   

快適環境研修  2．5．Zl－2．5．24（4日）国及び地方公共団体等において  
快適環境に関する業務を担当し  
ている戟員   

環境致育研修（行政） 2．7．Z3－2．7．27（5日）国及び地方公共団体等において  

環境教育に関する行政に従事し  
ている職員でその経験が1年以  

上の者  

環境教育研修（実践） 2．7．23－2．7．25（3日）回及び地方公共同体の環境教育  

実践活動を支援する関係同体等  
の職貝  

自然保護研修  2．7．3～2，7．10（8日）国及び地方公共団体等において  
自然保護業務を担当している職  
員でその経験が1年以上の者  

野生生物保護研修  2．9．12－2．9．20（9日）国及び地方公共団体等において  
鳥獣関係司法答案貝及び野生生  
物保護業務を担当している職員  
でその経験が1年以＿との者  

チ■．1  

116  

6fi 

63  

16   
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研 修 名  実施時期（日数）  研修対象者  修了者数（人）  

国立公園管理官研修  3．2．12～3．2，15（4日）環境庁の職員で自然公周管理業   15  

務を担当している職員  

3．2．20－3．2．28（9日）国及び地方公共団体等において  

大気保全業務を担当している職  
員でその程験が1年以上の者   

2．8．28～2．9．4（8日）国及び地方公共団体等において  

騒音・振動防止業務を担当して  
いる職員でその経験が1年以上  

の者   

2．10．30－2．11．7（9日）国及び地方公共同体等において  

水質保全業務を担当している職  
員でその経験が1年以上の者   

2．12．10～2．12．14（5日）国及び地方公共団体等において  

地盤沈下防止業務を担当してい  
る職月でその経験が1年以上の  

者   

3．1．28－3．2．6（10日）国及び地方公共団体等において  

環填に関する行政又は研究業務  
に従事している職員でその経験  
が1年以＿壬：の音叉は同程度の知  

識を有する者   

3．1，21－3．1．25（5日）環境庁に勤務する35才以下の職  

員で採用されてから概ね1年以  

上の経験を有する者  r  

大気保全研修  

騒音・振動防止研修  

水質保全研修  

地盤沈下防止研修  30  

情報処理研修  

環境庁職員研修  
（係長叔）  

2．4．9”2．4．18（10日）環境庁新採用戦局（Ⅰ種）  18  環境庁新採用職員研修  
（Ⅰ種）   

環境庁新採用職員研修  
（Ⅲ・Ⅲ種）  

2．4．24－2．4．27（4日）環境庁新採用職員（u・］種）  

地方環境調査官初任者研 2，4．24－2．4．27（4日）環境庁の業務を所有する総務庁  

修  の環境調査官等の初任者で統験  
が1年未満の者  

16  

（2）分析関係研修  

研 修 名  実施時期（日数）  研修対象者  修了者数（人）  

機器分所研修  
（－般課程）  

3．ユ．22～3．2．7（ユ7日）回及び地方公共用体等において  48  

公害防1＝二係る分析業務を担当  

している職員でその経験が1年  

以上の者  

2．5．15－2，5．24（10日）国及び地方公共同体において公  

害防止に係る分析業務を担当し  
ている職員でその経験が概ね2  

年程度までの者  

一般分析研修  
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研 修 名  実施時期（日数）  研修対象者  修了者数（人）  

大気分析研修  2．12．4－2．12．20（17日）  国及び地方公共団体等において  26  

大気・悪臭関係の分析菜務を担  
当している敬員でその催験が概  
ね2年以上の者  

水質分析研修  2．6．28～2，7．13（16日）国及び地方公共団体等において  50  

水質・土壌・廃棄物関係の分析  
業務を担当している磯貝でその  
経験が概ね2年以上の者  

機器分新研修  2．9．17ん2．9．21（5日）国及び地方公共団体等において  
公害防止に係る分析業務を担当  
している職員でその経験が2年  

以上の者   

地方公共団体の公害試験研究機  

（特定課程）  

特別分析研修  2．4．1－3．3．31  
（20日以上）関において分析測定業務を担当  

している職員で既に環境研修セ  
ンターの分析研修課程を修了し  
た者   

課題分析研修①  2．5．15－2．5，19（5日）国及び地方公共団体等において  
公害防止に係る分析業務を担当  
している職員   

課題分析研修②  2．9．17～2．9，21（5日）国及び地方公共団体等において  
公害防1Lに係る分析業務を担当  

している職員   

環境モニタリング（水質）2．10．1～2．1】．15（45日）発展途上国において水質環境保  

研修  全を担当する中堅管理技術者  

研修修了者計   1，148  
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6．研究施設・設備  

6．1大型研究施設  

6．1．1大気化学実験棟（光化学チャシバー）  

本施設は，大気中の一次汚染物質が光化学的に二次汚染物質に変質するメカニズムを実験的に  

研究し，都市域におけ卑光化学スモッグ，対流圏バックグラウンド・成層圏等の大気光化学反応  

を解明することを主目的としている。そのための大型実験装置として光化学チャンバーが設置さ  

れている。   

地球環境研究総合推進費のオゾン層の破壊分野で「成層圏オゾン層の物理的・化学的変動機構  

の解明とオゾン層変動の予測に関する研究」，地球の温暖化分野で「温室効果気体等の大気化学  

反応過程の解明に関する研究」，及び省際基礎「大気中のフリーラジカルの絶対濃度測定に関す  

る基礎研究」が行われた。  

6．1．2 大気拡散実験棟（風洞）  

本施設は，工場や自動車から排出される大気汚染の移流，拡散現象をできるだけ現実に即して  

シミュレートするための施設である。本施設は従来の流体力学用風洞の仕様条件に加えて，温度，  

速度成層装置，加熱冷却床パネルを備えている点に特徴がある。これらの組み合わせにより種々  

の気象条件が再現でき，移流，拡散に最も重要なパラメータである大気の安定度を調節して自然  

大気と相似の条件で大気汚染をシミュレートすることが可能である。   

特別研究「都市域における冬期を中心とした高濃度大気汚染の予測と制御に関する研究」，「広  

域都市圏における交通公害防止計画策定のための環境総合評価手法に関する研究」，及び経常研  

究1課題が行われた。  

6．1．3 大気汚染質実験棟（エアロドーム）  

本施設は，環境大気の遠隔計測並びに粒子状大気汚染質の大気中の挙動を研究する施設である。  

最上部（7・8階）に設置されている大型レーザーレーダーは大気汚染質の空間分布を塩時間に  

広範囲にわたって観測するための装置で，コンピュータによって操作，データ処理を行う。3・  

4階には，エアロゾルチャンバーを始め粒子状汚染質の生成，拡散，消滅の諸過程を研究する装  

置と，エアロゾル粒子の関与する大気汚染現象（粉じん飛散，酸性雨，雨洗など）を解明するエ  

アロゾル風洞が設置されている。   

地球環境研究総合推進費のオゾン層の破壊分野で「オゾン層の時間的・空間的変動の動態解明  

に関する基礎研究」，「成層圏オゾン層の物理的・化学的変動機構の解明とオゾン層変動の予測に  

関する研究」，酸性雨分野で「東アジアにおける酸性，酸化性物質の動態解明に関する研究」が  

行われた。地球科学技術調査研究促進費「地球温暖化の原因物質の全球的挙動とその影響に関す  

る観測研究」，及び経常研究1課趨が行われた。  
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6．1．4 大気共同実験棟（大気フリースペース）  

本施設は．室内実験，フィールド調査などに使用される各棟計測器の校正試験，及び既設の各  

施設では対応できない大気関係の特別研究，経常研究その他のため，その必要性に応じ一定期間  

の使用に供することを目的とした施設である。   

本施設は特別研究，経常研究に使用する各種の機器の校正に利用された。  

6，1，5 大気モニター棟  

本施設は，大気質の自動測定装置等の精度や安定性のチェックあるいは相互比較．さらに妨害  

因子の検討などを行うための施設である。本施設には，国設大気測定所などで実際に使用されて  

いる機器を中心として7種類の自動測定器（NO∬，SOz，03，COz，非メタン，SPM，ガス状  

Hgの各測定機器）が設置されている。機器の性能を維持するために，専門技術者による精度管  

理を厳しく行っている。また，所内の研究者に対して，気象要素（風向，風速，雨量，気圧，日  

射量，紫外線放射量，地表温度）や大気質の測定結果の公開なども行っている。本年度は，半年  

以上にわたる長期テストを必要とする研究課題を含み7研究課題の利用申込みがあり，有効なレ  

ファレンスデータの提供を行った。  

6．1．6 ラジオアイソトープ実験棟（RI棟）  

本施設は，放射性同位元素を利用することにより，汚染物質の挙動を解明するためのものであ  

り，使用承認されている核種はα放射体を除き36核種である。   

（1）建物概要：RC3F 延べ床面積＝1，564m2，昭和53年3月竣工  

空調系統4系統＝（R13系統，一般1系統）  

排水系統一RI，CD  

RI実験室一5重：動物用チャンバー，植物用チャンバー，放射性ヨウ素使用室，RI希  

釈室，オートラジオグラフイー用暗室，測定室，低温象 温室，RI  

貯蔵室，廃棄物貯蔵室，廃水処理施設，コールド実験室  

（2）主要機器：RI動物廃棄物凍結乾燥機，凍結乾燥機，放射性有機廃液焼却装置，液体シンチレー  

ションカウンター，GMカウンター，低バックグラウンドガスフローカウンター，  

Nalシンチレーションカウンター，Geガンマ線スペクトロメーター，オートガ  

ンマカウンター，ラジオアクティブナスキャナー，高速液体クロマト連続ラジオア  

クティビティモニター，ラジオガスクロマトグラフ，超遠心分離機  

（3）施設利用状況：施設使用登録者数 45人  

課題別利用者 原子力利用研究 3件  

特別研究  6件  

経常研究  11件  

（4）施設改善状況：腱葉物貯蔵庫壁クラック補修，液体シンチレーションカウンター購入  
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6．1．7 水生生物実験棟（アクアトロン）  

本施設は，水界における汚濁物質の挙動及び影響を生態学，生理学，微生物学，水質工学等の  

見地から解明することを目的としている。淡水マイクロコズム装置はアオコ等の微生物の挙動及  

び水質改善効果等を研究する目的で設置された実験装置であり，海水マイクロコズム装置は赤潮  

プランクトンなどの海域における微生物の挙動を研究する実験装置である。微量の重金属，農薬  

等の汚染物質が．どのように魚類や甲殻類等の水生生物に影響するかを研究する目的で毒性試験  

装置が設置されている。そのほか，水生生物の飼育培養及び系統保存のための設備が設置されて  

いる。屋外には自然条件下における生態系の遷移現象や水質変化に伴う生態系としての反応を，  

生物群集の面から解析するための実験施設として生物生態実験地が設けられている。本年度に供  

試された実験水生生物は．グッピー，メダカ，タマミジンコ，オオミジンコ，ヌカエビ等を中心  

におよそ50種・系統に及んだ。   

特別研究「富栄養化による内湾生態系への影響評価に関する研究」，「環境容量から見た水域の  

機能評価と新管理手法に関する研究」，「水環境における化学物質の長期暴露による相乗的生態系  

影響に関する研究」．「有用微生物を活用した小規模排水処理技禰の開発と高度化に関する研究」  

が行われた。地球環境研究総合推進費の海津汚染分野で「海洋汚染物質の海洋生態系への取込み，  

生物濃縮と物質循環に関する研究」，及び熱帯林の減少分野で「熱帯林生態系における野生生物  

種の多様性に関する研究」が行われた。科学技術庁の海洋開発調査研究促進費で「海洋遠隔探査  

技術の開発研究」．重点基礎「観換えDNA技術の開放系における安全性に関する研究」が行わ  

れた。また，経常研究18課題が行われた。  

6．1．8 水 理 実 験 棟  

本施設は，′湖沼・河川・沿岸海域の水理現象と水質に関与する物質の輸送と混合・拡散現象を  

実験的に解明することを目的とした施設であり，種々の大型水理モデルのほか，地下水汚染研究  

のための諸モデル測定装置が設置されている。   

特別研究「環境容量から見た水城の機能評価と新管理手法に関する研究」，「トリクロロエチレ  

ン等の地下水汚染の防止に関する研究」，及び経常研究2課題が行われた。  

6．1．9 土壌環境実験棟（ペドトロン）  

本施設は，土壌・底質環境の保全並びに汚染土壌の浄化に関する研究を行うことを目的として  

いる。土壌中での水分や各種物質，微生物の移動機構，土壌による廃水の削ヒなど土壌・底質環  

境の汚染及び浄イヒのメカニズムを解明するための研究が行われている。  

6．1．10 動物実験棟（ズートロン）  

本施設は，環境汚染物質が人の健康に及ぼす影響を，BiomedicalScienceの立場から，動物  

を用いて実験的に研究することを目的とした試験研究施設である。   

平成2年度に本施設を使用して実施された試験研究は，3部・グループ10研究室178課題で  
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あった。これらの内容としては，大気汚染物質．重金属及びその他の環境汚染物質の生体影響の  

解明に関する基礎的研究からなっている。   

さらに，大気汚染物贅の中でも社会的な関心の高いディーゼル排気粒子の生体影響に関する試  

験研究を行うための設備も始動し始めた。  

6．1．11植物実験棟（ファイトトロン）  

本施設は，植物及び陸上生態系に及ぼす種々の環境ストレスの影響や自然保護に関して，制御  

された環境下で試験研究を行うことを目的としている。このために，植物群落を対象とした自然  

環境シミュレータを始めとして，種々の型式・性能の環境調節装置が植物実験棟Ⅰ及びⅠに設置  

されている。また昭和62年度にクリーン実験室・培養室等からなるバイオテクノロジー施設も植  

物実験棟1に改修・設置された。   

本年度に本施設では，2研究グループ及びZ基盤研究部によって，地球規模研究7課題，特別  

研究2課題，経常研究9課題，原子力利用研究1課題，科学技術振興調整費研究4課題の試験研  

究が行われた。特に本年度からは地球規模研究，「紫外線の増加が植物に及ぼす影響に関する研  

究」，「地球の温暖化が植物に及ぼす影響の解明に関する研究」，「植物に与える酸性及び酸性化物  

質の影響に関する研究」等が始まり，植物に対する地球規模の環境変動の影響について．遺伝子  

から群落までの種々のレベルで研究が行われている。また，前年度から継続して行われている研  

究課題の内，例えば「バイオテクノロジーによる大気環境指標植物の開発に関する研究」では，  

バイオテクノロジーを用いて大気汚染環境に対して指標性や浄化能力の高い植物の開発に関する  

研究が行われている。   

本年度に供試された実験植物はソラマメ，ホウレンソウ，ヒマワリを中心に，多くの野生植物  

種も含め約50種に及び，年間供給固体数は約8，000固体に達した。  

6．1．12 微生物系統保存模  

本施設は，微生物が関与する環境汚染・環境挿イヒの研究を推進させるために必要な環境微生物  

培養株を収集，確保して系統的に保存すること及び研究者の要請に応じて保存株を株データとと  

もに提供することを目的とした施設である。   

平成2年度の保存株の分譲は，赤潮・水の華形成藻類，汚染指標藻類，AGP共試藻類を始め  

として多種にわたった。   

なお，本年度寄託株は35株で，それらの種名，履歴（産地，採集者，分弾着，採集月日等），  

株の状悉（無菌，単藻等），培地，培養条件等をパーソナルコンピュータで整理し，微細藻類5ユ0株′  

厚生動物5株を含む保存リスト第3版を刊行した。  

6．1．13 騒音・保健研究棟  

本施設は，環境中有害物質等の人体への影響に関Lて，人を対象として研究することを目的と  

した施設である。   

平成2年度に，本施設を利用して実施された試験研究は，特別研究3課題，経常研究3課題，  

奨励研究4課題である。  
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6．1．14 研究本館Ⅰ（計測棟）  

環境中の有害物質を高感取高選択的に検出したり，環境試料中での有害物質の分布を局所分  

析などにより調べること，あろいは，地球温暖化の現象解明や汚染物質の起源解明などのための  

元素（炭素，鉛など）の同位対比を精密に測定することは，環境汚染の状況を把握し汚染機構を  

解明したり，環境リスク評価を行う上で最も重要かつ基本的なことである。したがって，このよ  

うな計測を行うための装置（高度な分析機器など）及びそれらを有効に使用するための施設（ク  

リ∵ンルームなど）を世界長高の水準に維持し，高度かつ有効に利用し，必要に応じて高精度の  

信頼できる測定データを提供し続けることは大変重要である。   

本施設は研究所の設立当初から，この重要な役割を担っており，その規痍と多様性を誇ってい  

る。最近設置された装置（高精度安定同位対比質量分析装置，高速液体クロマトグラフ質量分析  

装置，誘導結合プラズマ質量分析装置，二次イオン質量分析装置，高分解能質量分析装置）は世  

界最高水準の性能を有している。ほかの装置についても，高度に改修，改造され特異な分析デー  

タを提供できる。一部の装置については，新しい計測技術法の開発研究用の装置となっている。  

（1）主要な機器  

1）高精度安定同位対比質量分析装置  

2）高速液体タロマトグラフ質量分析装置（LC／MS）  

3）誘導結合プラズマ質量分析装置（ICPMS）  

4）二次イオン質量分析装置（SIMS）  

5）高分解能質量分析装置（月RMS）  

6）ガスクロマトグラフ質量分析装置（GC／MS）  

7）原子吸光光度計（AAS）  

8）表面電離型質量分析装置（IDMS）  

9）大気圧イオン化質量分析装置（API／MS）  

10）ガスクロマトグラフ匹重極質量分析装置（GC／QMS）  

11）誘導結合プラズマ発光面検出装置（lCPLSIT）  

12）高速液体クロマトグラフプラズマ発光分光分析装置（HPLC－ICP）  

13）Ⅹ繰回析装置（XRD）  

14）レーザーラマン分光分析装置（RAMAN）  

15）レーザー蛍光高感度分析装置  

16）その他（多目的液体クロマトグラフ等）  

（2）主要な設備  

1）クリーンルーム（クラス1000）  

2）特殊毒物実験室  

3）純水製造装置  

4）その他（大型製氷器，大型遠心分離器，凍結乾燥器等）  
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6，1．15 研究本館Ⅰ（共同利用棟及び共同研究棟）   

（1）人間環境評価実験施設（ELMES：EvaLuation Laboratory of Man－Environmental  

Systems）及び環境総合評価のための情報システム（SAPIENS：SystemsAna［ysisand  

Planninginlnte”igentEnvironrnentaLlnformationSystem）   

ELMESは環境評価にかかわる人間集団の反応測定や，意志決定プロセスにおける情報伝達効  

果の有効性の確認等，環境と人間行動に関する実験を行うための施設であり，中会議室と兼用の  

一集団実験室，ゲーミングシミュレーションのための多集団実験室及び情報伝達に用いるオー  

デイ、オ・ビジュアル機器と実験制御装置（ミニコンピューク）等から構成されている。   

SAPIENSはELMESでの環境情報提示や，地域環境情報システムの開発研究を進めるための  

ミニコンピュータ及び画像処理・表示システムと環境データベースよりなる。   

本年度は従来から行ってきた交通，湖沼等の地域環境問題にかかわる利用．リモートセンシン  

グデータの解析表示システムの開発に加え，地球環境研究を支援するデータベース作成，モデル  

開発等に利用した。  

（2）試料庫   

環境資料の長期保存並びに試料の保存性に関する研究のために設立されたものであり，低温室，  

ディープフリーザー室，恒温室，試料準備室，記録室から成り立っている。低温室は－20℃の3  

低温塞からなり，大量の試料の保存が可能である。ディープフリーザー室には3基の超低温槽と  

3台の液体窒素ジャーを設置し，超低温保存（－85℃，－110℃，－196℃）の必要な′ト量の試料  

の保存が可能である。＋4℃，＋20℃の恒温室は，それぞれ凍結しない方法による保存に用いる。  

保存する試料の前処理は試料準備室で行い，記録室には各室の温度が表示記録されるとともに，  

保存試料の脂＃が記録されている。  

（3）内湾密度流実酸装置   

本施設は，内湾における密度流現象を解析する目的で設置され，内湾及び外洋を模擬した水路  

部と，その上部に位置する風洞部から構成されている。   

特別研究「富栄養化による内湾生態系への影響評価に関する研究」，地球環境研究総合推進費  

の海洋汚染分野で「海洋汚染物質の海洋生態系への取組み，生物濃縮と物質循環に関する研究」  

が行われた。  

6．1．16 共 通 機 器  

本研究所では，大型で高価な分析機器等を共通機器として管理・運営し，広く研究者が利用で  

きるようになっている。現在，共通機器として登録されている機器は，表6．1のとおりであ  

る。どの機器も性能を維持するために専門技術者による維持管理業務が行われている。その中で  

も，①ガスクロマトグラフ質量分析装置，②電子顕微鏡，③プラズマ発光分析装置，④核磁気共  

鳴装置は，掛二分析希望が多い装置である。分析希望試料も難度の高い前処理や分析技術を必要  

とするものが多いため，この4装置については，専門技術者による依頼分析業務を行っている。  

平成2年度に，依頼分析を行った研究テーマは，約30課題（140件），約1，500検体の分析希望  
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があった。このようにして，所内約4割の研究者が共通機器を毎年利用しており，環項にかかわ  

る分野の応用研究や基礎研究に役立つデータを提供している。－  

衷6．1共通機器一覧表  

機  器  名  通  称  型  式  導入率   

（1）ガスクロマトグラフ票巌分析装置  

（2）走査型電子顕微鏡  

（3）透過型盲E子顕微鏡  

（りプラズマ発光分析装置  

（5）プラズマ発光分析装牒  

（6）核磁気共鳴装置  
（7）x線光電子分光装置  

（8）電子スピン北嶋装置  

（9）高速アミノ酸分析計  

（10）元素分析計  

（11）細胞自動解析分離装匿  

（12）蛍光X線分析装置  

（13）焼子吸光光度計  

（14）顕微分光分析装置  

（15）GC一フーリエ変換赤外分光光度計  

（16）自記分光光l生計  

GC／MS JMS－DX300  

SEM  JSM840  

TEM  JEh卜2000lrX   

ICP一丸ES ATOM COMP975   

TCP－AES JY48PVH  

NMR  JNM－GX400  

ESCA  ESCALAB5  

ESR  JES－FE－3X  

HITACHI835  

CtlN  CARtィ0じLBAl106  

CELL SORTER FACS－440  

XRJr  VF320A  

GFAA   5100（P．E．）  

UMSP－80   

GCFT－IR I）八3  

UV ・ C八RY171）X  

昭和56年  

昭利59年  

打田刺63年  

昭和53年  

昭和58年  

昭和57年  

昭和54年  

昭利55年  

昭利55年  

昭和56年  

昭和60年  

昭利63年  

阻糾63年  

ロi対日63年  

昭和61年  

慎汁如51年  

6．1，17 実 験 は 場  

本施設は，植物及び土壌生態系の環境保全機能に関する野外実験や所内の各生物環境調節施設  

で得られた研究成果を野外条件下での応用試験並びに環境指標植物・環境浄化植物などの系統保  

存，供給を行うことを目的とした生物系野外尖験施設である。施設は，所内にある本橋内実験ほ  

場とつくば市八幡台3に所在する別団地実験ほ場の2施設より構成される。   

平成2年度には，新たに地球環境研究総合推進掛こよる研究が開始されるとともに，実験植物，  

特に樹木難が系統保存された。そのほか，新しい研究ニーズに対応して．試願水凹ヤ環境計測シ  

ステムが政情された。  

6．1，18 霞ケ浦塩湖実験施設  

本施設は，日本の中でも水質汚濁の進行している霞ヶ浦の湖畔に位臆するところから，電ヶ捕  

を対象とした調査や霞ヶ捕の湖水や生物を利用した各棟の実験研究を行うことにより，湖の汚濁  
機構の解明，汚職した湖の水賓回復ポ牒する研免湖の生態や物椚占環などを明らかにすること  

を‖的として研究が行われている。   

平成2年度は，特別研究「環境省遥から見た水城の機能評価と新管理手法」、「水環境における  

化学物質の長期暴露による相乗的珪態系影響に閲する研究」．「缶栄養価化による内湾生態系への  

影響評㈲に関する研究」，地球環境研究総合推進費による「温暖化影響」，「酸附1；jの陸水影響評価」，  

絶合研究グループ及び基盤研究部の総常研究等で22の研究課題が行われた。  
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6．1．19 奥日光環境観測所  

本施設は，森林生態系に及ぼす環境汚染の影響及び環境汚染に対する非汚染地での′くックグラ  

ウンド佑を長期にわたって，観測することを目的とした実験・観測施設である。   

施設は，栃木県日光市奥日光の日光国立公園地域内に所在し，観測所と管理棟の2施設により  

構成される。観測所は，小田代ヶ原西方の標■■曽il、460mの人為的影響の少をい冷温儒林地に位置  

し，大気成分，気象因子，雨水，河川，地下水の水質などの環境因子が自動計測されている。そ  

れらのデータは，当研究所に通信回線を用いて自動伝送され，本施設で実施される各種研究や環  

境汚染に対するバックグラウンドデータとして活周されている。管理棟は，観測所から約4km  

離れた中禅寺湖千手ヶ浜の西方に位置し．観測・調査の咋備や宿泊に供される。   

平成2年度には，比較的人為影響の少ない奥日光地域の自然環境及び生物を長期にわたり調査  

し，自然地域の環境・生物の変動特性を把握することを目的とした特別研究「奥日光地域におけ  

る環境の長期変動及び生物に関する研究」が実施され，また，酸性雨影響調査の一環として，環  

境庁が取り組んでいる「絶合パイロットモニタリング調査」が，本施設を利用して当地にある切  

込・刈込湖で実施されている。  

6．2 共 通 施 設  

6．2．1エネルギー供給施設  

エネルギーに対する生物系の安定した供給要請と理工系の間欠的な変動の大きい供給要請に応  

じるた捌こ，各研究室との密接な連絡と運転保守とにより，これを対処し，省エネルギーに努め  

た。   

平成2年度末におけるエネルギーセンター施設の概要は次のとおりである。  

（1）規 模   

特高受変電施設66，000V，容量9、000kW，共通施設棟（エネルギーセンター），（ポンプ棟）  

（2）主な設備  

1）受変電設備  

2）常用自家発電設備  

3）温熱源設備1ボイラー）  

4）冷熱源設備  

1次変電所（特高）1か所，2次変電所18か所  

1，000kVA 3台  

10，000kg／h 3台  

ターボ冷凍機  400USRT 2台，1．000USRTl台  

吸収式冷凍機1，000USRT l舌i  
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6，2．2 廃棄物処理施設  

廃棄物処理施設は■，各処理施設と共に順調に稼働した。   

平成2年度における廃棄物処理施設の概要は次のとおりである。  

（1）処理能力  

1）一般実験排水処理能力  500t／d   

Z）特殊実験排水処理能力  100t／d   

3）一般個体廃棄物処理能力  1001／d   

4）特殊個体廃棄物処理能力  100t／d  

（Z）排水処理   

平成2年度における処理水について，表6．2に本構内の汚水排除甚準と霞ヶ浦臨湖実験施設の  

排水基準及び各々の最高値を示す。  

6．2，3 工  作  室  

研究活動の活射ヒに伴い，ガラスニl二作象金二l二室，材料二l二作室，木工喜，溶接室，エレクトロ  

ニクス室の利用が増し．これに伴い各種機器を導入して工作室の充実を煙川，研究部門の安請に  

対処している。   

平成2年度における各二L作室での機器製作依頼件数は次のとおりである。  

（1）機器製作依頼件数  

1）ガラス工作室  59件   

2）金二Ⅰ二室（材料二1イ乍芸，溶接室を含む）110件   

3）木工室  141件   

4）エレクトロニクス室（利用件数）   189件  
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表6．2 平成2年度＋汚水排除基準  

項  目   本  構  内  霞ヶ浦臨油菜験施設  
（汚水排除基郵  鳩 高 値）   （排水基準） 傾 高 値）   

温度   45度未満   （6－32℃）  45度未満  （g～29℃）   

水素イオン濃度   5－9   （6．9～7．9）  5．8－8．6  （7．0－7．7）   

生物化学的酸素要求量   600mg／！以下  
化学的酸素要求量  上5mg／／以下 （J．幻   

浮遊物質量  600mg／J以下   15mg／ヱ以‾F （l以下）  

ノルマルヘキサン抽出物含有違  
7）鉱油類含有量  5mg／王以下   3mg／J以下   

イ）動植物油脂類含有量   30mg／ー以下  り以下）  5爪g／J以下 （L以下）   

ヨウ素消費量   220mg／上以下  （Z．6）   

カドミウム含有量．   0．01mg／上以下  眈005以下）   〔用1mg／J以下  軋005以‾「）   

シアン含有量   不検出   （0）  不横山  （0）   

有機リン含有量   不検出   （0）  不検出  rO）   

鉛含有量   0．1mgハ以下  （＝5以下j  o．Img／J以下 （0．05以下）   

クロム（六価）含有量   0．05mgハ以下  （0．02以下）  0．05n帽／J以下 （0，021ユ下）   

ヒ素含有量   0．05mg／J以下  （0．002以下）  0．05mg／山下 （0．002以下）   

紀水銀含有量   不倹周  （0）  不剛i  佃   
7ルキル水銀含有量   不検出   （0）  司、検出  （0）   

PCIう含有量   不検出   （0）  不検出  （0）   

フェノール含有量   0．5mg／J以下  （0．025以下）  0．Ⅰ耶／／以下 （0，025以下）   

鋼含有量   3mg／りユ下  川．02）  ユmg〃以下 （0．01以‾F）   

亜鉛含有量   5mg／J以下  （0，22）  1mg／圧n■ （0．oz以下）   

鉄（溶解性）含有量   10mg／J以下  （0．65）  l‖唱／／以下 （0．03）   

マンガン（溶解性）含有産   1mg／上以下  （0．25）  】mg／！以下 （0．02）   

クロム含有量   1刀唱ノノ以下  一口．n2以下）  0．lmgパ以下 （0．02以下）   

フッ素含有量   8nlg／りユ下  0．8mg／／以‾F （0．5以下）   

窒素  25mg／圧1下 （2．27）   

リン  4mg／J以下 （0．03以下）   

トリタロロエチレン  0．03mg／J以下   0．03mg／／以下 （0，00！以下）   

テトラクロロエチレン   0．01mg／J以下  （0．001以下）   0．01mg／‘以下 （0．001以下）   

（注）鮫捌i‘瀾の（XX以下）は定量限界以下を示す。  

ー1Z4一   



7．成果発表一覧  

7．1研究所出版物  

国立公害研究所特別研究年報 平成元年度，（1990）  

記号   発  表  者   也  ‖   ペーージ   

★＋1  国立公害研究所   国立公留研究所特別研究年報 平成元年庇   108p．  

国立環境研究所特別研究報告 SR－6－■91，（1991）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－ 2  国立環境研究所   土壌及び地下7ト圏における有害化苧物質の挙動に関  
する研究   

国立環境研究所特別研究報告 SR－7－，gl，く1991）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

好一 3  国立環境研究所   望物理過程を伴う列島規模大気汚染に関する研究   61p．   

国立環境研究所研究報告 第128号，（1991）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

l－ 4  KA川UMA帆NAr人目OR】Y◆l．HOR】TAT  DevelD叩entOranInlellige山 Deci5iomS】ppOrt  107p．  
（◆1【onanUniv．）   SJStenrOrEnvir〔川¶enしalHod81ingandPlanning．  

（環境のモデリングと計画のための知的意思決薙支  
援システムの開発）   

国立環境研究所研究報告 第129号，（1991）先端技術における化学環境の解明に関する研究しl）  
昭和62年慶一平成元年度 特別研究報告  

ぎ己号   発  表  者   題  目   ページ   

K－ 5  ヤ；；茎・   研究の意義と概要   
【－ 6  森田昌敏，伊藤描店．安原昭夫  大気粉じん中のポリクロロリベンノーp－ジオヰシン  

及びポリクロロジペンゾフラン   

r－ 7  額田昌敏．伊藤職場．安原昭夫  母乳及びミルク中のタロロジペンソーp－ジオキシン  21－26   

X－ 8  田中 乳 伊藤裕融．相馬光之．  湖沼底質中のクロロジペンゾーp－ジオキシソ．ジペ  27－38  
添田昌敏   ンノフランの分析   

K－ 9  白石文明   屈ヶ浦における湖水中の多頂芳香族化合物濾度とそ  
の年変動   

K一川  安原昭夫   埴化ビニリデン樹脂の熱分解による芳香族塩素化合  
物の生成   

K－11  相馬悠子，相馬光之．伊藤裕康  帖土鉱物表面でのクロDフェノールの反応－ヒドロ  
キシソペンゾフラン化合物の生成－   

K－1Z  白石貰明，大槻果ミl  モノクロロゾベンゾフランの合成   7ト87   
（暮■東京水産大〉  
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言己号   発  表  者   題  目   ページ   

Ⅸ－13  遠山千春．平野靖史郎．鈴木和夫  ラットにおける2－クロロジペソゾフランの代謝   89－‖＝  

1．生体内における動態   

r－‖  平野増史郎．遠山千春，三森文行．  ラットにおける2－タロロジペンゾフランの代謝   103－114  
伊藤裕康．鈴木和夫   Ⅲ．代減産物の同定   

R－15  松本 理，安藤 萌   ヨークロロリペンゾフランの変異原性とその代謝活性  
化   

X－16  高橋悦司．森田昌敏   ウズラ発育卵でのクロロジペンゾフランの尋性評価  127－132   

l十l†  宇野由利子．植弘慧嗣．安原昭夫，  8－ニトロジベンゾフランと3一丁ミノジベンゾフラン  133⊥139  

森田昌敏   の変災牒闇   

ノ  
国立公害研究所資料 F－2卜，90／NIES，（1990）国立公害研究所研究発表会予稿集  

柁号   発  表  者   脇  目   ページ   

r一月  海老瀬潜一   河川の汚濁負荷変化に対する湖沼水質の応答   1－6   

Ⅹ－1g  池辺正孝   海洋メゾコズムを用いたChAttOnel】a赤潮発生機梢の  
解明   

Ⅹ－ZO  畠山成久   河川生感系に及ぼす化学物質の野外調査による影響  
評価に関して   

Ⅹ－Zl  申杉修身   揮発性有機塩素化合物による地下水汚染の機構   19－24   

l十二二  安原昭夫   悪臭の計測一悪臭の原因物質を探る－   Z5－30   

Ⅸ－23  賀田伸明   国立公害研究所における地球温暖化研究   3卜3も   

ll÷†  若松伸司   大気汚染物質の長距離輸送   37－d2   

E－25  笹野泰弘   衛星搭載センサーILASおよぴRISによる大気微毘成分  
の鮎川lト1gg5年冬の打ち上げを目指して－   

l一之6  大由雄次   植物の生理機能の画像診断   イ9－5イ   

X－27  ぎ一．・＝：   紫外線の随物に対する影響   55－60   

t－Z8  清水 浩   交通公寄を摘密に予測する   81郎   

k－Zg  兜 真徳   都市域における高肺癌死亡率傾向をめぐって   67－72   

ガー3D  三浦 卓   環増リスクほどのように評価されるのか   73－78   

‡－81  伊藤和明●】  今、地坪が危い   
（●l文教大，NHK解説委員）  

賢一gZ  秋元 輩   日印年代の瑚牒牒闇   ．81   

t－33  内藤正明   新たな現場牒眉と地域環境研究の方向   8ユー閃   

国立公害研究所資料 F－22－・90／N忙S，（1990）第1回交通公害シンポジウム一迫路交通騒音－  

記号   発  表  者   題  目   ベーージ   

Ⅹ－34  大西博文●l（●l環境庁）   道路交通騒音の現況と対策の動向   

1∵‖  明石董之■1   道路騒音事件の解決一公害紛争処理法の活用とその  
（■l公害等調整委員金）   特徴一   

X－36  五十嵐寿－●l（－1小林理学研）   交通軍書の評価   13－19   

r－ぎ7  藤原浩司■l  交通邸音防止手段としての防音頻   21－27  
（●1九州芸術工科大）  

描 秀樹tl   エネルギ【的考え方に基づく道路騒音の予削計騨方  28－36  
（●l東京大生産技術研）   法   
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記号   発  表  者  願  目  ページ   
X－39  田村正行  邁鞄蔵書の捕密予測の試ろ  37－41   

K－dO  
辻井洋一■1  

掘割道路側璧からの反射音対置  43－53  
（●l大阪府公番監規セ）  

K′4l   賑神補選道路の騒音対頂  5ト6d  
（●l版神高速道路公皿   

r′d2  鹿島教昭●1  騒音対頂としての締の勧果  65－76  
（●l偵浜市公賓研）   

K－43  三沢 彪雷■（●■千薫大）  凄師境地帯による遺書効果  7ト82   

†一‖  難波掴一郎●1（雷l大阪大）  種々の心理的アスペクトからみた堪帯評価  88－96   

k－45  兜 真徳  類書の生理的影響に関する実験研究  g卜LOQ   
K－46  鳥越けい子－】  サウンドスケープの思想をめぐって  ‖＝－‖＝  

（一lサウンドスケープデザイン研究  
機構）   

国立環境研究所資料 F－23－’90／NIES，（1990）第3回環境容最シンポジウムー土地利用・湖  
沼生態系と水質管習＋  

記号  発  表  者   題  目   ページ   
X－47  原沢英夫   湖沼流域管理のための支援システム   1－13   
R－48  中根周歩事1   ランドサットデータの植生・土地利用変化解析への  15－24   

（●l庄、愚大）   応用   
Ⅹ一49 三輪蓄太郎＝   モデル地域の土地利用と環墳保全根絶の評価手法  Z5－！S   

（＝農業環境技術研）  

K－50   手摺燕一捜   生活維排水に含まれる界面活性剤に対する湿地の浄  
化1i巨   

【一51  田淵俊男●■   畑地流出水中め窒素の水田における除去～休耕田活  4ト55   
（◆■茨城大）   用の提案－   

r－52   河合崇欣   忍ヶ浦の水質の兵劇的変動について   5ト65   
K－5‡  春日滴一   霞ヶ浦の生態系構造変化と水質管理   67－78   
l－54 三浦竹治郎引   八郎湖の水質・生物相変化と水質管理、   Tg－8g   

（－】秋田県生活環境部）  

国立環境研究所資料 F－24－’90／NIES，（1990）第1回環境ストレスシンポジウム一都市環隠  
と健康－  

記号   発  表  者   題  目   ページ   
k－55  ‘■  三   主旨説明   8－18   

【一56  長田奉公暮■  騒音の健譲影響の評価   
（◆l共立女子大）  

川一号l   

Ⅸ一5T  山本和郎‖（l】慶応大）   頂状7号掛違路公事と心理社会的ストレス   32－5D   

E－58  給木継美●l   2－3の金属による環境汚染のB王0】ogic∂1   S卜64  
（事l栗東大）   肌用＝oringの可能性   

X－59  斎藤滋◆l  現場汚染指標としでの泌試料についての三石間凰   65－78   
（事一神奈川歯科大）  

X－80  溝口勲●1  大気汚染の塵康影響の評価   77－g3   
（－t北海道大）  

‘一61  海老原勇■■  粉塵黒電と肺疾患   95‾リ4   
（一■労働科学研）  

【一62  香川順●l  道路沿道における大気汚染亨勿誓の個人暴露評価   115－138   
（●l東京女子医科大）  

一127－   



国立環境研究所資料 F－25－，90／NIES，（1990）霞ヶ浦全域調査資料  

吉己号   発  表  者   地  目   ヾ－－／   

X－63  屈ヶ浦全域関彗データ  1－5Z  
相島武彦・花里孝幸・稲葉一徳・  
白石克明・河合崇欣・野尻幸宏・  
岩熊敏夫・高村典子・海老瀬潜一・  
細見正明・大槻見事1）  
〈●l東京水産大）  

X－64   霞ヶ捕沖常におけるユスリカ幼虫の密度と現存蜃の  
変動（198Z～1gg0年）  

Ⅹ－65  春日清一   竃ヶ哺底生魚頓調査データ   81－83   

国立環境研究所資料 F－26－’90／N忙S，（1990）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－66  国立頂境研究所環境情報センター   51Zp．   

国立環境研究所資料 F－27－－9りN佗S，（1991）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   
【一87  国立現場研究所環境情報センター  国立環横研究所逐次刊行物所蔵リスト（19gl年）   11ムp．   

国立環境研究所資料 F－28一別／NIES，（19引）  

雷己号   発  表  者   ページ   

r－68  憤辺 信．佐竹 皮   NIES－Co）1ectiortLISTofSTRAINSThirdEd＝ion  
1gglMicroalgae且ndProtozoa．   

国立環境研究所資料 F－29－・91／Nl∈S，（1991）奥日光地域の環境と生物 奥日光環境観測所  
資料り9郎～ユ990）  

記号   発  表  者   脇  目   べ一ジ   

r－6g  藤沼康実   奥日光地域の気象・大気頂境について   卜11   

鷺－70  河合崇欣．野尻幸宏，藤沼康実．  13－20   
＿上l・   

K－71  多田 碗，上野隆平，岩熊敏夫  奥日光外山沢川の底生動物   2卜＝   

Ⅹ－72  上野憧平．多田 乱 岩熊敏夫  奥日光外山沢川のユスリカ柑   35－40   

好一7ぎ  野際計「花屋孝幸，大歳牧子●t  41－～1   

（●l栃木県公賓研）   

K－74  花里孝車．野原精一．大壷牧子－l  53－57   
（義l栃木県公壱研）   

片－75  岩朋敏夫′ 上野隆平，野原相⊥   韻の湖の底生動物、特にユスリカ個体群について   5クー‘9   

K－7も  

， 植生変化と徴頂項十  
， 

（■■広島大．＝早稲田大．  
●○千染県立中央博物棺．●1佐賀大）  

【一丁7  93－10S  
7，口 
岩月善之肋 
（事1広島大，事℡早稲田大，  
●〇千葉県立中央博物柁，◆4佐短大）  

鉱一78   奥日光現場観測所の概要   107－112   

－128h   



記号   発  表  者   題  目   ページ   
l－79  藤沼康夷   奥日光環境観測所周辺の7k理地質について   113－125   

Ⅹ－80  藤沼康実   奥日光現場観測所の頂填計測結果（1g88～1990）   127－163   

国立現場研究所資料 F－30－，9りNIES，（1991）霞ヶ浦塩湖実験値設研究発表会講演報告集－5－  

雷己号   発  表  者   題  目   ページ   
K－81  福島武彦   7オコ発生紳」沼の底質頂境   1－6   

K－82  矢木修身   電ヶ浦における〈nba即aの先生班囚について   ト8   

K－83  日野修次－－  北海道でのアオコの発生状況と要因  g一日   
（、1北海道公宅防止研）  

丸田沢ため池の水質について  ZS一之8  

Ⅹ－84  

． 

K－85  淡水湖と汽水湖に怠ける湖沼の内部生産について  29－3Z  
南条吉之◆■．寛一郎■】  
（●】鳥取県衛生研）  

Ⅹ－86   児島湖の水質  33－36   
（●l岡山県頂鳩保闇セ）  

X－8T  柏崎守弘，や山莞珂◆■  7オコの傑占培養に対する米ぬか抽出泊の効果   37－43   
（＝東邦大）  

Ⅹ－88  大槻 晃＝   霞ヶ澗におけるラン藻類発生指標としてのフイ⊃シ  4ト46  
（●】東京7k藍大）   アニン濃度   

X－89  
北村1専咄  成過程における底泥と底質水中の物質代謝について  
（＝環境研究セ．●2日本大〉  

X－gO   57－67  

Ⅹ岬91  野尻幸宏   潜存メタン分析計の製作と陸水試料への応用   6g－72   

【－92  相崎守弘，木幡邦男   水中分光積を利用した野外での頚顎現存丑測定に関  
する研究   

Ⅸ－93  霞ヶ浦オナガケンミジンコ（Cyc】opusvichu5）の  75－8D  
山根爽－●l  生活史  
〈◆」茨城大）、  

【－g4   尾瀬戸別こ侵入した帰化植物コカナダモの生態   81－8T  

【－95  柏崎守弘，鞄玉柏一l  水耕栽培による水質浄化に関する研究   8g－98   
（事1韓国環境研究院）  

Ⅹ－g6  柏崎守弘   臨潮来廣施設実験用湖水の7k質測定結果   9g－108   

一129－   



7．2 国立公害研究所研究発表会   

発表年月日 平成2年6月7日，8日  

訂己号   発  表  者   題  目   
k－1  海老瀬潜－（水土壌惑環境部〉   河川の汚面色荷変化に対する湖沼水質の応答   
k－ 2  渡辺正孝（地球環境研究グループ）  海洋メゾコズムを用いたChaltOnella赤潮発生機構の解明   

ll子  畠山成久（地域環境研究グループ）  河川生態系に及ばす化学物質の野外洞査による影響評価に  
関して   

k－ 4  中杉修身（地域環境研究グループ）  揮発性有機塩素化合物による地下7k汚染の機構   

k－ 5  安原昭夫（地域環境研究グループ）  悪臭の計執一悪臭の原因物質を探る－   

k－ 6  賀田伸明（大気圏現場郡）   国立公害研究所における地球温暖化研究   
k－ 7  若松伸司（地域環項研究グループ〉  大気汚染物質の長距離輸送   

欠－ 8  皆野泰弘（地球環境研究グループ）  衛星搭載センサーILASおよぴRISに上る大気徴五成分の観測  
一月∬年冬の打ち上げを目指して－   

k－ g  大政謙次（生物圏環境部）   植物の生理機能の画傑診断   
k－10  近藤矩朗（地域環境研究グループ）  紫外線の植物に対する影響   

k11  滴7K 浩（地域環境研究グループ）  交通公害を相磯に予測する   

k－12  兜 具徳（地域環境研究グル【プ）  都市域における高肺癌死亡率傾向をめぐって   

k－13  三浦 卓（地域環塙研究グループ）  環境リスクはどのように評価されるのか   

k－14  伊藤和明●－  今、地域が危い   
（●1文教大．N11K解説蚕月）  

k－15  秋元 肇（地球環境研究グループ）  19gO年代の地球現場   

ト16  内藤正明（地域環境研究グループ）  新たな環境倫理と地域環境研究の方向   

130一   



記号   発 表 者   題  目   掲 載 誌   巻（号）  ページ   刊年   
地球環境研究グル【プ  

A－ 1   秋元磁   地球温暖化問題の科学的知見   地球塩暖化を防ぐ   28－35  19gO  
温室効果〟スの特質とその役割   （日本放送出版協会．   

230p．）  

A Z  秋元肇   地球汚染  64（9）                    空気調和・衛生工学   5－10  19gO   

A－ 3  秋元野．   地球硯毒見大気汚染問題の現状と今後の展開  自動車技術   44（8）  8－9  1g90   
A 4  秋元撃   対流幽オゾン一大気中における光化学生成－  大気の化学（学会出版  146－164  19gO   

センター．209p．）  

A－ 5  秋元華   フロンメ／ス等によるオゾン層駁壊と艮鞍的順   エネルギー・賀源   】2（り  39－‖  1ggl   
り組み  

A－ 6  奥田敏統．古川昭雄   C。植物のフロラとその日本国内における分  4 0   91－121  19gO   
循   

A－ 7  7．Otuda．l．¶alane■l  ‘   ● l… l● ：●    ■ ■．  Ecol．Res．   5   353－3も8  19gD  
（●lHiroshiMaUniv．）  StageOr pyrOgenic 占uCCeSSion on   

HiyajinaJsland．50uい川eSternJapan  
A－ 8  甲斐沼美紀子  項填管理のための7γジィ・エキスパート・   

‾ム′   
A－ 9  軋拍車皿乱   Inlegrateddeci5io爪SuPpOrtSyStenrOr  ⅠじEETrans．Syst．．   2 0  777－790  1ggO  

Y．Naka爪Ori●l．T．Horita  environmenしa】planning   Man．＆Cybern．   
（KonanUnlV．）  

A一 川   甲斐沼巽康子   王黒埼長柑仁子刈文はシステム   数理科学   29（3）  Z7－31  19gl   
A－11  軋Eachj．T．けirose●l  Optimaltin¢Or Seedlingenergencein a  EcDl，Res．   5   143－152  1g90  

（●】Toho山 Univ．）   dune－pOpulationofOenothera glaziov－   
lana  

A－12  〃．“ach王  Ge川inationtraitsandseedbank  Ecol．Re6．   5   185－1g4  1990   
l． ●．●一l‖■■■■‖．l・●▲  
raglazjovianaHiehelI  

A－13  115  
（■lShefrieldUniv．）  

L．andontbeきbilityortheirro（〕tS  
10absorbnitr〔〉ge几atWarm且ndcool  
lel口PeratureS  

A－14   8jol．Approaches＆  367→385   

i几bie爪nialplants：ade¶Ographic  Evol，Tre爪d5 Pl∂ntS   
approach   （Acad．Press．417p．）  

A－15  ∫刀刀正行  SPHの携帯型サンプラーの現状と新しいサン  19   
プリング・システム   

A－16  功刀正行   「環境情報フォーラム」その開設から運用ま  環境技術   19  
で  

A－17  んerosolもーSci．．lnd‥  848－651  
J．Sbindo■l．n．Ⅸoya柑a●2  Health＆EnviTOn．  
T．Tani●2  （PergamonPress．  
（●lNat．lnst．Agr【）一  1341p．）  

EnvIr【）n．Sci．  

●2ShibaLaSci．  
Techn【）1．Ltd．）  

A－18  54p．  
巧刀正行．中野武●〇   環墳調査データのパソコン通信システム検  防止等調査研究委托史  
（●】広島県環境セ．  討調査   による報告書  
●Z数理計画，  （日本公衆衛生協会）  

事〇兵庫県公害研）  

A－1g   浮遊粒子状物質の測定法における諸問題  大気汚染学会誌   25   
一最近の動向－  

Å一別  2611）  
A．S．Voorhees●2  支援システム（1）  
（暮I環境像康部．  

暮2U．S．EPA〉  

A－21   11ト130   

槻測  引調査研究  
A－ 2Z  笹野泰弘  流跡繰解職   黄砂エアロソルに閲す  131－142  1g89   

る調査研究  
八一Z3  Al雨OS．Ozone  743－74も  

S．舶yashida．   analysis tecl川ique10ded】Ce theoz（】ne  （A．Deepak．Publ．．  
N．5uginoto．】．Hatsui●l  ● ●   ‘    t●        一′．    ■  ●      ■  82Zp．）  
（事IAtmos EnvironDiY）  to aeroso】erfects  

A－24   オゾン層を測る   ファルマシ7   26（4）   

－フロンによるオゾン層の破壊の現状¶  
A－ 25  帯封泰弘  大気皆のリモートセンシソグ技術の新展開  応用物理   59り）  438－‖1  1g90   

－131－   



雷己号   発 表 者   榎  目   摘 載 誌  ，巷（号）  ページ   刊年  
A－ 26  笹野泰弘   第2章オゾン層の破壊  地球規模の環境問領l   1g90  

第1ましめに  
A一 之7  笹野泰弘  

（中央法規出版．3gOp．）  
第2竜オゾン層の破壊  地球坂槙の環境問題l  g2－93  1890   
第5句ラム後の方向  （中兵法韻出鼠39Dp．）  

6 8   
（▼l胸t．Def．Acad．）   Sinultaneou61i血「．ユerOSO卜counter．   

aれd6リnphotonetermeasurenenしS  
A－ 29  H．Ta帥Chi●1．s．okano◆■，   Comparjsonorozoneprorile‡rrOn   Geophys．Res．Le＝．   17  2349－Z35Z  1g90  

H．Futunishi■1．Y．Sasano  gr【）u几d－basedlaserheterodynespec－   
（●1To加h抽jγ．）   ■  ■     J ●     ■  ■  一’   ▲．    一  一   

A－ 30  ホンモンジゴケと銅  日本弟苔碩学全会朝  5（4）  パト＝  19gO  
（）、モ、J一ゴケの分布   

A－31  36  
Y．Ba几do＝   Cell■allsor theaq］aticbryophytes．  
（●1甑‖．1nst．Res．   JungermanniavulcanieolaSteph．且md  
f几Org．Mater．）   Seapani∂Uhdul且ta（L．）Du帽．  

A－3Z   強酸性拗の話   水  （8）   18－22   
臣・‖  A copl）er－rich proto几enalcolony or the  J．BTyOl．  16  

H．Nish‖柑Ya●l．  mossScopel（】ph王1acataractae  
K．Sh‡b且ta  

（●lErlViron．Chen．Div．）  

A－34   199   
（EnvlrOn．Che口．DlV．）  

A－ 35   佐竹研一   酸性雨の現状と陸水生儲系への影響   オウ ミア   （35）   3－l  1991   
A－36  15（6）  

E．Chan◆1  ．1 ● ▲    l‘       ● ●    ■  

♪，g′賞jlJj刀ger－l  

（●▲univ．SouthFIDrida）  
A－37   19   
笹野泰弘  学的効率と送受信光学系の設計   
鰭  

A－ 38   30（4）  365－367  1ggl  
D．g．K＝iinger■一   t】rbulenceusfngthe terescop8ina且e   
（●】unlV．SouthFlorida）  Or adistantlighlsource   A－ 39       レーザー研究   19（2）  15－21  1991  
p．t．い＝iIlger●l   する最近の研究   
（雨フロノダ大〉  

A－40  119（1〉  
（●【Environ．Biol．Div．）  1ake8；insiturearnin耳eXPeriments  

YiththelarYaeOrTokunagayusurika  
akamusi（Chirononidae）  

A－Al  日照権を尊重しあう葉   数理科学  28（6〉   
A－42  ■．・   ● ●■      ■ ．1       ■   一・  Appl－Ent．Zool．  25  

S．Bunroongsook■1   rearedmales a几dmateprererencein  
（■■NagoyaUniv．）   Wild f印ale6；ヒheir erf（lCtS On eradi－  

Caし10几OfTnelonflleS  
A－43  71  1g9D  

N．S】gi打OtO．   temperaturepro†iles】SingaMultiple  Geophys．U几i（】n  
S．HayashidaI．Hatsui●1  
d，〟j〃a己0■l   

（事lÅtnos．Environ．Div．）  

か‖  昂2寺 オゾン層の破壊  地球規模の現場問題1  85－80  
第3節 オゾン層破壊の現状   （中央法規出版．398p．）  

A－45  288－294  
林田佐智子．杉本伸夫．  国際協同研究計画  
松井一郎一l，湊淳攣Ⅰ   第1回シンポジウム報  
（●1大気圏環境部）  告  

A－46   オゾン層破壊  小学校教育   67－71   
A47  Nat】re  34モ  

J．H】rabaya写bi●2  

H．Sato一っ．Y．S且nD事一．  

H．Shinohara事〇  

T．Njjne●E  

G．Tanyileke■じ  

（事10kayaI柑U爪iv．，  

■ZTokyolnst－Te仁hnol．  
■〇ガiroざわj何8Uれjγ．．  

●一univ．Tokyo．  

＝univ．Y且Ounda．  

●8】n5LGeo‡．＆Min．  

Res．）  
99   

J．押iTabay∂Shiり  Cameroo【：COnSlraint on next gas b】rSl  l」ett．   
Y．Hojiri．  
H．Shinohara■コ  

T．Niine●4  

一13Z－   
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G．Ta叩‖eke●占  

（‖univ，Tokyo．  

◆20layaれaU両∨．．  

，コTokyロ】【St．  

Teehnol‥  
蠣一univ．Yaou【de．  

事6【RGM）  

A－19  8－12  
潤部徹郎●2．D．GriⅥ且ud暮〇  

（雷l東京大．  
●2地質調査所．  
一〇パ■j第七大学）  

A－50  活性酸素種の大気化学   化学総説   11＄－130   

A－51  ● ■ ●●  ●． ●  ●   ■ ll一       ■ ●．  Prt）e．Int．C（】れー．Glob．  388－390  
K．Iz】ni●l  ground且tnOSphere  Regio．Environ．AtMOS，  
T．Flユーuya巾a■1  Ch巳n．  

N．甘ashida■1  

（●1Atnos．Environ．Div．）  
A－52   63  

cIDbexeneandmetbYlenecyc10h81aneiれ  
air  

小・悶  畠山史郎  大気肇   地球温暖化による社会  151166  1990   
影響  
（技報重出版．33抽）  

A－ 54  畠山史郎   第3草 地球温暖化  地球規模の現場問題＝  112－127  1g90  
第3節 温暖化に関与する大気徴塁成分の  （中央法規出版．3gOp．）   
発生源  

A－5ち  ■．■ ●ll●■一′l   J．G（・Dphys．Res．  96  
K．lzu柑i●1   β－Pinenein air：eStinaleof g】obal  
T．Fukuyaha◆－   CO production fro¶ theatmospheric  
H．AkinoLo．N．Ⅳashida◆■  OXidationor terpen8S  
（At¶OS．Env汀On．DIV．）  

A－56   第2寧 オゾン層の破壊  地球規模の環境問題1  り一朗   
第2節 オゾン層破壊の機絹   （中央法 出版 8gOp〉   

A－ 5T  林田佐智子   成層圏エアロゾル散布による地球温暖化相投  地球温暖化間領ハンド  509－513  19gO  
作用   ブック（アイビ【シー．   

647p．）  

A－58  Bi（】geOphysi⊂alrenote6enSing  EOSTrans．Aln．  71  
Y．【ikuchi■1   AGr（）Und truthdata bas（〉and grapbics  Geophy5．Union  
（■luniv．Tsukuba）   写ySlem ror theNorthYeSlernPacific  

Oce且n  

A－59  2  158p．  
薫育子暮2  （ナート）  
（●－フリーライター．  

再漫画家）  

A－60  海洋碑境の計剃  海洋遠隔探査技絆iの関  65－75  
宮掩思乱大坪臨j【風●－、  発研究（科学技硝庁研  
安岡茎文一2  究開発局）  

（●t7k土壌圏環境郡．  
■2社会環境システム部）  

久一い   筈7章海洋   他喋規憤の環境間組Ⅰ  313－3Zl   
第1節 地球焼校喝境問題における海洋の  （中央法規出版．390p．）   
役割1．海洋の光・熟エネルギー吸収  

A－ 62  原島省  第7草庵洋   地球現場の職場間題l  32Z－335  1g90  
第l衝 地球規模現職問題における海洋の  （中央法規出版，39qp．）   
役割2．海洋大祐項  

A－ 63  坂東博  第3草地球温暖化   地球規模の環境問題Ⅰ  128－148  1990   
4   ．390p．  

A－ も4  坂東縛  地球温暖化と環境監視   生満と環境   a5（lZ）  
A－ 65  増田啓子  森林   地球温暖化による社会  66－81  1g90   

影響  
（技報賞出版，33Zp．）  

A一的  ■．l．  ●‘．  ●  ●     一    ●■■ ll◆  一   OzonintbeÅtⅥOS．  43ユー43も  

X．Shi町a－2  OZOneinrurき1JApan  
T．Mizoguchi．T．Oga■a－3  
（＝YokohanaRes．【nst．  
E几Viron．Sci．  

事2Jpn．WeatherAssoe，  
暮〇univ．Tokyo）  

68（3）  

S．Hayakari●ウ  ■●■ ．   一      ●   二      ●   ■  

T，Mizoguchi  Japan  
（●川okkaldoUniv．．  
■℡controICent．AoMOri  
Prefect．）  

A－68   平成弄匂三好王ヨ婚 庁春夏壬  150ロ．   

－133一   
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他ワーキンググループ9 一国短大気制定繭ゐ現状評価  業務結果報告書（大気  

名  汚染研究協会）   

A一 椚  酸性雨   からだの科学i短時増刊  116－119  19gO  
「環境保健入門」   
（日本評論杜．Z24p、）  

A－ 70  溝口次夫  酸性雨  小学校教育  4（2）  88－74  1g91   
A▼ 71  溝口次夫  地球環境保全と酸性雨   用水と廃7k  33（1）  13－19  1日1   
Å一 丁2  購口次夫  環境モニタリング技術の課題を探る   仙）L  （即   J†－†さ  上99j   

A－†3  大気汚染学会誌 24（5．6）  
関口恭一雷0．村野心太郎  
（一l兵踵県立公害研  

－2東京都環境科学研．  
一つ群馬県立衛生公害研）  

∧－74   酸性戸再のメカニズムと発生状況   遺伝  44（S）   

A75  大気汚染物質降下且の評価   文部省重点領域「人間   14－Z早  
村野礎太郎   環境系」研究報告張  
（－■桜美林大〉  酸性雨が陸域生態系に  

およぽす且；響の堺前評  
価とそれに基づく対策  
の検討  

A－76  酸性霧の観測  文部省遥点領域「人間  33一川  
犬養多敏一●■   環境系」研究報告菜  
（■j桜美林大）  酸性雨が隆域生態系に  

およぽす影響の事前評  
価とそれに基づく対韓  
の検討  

正一T7   地球温暖化に寄与するメタンの測定  139－143   
ル  

A－ 78  村野健太郎  ルミノール化学発光法による大気中のガス状   日中共同大気汚染研究   181－187  1990  
過酸化水素の漁1J定   の手法に関する総合的   

研究  
A一 丁g  森田恒事  項墳情報システムの新しい潮流  環境情報システムの将   g－16  1g8g  

インテリジェント化、   来（環境調査センター．   
100p．）  

A－ 80  森出恒辛  抱方公共団体における住民向け環境情報サ｛   環境情報システムの将   55－76  1g89  
ビスの現状と環境情報センター構想   来（環境調査センター．   

100p，）  

A－ 81  森田恒幸  Zl世紀に向けた環境問題の展望  環境情報科学  1g（1）  g－9  i99¢   
A－ 82  森田恒幸  地球温暖化問題にみる環境リスクの故詫分析  システム／制御／情報l≡（10）   ll阜  1g90   
A－ 83  森田恒率  オーストラリ7の森林管理政策と環境間眉  オーストラリア研究  1   1－27  19gO   

八一 る4  森田恒幸  温暖化防止対策   地球温暖化を防ぐ  130－1A3  19gO   
（日本放送出版協会．  

Z30p．）  

A－ 85  森田恒幸  途上国との協力に向けて  地球温暖化を防ぐ  210－21Z  1990   
（日本放送出版協会，  

230p．）  

A－86  環境7セスメントの効果と展開方向  「人間環境系」研究報  380－383  
告集GO3g一軒べ柑  

Ⅳ3小領域「都市匿＝こ  

おける環境計画の体系  
化」総括報告書  
都市圏環境計画の批念  
と手法  

A－87   地球温暖化と経済的手段  エネルギー経済 16（7）   2ユー36   
A－ 88  森田恒幸  方法論   地球温暖化による社会  5（卜63  1g90   

員；響  

（技報堂出版，33Zp．）  

A－ 8g  森田恒幸  今後の研究課題  地球温硬化による社会  2g2－303  1ggO   
影響  
旧報呈出服．332p．）  

A－ 90  松原望♯l．森田恒華  南北開・世代間の利蕃調度問題  地球環境と経済   75－84  19gO   

（＝東京大）  ■出版  
A－ gl   森田恒幸  地球環境保全に向けた経済学の展開方向   15ト166  1990   

（中央法規出版341）  
A－ g2  森田恒幸  経済学分野における地球環境問題の研究動向  193－20S  19gl   

（養賢望205p）  
A－93  39  

中杉修身◆2  マトグラフ／質量分析法による土壌中の挿  
（一一筑波九  発性有様塩素化合物の定量  
■つ地域環境研究グ）  

A－94   24A   
H．Xurita事l．Y．Yokouehi． dicaTboxylicacid写 underlong－ra¶ge  
Ⅵ．Ueda●2  transpor【ineenしralJapan  
（暮INaganoRes，【nst．  

打せ8】tわ ＆ Po】】u【．  

●2【yushuUniv．1   

一134－   
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A－95  

中杉修身■つ．河村武●つ  

（義l滋賀県立衛生局境セ．  

暮2地域環境研究グ．  

■コ筑波大）  

A－96   海洋汚染と地球規模環境   土木学会誌   35－38   
A－g7  Z‖－Z48  
H．runugi   ChattonelIaantiquadurlngdiel   Phytop18nkton  
（●lReg．E爪Viron．piY．）  Vertica】Rigrationima stratlfi（・d  

nlerOCOSⅥ  
A－98   弟7辛海洋   地球規頓の環境問題l  386－340   

第1節 地坪規僕環境問題における海洋の  （中央法規出版．390p．）   
役割3．海洋における物質循環とその変動  

Å－9g  弟7寧海洋   地球競偵の環境問題l  31卜351  

弟1節地球規挟環境問題における海洋の  
役割4．海洋生態系の遷移と地球規幌環境  

地域環境研究グループ  
B－1   湖沼・内湾のアオコ・赤潮   からだの科学臨時増刊  10－44   

「環境保健入門」   
（日本評論杜．z21p．）  

B－ 2  柏崎守弘   霞ヶ関を取り巻く環境変化  「近代化による環境変  Z71－27d  1g91   
化」平成2年庶総合  
報告書（‖  

B－ ‡  安藤満   フロンによる成層圏オゾン破壊の根康リスク    日本衛生学雑誌  45   評価  
B－ 4  安藤満．田村意治事l．  交通要所近傍における浮遊拉子状物質およぴ  日本衛生学姓誌   45  

松本理義1   多頂芳香族化合物の家屋内外濃度  
（蠣1環境健康部）  

B－ 5   安藤満  よくわかる点薬汚染  14Dp．  1990   
（ロ同出版）  

B－ 6  安藤構  地球温暖化による社会  167二180  1990   
r●  
（技報掌出版．333p．）  

B－ 7  H．A【do  S【川和aryOrlikelyimpactsofcli¶ate                                      Potentiallmpacts  5・40－S・45  1g90  

Cb且几geOnhunan healtll   Clin，Change   
（】PCC．337p．）  

B－ 8  安藤礪   地球環項と心康  公衆衛生情報  20（6）   
一IPCC．U陀P．1川0の取り組み一  

B－ 9  ・jて■  農薬のグローバル汚染と健康リスク   環境と測定技術   17（g〉  
B－10  安藤満   温暖化に伴う偲成員Z響   からだの科学臨時増刊  12‾106  1ggO   

「環境保健入門」  
（日本評論社．z24p．）  

8－11  安藤満   a9   55－63  19gO   
の健康への影響  

B－12  安藤満  地球塩硬化に伴う健康リスク   日本農村医学会雑誌  3 9  907－913  19gO   
且－13  安躇満   気候変化による健康への影響予測〔1）  エネルギーと環境   （1139）   19gユ   

一汁HO専門委貝会報ロー  
B－14  安藤満  気候変化による健康への影響予則〔2）  エネルギーと環境   （1140）   6－7  1991   

一汁HO専門委貝全判堰←  
B－15  ・タ1■  気候変化による健康への影響予測〔3）  エネルギーと環境   （1141）   19gl   

一WHO噂門委且会報ロー  
B－16  安藤満  気候変化による健康への影響予測〔4〕  （1143）  皿  1991   

WHO専門委員会潮惜十   
B－17  Japa爪（Nationalparksandnaturere－  lnt．Ha几db〔〉Ok Nat．  Zlト234  

SerYeSOfJapan）  P8rks＆Nat．Re＄8rYe6  
Jpn．  
（GreenYOOdpress．  
5agp．）  

B－18   地下水汚染とモビルコロイド  化学と工業   44  
B－19  

杉浦則夫■つ．碩藤隆一一っ  

（■l日本環境クリエイト  
事2茨城県．雷〇技術部）  

B－20  
R．Sudo◆■．M．‡8ga■Z   hicroく）rganis円S USingpredacio】S  

（暮】water＆So‖  tiliated prolozoa 
Environ．Div．．  
●2Tega雨aSewage  
Treat．Facil）  

B－21   ーaterSci．＆Tech【01．   
T．0】Chiya和a■1   prDducingphor¶idiuhlenueby bacteria  
N．SuEiura●つ．R．Sudo●コ  

（＝NipponRankyo  
Create．  
▼2飢r．1baraki   

－135－   
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Prefect．．  
一つ－ater＆Soil  
Environ．Div．）  

もZ2  用水と廃7k  32  
須藤隆一●2  

（義1千斐県立中央博物棺．  

－2東北大）  
B－23  32  

韻藤隆一－2  の削減  
（●■千葉県立中央博物館．  

●？東北大〉  
B－Z4  13  

披谷邦光暮2．洩辺信●〇．  須藤隆一嘉一  
（■1東邦大．  

●2化学環境部．  

事〇生物圏環境部．  

＝水土壌圏環境部）  
B25  13  

杉浦則夫暮2．須藤隆一事〇．  

青山莞溺■4  

（●l日本環境クリエイト．  

事2茨城県南生研．  

一つ水土壌幽環境部．  

＝東邦大）  
B－2る  170（る）   

（●1土   と   
B－27  浄化槽  176（12）  

績藤隆一暮2  

（●l千葉県立中央博物貞乱  

●2兼北大）  
B－2る  34  

N．H∂yaShi◆－   sm∂1l円etaZOaphilodinaerythophlhalm且  Biotechnol．  

打．Ohtake■2，R．Sudo●〇  a爪dAeolosonahempricbiisolated rrom  
（◆lNat．HisしM】S．＆  aYaSteYaterlreatllentPrOCeSS  
lnst．．  

雷2什iroshinaUniY．  
●つWater＆Soil  
Environ．Div．）  

8－29  環境技術  19  
城陽隆一事つ  
（▼l千葉県立中央博物館．  

事℡東北大〉  
B一っ0  金属  60（1D）   

B－ 31  桁森悠平．須藤隆一雷】  マイクロコズムシステムによる外来微生物の  海洋   23（1）  18－26  1991   
（東北大）  影響評価  

B－32  33（1）  

須藤磁一●2  処理施設からの発生抑制対策  
（●‡7K土壌幽環境部．  

●2東北大）  
8－33  39（3）  

韻藤隆一事2  動向  
（‖千幸県立中央博物館．  

－2東北大）  

B－34  水質汚臆研究  13   
向  

B－ 35  稲森悠平．祖藤隆一◆l   小規校合併処理浄化槽における流量調整の孟   11（1）    19gl   
（東北大）  ▼い   

B－ 36   稲森悠平   嫌気・好気処理方式浄化槽   空気調和・衛生工学  65（1）  31－3S  1991   
B－ 37  A．Ⅰ¶ai．E，F，Gloyna■l      ●  ● ．1 ●．l． l   ．‘ ●  Water Res，   2 4  1143－1150  1990  

（■Iu爪iv．Texas）   chronluⅥ On thebebavioror 亡hrolliuⅥ   
J■  ′一 ′二■ ■’  

β－ 38  今井章雄  第15回国際水質汚淘研究会諸参加者の声  水質汚濁研究   13（11）  102－103  1990   
β一 39  A．】nai．E．F．Gloynムー】  DynamicbehaviororCr（Ⅲ）inactivated  汀ater Sci．Techn（〕1．   2 3  1047一川58  1g91   

（伽1V．Texas）  Sludge  
B－ 40   原田誠一●l．宮内勝◆2．   八丈島の地域精神衛生   社会相神医学   11  28卜282  1988  

安西信雄雷つ．  ー保健所受診行動の解析一   
金生由紀子一2．  
熊谷直樹●2．佐々木司事2．  

影山隆之．森俊夫●2．  

藤井賢一郎◆2．  

元永拓郎●2． 佐々木雄司●2  

（●1東京都中郡総合柏神  
衛生セ．  

●2東京大〉  

一136－   
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B－＝  社会楕1年医′宇   l】   28Z  l勺8も  

藤井賢一郎●■  一指神衛生センターの巡回相談を中心に－  
元永柘郎■1． 佐々木建司●l 

． 原田誠一●2，宮内勝●■． 安西信桂一2 
．熊谷直應ド．  

佐々木司一2，  

（●l東京都中郡総合精神  
衛生セ．  

－2東京大）  

B－4Z  社会相押医学  11  28Z  

藤井賢一郎＝   一八丈島の綿神陪審者（柑神分裂病圏）の  
元永拓郎●1．  長期経過と経年変化－  
佐々木拉司＝  
原田誠一●℡．宮内勝■l． 安西信雄●2 

．熊谷直樹一2．  
佐々木司事2 
． （事l文京都中郡総合柑神  
衛生セ．  

●2東京大）  

8－13  社会精神医学  12  1989  
安西信雌●■．原田誠一事2．  

佐々木司●2．森俊夫●l． 元永拓郎■l 
．伊藤弘人●1． 佐々木雄司義〇 

．影山隆之  

（●】東京大．  

●2東京都中部総合精神  
衛生セ．  

●⊃神経研）  
B一山   社会相神医学  13  

婚女性の飲酒行動  
B－ ‖  影山隆之  心の働さとはなにか（脳の機能と精神）        改訂・高校保健体育  86－69  19gO   

（東京書鰭．155p．）  

B－46  改訂・高校保健体育  78－79  
（心身の相関）   （属京寺格，155p．）  

8－47   欲求不満や葛藤は少ない方がよいのか   話題顔保健体育   19gO  
8－ 48  影山隆之   「よい適応織制」を身につける方法はあるの  話題源保健体育  19gO   

か  
8－ 49  影山隆之  魔女狩りから精神衛生活動へ   話題源保健体育  19gO   
8－ 5Q  影山隆之   モーレツ人間とテクノ人間   話屈源保健体育  19gO   
b← 51  影山隆之   人間の特権？虚後の手段？   話題源保健体育  1g90   

B－ 52  最三山隆之   凝康影響の評価と住民反応   からだの科学臨時増刊  61－65  1g90  
堪音・振動・低周波との関係で   「王環境保健入門」   

（日本評指杜．Z21p．）  

B－ 53  影山隆之．兜真徳   自治体別騒音苦情件数は「王早場ストレス」・の  1鍋0   

相接となりうるか（その2）  
病院数覇者護格者の梢神衛生  産業医学  さ3  31－44  19gl   

く●1東京大）  

B－ 55  む山隆之   近隣騒音   地球環境大事典  24＄－249  19gl   

学 的）  
B－ 56  F．Xasai．T．lchimura●－  TeMPeratUreOPtinaof three亡10Sely re‾   29（4）  

（事1unjy．Toよro）   ． ■   ．  ：：           一   ■  ■  

ehrenbergii（Chlophyta）6PeCi8SCOnP】ex  
B－ 57  S．Ka＄Uga  EcologlcaInicbeoroposs】ⅥShrlmp  Jpn．」．いmol．   51（1）  41－4Z  1g90   

■●l■■l．′  
旺紺症脚m  

B－ 58  春日清一  芯ヶ涌のさかなたち（l）   霞ケ浦ネットワーク  2（2）   1g90   
B－ 59  春日涌」   懲ヶ満のさかなたち（2）ワカサギ   霞ヶ浦ネットワーク  2（3）   1g90   
B－ 60  春日潤一   霞ヶ浦のさかなたち（Ⅲ〉 イサザアミー①  芯ヶ浦ネ・yトワーク  2（4）   1ggO   
B－ 61  春日清一   電ヶ満のさかなたち（Ⅳ）イサザ7ミー②  霞ヶ浦ネットワーク  2（5）   ト5  19gO   
B－ 6Z  啓日清一   霞ヶ浦のさかなたち（Ⅴ）エビ   ℡ヶ浦ネ・ソトワーク  2（6）   6－7  19gO   
B一 閃  専日清一   霞ヶ浦のきかなたち（Ⅵ）フナ   屈ヶ浦ネ・yトワーク  2（T〉   1 LPOO 
6－ ‖  春日清一   食物連鎖から見た生態系制蘭   7k産海洋研究   54  382－888  19g8   
B一 も～  兜具徳．他Il名   がん死亡率の地域較箆に対する生態学的アブ  癌の臨床   36  

ローチ  
B－ 66  知見徳  人現生態学的方法   からだの科学臨時増刊  157－164  1g90   

「領域保健入門」  
（日本評指杜．z24p．）  

B－ 67  兜具徳   ストレスと発癌  ストレスと人間科学  和一94  j998   
一副腎皮質ホルモンの血清レベルと乳癌リ  
スター  

tli卓  兜真徳．津金昌一郎●l．   まトレス関連性格と血浦上関目rsレベル  医学のあゆみ   156  も95「も粥  ＝川1  
洩辺昌蠣1   一日本人女性の場合－   
（＝国立がんセ）  

B－ 6g   兜文禄   騒音・振動と健康   人間・環境系の科学  143－168  1991   
（メデカルフレンド杜1  

－137－   



き己号   発 崇 者  髄  目   掲 載 誌   巻（号）  ページ   刊年   
6－ 70  ′ト林隆弘  生物のつくる環境と凝店   からだの科学臨時増刊  

「環境保健入門」  
（日本評論社、ZZlp、）  

8－71  大気汚染物質の単独および混合星霜が気道反   地域大気汚染髄康故事  
応性におよぽす影響   の予防システム研究  

（大気汚染研究協会．  
166p．）  

B、7Z  Erfectorsubacuteexposuretonitrogen   HediatorsAirⅥay  
Y．Shinozaki事I  dioxideon theair¶ayreSPOnSiveness  Hyperreactivity  
（●1univ．Tsuk】ba）  ofguiMaPi眉   （Birkhauser Verlag．  

Z95p、）  
B一丁3   フリーラジカルによる地球規模の環境破壊と   フリ【ラリカルの臨床  5  

細胞傷害そのメカニズムの共通性－   
（オゾン層破壊．地球の温哩化．酸性雨」   

B－ T4  薬物中毒とフリーラジカル   最新医学   
B－75  

佐野友春●1．村上正孝●2． 験的研究  
藤井敬二●コ  

（－■化学環境部．  

◆2環境健康郡．  

■コ筑波大）  

β－76   動物実験の意義   からだの科学臨時増刊  
「環境保健入門」   
柑本評論社．ユ21p．）  

B－ 77  佐治光  稽物への新たな遺伝子＃人法  化学と工業  
B一 丁8  滴水浩  地球温噴化対策技術とその評価   技術と経済   
B－79  温暖化対董技術とその評価の考え方  地球環境馬方衛にむけて  

私達は何をすべきか  
一行政・企梨・市民の  
役割－（（杜）環境創造  

研究センター．186p．）  

Bへ8D   地球温暖化対置の展畢  化学と工柴  43（11）   
B－81  40  25－31  

永井寛治暮1．野中和代■l． プチルスズ及びトリフユニルスズ化合物の  
橋本浩一暮1．中村智暮Ⅰ．  定塁  
中本雅雄轟1．安念清刃．  

坂森東治●2．白石寛明．  

森田昌敏  
（■1大阪府公害監視セ．  

－2盲山県公宙セ）  
B－る2   川 と R川AN   キ十タリシススクール  77－86   

ァキスト  
良一88  竹下酸二  者湖の発生減構  化学工学  5‘l  

針鋸  地球環境時代の課題  地球環境防待＝こむけて  卜20  

私達は何をすべきか  
一行政・企築・市民の  
役割一（（杜）環境創造  
研究センター．186p．〉  

B－さ5   地球温暖化の時代  388p．   
（●1立正大）   （ダイヤモンド社）   

b－ 86  内藤正明  地球環境時代の課題   茨城公論  （20）  Z－19  1990   
B－ き7  内藤正明  これからの水領墳間晦   用水と廃水   33（1）  
B－ 88  中杉修身  廃棄物処理   からだの科学億時増刊  4S－49  1990   

「環境保健入門」  
（日本評論社．224p．）  

B－ 89  中杉修身  第6寧 有害化学物質  地球規慄の環境間錮1  270－810  1990   
仲央法規地腹390p．）  

Bへ 90  中形修身  ごみ処理有料化の実態とその効果  都市涌掘  43   
B－ 91  中杉修身  地下水汚染の現状と対策   産業公賓   26（10）  5－12  ＝＝川   
B－ 92  中杉修身  わが国における揮発性有機塩素化合物による  滋賀県立琶湖研究所所  914  1990  

地下水汚染の現状   報   
針・那  中形修身  瑠横間噸と廃棄物の資源化   統計   d】（12）  

B－ 94  中杉修身  化学物質リスク管理のためのモデル開発に院  文部省鎚点領域研究  42－52  1g9（）  

する研究   「人間環境系」Ⅳ1巨03   

B－ 95  中杉佳身  微丑青書物質の環境中への排出と汚染リスク  富永姐 安全工学  29   
評価  

B－ g6        中杉佳身  有脅威薫物問題の展望   廃乗物学会誌   2（1）  21－28  1991   
B－ g7  Y．岨kam］ra．  Eneystenentofchattonellaantiqリain  J．0⊂eanpgr．SDC．Jpn．  46（2）  ちIllラ  1990  

T．Umetnori■1  】aboratDry亡】1t】reS  
H．－atanasbe．  
D．M．Xulis●℡  

D．M．Anderson●2  

（●lMhonUniv‥  
事℡－0（】ds Hole  

OceanoEr．1nsし）   

－138一   
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B－ 98 Y．NakalbUra   Chenicalenviro…entrOrredtidesdueJ  

tochattonellaantiqua   
l． ■●・● ●l・●●…・  

8－99 新田裕要．高木腐文＝     統計解析の基本的考え方   J、児内科   2 2  Z15－218  19gO  

（●1統計数理研）  
B－10D新田裕史   パーソナルサンプラ一による暗箱の測定と影  環境技術   19  

皆の評価  
B－101n．Nitta，S，Nakai■1   Indoornitrogendiolidepoll】tionasso▲  【ndoorAir（lual．  364－370  19gO   

X．Haeda暮】   亡iated ≠ith gas stoves and unvented   
（一■univ．Tokyo）   heatersinJapan  

8－10Z 新田裕史   宝内汚染   からだの科学臨時増刊  1620  1990  
「環境保個人門」   
（日本評諭祉．z24p．）  

B－103 孫富乃択一l．新田裕史．  絶国における一酸化炭素の個人曝露凛圧と室   大気汚染学会誌  25  
前田和博●l．金憫信◆2  

柳澤幸雄●〇  
（●l東京大．  
12日anyangUniv．．  
りIlarvardSch．Public．  
lIealth）  

B－1045．natakeyama．   Ef†ectsoraerialsprayingorinsect卜  Ecotoxicol．＆   19  
ll．ShjraI5hi．   くid（、SOn nOntarget ＝Cr【】b（川川OS jn a  Envlron．Sar．   
N．Xobayashi■l   nountain strean   
（●lAsahiTech．1nst．）  

B－105畠山成久   農薬空中散布の水生昆虫に及ぼす影響   71く  
33（1〉   

B－186 花里孝幸   湖の動物プランクトン（6）   霞ヶ浦ネットワーク  2（1）   S 1990 
ブ▼、’の調べ方  

B－10一 丁．H∂naZatO．M．Yasuno●】   194  183－197  19gO   
（暮】Environ．Biol．Div．）  

planktoncom肌nitiesinpond6  
B－10ちT．nanazaしD   Acompariso几be＝eemPredationerfect写  19 8  33一拍  19gO   

l●l●．●■一‘●‘l   
且ndChaob〔〉r】S  

B－10g T．uanazato  Ⅰ爪ductionof血elnetdevelo叩entbya  12  1287－1294  1g90   
Chaoboru琴factoTi11Daphniaambigua   
d］ringjuvenilestages  

B－110 T．nanazato．M．Yasuno暮l   Inrl】e几CeOfpe【Si5tenCeperiodofan  E11Viron．PolluL  67  
（●■£nyjrD刀8jo】．Djv．）  j爪SeCLicideonrec（）VerypatternSO一之  

zoop】anktonco¶MUnityine叩erinental   
ponds  

B－111 T．Ⅵanazato．  」ydrobiologl且  ZOO／201  
T．Iwakuna●l   systeninashalloYeUtrOphiclake：   
H．nayashi●Z   seleetive reedingof fishand preda－   
（事IEnviron．Biol．Div．．  ‖oneffectso几ttleZO（】pla几Itoncomn】‾   
●2shinshuUni〉．〉   nities   

B－112 平田健正   土壌中の揮発性有機塩素化合物の挙動   7Iく質汚濁研究  12（11）   

B－113 平田健正   トリクロ 48－54  1989   
、 

B－114 平田健正．村岡浩爾‖   河川汚濁のモテル解析  40－49  1989  
（大阪大）  （技報望J  

B－115T．Hakanata●t，T．Hirata．  Evaluationoflanduseandriverquality  Tran5．‖th【nt．  86－91  
r．Hutraoka●2  ofalnOU11taiIlOuSeCOSy革ten  Congr．SoilSci．  
（＝Nat．1n占t．Agro－   

Environ．Sci．  
●つosakaVnlv．）  

B－116X．Huraoka＝．T．Hirata   BasicstudyonTCEsbehaYior王nsub－   ーat．Sci．Tech．   79－86   
（暮10sakaUniv．〉   surfaceenYironnent   

J．Hydros⊂i．＆   8（1）  79－88  19，0   
（暮105akaUmiv．）   organicco汀pOundsandbeChanismor  ¶ydra］1．En8．  

groun山aしe「COntaMi11ation  
6－118 平田億正  英国の地下水事情   地下水学会誌   33（り  卜6  1991   
B－119 唐常群◆】．平田健正．  シリコンオイルを用いた自記テンシオメータ  地下水学会儲  33（1）  

村岡浩団㍗  の開発と森林土壌への応用  
（事▲中山大学地学院．  

－2大阪大）  
水工学論文集  a5   

（●l大阪大）   7K の季節変化について   
B－121福島武彦．原沢英夫◆l．  環境システム研究  18  

天野耕二事1．  

海老湘潤一■2  
（●l社会環境システム部．  

＝水土壌圏環境部）  
用水と排水  32   

須藤隆一■l砂原広志事2  鼠；暫   ●l 

（東北大．■事2広島大）  

8－123松太重雄  全国公共用7k域7k 弧  m   35ZD．  1g80   

－139－   
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宇都宮隕二朗事l  走点地図1990年版－  
（事■水土壌圏環境部）  （富士総合研究所）  

B－124  13－55  
安藤臥所森組子義2  環礁庶の調査例  業務結果報告書大気汚  
（●】環境性康部．  染に係る環境保健サー  
●2農業環境技術研）  ペイランスシステムの  

あり方に関する研究  
（日本球場衛生センタ  
ー．72p．）  

B－125  環境保健サーベイランス・システムにおける        平成元年度環境庁委託  56－5る  

情報の流れ（メモ）  業務結果報告書大気汚  
染に係る環境保心サー  
ペイランスシステムの  
あり方lこ関する研究  
（日本環境衛生センタ  
ー．72p．）  

B－126  環境汚染に伴うリスク  からだの科学臨時増刊  1Tg－182   
「王胃墳保健入門」   
（日本評論社，Z2－p．）  

B－127  微且汚染物質による影響の修蜘こ関する文献   地域における大気汚染  39－47  
的研究－トリクロロエチレンについて－  

システムのあり方に関  
する研究平成元年度  
健康被害予防卒業一  
（大気汚染研究協会．  
11p・）  

B－128  4（3）  

（事IEnvir（】爪．Health Sci．  isDれer写Of xenobiotlcmetaboIizing  
Div．）   SyStemSin eelllines derived fron rat  

′ll．■●．●．  
B－129   環境情報科学  19（2）  

価  
B－130  森口祐一  研究室紹介  交通工学   25（6）  

環境庁国立環境研究所地域環境研究グルー  
プ交通公審防止研究チーム  

B－131  安原昭夫  惑具による不快感   からだの科学臨時増刊  8d－る8  1990   
「王環境保健入門」  
（日本評論杜．224p．）  

B－132  A．Yasuhara．  H¢adspacevDlati】es froMheatedpork rat   F（）OdCheTl．  a7   18－20  1g98   
T．ShibaMOtO義l  
（事Iuniv．CaliFornia）  

B－1〇8   A．Ya6ubar∂．   F（〕rnationofehlorinated co加pOUれdsi爪  Che¶OSphere   21  479－486  1990  
H．Horita事1   pyr【〉lysis or trichloroethylene   
くChen．餌vITくIn．DIV．）  

8－13l  21  
T．Okuno■l．肌Tsuji●l  COnpOunds byco瓦bustio几Or■∂Sle  
A．Ya3ubara  OrganOeh】orine打且terial  
（◆lEnviron．Sci．lnst．  
」yogoPref．〉  

8－135  環境分析のためのマス  1148p．  
溝口次夫■2．稽弘崇嗣●l．  スペクトルデータペー  
新藤純子雷〇．篠原亮太●一．  ス第2版（テク／カル  
白根義治事占．剣待望志事6．  チャh－・つくば）  

奥村為男●丁．今村酒●7  

（一l化学環境部．  

事2地球環境研究グ．  

事〇農業環境研．  

●▲北九州市役所．  
事6フィニガンマット  
インスッルメント．  

◆8阿山県環境保髄セ．  

●丁大販府公害監視セ）  

6－136  環境汚染物質による発生影響   からだの科学臨時増刊  14g－15Z   
「環境保側入門」  
（江本評論社．224p．）  

B－137  J．Yonemoto．A．rawagoe事l  Linb bud ce】1c］1ture rorin vitro  Terato】ogy  42（6）   
（義■Environ．HealりIS⊂．  terat8genSCreening：Yali山＝on study   

Div．）   forMetals andrelat（・d∽叩Ound5   
B－138       AtMOS．EIIViron．   2 －1Å  103T－1050  1990  
H．Suzukjll   for円ation under stagnant neteorologi一   

（－1Atmos．Environ．♪iv．）  亡alconditions   
8－13g  広域汚染   空気調和・衛生工学  94  723－727  19gO  
8－140  若松伸司   郡市の大気組成はどう変わってきたか   林業技術   （585）  13一川  19gO   
B－＝‖  若松伸司  都会の汚染が地方へも流出   遁伝   45（4）   lPPlPl 

止金Ⅰ君桔システム郡  

一140－   



J己号  発 表 者   頗  日   掲載諾   巻（号）ペジ  年   
C二1曽木隕二宮沢描●l  公園利用者諷査法の比較  国立公国  （483）  32－〇4 1g90   

（●■日本交通公社）   （出入口調査・巡回調査）   

C－ 2 Y．Aoki   Appraisalsorthe吊terSidea爪enitybJJpn・J・Linnol．  51（Z〉 116－1Z21990   
responde11tS  

C－ 3 青木賜二  私の景観研究  1990年変建築学会大会  1ト1T lg90  
都市計画研究協議会資   
料  

C－1青木賜二．奥田直久一1     上高地における被験者による百然風貴地の物環境科学会誌  3  293－3001g90   

（●l環境庁）   理的環境評価の試み   
C－ 5 熊谷祥一●1．督木隅二  畏税  目然環境アセスメント  73－130 1990   

（事1東京大）   
指針（環境情報科学セ  
ンター タ11p）   

C－6青柳みどり  v．生活環境保全樺能  森林の整庸水準・機能  89－1251990  
計塁等調査報告書（森  
杯の整備水準の評価手  
法．林野庁．194p．）  

C一丁青柳みどり  自然保護の東要匿からみた森林評価相接の作環境科学会誌  3   197－20819gO  

成に する研究一都市近 の森林を中心に   
C－ 8 K．Anano．T．FukushiⅥa●」  Fateoflinearalkylbenesulfonates（LAS）WaterSci・Technol・   23   497‾SO61ggO   

0．Makasugi■1  in alakee写t】ary  
（嶋1月eg．＆Commu几ity  

帥ViTOn．Div．）  
C－9天野耕二．福島武彦－■．  直鎖型アルキルベンゼンスルホン酸埴（LAS）環境科学会誌  3   177－1861990   

中杉抜身●1   による水および底質汚染の評価と予測  
（●1地域環境研究グ）  

C－10天野緋二．福島武彦事l．  湖沼河口域における直鎖アルキルベンゼンス7K質汚濁研究  1a   577－5る51990   
中杉修身■l   ルホン酸塩（LAS）の収支モデル  
（●l地域環境研究グ）  

C－11∴Shindo．X－Oi．   Conミiderationsonairpollutio爪mOnitor一人tmos．Environ．  24B（2） 335－3121990   
Y－Matsumoto＝   ingnetworkdesi8nlnlhelightof   
（●lReE．Environ．Div．）  叩atio－tenPOralvariationso†data   

C－12 大井紘   環境に対する引致  からだの科学臨時増刊  Z15－21819gO  
「環境保健入門」   
（日本評論杜．224p．）  

C－13 大井紘  都市環境問題の構造を求めて  環境科学会誌  4（1） 164－66 1991   
C－14 S．Hayakashi事l   AstudyontbecosしⅥininizatiDnOra I爪St＝川．．Comtrol＆  393‾川01ggO   
Y．Hagara－2．s．otoma．  YaterSuPplysystemYithaburfer   AutoⅥ．rat8r＆raste－   
X．Oi   reser〉Oir and adYanCed tre8tⅥent  WaterTreat．＆   
（暮IJp几．WaterWorks   †acilities  Tran等p．Syst・   

Assoc．．   （Pe柑aMOnPress）  
一っInst．Public什ealth）  

C－15小野宏哉   既成市街地の住宅供給と区画整理  日本不動産学会誌  6（Z）  55－59 1990   
C－16 原村幸彦■lノJ、野宏我．  土地利用規制が居住環境の快適性に与える影日本都市計画学会学術 （25）  ヱlト252199D   

荏田昌一郎，2  響の分析一川崎市における卒倒研究   研究論文淡  
（暮】東京工業大．       ●つ 
6本間発銀行）  

C－17小野宏哉  面的市街地整備の開発利益評価に関する研究計画行政  （26）   5ト64 199D  
¶戦前東京市の事例分析－  

C－18原料幸彦曽■ノ」、野宏哉，                  快適環境に対する住民の通好構造の羞異に関郡市計回  167 10い10719gl   
柴田絶次ヤ  する研究一川崎市と東京都を例として一  
（●l東京工業大．  
＝パンフイ・ソクコンサ  
ルタンソ〉  

C－1g後藤典弘  都市圏の総合的固形廃棄物処理計画  文部省盛点領域研究 13－Z11ggO  
「人間環境系」Ⅳ32－Ol  

「都市藍＝こおける屋形  

廃棄物の動態とその  
管理」  

C－20後藤典弘  魔染物の循甥  文部省東点領域研究  11g－12319gO  
「人間環境系」N3  
「酌市感環境計画」基  
嘩粟  

C－21柳下正治◆1．岡島成行◆2．                                                特染：地球環境間垣を考える  生涯フォーラム  （1087） 16－28 1鍋0   
後藤典弘．中村桂子一っ  

（●l環境庁．  

暮ユ読売新聞社．  

一っ三菱化成㈱生命科学   
研）  

C－22後藤典弘   第5年有害廃棄物とその越境移動 地球規躁の環境間喝t  246‾2671990  
（中央法規出版890p）   

C－Z3 後藤典弘   ごみ処理における溌プラスチック間組  都市清掃  4a   34S‾3471990   
C－21後藤典弘   ゴミ捨て場けとなる第三世界  国際協力  425  10‾12 1g90   

C一 之5 後藤典弘   地球環境問題の概要  地坪環境問確専門委員  1－111990  
会報告昏（白木機械工   
業蓮台金．154p．）  

C－26 後藤典弘  現代のごみ問題  自治体国際化7ォ・－ラ 13  2トZ8 19gO  
ム   

一141一   



椚 発表者   戦  目   掲載誌   巷（号）  ページ   刊年   
C一門l後頑明弘   郡市の資源循環型社会へのアプローチ  郎門間鳩研究  
C28 後塵典弘   

d2（11）  3－13  1990  
使用済み乾電池をごろりこしないでリサイクル国民生活  21（1）  
しよ’   

C－29 後藤典弘  余熱利用に係る経済・社会制度面での深顔 郡市漕掃  44（180）  32－37  1g91   
C－30 S．Hiya¶O10事t．s．suga．  MelhodsordigrきPhrepres8ntalionand IEEETr∂nS．5yst．．  20（8）  695一丁Ol  1ggD   
KOi   C】uster analy5is roranalJZi爪g rree  Han、盈Cyberrし   
（－■vniv．Tsukuba〉   as50Ciatio11   

C31加藤久和事一．倉版秀史●▲．   地球環境の政治経済学   232p．  
小林光●■．竹内恒夫暮】．   【新グローバリズムと   
日引聡．松下和夫●l．   日本一  
森田恒幸  （ダイヤモンド祉）  

（－■環墳庁）  

C－ちヱ冒引臥森圧＝亘幸●1．     地球穣一引幕全のための経済的手放  地球環境と経済   8ト120  

岩田規久男■Z  （中央法規出版．341p．）  
（■1地球環境研究グ．  

暮2上智大）  

C－∬l森保文   窒素・リンについても議論すべさ  水情報  a－9   
C－34 森悍文   水田における窒素・リン排出五経定のための農業土木学会土壌物理   56－6g  19g8  

モデル化  研究部会第Zg回研究梨  
▲ －‘F＿ 室≡   

C一 郎l蹟保文   水田表面水窒素演度変化のモデル化  15－Z5  】ggO         農業土木学会論文袋  146   
C－3ち安岡酋文．森口祐一■】   99（6）  85－91  1990  

田村正行－l   

（◆■地域環境研究グ）  

C37安岡善文   ハイビジョンによる景観シミュレーション 機械振興  23（12）  45－4g  19gO   
C－ 38 Y．Iik］ra●l．Y．yasuoka  U＝1izationofabestlin閃rdiscri山一 lnし」、RemoteSenミin8 12（1）  55－67  1g91  暮I 

（IwateUniY一）   nan【function fordesi帥ing thebinary   
decISiDn tree   

C－39Y．Ya5UOka  Monitoringorvegeta＝onehangein trop－Tecb．Eep＝h．Res．  7796  
icalarea  Enchantmeれt邑Appl．  

RenoteSensi爪g  
Technol．Asea几  
CountTies  

化学】異境郡  
D－1Y．Uno，H．Matsushila■l  55   31－37  

T．Uehiro．A．Yasuhara■2  
H．Morita  
（◆l帖t．1∩5t．Publjc   

打eallh．  

●2Reg．E几Viron．Div．）  

D－2r．Okal口OtO   RoIe（】rrererenCeMateria】s†orvalidaTraceE】e加．C】i爪．Med．  431㌧442   

tionofanalγticaldaしaintr8Ceele一（Springer－Verlag．   
me几tanalysIsofbiologicaト舶terials 504p．）   

Dr 3 岡本研作  環境分析用標準試料  化学と工業  758－762  1990                     43   
D－ A 田本研作   塘準試料の分析  ぶんせき  （11）  †t卜すこ  川9q   
D－ 5 阿木研作   同位体希釈／【CP－HSによる生物試料中のスBloⅥed．Res．Trace  l（2）  

‘の   Elem．  
D－ 6 ＝許本研作   同位体希釈／誘導結合プラズマ賢慮分析法に川＝沢山S．1nstrm．34（1）  1ト19  1991  

よる生     この  N帥   

D－7Ⅹ．Oka¶OtO  8iologIca】refer¢nぐel耶teria】sforⅦetalACSSy叩．Ser．．  （445）    19gl  
印eCiat】on  Biolog．TraeeElen．  
‾Natio几81instltute†ore几VironⅥental甘es，  
St】dies ri5b tis5Uerereren亡eMaterial  
forcrEa爪Otin（OnpOunds－  

D－8用．首aya．H．M．W且tanabe事1  2   1990  
（●l引obalEnviro几   ClonaIstrain（〉一日icrocystisviridis   

Div．）   andHicrocystis viridi5－C（〕ntaining   
ノ ■ l ●l     ．●． ■ ■   ‘  ． ■  

D－ g 軋0．1shitsuka暮l  Mieroviridin：a nOYeltricyclicdep－  J．Am．Che爪．Soc．  1990  
T．打】SuI－i●l   Sipeptide rro¶ the10Xi亡CyanObacte卜   
軋∬aki6aYa●l．托．Xay8．  

帆M．W且tanab8＝  
（事Iuniv．Ts】kuba．  

◆2EnYiron．Biol．Div．〉  
D－1Q且．Seyaれa，V．SoⅧa   19gO  

（FAB）forionnicroscopyorarock   
Sa和ple  

D－11Y．Shibata．紆．Jin■l  1990  
M．MorIta   alga．Porphyra tenera．and jn noriand  
（■l“okkaid〔〉【∩5t．   yakinorj．foodite耶prO山ced†ron red  
Pub】icHealth）   alE且e  

D－12 相馬光之．細山春彦  環境試料のX螺光電子分光分析  X線分析の進歩  1990  
D－131Y．Umeza■a●l，X．Ito●1．  Surfac8Cheni8lry8ndpoしeJ‖ialre∫pOnSellikrochill．Åcta  I   23卜Z39  1990   
H．Hata暮l．H．SugaYara●l  OrCOpPer Su】ridebasedion－Selective  
E．G．舶rsanyi一っ   neldbrane】nliEand BOlutions  

－142一   



雷己号   発 表 者   極  目   相戦誌  巻（号）  ベ▼ジ   刊年   
l．Tolh暮2．E．Pun邑Or●2  
H．Soma．A．Tanaka  

（事IHokkaidoUniv．．  

●2Tech．Univ．）  
D－14  8  85一合7  

T．Uchijina事2   pro¶OtedRh／S王02 Cataly6tS：fornation  
l．Asakura事2．  OrRhNbO■0爪SiOラ  

Y．】■aSaki●2，M．Sotna  

（●Iuniv．T6uk】ba．  

－2univ．Tokyo）  
D－15  ClaySci．  8  1－8  

川，SeyaM．S．Hayashi．  

l．Haya¶王zu雷1   

（事1Ⅳa【．C九eJl．い沌．Jnd．）  

D－18  l侶．一．餌vir（）n．Ana】．    38  

T．HizDguChi●1  ． ■．   ■● ●  ‖■■ ■ ‘l ● ●：  Che乱  

Y．DDkiya事2．s．BeESho●コ．  
IL舶raguchi事4  
（事IG10balEnviron．  

DiY．．  

●2日eしeoTOl．Col】一  

■OMeteorol．Res．Inst‥  
●4uれi〉．Tokyo〉  

D－17  Che柑．Phys．Lett．  16る（1）  

ran8e．neanelec10rnenergyrequired  

rorionpairror¶ationandtotalio扉ト  

一●●■●●l‘一：  
ele亡trOnS  

D－18  62（2）  

H．AriⅥOtO雷2   ponse¶eChanisMOrSur一見Ceioni革ation  

（雷1Meiseiuniv．．  detectorsforgaschronatography  

事2shi勺adzuCDrP．）  
D－1g  62（4）  

Y．Nojirl－1   cessof仁EaSbyinductivelycDupled  
y．肌＝皿胤血汗．  p】a5爪∂一a10何jc仰i5gio爪ざPeeとroざぐOPJ′  

H．Jilba●2  

（●1Gl〔〉balEnviron．  

DiY．．  

●2Hei6eiUniv．）  

D－20  391  

H．TokiYa●l   ganosiliconc（）叩Ounds   
（H818elUn】V．）  

37（1）  

N．Furula．G．M．Hiertje事l  diode－array5PeCtrOnBter rOrinduct一  
（ll【ndianaUniY．）   ■     ●1日l  ■■  ● ． ．． ●    ■    l  

8peCtrOSCOpy  

D－2Z  SpatiallyresoIvednoiseaMPlitude  Anal．Sci．  6   683－688   

写p8CtraOreTnissionsi帥alsfro円an   

induclively亡Oupledplasma  
D－23  

パーFuruta．G．H．Hieftje●l  1entedphotodiode－arraySpeCtrOneter  
（●1Ⅰ【diana Univ一）   rorinductivelycoupledplas円aatOmic  

e.iSSiOn speetro.etrY 
D－24  Atnos．EnYiron．  24A  

r．shibata．T．Huku●l  tionQfaLnosphericaerosolontheOki  
g．Takeざhiとa●l  Jざ】8nd5jJI！わeSeaofJ3pa刀  

T．Fuku爪a■l  

J．Takahashi●1  

S．Mizota雷l  

（●■5aigoHeaJlhCent．）  
D25  ll■●l一●●■l  J．Anal．At．Speeton．  5  75－80  

H一山orila   Plasmamassspe⊂trO帽etryforlhede－  

Lerninati（】nOfplatinuninajrborれe  

partie】1atema＝er  

D－26   海洋汚染一有機スズによる海洋汚染－   公衆待ラ生   54（8）   
D－ 27  H．Mor‖詫．H．Ito，   Developl川ent Or SenSi＝ve deter【lination  環境変究原研究   12   ヨ5－40  1g90   

Y．Shlbata  Ⅷethodsrore【VlrOnlnentalcontal川1nanls  

ロー28  Lackor5ign王ficanしIypositivecorrela－  Sci．TotalEnvir（〕n．  99  

H．lnaill．M．Naka7aYユーl  tions be【▼巳e爪 eleldentalconcentrations  
T．Suzuki■1．M．Horita  

（■luniv．Tokyo）  

D－29  発光分析（lCP）   臨床検査  34   

D－ 30  J．Yoshina邑a蠣1   ■l   ． 1  ●    ■      ■     ● l ■   【ntern．J．Environ．   41   27－38  1ggO  

N．Matsuo■1，H．lnai■1  plas柑且naSSSpeCtrOmetry（ICP－MS）to  Anal．Chen．  
M．NakazaYa●l  mul＝－eleMent an且1ysjsor huManOrganS   
T．SリZukiH．H，Morila  D－21    K．R．8rushylerll  U＄eOf a spectra11y 6egnenledpho10－  Talanしa      Z3－32  
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D－ 31  森田昌敏   】CP発光分析法   代謝   27（7）  81－90  1g90   
D－ 32  額田呂敏   環境計測技術研究の将来動向   瀬戸内海環境保全協会  80－85  1g9D   

誌   
D－ 33  森田昌敏   土壌中のダイオキシン顆の浸出特性と分折方  1ト24  19gO   

法   
D▼ 3d  H．Morita   ICP一日S－Applicationtobiologicalsamples  Trace El印．CIi¶．Med   427－436  1ggO   
D－35  4  181－190  

nacroalgae  

環境儲鹿部  
E－1  106  

B．A．Poγ1er■l   ．           一  l   ．    1l■   ■ l  ．  Pha川aeOl．  
（●lUniv．”∂rγ1and）   tubuleepithelialcell写byexpo6uretO  

ga11h川．1ndiuM．且爪darseれ＝e  
E－Z   環境相損生物学的モニタリング   からだの科学臨時増刊  1∬－1川   

「環境保健入門」   
E－3  37  

新田裕史”．中井里史暮l．  

前田和甫＝   

（事■東京大）  

E－4  環境保闇値報システムにおける健康情報  43－59  

E－5   ホルムアルデヒド及びメタノールに関する文  40－48   
献レヴュー   ユー（日本科学技術情   

報センター．64p．）  

E－ 6  小野雅司   沿道汚染  からだの科学臨時増刊  6－10  1990   
「三軍境保健入門」  
（日本評論杜．224p．）  

E－ 7  小野雅司．田村憲治．  2（L）  

村上正孝   
モー 8  小野雅司   自転車公害   地球環境大事典  Z42－245  19gl   

（学研．400p′）  
E－ g  N．Sugihira．   25  79一銅  1ggO   
E．XobaγaShl．X．T．Suzukl  

E－10  7（1）  

stron＝uJlillad】】tr且t6▼ithandwith一  
●■・l′■J‖r：．■■l．●  
れetallothi〔〉nei几  

E11  Renalhandlinganddiscriminat王0nOr   7（3）   

N．Sugiblra．R．7．Suzuki  caleiuTl且几d s【ronliuJli几 the 亡hronト   
callycadmiu爪－pOisonedpopulat王on  

E－12  62  
T．Suz］kiれ．訂．T．Suzuki．  Selenile at ＝o dirrerent ambieJ＝  
C．T（〉hyaMa  lemperat】reSinlliぐe  
（■1Un王VTokyo）  

E－13   Arch．6iochelR．  278  
A．Xarasa甘a事l   OX王dativefo「matIonofalbunin－COpPer  Biopby写．   
（UnlV．Tsukuba）  COmPlex  

E－14   鈴木和夫．小畑仁■■  メタロチオネインー哺乳動物を中心として－  金属関連化合物の栄養  111－157  ‖柑0   
く‖三重大）  生理（日本土壌肥料学  

会．157p．）  
E－15  Di写Cri¶inativeuptakeor爪et41sbythe   Comp．Biocheれ二  95C（2）  

S．【a■ahar8◆1   1i〉era几ditsre】ati（〉几【oi♪duc上さ0乃Of  Pム∫Sjo】．  
H．Sunaga●2．   ¶etalIotbioneimbγCadmiu恥COPpera爪d  
E．robayashi．  zinc  
Ⅳ．Sbinojo■l  

（●luniv．Tsukuba．  

●空仙ibaUniv．）  

E－16  CoThp．Bioch印．  95C（Z）  
S．組…加Ta●】   ■            一    ‘   ● 、 ■  ■     l ■  Pbysiol．  

什，Su几aga●2   que几t Ca血iun、COPperOr Zincby the  
Ⅳ．Shi円OjD－■  1iver  
（暮】umiv．T引川uba．  

雷2cbibaUniv．）  
E－1T   化学物質のリスクアセスメント   からだの科学偲時増刊  183－186   

「環境保健入門」  
（計本評論社．224p．）  

E－18  E．T．S】Zukl．   l   ●l： ●          l■ ′ ■l   H   Toxicol．Appl．  105   
S．KaY8hara●l   nelallothio几ein and且1eoholdehγdrog－  PharllaCOl．  
軋5u几aga一つ．N．ShilOjo●■  e爪a占e 王n theliverbyrepl∂Cetle山Yith  
（◆】univ．Tsukub8，  cad勺il川   

●曾CbibaVniv．）  
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E－19  鈴木和夫   メタロチオネイン   臨床検査   3 4  ●  ．・ ・●l   
E－20  ∴TraceE】em，Exp．   3   32ト336 19g8  

cal⊂iuMandstr（〉ntiupinlhekidney  
andboneorcalci】n－dericienlgroYi【g   
rats  

E－21   5 4  
（●lReg．Envir（〉n．Div．〉  OrralIungtoinvivoelPOSUretO   

OZOne  

E－ 22  遠山千春  カドミウムによる腎障害に関する実験的・疫  4 5  11ト1ZO 19gO   
学的研究   
ーメタロナオネインを指標として－  

E－ 23  C．TohJama．  Cbangesi¶lhei…unOhistol（〕gjcaI   J．Pharnacobio－Dyn  13  S－1Z  
H．Nishimura義l   10Calization o一 円etal】oth王0nein しⅢd引   

Ⅳ．NishiMura●l  physiol〔〉gjcalcondilio几S  
（●1AichiHed．Univ．）  

Inl．Areh．Occup，  62  g5－100   
S．Suzukill   indjcatorpro【eins ror alo■leve】or  l：nviron－1lcalth   
（GuMほthい．）  OCCuPatlO爪alexposuretocadmlun  

E－ Z5   S，Suz］ki●l軋Koyana●－   Evaluatiomofuri摘ryβ1一札icr（）globu－  Occup．巳pミdeⅦiQl．  ヱもち一三3も  

T．KaYada－l．T．Ⅳakura●l  Iin．Ⅳ－aCety卜β－glueosaninidase．and  （EIsevierSei．Pub】一）  
Ⅰ．F．Rjv∂i事■．c．Tohyam∂．  nelallothioneinat alowlevt〉1expo一  
軋Hurak8ni  SuretOCad川i】nPi帥entdu5t  
（●1Gu…aUniv一）  

E－ 26  微意金属と消化器疾患  19－2d   
（新劇医学出版社．  
1glp．）  

E－27  ● ．   ．  ■   ●  ‘．  ■ l ●  ■          ■   J．1i5tOCheロ．＆  38  
M．肌扉高肌Ta●l  8enital（）T苫aれSO†tbe職al守一al   Cytocl】ell．  

C．Tohya円a  

（暮IAichiHed．Umiv．）  
E－28   化学物質の礎康リスク評価とデータベース  からだの科学臨時増刊  191－194   

「環境保健入門」   
（日本評論杜．224p．）  

E－2g  25  
C、TQhyama，   a†teで†epeaしeda血i再sしT孔tionso†しi】1  Res．  
M．NishikaYa◆2  and seleniu■  
（●lJuntend【〉Vniv‥  

◆tEnviro爪Chen．piv．）  
E－30  265  
F，Inagati●l．H．【to事2．  COntaininglactosa¶i叩トGHIstructure  1433g  
K．Xaya義2  rro†hrat叩1een  
（●lTokyoMetrop．Ⅰ几6t．  

Hed．Sci．  

●2EnY王rDn．Chen．Div．）  

E－31  108  
F．】nagaki●1．H．1to●2，  
Ⅸ．Xaya事2  

（義1Tokyo〃elrop．】nst．  

”ed．Sei．．  

◆2Environ．Che¶Div．）  
E－32  104  

罵．Sbibaしa．l．T．S＼ユユukl  rytゝf†ettso†yttTiuⅦCbl〔〉ride†ol】0■－  
ing王mtr8traChe且1inst王11Ationi几tO   
the rat 

E－33   64  
H．Eb川ara．Ⅳ．Ⅸodama，  intralrachea】1y 圧糾‖1edcupric   
Ⅹ．T．Suzuki   Su】rateillratS   

E－ 3ヰ  アスベスト汚染   地球環境大事典  24ト247  19gl  
（学軋400p．）  

20  67－7Z  1色91  
F．Mi15UnOri．H．Ito．   ChlorodibeりZOruranintherat   T【）1icol．   

K．T．Suzukl  
亡l与モ  37  1g91  

J．Ohsリgi．Ⅳ，Koda柑a．   rollo▼inginlratrachealim＄tillation  
X．T．S］Zljki   8f nickelsulf且Ie  

E－37  Pharnacologicaland¶OrPhol【）gicaI  lnhalationToxicol．  2  175－185  
F．Shiraishi暮l   C厄ngesin rat nast cells exposed to  
A．Kawagoe．K．Kaya暮l   l   ◆：■  l ●  l         ●  

（－1Env汀On．Chen．piv．）  

E－38  現場汚染要因による免疫学的影響   からだの科学塩時増刊  153－156  
「王環境保健入門」  
（日本評論社．2Z4p．）  

E－ 3g  l      ′      ・・：■  Enhan⊂edantibodyproduclioninl／甘v   ToYicDl，Letし  53   
¶1CeeXPOSedt00ZOne  

E－ 40  藤巻秀和  免疫系への影響   人為的影動こよる紫外 娘増仕  78－88  1g90   
加等にう髄庸影  

145－   



記号 発表者  顧  目   掲 載 誌   巷（号）ページ 刊年   
響緊急調査  
（日本科学技術情報セ  
ンター．88p．）  

E11H．Fujinaki．  An8ntioxidantagentpreventSⅣ02‾     EnyjroJl．窟eざ．  53ユ68－ユ74】99日  
F．Shlraishi●l  induくedinhibitionofnastcellmed卜   
K．Wakamori●2  atorrelease：eVidencethatthemecba‾   
（●lEnviron．CheⅦ．Div‥  nis¶invoIve6freeradica15   
●2JikeiUnlv．）   

E－4Zl‖shji事1，F．MjとざU贋Orj．J円t∫a¢8‖u】打力etabDljteandfree   Mu‡亡1eE爪erg．  ・・・  
・・・・・・＝・   

A．W．M．Sinpson●2  catch’contra亡tionandrel且Xationin   
C．C．Ashley◆2  alOlluscansmoOthbUSCle   
（●1univ．Tokyo．   

◆toxfordUlliv．）   
Ann．Phy写101．  9 28ト239J990  

S一Ⅹat石Uta■】  byM㈹   Anthropol．   

F．M‖椅UlnOri   

（－1univ．Tsukuba）   

E－‖l三森文行  NHRによる生体の非破壊言†測   化学と生物  28668－67519gO  
ピー45 三孫文行  Jnvi相川斤の方法   如上入門講座テキスト  157－17119gO   

（日本磁気共鳴医学会．  

481p．）  

E一朋用．Yanaれe．T．－obayashj●lEndogenous仙neしabolitesandlheirpos‾   J．Appl．PhJSi（）l．   69（1）  26－32 19gO   
（暮IReg．Environ．Div．） sibleroleintrachea16Ⅵ00thⅥuSCle   

tonei几guineaplgS   
E－4T 村上正孝  地球環境問題とリスクアセスメント   産業医学   32（2）  75  1門0  

官－18 村上正孝  地球環境変動に伴う礎康影響   エネルギーフォーラム  36（7）  g4－95 19gO   
ト如＝村上正孝田村憲治． 患者調査との比較による国保レセつ「トテ一夕  地域における大気汚染   53－661g90  

小野稚司  の信簡性の検討  による健康被害の予防  
システムのあり方に関  
する研究★平成元年度  
礎康披音予防事業－  
（大気汚染研究協会．  

116p．）  

E－50村上正孝  環境保健サーベイランス  からだの科学臨時増刊   211－21119gO  
とくに大気汚染との関連において   「環境保健入門」  

（日本評論社．224p．）  

大気圏環境部   
AtlOS．E爪Vir（】n．    F－1t．【zuⅦi．T．Fuk］ya円a  Photo亡hemlcalaerosolformationfro¶   24A1433－1日l19gO  

aronatichrdrocarbonsinthepresence   
or NOx   

F－ 2 t．lヱu¶i．  AerosoIs   L 
168－17018gO  

S．王tatakeyama●－   Sci‥lれd‥¶ealth＆   

T．Fukuyama   Environ．  
（●■R¢耳．En再ron－Div．）   

At．Colli6ionRe写．    P－ 3Iy．Ozak童．T．アリれ∫3爪8  EJCb8ngereaelionorA－Cl】SterWithXe   （16） 82－651990  
Jpll一  

P 4 さム木睦  成層圏の7K  化学と工業   1508  19gO   

F－ 5 中島正勝●－．孫山陵■－．10JJn帯IRCCDの研究とその応用構想  19gO  

山番英三●2．   

長谷川文夫◆つ．鈴木睦．   

木股稚睾ヤ   
（暮l宇笛開発中集団，   

一？筑波技術短期九   

●つ筑波大．   

■4三菱電気㈱LS一 研）   

ト 6 高点緑  気候変動庶   1g90  

（技報堂出版．332p．）  

F 7 Y．N．Takayabu．  ThestructureofsupercIoudclusters   J．Meteor．Soc．Jpn．  69（1） 105－1Z5 1g91   
HMurakani＝  observedlnl－20June1986andtheir   
（事1Heteor．Res．】n写t．）  relationshiptoe且Sterly†aYeS   

F 8 竹内延大  坪少気体用センサ   リモートセンシ／グ槻   86－92  月∂8  
i圏（朝倉書店．3Z7p．）  

F－ 9 什内延夫  地球環境をモニターする＝大気の物理汁汎   日本物理学会法   45（5） 808－3D9 1990   
F－10 竹内延夫  UARS偶眉大気研究衛長）（米）   気象研究ノート   169    48－54 19gO   
卜11竹内延夫編著．   光技術応用システムの   342pノ1g90  
光技術応用システム調査   フィージビリティ調査   
開発委貝会  報告書Ⅹ一光による地  

球環境監視システムー  
（（肘）光産業技術振興  

協会）  

F12竹内延夫  コヒーレントライダー振幅加刀方式の検討－      「光波利用センシング」  430－43819gO  
昭和6い－63年庶科学研    ‘賢哲補助金覇席Ⅶ帽   

－146－   
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（成果報告書）．  

くオーム社．もも8p．）  
F－13  竹内延夫   第4回「大気の光学的リモートセンンング」  

会議報告  グ千金誌  
F－ ‖  竹内延夫   レーザーリモートセこ／ンング  分光技術ハンドプヅク  581－591  19gO   

（朝倉書店．632p．）  
F－15  竹内延夫．鈴木睦   地球大気微愈成分の衛星赤外分光計軋  赤外線技術  （18）   2－11  1990   
F－16  花崎秀史   密度成層流中の物体が上流に与える影響  4 5  324－326  1990   

一致値計井   
F－1丁  ”easurenents of difrerentialcross   Chen．Phys．Le＝．  169  

T．KDndoγ12．T．Fukuy免ma，  ●l   l  ■  ■    ■   ●．         ．  
Ⅹ．Kuchits】り   tion10long－1ived exciled s【且teSDr  
（■lToboUniv‥   He．Ar．打2．紺d勘 byanolec】1arbeam  
●？univ．Tokyo．  recoilnethod  
＝肌用0γaUJliv．  

Techno】．）  

ト18   J．CheM．Phys．  92   
T．Fu如γama．P．E．Siska●l  e】aslicandiれelastic5C且tteringin   
（●■univ．Piltsburgh）  ●  ■● ． ●   ■‘．   

F－19  降水雛性化の機構解明をめぎす   化学   4 5  726一丁27  19gO  
F 20  松井一如．笹野泰弘■－  4（1）  33－41  1991   

（－】地球墳如‘   低層大気構造と高濃度大気汚染  
F－ 21  ミ一散乱レーサーレーダーによる抑l了城にお  19  438一‖6  1990   

ける低層 遣の■量   
F－Z2  EOS．Trans．An．   71  930  

Y．Sasano■l   JapanesesatelliteADEOS：爪eaSure相即l  Geophys．Un王On，  
（義IGlobalE【Viron．   Or atmOSpheri亡 traee SPeCies based（川  

Djv．）   earlh‾SpaCe－earth】aser】ongpa川  
absorption  

F一之3   レーザー研究  18（12）   1｝l÷与   
笹野泰弘●l   テムの開発   
（■一地域環境研究グ）  

F2d  16  
植田洋匡事2  

（◆l姫路工業大．  

●2九州大）  

F－25  Three－dinensionaldistortionsora   J．FIuidMeeh．  222   
T．Hiyazaki   VOrteX rilameれt Yith axialveloc王tJ   
（UnlV．帖goya）  

F－ 26   A．Miyoshi．   AateS of reaelion of hydroiraltyl J－Phys．Chen．   9 4  3016－301g  1990  
H．Hatsuil」川．甘ashjda  radicals Y‖hⅧロ】e⊂LlきrOyygen   
（Un】∨．Tokyo）  

ト∴  Studieson thereactionoracetaldehJde  J．Phys．Chem．  91  
A．Miyoshi．   and aceけ1radica】s甘＝h a10micbydro－  
什．Hatsui●l．N．Washida  
（●lu爪ivTokyo〉   

F－28  Photoionization¶a5S叩eCtrOSCOpic  J．PhJ5．Chem．  94  
H．Sato事1．Ⅳ．Washida   Studiesoretbyleneaれdacetylene  
l－1≠ieリniv．）   Clusters：intraclusterexcessenergy  

dlS61patloれ  
F－29  地球規模の大気環境間願   化学と工業  43  

水土壌圏環境部  
G－1  微丑元素・化学物質と  38－57  

農業生態系  
（農林水産省農業環境  
技術研究所締．養賢堂．  

284p．〉  
G－Z  遺伝子工学生物の野外  149－1日   

試験（東京苔措．317p．）  
環境憎洩システム構築上の諮問確  統吉十  ∬－44  

華清美義2．廃棄照●○  

（義l長春浄月渾遥感実験  
タ占．  

◆2長春地理研．  

＝長春光学精密機械研）  
G－4   土壌7k分のリモートセンシング  ハイドロロジー  20く1）   

Aノ  

G－ 5  宇都宮協二朗．通学昌◆l．   99（4）  394－395  19gO   
学閥英一2．由実竪◆コ   土壌水分分布図作成とそれにもとづく環境   
（－1長春浄月沼遥感実験  解析」ⅧOAAAVHRR≠－タをもとにした中  
軋  国東北部の土壌水分凱庵ト  
暮2長春地理研．  

り長春光学精密機械研）  
G－ 6  世界地誌孝橋卜山村才肋について▼   TAGS   2   66－71  19gO  
G一 丁  宇都宮瀾二郎   サーマルイナーシャによる土燻7k与†の眼折  森林杭測   16（2）   8－6  1g90   
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密紺） 

ingoflわe∫e■erSySt印  

応   

罪6草地地下の地更と蛸力学   
の予測   

地に   増刊   
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記号  発表者  辟  冒  掲 載 誌   巻（号）  ページ   
碩藤隆一  刊年   
（●■地域見境研究グ）  

G－ 37   岡田光正■■．川西塚也●2 細見正明高●コ  ・生活系排7kの特性とケーススタディの条件 文郡省虚点領域研究   6【2g  

（●l東▲農工大   
「人間環境系」研究鞘  

●2東大義3こ   
告架G肌鳥113－02頂   

ヨ  
G－ヨ8  

水処理方式の検討  
米訃こおける有害廃棄物研究の現状と将来廃薫物学会誌  

G－39  虚他による水質削ヒ   1（1）  

用水と廃水  
G－40   

32（8）  

（●1地域内  
■5（12）  

G－ 41  有機ハロゲン化合物の環境動態  徴丘元素・化学物腰と   川－8丁  
虚業生態系  
（農林水産省農業環増   

技術研究所編．羞皆望．  

284p．）  
G－4Z  S．Mukai  ′ ・ 7もー81  

▲ 
Aqび丘とjcE亡0∫γざとe訂  

打ore8＆Dev．coMPリt．  
ーAided Syst．8asin  
－WideManage．（lnsし  
Ⅰ几d．Sci．．Univ．Tokyo．  
116p，）   

G－43  ■ ・・   － ・…  ・・  ・ ●．  8ト¢7  

Delerloration  

AqualicEcosystem  
Korea＆Dev．co叩Ut．  
－Aided Sysl．Ba占in  
－－ideManage．（lns仁．  

Ⅰ几d．Sci，．Univ．Tokyo．  

G－44   
‖帥．）  

EffeCL of environ.enlal lactors an the MAB 
137－140   

grotthorcγanDbacteriuhmicroeys【is   
〉1rIdis  

G－4S G－48  

矢木修身  2（1）  

退位子工学生物の野外  164－173  
試験（東京舎措．317p．）  

√11†  45p．   
稲染一徳●Ⅰ．富岡典子 ‖ 
（地域環境研究グ  

研究（C）研究成果朝告  
菩  

G－4さ   土と微生物  37  ＄ト44  19包l   

生物圏環境部  
l卜1  

Ⅰ．Yasu（】a◆2   
20D／201  

SySleminashき＝oweutrophiclake・  
T．Hanazato◆J．   抽angeslnnulrientconcentrat王ons  
よ一T8kada＝  Phytopla油tonandzoobenthos  
（●－shinsbuUniv‥  
●2ToγamaPrer．coll．  
Techno】．．  

●〇Reg・E几Viro几．Div．′  

●‘Ⅳaga【OPref．Coll．）  

山一Z  51  

T．tYakリna  peltala伽el．）0．k】ntZegrO‖ngOn  
（●一ChibaUniv．）   SandysedinentatEdo6aki－1riBaγ王n  

Lake∬a＄UⅥiEa】ra．Japa几  
”－3  

寺井仕事フ．大政謙次．  
cELSSJ．  2（1）  

一栄養捕把のための食品供給計画－  
新田摩治■コ  
く■】日揮㈱．  

●2東京都立科学技術大．  
■コ航空宇宙技術研）  

H－4  植物の生体機能解明のための非破壊画像計軋化学と生物  28   
ロー5  】ⅥagelnStrU脚仁且tlO刀用e■わd50rp】8nt 封od．鵬伽血P】即と   皿  203－2dJ  1，9∂  

且nalysys  

u－6  93  1D7810も2  1990  
（●luniv．Wi占COnSin）  aS5iⅥ‖a‖onindevelop王ngleavesQf   

】igh巨groYnCUCu血色r   
打－ 7  J．G．Croxdale■】．訂．onasa （暮1univ 93  1083－1088  1990  

．Wis⊂OnSi爪）  kineticsi＝relation10grO▼tband   
erpansfonincu…nberleaves  

11さ  

（●■野菜・茶業試験場）  
昭和63年匿流動研究及  1990  

ぴ   ▲仏   土  
H－g   

J．rondo●2  
843－35g  1990  

（Acad．Presslnc．）  



喜己号   発表者  題  目  掲載誌 巻（引 べ一ジ   刊年   
（＝伽iY．OsakaPref．．   
●2sci．Counc．Jpn．）  

H－10  19gO  
（Ⅹγぴ6血Un川，）  cence川1e8ye5  Cad．Pre5S′】几亡．）  

打－1i  C軋SS研究会雑誌   3（り 34－43  1991  
柴光昭事1．寺井捻●つ．   一植物棟のバイオハザード対策の総会シス  
大政謙次．新田慶治●〇   テムー  
（●1日揮㈱．  

●2東京都立科学技術大．  
●コ航空宇宙技術研）  

n－1Z  生体応答の画像計測とリモートセンシング 平成2年皮果樹訝層別  1ggl  
研究会史料樹園地にお  
ける機体及び環境計測  
技術の評価と利用（患  
林水産省果樹試験場．  
108p．〉  

H－13  植物の生体画像計測と診断への利用  映像情報  19gl  
l卜14  g4   766一門Z  1998  

A．Ⅸa▼agUChi●2  ceroIs totriacylglyceroIsinozo【e一  
N．観Ondo一っ．M．Y且仇ada暮？  funigatedspinachleaves  
（llchjbaUniv．．  
■2univ．TokJO．  

雷OReg．Environ－Div．）  
H－15  19gO  

H．Yamada暮2  ceroIs†ronmonogalactosyldiacγ1gly－  
（雷J尿eg．Envir（〕n．Div．．  ceroIs j爪0ヱ0爪e－fu椚ig3とed 占Pj刀8ぐム  
■2血5v．T（〉kγ0〉  】eaves  

H－16  1990  
軋YaMa山一2  syltransferase写inchloroplast en－  
（■1斤eg．EロゾjroれDJv．   veユ8Pepe♪br8刀eS】5D】且ted fro柑 S♪i爪aCb  
一っuniv．Tokyo）  1eaves  

卜l†て  HDnOClon包1antibodiesIDSPinachascor－ PlantSci．  69  1990  
・■一・ ′・・・・一  

一事IReg．EJIVjron．Div、）  tectionof theen三川einei巳ht dirrer一  
ent plant species  

Ⅵ－18  1990  
軋Sh‖izu．N．鷺ondo暮2   SO20nplantsellち．Il】  
（■】T（〕kyoNetrop．t）rLiY．． Effect弓Cf sulfiteon theultrastruct－  
－2Re邑．EnviTOn．piv．）  ureoffe川prOtOn用aleel上ざ  

H－19  1990  
T．Yanai■1  i8Dlated tolinsongoldri6h  
（●lFi油．Bur．LakeXasu一  
ni良aura／Ⅸita】ra）  

H－20  中国綜合掌魚に関する生態・生理学的研究 海外学術研究報告  19gO  
小島谷庸夫●2．  （京都大理学部）  

岩田勝哉■コ．前田広人事4．  

高村典子  
（雷】京和犬．事之三東大．  

●つ和歌山大．  

一一滋賀県発琶湖研）  
ガー2l   

M．Aizakl●l．M．YasunD   andphytoplanktonin the ＝＝（）ralzone   
（●】Re且．Environ．plv．）  of Lakel粥川igaura   

〕－22  TTendsintheoccurrcTtCeOfphyto－  Jp几」．Lirmol．  51  1ggO  
p】a血t（〉几1月LakeXasupigaura rrom1978  
toユ98き（lbe］爪USUa】08CUJre刀CeOf  
¶icrocy写ti6iれ1987and1988）  

H－23  Seasomalcbangesi口答peeies亡0叩OSitio爪＝pn・J・い¶nOl・  1990  
S，舶takeyana●l  andproductiono†periphytonいl紺  
Y．Sugaya  urbanriver runniれg tbroughan  
（●lReg．E爪Yiron．DiY．）  abandDnedcopperⅥlningregion  

好一24  J．月pれPわざeol．  2  1990  
H．H．一之tanabe  eopper  

≠lニゝ      多田満  足顔沼に流入する小河川（沢〉の環境と水生7K辺の幅  1（3）1い11  日印  

≠－Zも  54  1D6卜1D6Z  1g90  
T．Su8inoto事2  a8eintobaccocultlv8rS′  
（●】Gen．Aff．piv．．  
事tⅣat．F（〕Odtモes．1nsL）  

Ⅵ－27   19gO  
T．SugimDtO●l  toba〔亡OCells   
（■Ⅷat．Food加ざ．l几S仁．）   

”－ 28  Light－dependentTeLeaseofc8rbon  A即ic・Biolog・Chen・   1990  
T．Su8iもOtO●1．Ⅳ，tOndo雷2 detabolisqen乙川eSfrqmcblDrOplast  
（事■Nat．FoodRes．Ⅰれ6t． thylatoidshasnorセ1atioれtOlight－  
事2斤eg、ど∩γiro乱Djy．）  8亡Iivaij8月of 川e即Zy爪e5   

一150一   



雷己号   発 表者  額  目  ■ 掲 載 誌   巻（号）ベ，ジ   刊年   
・H－29  5′l  

T・SugiれOtO暮1．訂．ona＄a．   

T．5akaki   agajnst activeoxygenin spinach  
（”Nat・FoodRes．lnst．）  1eaves  

¶－3ロ   関東の農薬気象  （16）   
‖－ 31  野原精一．多田満．  

1ggO  
コカナダモの駆除試験研究   尾瀬の保護と復元   

花里孝幸●1  
（19〉   T5－83  1g89   

（事l地域環境研究グ）  

n－ 32   S．Nohara．T．Tsuchiya●l  Erfects or YaterleYelrluctuation on  Ecol．Res．   5   

（●lchibaUniv．〉   
237－252  1990  

thegroythofNelu¶bonuciferaGa（汀tれ   
圧LakeXasunigauTa，Japan  

J－ 33  広木幹也  土と微生物と環境科学   
H 34  安野正之   

土と微生物   （36）   53－54  1ggO  
北スマトラにおけるマラリア防除計画  化学療法の領域   6（11）  1g－26  1990   
一班介蚊対箭  

ー‖－35  21  
Onlhe帥ergenCeOrinsectsandtheir  
densiけjnanouLdoDrelPerjmen【a」  
51rean  

‖－36   アオコの苛性に関する研究の現状と課題   
ll－ 3了  洩辺信   

12（12）   漂頸の保存   凍結及び乾燥研究会会  3 5   77－81  198g   
誌  

tト38  
Ⅰ．InouJe●2   

25（3）  
prjnilivegreenalganephrosel¶js  

（一Iunjv．HiaMl．  0】ivacea（prasinophyee8e）  
●？unjv．T5ukuba）  

‖－39  29（1〉  
】．lno〕∫e●2   quadrirlagell且tePseudocarterianucosa  
（刈U【iv，Mia¶i．  （ChIorophyceae．YoIvoca】es）  
●2仙iv．Tsukuba）  

H－40  26（4）  
Ⅰ．Inoue●2．   （Gynn8di【ia】es．dinophyta）agreen  
T．・SaYagUChi一〇   dino†lagellate甘＝ha（hlorophyll  
H．Chihara●2  A‾andB－COntajningendosynbi（】n【  
（－川nIv．Miami．  

●2univ，Tsukuba．  
事〇Jpn．NU5）  

地球環境研究センター  
ト1   地球環境時代の選択   電魚  （50）  1一旦   

】－Z  

（●l地域環境研究グ）  
255－261  

「人間環境系」研究印  
告梨GO3g都市圏環境計  
画の概念と手法  

l－3   地球温暖化対策検討グループ中間報告   
ト 4  西岡秀三 ．   

環境研究  （77）   11－13   
地球温暖化対策に求められる政策科学的視座  環境研究   

卜 5  西岡秀三   忍びよる危険への捺三諷   （77）   14－20  19gO  
技術と経済   （27T）  柏一49  19gO   

ト 6  西周秀三   H予軋”をとるか】中英’■をとるか   技術と経済   （279）  4ト48  1990   
卜 7  西岡秀三   地球塩唱化防止のための戦略   月刊 50億   27（㍑0）  68－74  1990   
1－ 8  西岡秀三   日本は環境立国をめざせ   エネルギーフォーラム  く124〉  ～8－5さ  199D   
卜g  政府でも今すぐできる地球環境を守る工夫  （281）  S8－60  1g90   
ト10   地球温暖化への日本の対処   日和  
卜 ‖  西田秀   地球環横間鹿へ対応する技術  20一之6  

セラミックス   25（7）  
ト1Z  西岡秀三   エネルギー・産業・人間居住への影響   地球温暖化を防ぐ  10ト118  1990   

（日本放送出版協会．  
230p．）  

卜 ‖  西岡秀三   自動車都市の再構築  世界  （545）  

卜14  西岡秀三   地球温哩化による環境・社会経済影響   計測と制御   29（7〉  43－49  19gO   
Ⅰ－15  

森保文■t，石川義絶ヤ．  
平成元年度環境庁委託  187p．  

板木高志●一．佐野方局＝．  
業梯メタン等排出蜃分  

織田治雄事8．平木隆年＝．  
折桐査結果報告書（日  

陽捷行●8．安田憲二■○  
本環境衡生センター）  

（＝地球環境研究グ．  

●】社会環境システム弧  
●8大阪府，  

■▲交通安全公啓研．  

●6愛知県．事8横浜市．  

●丁兵庫県．  

◆0農業環境技術研．  

…神奈川県）  

ト16   温暖化対策技沌の評価  地球温暖化問題ハンド  525－529   
ブック（アイビーシー．  

647p．）  
ト1†  西岡秀三   地球温哩化対軍の特質  講座地球領域4  9ト10g  19gO  

一次世代に時間資源を残そう   地球環境と政治  
佃央法規出版．377b．）   

－151－   



題  目   掲 載 誌   巷（号）  べ 発 表 者  害己号  
co2排出規制に関する国内外の検討状況  111 1990 

l－L8  間馳対策のマクロ経涛   
に与える影響に関する  
調査」調査結果報告等  
（エネルギー総合工学  
研究所．50p．〉  

地球環境研究センターの発足について  かんさょう  15（9）  
卜19   

地球環境のマフイ7はいま   技術と経済  （285）  

Ⅰ－20  
仙川柑nSettle■entこtheener鋸㌧tranSPOrt  

17一之T1998  
l一之l  

andimdustrial＄eCtOrSこhunanhe且＝h＝   
airquallty；and亡hangesin＝1travio  As5eSS一（州0／m∬円  
1et－BradiatioIl  
世間の′りレス状の反応   技術と経済  （283〉  

1一之2   地球環境センターの開設  水   33（2）  
卜Z3  

成熟期の保守的選択  技術と経済  （287）  

卜2l  
CO2日F出削減策に見る国際動向  エネルギー・資顔  12（1）  

卜25   
車社会と生活環項  情報連絡  り9）   巨41g91   

卜26  何処まで温暖化に耐えられるか  技術と経済  （28g）  50－511991  
卜27  人間居住，エネルギー．交通．産業への影響   【PCC第2作業部会（影  9卜1031g81   
ト28   響評価作業部会）報告  

書の要点  
気候変化にそなえて  米国EPAレポート抄訳  304  19gl   

卜 29  西岡秀三  地球温暖化による社会  
影響  
（持報常州版．332p）  

－152－   



雷己号   発 表 者   題  目   学会等名称   開催郡市名  年月   
地球環境研究グループ  

a－ 1   秋元肇   地球環境汚染の現状と予測  日本校械学会特別セミナー  東 京  Z．5   
一握宴効果気体と成層圏オゾンー  

a2  Yokohama  
Y．Yasuoka●2  classirieati（】n  

（－■Ⅰ】iroshi円aU爪iv．．  

●2soc．＆加viron．S∫St．  

Div．）  

a－3   東京   
安岡酋文●一   タによる植生分頸の綿魔の検討   
（杜玉環境システム部）  

a－4  フ′ジィ・モデルによる前川i現場の予測と毎r」御  
中重義曜‖．森口Ⅰムーー2  会UF究発表措班会  
森田恒幸  
（●l甲南大．  

■2地域環境研究グ）  

a－5  ファジィ予測支援システムとその環境間朗への応   
中森義輝■1．森田恒奉  用   ンポジウム   
（甲南大）  

a－6  Fuzzypredict王Ona¶dc8ntrOlorman－e几Viron－  ファジィ架台とシステムに  北京  
甲斐沼美紀子．森酬亘幸．  関する日中共同会議  
内藤正明事2．撞木義一●コ  

（●l甲南大．  

●2地域環境研究グ．  
●コシステム総合研）  

a－7  広域的な環境管理のための7γジイ予洲支援シス   ファジィシンポジウム  東京   
中森義昭■l．森田恒孝  テムとその環境問題への応用   
（甲南大）  

a－8  都市環境予測のための7丁ジィモデルの構築  東京  
中森義輝■l．森調恒幸．  

内藤正明事2  

（●l甲南大．  

●℡地域環境研究グ〉  

rg  第3Z回情報システム研究会   衆京   
中森義輝H  
（◆l甲南大）  

a－10   N．Kachi．】．”．Rorison●l  Optinalroot／shootratioinresponse to  5thI几t．Congr．Ecol．   Yokohapa  2．8   
（SherfleldlhlV．）  

a－11   可知直穀，l．H．Rorison●1  
（‖s’大   に伴つ窒素吸収活性の変化  

a－12  パソコン通信の初歩から学術利用の実際   第1回パソコン通信の集い  八 尾  Z．5   
a－13  J刀刀正行   現境計測への応用 地球環境税測Ⅲ   第4回赤外線技術講習会  東 京  2．6   
a－14  The3rd】nt．Aeros01  Xyoto  

J．Shindo■l．H．【oya¶a－2  Co几f．  
T．Tani●2  

（●lNaL【nsしÅgro－  

Environ．Sci．  
◆2shibalaScl．  
Technol．Ltd．）  

a－15   化学物質の情報交換のためのパソコンネットワー   
u‾  

a－16  酒巻史郎，鷲田仲明事1  
（＝大気圏環境部）   

a－17  酒巻史郎   東京一沖縄航路上及び沖縄／＼盃山群島での蛭炭イヒ  金 沢  2．10   
刑   

a一日  環境科学会1990年会  東京  
酒巻史敗坂東博．  
藤沼康実●2．村野健太肌  
井上元－コ．鷲田仲明●3  

（●1筑波大．  

●2生物圏環境部，  

●〇大気圏環境部）  
a－1g   

（◆l防描大）   大全  

－153－   



記号   発 表 者   題  目   学会等名称   開催都市名  年月   
a 20  高村民雄一㌧笹野蚕弘  ライダーと航空機を用いたエアロゾルの空間分布  日本気象学会1g8g年度秋季  沖 縄  111   

（防衛大）  の同時測定  大会  
a－ 21   笹野泰弘．杉本伸夫．   成層匿オゾン層の計軋のための紫外レーザーレー   第7匝トセンシニ／クフォーラ  果 京  Z．4   

中根英昭．林田佐智子  ダー   ム  
a 22  15thInt．LaserRadar   To¶Sk  2－ 7  

N．S】8imoto   boundarylayer responsible ror severeai「  C【）几ー．   
（事1Atnos．Environ．Div．）  po‖u＝on phenollena   

a－23  Tomsk  
T．Yokota．H．Akinot（〕．  Conf．  
A．Hats］Zaki■2  

t．Asada●〇  

（●l∧10汀OS．Environ．Div、  

●2】nst．Spa亡e＆  

Astronaut．Sci．  
蠣OEnviron．Agency）  

a一っ4  tyoto  
Y．Sasano  phereIhea5］red withlidar   CoIlf．  
（◆l【anaza■a】nst．  

Technol．）  

a－Z5  lLAS／R】S researchplans   ht．Co爪f．Jpn．Eartb  Tsukuba   
Ob∫ery．Pr∂gra付∫ApgO5   

－ork5hop  
ユー28  

隠田達也，松崎章好◆2，  星図学会講演会  
杉本伸夫．湊淳一l．  

林田佐智子  
（●l大気圏環境部  

暮王手百科学研）  
a－27   自然酸性湖招の生態系  日本陸水学会第55回大金   
a 28  軋Sugimoto   DevelopmentDfretrorerleetor－in－SpaCe（RIS）  2ndADEOSS叩p，   Tokyo  2．1   
a－29  

Ⅹ．Chan●l  sensingoratmo5phericYaterVapOr   FormerlyT］nableSolid－  
D．K．Killinger●1  StateLasers  
（●luniv，SouthFlorida）  

a－30  Tomsk  
Y．Sasano   s且telliteADEOS：汀eaSurenent Of atロOS－  Conr．  
（事1At¶OS．Environ．Div．）  pherictracespeciesbylaserlongpath  

absorptionbe＝eengrDund－Stationand  
satellite  

a31  15thlnt．LaserRadar  Tomsよ  

S．D．Cha●■．x．chan一■  Conr．  
N．Sugimoto   
（■luniv．SouthFlorida）  

a－32   盛岡   
笹野泰弘   レクター（ADEOS搭載RIS）の設計   流会   
（■■大気圏環境部）  

a－ 33   杉本伸夫．湊淳●■．   ADEOS衛星搭載リトロリフレクター（RIS）を用  芥川回リモートセンンング  東 京  2．10  
笹野泰弘   いた大気微五分子のレーザー良光路吸収削定  シンポジウム   
（暮1大気阻乳酪軌  

a－ 34   Ⅸ．Takanur且   Teganu¶athe¶05tpOll】tedJapaneselake   YokohaⅦa  2．8   
1  bth b’   

a35  Lightenviromnentunderafore与しCanOpyWith  Yokohalla  
gaps．andoptiMallearphotosynthetic  
capacityinte川＄Orutilizingva「iable  
1ightcondit王0爪S  

a－38   受光体制としての葉の配列パターン   日本植物学会第55回大会   静岡   
a－37  

笹野泰弘．松井一郎■l．  紋別STE研究連絡会報告  

林田佐智子．湊浮事l   

（－1大気圏環境部）  
a－38  TolnSk  

Ⅳ．SugiTmOtO．  C【）nf．  

S．」aJaShid∂，  

Ⅰ．Matsui－l．A．Minato事l  

（事IAtnos．E椚irDn．Div▼）  
a－39  金沢  

N－Suginoto．   teMPeratUrePrOrjle5 U5ingam】l＝ple  
S．Hayashida．  ■aVelengしhUVlfdar at Ⅳ沌S  
上州atsui＝．A．Minato事－  

（暮IAlnOS．Environ．Div・）  
a－10   相模原   

杉本伸夫，松井一郎雷■．  

楔淳●t，笹野泰弘．  
村山泰啓暮2．津田敏隈●⊇．  
深尾望一郎一℡．加藤進＝  

（●1大気圏環境部．  

事2京都大）   

－154－   



記号   発 表 者   開催前市名  年月   
果京  

杉本伸夫．松井一朗●1  
湊淳●1．笹野泰弘   

（●1大気圏環項郡〉  
a－42  IEEELasers＆Electr（〕－  

N．Suginoto．  Opt．Sci．1990Annu．HeeL  
S．】1ayashida．  

Ⅰ．批＝s山●l．A．Hi【atO◆l  

（事】Atmos．Envir（】爪．Div．）  

a－43  1g90年度目本地球化学会年  
野尻幸宏．石橋純一郎事2  
（●■名古屋大7K既研．  

●2東京大）  
a－44  1990年庶日本地球化学全年  

中村岳史●2．大槻晃●2  会  
（蝉1東京大．  

暮2東京水産大）  

a－45   
（UnlV．Tokyo）  Fiji BaJin StarmerSymp．  

む 郎   畠山史郎、‡火元撃、  地球温暖化が光化学スモッグにおよぼす影響   日本化学会第5g春季年会  ‡眞 浜  Z、4   
煤圧＝中明暮1  

（－■大気圏環境部）  
a－47  ■    ●    ■●■ ．   ‘ ●        ● ．  ■  Int．Conf．Cli軋】ⅥpaCtS  T引止uba  
H．Aki¶OtO．N．Washida●1  photochemicaloxidants   Env王r【）n．＆ Soc．  

（●lAtnos．Environ．Div．）  Pot即tialiMPaC10rglobalYarming（）n  
airquaIiけ  

a48  相模原   
の発展STE研炸連絡A報比   

a－49  
泣野孝弘．湊淳●l．  ン磯皮観測結果一高庶別の季節変動について－  星医学会講演会  
中根英昭．松井一郎●1  
（■1大気幽環境部）  

a－50  
中根英昭．杉本伸夫．  オゾンの季節変動について   ンポジウム  
松井一郎■l．漢音一1  

（■l大気圏環境部）  
a－51  

せ野泰弘．杉本伸夫．  層圏オゾン層の観測   シンポジウム  
松井一郎●l  

（事1大気圏環境部）  
a－52  2．10  

斉藤保典●1．鹿野哲生●l．  会信越支部大会  
林田佐智子   
（＝信州大）  

a－5S  
松井一郎●1．杉本伸夫．  観測   星図学会講演会  
笹野泰弘   （2）上郡成層匿オゾン戒庶事節変動について  
（●■大気圏環境部）  

8－54   東京   
（●■筑波大）   node】ljng（3）太閑人射光の表現   大金   

a－ 55  A．Harashima．   ■       ●l ■  ● ●：■●●      一  ● ● ■  The1990 West．Pac．   Xanazava  2．8  
Y．Kikuchi●1   the几Orthwe写te－nPacIrica∫eabyBGD31）  Geophys．Heet．   
（●lTsuk】baUniv．）   databaseand graphicssysleⅥ   

a－ 56  東京大学海洋研究所シンポ  
制  J－ム   

a－57  
高木博夫一2  索濃度の測定  
（暮l大気圏環境部．  

－2国立公衆衛生院）  
a－58  東京  

鷲別申明●2  るオゾン隠破堵僕果実験皿．ハロンの共存効果  
（●l国立公衆衛生院．  

●‡大気監環境部）  

a－59   オゾン層の変化の最近の話題   理研シンポジウム   和光   
a－60  日本農業気象学会19gO年鑑  札幌  

大政：薫次事℡  一校合轟霜影響－   全国大会・E本生物環境詞  
（＝施設菅裡重．  師学会第祁画策会合同大会  
事2生物監環境部）  

a‾も1  

今川隆●t．早行止り．  演金  
吉次清一▲  
（●－京都大．●2尭邦ガス．  

●コ青森県環境保健セ． －■山口県衛生公害研究  

セ）  

a－62   日太化学合顎59幸手年会   摘蔽   2．4  

155－   



吉己号   発 表 者   題  目  学会等名称  開催都市名年月   
安部善也．福山力．  

駕田仲明．秋元肇  
（◆′生物厩環境部j  

a一る3  第31回大気汚染学会  金沢  
岩本真二●1．下原孝章■■．  

浜村研苔■1．石橋陀吾一■．  

村野健太郎  
（●t福岡県衛生公賓セ）  

a－もl  第8L回大気汚染学会  金沢  
宇都宮彬■2．山下敬則●つ．  

謀淳子●コ．宝来俊一事4．  

相田洋匡暮6  

（事l日本公害防止技絆iセ．  

■2福岡県衛生公賓セ．  

●〇長嶋県衛生公害研．  

●一座児島県環境セ，  

●5九州大）  

a－65  酸性雨と大気環境   第4回日本吸哲学会  野田   
a－もら  水田からのメタン放出真の測定（IV）   環境科学会19gO年会  東京  

M．S．Tabucanon■l  一夕イでの別電－  
安部善也●2．向井人史■2．  

嬉内閲子．坂曳1軋  
賀田仲明●〇  

（－】oNEB．●2化学頑填臥  

◆コ大気圏環境部）  
且－67   日本計画行政学金地碍牒帽   東京   

ヨノ／  経営専門部会  
昌一 68  森田恒幸  地球温暖化に対する政策オプシフン  日本計画行政学全地球環境  東 京  2．6   

一任済的手段を中心にして－   経営専門部会   
a－ ちg  森田恒幸  水質汚儒問確の長期展望   ほ 浜  Z．6      神奈川県公害センター研究   

会  
a一 叩  森田恒幸   凍媛政茅の新たな局面  土木学会第3屈環境システ  東 京  2．8   

一触球政策と地域 策の統合－   ムシンポゾウム   
a－ 71  添田恒幸  地球環境間槌について   東 京  Z．9      計画・交通研究会定例研究   

a－72  Japan、＄neY COnCeptSf〔〉r SuStainable   Berlin†orkshopPlann．  Berlin  
l■’l ●′．l■．●・l一．  
Ecopolis．ecobu6ineちぢ．aれdlheecologleal   
1if8－Style－  

a－73   地球温暖化問題の経済的側面   新潟   

a－ 74  森田恒車   地球環境間借の緩済的例面   平成2年庶資源・素材関保  つくば  2．川   
学協会合同秋季大会  

a－ 75  ／ト杯光＝．竹内恒夫●1，  エントロピー学会公開討論  東 京  2．il   
裁田恒幸   
（＝環境庁）  

a－ 76   川島康子●l．額田倍率  地球温暖化防止に向けた国家の懲庶形成に関する  環境科学会‖銅年金   兼 京  2．‖   
（東京海上火災保険）  

a－ 77   森田恒幸   環境と成長   国際公共経済学会第5回研  京 郁  2．12   
における公共の役㈲ト   凶   

a－ 78  森田垣幸  地球温暖化と都市環境問題   東 京  2．12      人間生活科学技術研究推進  
協議会ヒューマンライフ分   
料金  

a－ 79  森田恒幸   環境指損をめぐる新たな研究動向と都市環境評価   文部省重点領域研究シンポ  神 戸  ユ．1   
／ウム  

且－ 88  森田恒幸   領域指標をめぐる新たな研究動向と自然資源勘定   農業環境試験研究推進会浅   
’A   

a－81  Outline【）fglobal■arningresposepr〔〉ject   
andastudyplanonAsian－Paciric  Global甘a川i11且Res．  
integratednodel（A】M）toevaluatepolicy  
OPljD月S  

a－82   地球温暖化防止にむけた対応戦略   文部省意点領域研究会   東京   
a－83  

（■】shigaPrerect．   in soilbased（〕n ther¶alvaporizatio爪  Chro¶atO巳ー．  
Inst．）  fDlloYedbyTenal－GC trappln8and capilla－  

ryGC／〟S  

a－84   新潟   
メチルスルフィドの別荘   会  

a－85  
笹野泰弘．松崎喜好 大気中微丘成分の選推定アルゴリズムの検討  シンポジウム  
（◆一大気圏環境部．  （〟）  

●2宇笛科学研）  

地域環境研究グループ  
b－1   Kitakyushu   

phenomenai爪 Tokγ0β押   gnviroれ．Sei．＆丁七山川0．  
Proc．   

一」56－   



記号   発 表 者   題  目   学会等名称   開催都市名  年月   
b－ 2  柏崎守弘，木幡邦男  水中分光機を利用した野外での葦煩現存丑測定に  川 嶋  2．3   

閲す ウb   
b－ 3  田中秀之●■．棺桶守弘  第‖回水質汚淘学会   川 崎  2．ヨ   

（環境研九セ）  一無酸素水塊の形成と硫酸塩適冗細菌の挙動－  
b▼ 4   柏崎守弘  底泥にぉける細菌分布とモの役割   第封眉7大賀汚濁学会   川 崎  Z．3   
b－5  

¶．Ⅸitaqura●2   kindsofbacteria亡aUSedbyup－Ye11ingof  
（◆lEnvIron．Res－Cent．  

Corp．   
●2ⅣihonUniv．）  

b－6  杭州  
H．Tachiba【∂ll   inJapan訓d theyun－nan PrO〉i【CeinChina  Conserv．＆Manage．Lakes  
Ⅹ．Muraoka●2．訂．Jin－コ  USing trophic st∂teindexe8derived fr（）柑  ■Hangzhou■go■  
E．Zhang－〇．Y．Liu■〇  SeVera】para柑eterS  
軋Lju●コ  

（◆」univ．Hokkajdo．  

●2univ．0もaka．  

●〇chin．Res．Acad．  
Enviro【．Sci．）  

b－7   山形   
b－ 8  安藤清．田村憲治■1．  幹線道路周辺住民のSPHおよぴNO2個人暴花立  節60回日本衛生学会総会  福 岡  Z．4  

松本理●l   調香   
（環境健康郡〉  

b－ 9   It．Ando   Riskevaluatjono一 言】obaIY且rminEOn heallh  lnt．Conr．Clin．」npact5  Ts止uba  3．1   

Envl∫On．＆Soc．  
b10  市瀬孝道．嵯峨井勝  ディーゼル排気黒煙拉子D－5pmのマウスに対す  

る 石 －  
ト11  札幌  

佐野友春．村上正孝暮l、  
藤井敬二●2  

（●■環境像康部．  

暮2筑波大）  

b－12  札幌  
佐野友春，村上正孝■1．  

稲井敬二◆t  

（事1環境像鹿部．  

義2筑波大）  

b－13  金沢  
佐野友春．村上正孝事■．  

藤井敬二事2  

（◆■環境健康郡．  

事2三託妓大）  

b一一14   

b15  †ふ普1せ   グラジュント溶出逆椙分配HPLCによる直鎖アル  佐 賀  Z．5   
キルペンゼノスルホン酸の成分分別定立と水現   
項試料への応用  

b－16  
（tlsci．Univ．Tokyo）   ＝on〔〉riron（皿）a爪dchromium（Ⅲ）Yith  

SeVqralβ－dike10neSintDトnelhyl－2－   
PentanOne  

b－17  小諸  
杉浦則夫◆l．碩藤隆一●2．  大会  
大内山高広一つ．  

大野泰宏●4．青山莞閤◆q  

（●l茨城県補生研．  

事2東北大．  

●コ日本現場クリエイト．  

■‘異邦大）  
b－18  小諸  

稲蒲悠平．須藤隆一事2  大会  
（一l茨城県待j生モ札 ●2東北大）  

b1g  霞ヶ掛こおける原生動物短毛類の消長  小諸  
杉浦則夫－2．稲森悠平．  大金  
碩藤隆一●8．宵山莞研一4  

（一IEl本環境クリエイト．  

事2茨城県衛生研．  

●〇東北大．－4東邦大）  

b－20   
一条倦朗り．稲森悠平．  大金   
大内山高広一〇． 背山莞珂●一  

（●】東北大．  

●2茨城県衛生研．  

一コロ水環境クリエイト． り東邦大）   
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記号 発表者   地  目   学会等名称   開催郡市名  年月   
b－2J杉浦則夫●l．一条悟朗●1．  生物聯を用いたカビ臭盛儀涌＝細野両が…1即皿  日本水処厘生物学金男27回  小諸  

大内山高広一2．稲森悠平．  大会  
須藤隆一●〇．菅山莞爾●一  

（事1茨城県衛生研．  

－2日本環境クリエイト．  
●○東北大．＝東邦大）  

bZZ杉浦則夫●l．稲孫悠平．  小沌  
須藤隆一事2  大会  
（雷1茨城県衛生研，  

●2東北大）  

小諸  
田中伸幸●1．藤井宏〉■l．  大会  
村上和⊂●2．須藤隆一●〇  

（●l筑波大．●7東邦大．  

暮コ東北大）  
小言告  

村上和仁一■．田中伸幸■2．  大会  
碩頑健一事つ．栗原康事4  

（●■東邦大．●2筑波大．  

■つ兼北大．◆▲奥羽大）  
小諸   

碩藤隆一－■．河野哲郎ヤ  捕食と波立化   大金  
（●l兼北大．●2山梨大）  

b－26林紀男一l．稲森悠平．  輪虫類Philodinaery＝1rOphthalnaの大丘培養  日本7k処理生物学会第27回  小諸  
城頭随一 における生育因子の効果   大会  
（一■千肇県立中央博物館．  

雷つ東北大）  
b－27稲森悠平．末吉明．   小諸  

松盛一夫．須藤隆一◆■  

中村以正●7   

（－■東北大．■2筑波大）  
小諸  

細見正明暮1．今井乳腹  大会  
岩見徳雄．和田康望義2  

（■上水土壌留男墳部．  

■2東邦大〉  
b－Z9稲森悠平．孔海南．   小諸  

須藤隆一■】．大野茂■2  大会  
（◆■東北大．   
＝キリンビール〉  

b－30稲森悠平．孔海南．   UASB・セラミ・′ク充填好気ろ床循環プロセスにお  第25回水質汚濁学会  仙台  
今井章雄．松亜一夫．  ける有機軌窒素の除去特性  
大野茂事l．頒藤懐－●2  
（■lキリンビール．  

●2東北大）  
b－31稲森悠平．末吉明．  諦25回水質汚蘭学会  仙台  

松虫一夫．須藤隆一事l．  

中村以正●2   

（◆■東北大．●2筑波大）  
b－32縮森悠平．梁相銀．  第25回水質汚濁学会  仙台  

杉補則夫◆l．徐胤沫－2．  

須藤隆一●す  

（●■茨城県衛生研．  

”韓国国立曙墳研究院．  
◆つ東北大）  

ト33須藤隆一◆l．稲森悠平．  第25回水質汚濁学会  仙台  
市川多加子－2．  

鎌形洋一暮〇．中村和憲■3  

（●l東北大．一2東邦大．  

事コ微生物工業技術研）  
b一別l杉儒脚夫◆1．一条悟朗●l．  第25回水質汚濁学会  仙台  

稲森悠平．須藤隆一一2  

（＝茨城県衛生研．  

●2東北大）  
第25回水質汚蘭学会  仙台  

彼谷邦光●2．渡辺信明．  

大野泰宏●l．青山莞河●4  

（●l水土壌圏環境乱  
義望化学環境部，  

●〇生物圏環境部．  

●一東邦大）  
b－36大内山高広”．   生物膜構成微生物によるカビ兵産珪藻類   発25回水質汚濁学会  仙台   

杉浦則夫●2．一条悟即2，  
稲森悠平．須藤隆一一3，  

菅山莞甜◆4  
（＝日太碍嬉クリエイト   
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き己号   発 表 者   題  目   学会等名称   開催都市名  年月   
●2沃城県衛生研．  

一っ東北大．＝兼邦大）  

b－37  仙台  
大塚勝■2．村上和⊂ に及ほす影響  
祖藤隆一暮q  

（●l千葉県立中央博物館．  

●2筑波大．り東邦大．  

一一類北大）  
b38  仙台   

今井電磁．類薩随一●l  る輪虫閣と鞭毛虫犠の共存勒製   
（東北大）  

b－39  仙台  
担jll猛曽つ．相姦悠平  と浄化特性  
（－1クボタ．●2ァムズ．  
●〇フジクリ【ン工業）  

b－4D  仙台  
今井幸雄．細見正明－■．  

岩見徳雄．須藤健一■2  

小テ召和博一っ．囲沼洋●〇  

（＝水土壌圏環境臥  
■2東北大．◆〇東邦大）  

b－41  茶Z5回7k質汚蘭学会  仙台   
今井壬雄．娼藤潤卜」l  の除去経と造I止特性   
（東北大）  

b－ 42   嫡藤間ト」．稲森悠平  第25回水質汚濁学会   仙 台  3．3   
（■l東北大）   

b一拍  罪25回水質汚蘭学会  仙台  
村上和⊂●2．  

大内山高広義つ．柴原康●■  

（●l東北大．一つ東邦大．  

雷コ日本環境クリエイト． 事1  
奥羽大）  

b－44   
（U几iv．Teyas）  Sl】dge  

ト㌧‖   今井章雄、E、F．Gloyn乱●l  仙 台  3．3   
（一lテキサス大）  

b－ 46  岩崎一弘．内山裕夫●l．  
矢木修身●l   

（雷1水土壌国環境部）  

b－17  Fateofge几eticaIlyengineered¶icroorgan－  川MS Congr∴8aい．＆   Os8ka  
J．UchiyaMa－l．0．Yagi●」  牡丹01．1g90  
（●l－ater＆Soil   

E爪Viron．DiY．）  

b－48  市街地の汚染物拡散に関する風洞実験   第31回大気汚染学会  金沢   
若松伸司．清水浩．   その1一交差点周辺機度に対する風上例題路汚   
内藤正明   染源の寄与－   

b－ 49  市街地の汚染物拡散に関する風洞実額  第31回大気汚染学会   金 沢  2．11  
若松仲司．酒水浩．   その2一交羞点近傍の建物の影響と自然換気搭   
内藤正明   の効果－   

b－ 50  風洞を用いた市街地拡散実験   第27回待i生工学研究討論会  東 京  3．1  
若松仲司  

b－ 5し  l－UI10．S．Wakanatsu  もYOlutiono了れ0いuTれaluTbanboundary】ayer   3．1   
S   P811ut．Heteorol．Aw¶a  

レ・‖  lyoし0  

H．【uribara●l  Bnd drUg elfect. thereon 〃euro－PsychophきrMaCOl．  
S．Tadokuro◆l  

（●1Gu川naUniv．）  

b－53   
（●1群馬大）   ］ngUiculat】S）の車回し渾動活性と欧7大行動の   

概臼リズムの特徴  
b－54  

内橋慶隆●l．  現象の動態   会年会  
田所作太郎●1  

（ll群馬大）  

b－55   東京   
地域特性（その3）：住居系・商業系・都心地  学会技術発表会   
域の比較  

b－ 5も  影山憧之．兜共徳  生活環境城昔による精神的ストレス＝   第6回日本ストレス学会学  東 京  2．11   
rつるささ」「迷惑感」評価と対処行動   術総会   

b－ 57  影山隆之．兜臭徳  生活環境軍書による梢神的ストレスの評価   徳 島  Z．11      第49回日本公衆衛生学会総  
（第2報）大都市における音頂墳とりうるささ’’  会   
の地域羞  

b－ 58  影山隆之．兜具徳  大都市に居住する成人女子の”睡眠薬服用”  
昔環境によるannoya几Ceと腱眠妨薯との関   
運を中心に  

b－ 59  昔非文絵．高村英子■l．   蔑ま行の虎塞感官件の検討   日本陸7k学会顎55㈲大全  山 形  2．川   

ー159－   



記号   発 表 者   毎  日  学会等名称  開催都市名  年月   
畠山成久  
（一】生物圏環境部）  

b－60  
（◆■東京大）   体群の季節変動  

b－61  
金子哲也●2   楽■’（その1）：基礎レベルと変動の個人差と  学会技術発表会   
（●l東京大．●2杏林大）  心身状態の影響について   

b6Z  
会  

堤本幸捻  レベルとの相関  
（事■国立公衆衛生院．  

●つ環境健康部）  

b－63  第55同日本民族衛生学会   
（罪1辛口）中高年者（女子）の血酒DHEA－Sレ   
ベルとその規定要因との関連  

b－ 64  兜真徳  地球環境ストレス   第6回日本ストレス学会学  東 京  2．‖   
循総会  

b－ 65  兜真繕．津金昌一郎雷■，  ストレスと発癌（欝2報）：ストレス関連性格と血   第6回日本ストレス学会学  東 京  2．11  
憤辺昌●l   漕副腎ホルモン・レベルとの閑適   術総会   
（●l国立がんセ）  

b－ 66   M．Kabuto   ・ ◆ ． ●  ●  ・・・ ● l  ′  3rdlnt．Syqp．M巳nt．Health  Maebasbi  3－1  
StreSS horl10ne．■ith s【「8SS－related   Surv．1帽川ods＆Appl．   
per80M‖＝けnJapa几eSe■Omen  

b－ 67  Ⅹ．‡8h8ta、M．latanabe事1   Dielcarotenoid－Synthesi写patlernin且1gae  gth【nt．恥叩．Carote几Oids  lyoto  2．5  
（●】GlobalEnviron．   Underlighl；dark synchronlzed conditlons   

Div．）  

b－68  
渡辺正孝義一  る赤潮篠額の防除作用   季大会  
（●l日本大．  

●2地球環境研究グ）  
b6g  nague   

Y．Shinozaki＝   dioxideo【tbeairYay reSpOnSIvenessof  Pharm8COl．   
（●luniY．Tsukuba〉   guineaplg   

b－70  Satell．XItlllnしCongr．  AlnSterdal【  
Y．Shinozaki●l   analoguesontrachealsMOOthmusclein  Pharmacol．  
S．汀aseg且ya●1  guiJle8P】gS  
（●1univTsukuba）  

b－71  Lea一旦lcoholanditsa爪alogues relax  DavDS  
Y．Shinozati●1   trachealsmooth¶u6Cle．10Werai川ay   Pha川aCOl、  

S．HasegaYa◆l  re且亡IiYltyandinhibita】1er巳icreaction  
Y．Miya5hita●2  
（事】un汗．T6Ukuba．  

●2ToyohashiUniv．  
Tech】l〔〉1．）  b－7Z          長崎   

長谷川鎮雄●l   ルキー反応におよぽす影響   
（＝筑波大）  

b－73  
長谷川萌嬢●l．  および気道反応性におよぽす影響  
宮下芳僻事t  

（暮l筑波大．  

●2豊橋技術科学大）  
b－74  金沢   

（●lJ■ 大）   および気道反応性におよぽす 一   b－ 75        計本業学会第110年会   札 幌  2．8  
嵯峨井勝．疎洋樹義l   モット肺マクロファージに及ばす影響   
（－1東日本学園大）  

b－ 7∂   嵯峨井阻佐野友者．  ディーゼル日動車排気黒煙提子（p－∫州）による  日本発学会弟】川年会   札 幌  2．さ  
森洋樹●l   ヒドルキシラジカル（・OH）の生成   
（雷l頚日本学園大）  

b－ 77   五味不二也●1．嵯峨井勝．  ラット呼気炭化水素盈の老化に伴う変動に及ぼす  節10回基鞄老化学会   東 京  2．川  
倉本和正■1．松尾光芳●l  栄養制順の影響   
（◆l東京都老人総合研）  

b－ 78   嵯峨井勝．市湘草道．  ディーゼル自動車排気黒煙粒子（D－SPM）による  第14回日本過酸化脂質・7  久留米  2．1（〉  
森洋樹事l  ヒドルキンラジカル（・OH）生成とDNA鎖切断  
′聾大  に   

b－ 7g   l■■・l●l■l■■■●l：   5th Bienn．MeeLlnt．Soc．  Pasadenろ  2．11  
‘‘  l    ●：■  ● ●  ●一  l▲  ．■  Fr8e Radic且1Res．   
舘帥e抽∴．‖nyiモedp8per）  

b－ 80  M．Sagai，T．】chinose．   l■■．l‘l■●l●l   5th Bien几，Meet．【nt．Soc．  Pasadena  2．11   
Ⅹ．Fuい  eectornltrOg帥dlOXlde  FreeRadlC島1Res．  

b－ 81   H．ShilRizu  Po＄8ibiltyor別1electrieYehicle  Pre弓entedCaliror爪ia  Z．1（）   

CleamAir＆Ⅳe■Te亡hnol．   
Co】1r．  

b－ 82  F．Sato，l．Y．Ⅳaganuna暮l  DevelopMe几t【）rneXt且eneration advanced   ThelOthtmt．Electr．Veh．  HoれgXon8  2．12  
Y．Hatsuoka●】   electrle vehicle   S ¶D．   
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記号   発 表 者   望エ  ≡   学会等名称   開催都市名  年月   
H．SuzukIれ．S．訂anio一一，  

n．sakur且i●ウ．H．Shiniz］．  

軋Ono●3  

（●lⅣ王pponSしeelCo．，  

◆2ⅣipponSteelChen．  
Co．．  

◆〇TokyDRe＄．＆Dev．  

Co．）  
b－83  

H．】sh王ta几1れ．Y．raya事1  SyMP．  
Y．】ikur且●2．l．Natori●コ  

T．Ya和a柁OtO●〇  

（●1じれiY．Tokyo．  

●2】■ateU両v‥  

◆コTokyoEIectr．PoYer  
Co．）  

．b－8l  

Y，raya●l．H．Shinizu．  
T．Ya¶a¶OtO一つ．  

【．Na10ri●2  

（●】unlv．Tokyo．  

◆1TokγOEleetr．Po▼er  
Co．）  

b－8畠  新潟   
大槻晃一l   度とモの代謝物に関する研究   
（●Ⅰ東京水産大）  

b－ 86   東山拓総●l．白石寛明．  東扇湾岸壁に着生するムラサキガイの有機スズ含  東 京  2．11  
有土   

大   
b－ 8T   Chemlealreactionsor tbeatmosph（汀ichalog一  Proc．9thSov．－」pn．Se爪．  Yuzhno  2．9   

（EnY王r〔〉n．Chen．DIV．）  C且tal．  S且khal】n5k  
b一 旦8   相馬悠子．今和泉隆．   

甘’－   の   、 の   
b－89  相馬悠子．相馬光之●1  広 島  2．10   

（‖化学環境蘭）   

ト十 与l  大気汚染物質に対する感受性の動物性隈比較  第！1同大気汚染学会   金 沢  2．1l  
市瀬草道．嵯峨井勝   一恥SO4◆NO2急性星霜でのウズラ・ハムス   

ターの感受性－  
b－ gl  H，Ⅳaito．Y．舶t飢川OtO   Currentsituationof”EnvironⅥent31   YorkshopHanagingNat．  Tokyo  2．11   

StatlStlCSlnJap8n  St8t．Serv．1g90s  
b－ 92  中杉修身  地下水汚染の機構と対筈の方向  第9回政策分析手法研究会  大 津  Z．8   
b√ g3  中杉修身   地下水汚染の浄化対策   日本地質学全開東支部シン  

ポ～■ム   

b－ 94  中杉修身   7I（の化学物質汚染の現状と今後の動向   日本薬学会第111年会   放 京  3．3   
b－ 95  吉田畠徳■l．山崎富夫tl．  土壌ガス法を用いた地下水汚染および土壌汚染調  第25回水質汚濁学会   仙 台  3．3  

奥野年秀●l．中杉修身  
／＼   

b－96  An ∂SSeSSlnent Of source contributjo11tO  The 5thlnt．Conr．lndoor  Tronto  
Ⅹ．Haeda●l．帆0nD■2  indoDrNO2PO】lu＝oni爪TokyD．」apan  ∧ir¢ual．＆Cli和一  

（●】univ．Tokyo．  

■2E【Viron．1IealthSci．  
Div．）  

b－g7  Tron10  
X．Haeda■l．1’．S．削減●2．  

Y．Yan且gUSaYa－〇  

（●1uniY．Totyo．  

暮2けany且几g伽iv‥  

吊舶「vardScb．Put〉1ic  
”ealth）  

b－98  
白石克明．福島悟●2  相の相違  
（tl生物圏環境部．  

◆2横浜市公害研）  

b－g9   
因物質に関して   

b－100  畠山成久．白石文明．  軍ヶ補高浜入りと流人河川水の潜在的生態毒性の  日本陸水学会邦55回大会  山・形  2．川  
浜田常信tl   周年変化   
（茨城県内水試）  

trlOl   T．∬anazato   Dir8CtandindirecteffectsofIoⅥ01γgen  Yokohatla  28   
1k   

b－102  T．”al】aZatO   SpeciescohPOSitiD【Ofclad（〕⊂eraneOn爪unity  Su≠a  Z．9   
h■Lk   

b－103  花里孝幸．安野正之●1  
正   ■続f   

b－104   捕食者フサカ幼虫の放出する化学物質がミジンコ  
の生活中縛件に与える烏三響   
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E己号   発 表 者   噸、  目   学会等名称   開催都市名  年月   
b－105  花里考案   捕食者7サカ幼虫の放出する化学物質に誘引され  

たミジンコの形態変化  
Chemicalcha几geSYithYalernigrationin   Hunich  1－ 8   

（OsataUn】V．）  forestecosystem  
b一川7   平田建正．村岡浩粛◆一．   半導体圧力センサーを用いた不飽和多孔体の圧力  土木学会弟り回年次学術謀    1．川  

塵甫☆◆i  水頭および空気圧の測定   演会   
（義l大阪 ●2山大  

b－108  Beijing  
Ⅹ．Huraoka●2  SⅥallrorested YaterShed  
（●lzo叩ShanUniv．，  
◆エロsakaUniv．）  

b－109  Kan且ZaYa   

（雷10sakauniv．）   and el帥ent CγClein a forest ecosystem  Geopbys．Meel．   
b110             広 島  Z．g   村岡浩爾事l．玉井畠宏●1．  多孔体中のトリクロロエチレン亨立塊の溶軌こつい  土木学会第45回年次学術講  

大西汐◆2．平田健正   て   演会   
（日大阪大．一2熊谷組）  

b－111   平田傑正．中杉修身  土壌及び地下水圏における有害化含物質の挙動に  欝1T回境域保全・公害防止  東 京  3．Ⅰ   
る 究   究   

b－112  平田健正  森林生態系における水移動経路と水質変動   土・水研究会   つくば  3．8  
一式波山系の調査率例－  

b－113  村岡浩爾事l．玉井昌宏事1．   有機塩素化合物に汚染された山地湧水と7k文立と  第Z5回水質汚濁学会   仙 台  3．3  
平田傑正   の関連について   
（●l大阪大〉  

b－114  
柏崎守宏．摘治国●2．  ン），霞ヶ満の比較研究  
村岡浩弼り  
（●】社会現場システム部．  

●2北海道大．■コ大阪大）  
b－115  

t．Muraoka轟1   of16 ele¶entSin28Japaneseeutrophic   
（雷10sakaUniv．）   1akes   

ト1÷｛  The 4th【nt．Co几f．   比丘mgZhou  

H．HarasaY8●】，M．Aizaki  Conserv，＆Ma几age．Lakes  
（蠣1soc．＆EnYiron．Syst．   

Div．）  

b－117  
稲森悠平．細見正明●－．  大会  
岩見徳地．小沼和博＝．  
須藤隆一義コ  
（＝水土壌旺環境部．  

▼g東邦大．■J東北大）  
b－118  金沢  

安藤満．田村憲治●2．   SPH濃度の時間・空間変動の評価  
伊藤政志●コ  （世田谷区役所周辺）  

（■l農業環境技術研．  

事2環境健康郡．  

義〇東京都環境科学研）  
b－11g  金沢  

安藤蒲．田村憲詣一7  魔の時間・空間変動構造（板絹区大和町周辺）  
（◆l農業環境技術研．  

■2環境健康部）  
b－1ZO  Bangkok   

爪Onitoring   Net▼Ork Environ．肘0】1it．   

（AS封EH） 京都大学 

b－121  頂填補生工学研究  
山本達也●2  全篇12回シンポジウム  

（事l大阪府公害監視セ．  

■2大和  
b－122   Natura】resour⊂eSaCCOuntinginJapan  OECD批rkshopNat．   Paris   

Re501】r．AecounL  
b－1Z3  山原故事1．泉霞博一■  交差点における NOx高凛庶汚染現象の解析（Ⅰ）   第31回大気汚染学会   金 沢  2．10  
森口祐一・   一汚染要因との関係についての検討－   
（事1石川県南生公害研）  

b－1Z4   森口柑」，最善博一l．  交差点における NOl高濃度汚染現象の解析（Ⅲ）  講31回大気汚染学会   金 沢  2．10  
山原敏●l   致値シミュレーシランの適用   
（＝石川県衛生公害研）  

b－125  金沢  
森口祐一  現の特性とその要因について  
（暮l兵臆県公害研  

●2兵逓県衛生研）  

b－126  沿道大気汚染の予測手法（Ⅳ）  第31回大気汚染学会  金沢   
清水r乱内孫正明   一通路平行風時の拡散シミュレーションと風洞   

実験による検証¶  
b－127  薄口祐一．上原涌．  沿道大気汚染の子副手法（V）   男31回大気汚染学会   金 沢  2．11  

清水港．内藤正明   一道路平行風時における道路・沿道構造別の拡  
散特性の比載卜一   
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記号   発 表 者   題  目   学会等名称   開催都市名  年月   
b128  安原昭夫   国立環境研究所における有畜廃垂物の研究につい  「化学物質製造及び利用産  采 戻  2．9  

て   業における公害防止技術」   
調香研究会那6同研究会  

b－129  金沢  
辻正彦一l．奥野年秀●1．  

安原昭夫   
（－■兵庫県公専研）  

b－130   水中の微五首害物質の洩】J定   日本7k質汚濁研究協会中郡   金沢   
支部平成2年皮講演会  

b－131  米元絶三．河越昭子＝  ラット胎仔肢芽培養法による催事形性物質のスク   第60同日本衛生学会総会  福 岡  2．4  
（●l環境健康部）   リーニング   

一金属類化合物に対する有用性の検討  
b－132  米元純三．河越昭子●l   ラット胎仔成井培養法による催奇形性物質のスク  第60匝】日本待i生学会総会  福 岡  2．4  

（事l環境闇康部）   リーニング   
一金属類化合物に対する有用性の検討－  

b－133  米元純三．川越昭子●l   ラット胎仔肢芽培養法の他者形性物質スタリーニ  第30回日本先天異常学会苧  宮 崎  2．7  
（●■環境髄康部）   ング法としての有用性  術集会   

A とし  
b－134  S．WakalqatSu   5tudyorlhelonEran且etranSpOrtOrair  The2ndJpn．－【oreaSJⅧP．  litakyushu  2．2  

polluta【tSinJapan   EnYiron．Sci．＆TechnoI．   
Proc．  

b－135  S．WakaTnatSu．l，Uno．  ●       ■  ●  l  l   －  lノ ．  ■          ●   18th】THAirPollリt．  Vancouver  2．5  
R．A．Wadden事l   OZOnepredictioninacomplelairshed  Hodel．its＆Appl．   
（U几1V．Illl几OIS）  

b136  ‘    ．            ●      ■’l ■    ● ． ．■ ● ●  The 3rd】nt，Aeroso】   Ⅸyoto  

賞．Hurano●】．l．U【0．  distributioll  Conr．  
H．Ueda◆2  

（雷IG10balEnviron一  
Div. . 
◆2ⅩyusbuUniv．）  

b－137  金沢  
相原敬次●l，牧野宏●l．  明に関する研究（1）  
頒山芳明●■．才不義夫事1．  

若松仲司．鵜野伊捧志   
（暮1神奈川県公望セ）  

b138  金沢   
（事】計塁計画研）   

b－139  第81回大気汚染学会  金沢  
本多雅章■1．若松伸司，  

鵜野伊雄志．  

村野健太郎◆2  

（■■長崎県衛生公害研．  

■2地球頂境研究グ）  

b－140  金沢  
三村春雄■l．相原敬次●l．  

碩山芳明事l．才木義夫事■．  

若松伸司  
（●l神奈川県公害七）  

b－‖1   碍埴科学会1990年会  東京   
（●l計毘計画研）   

b－142  若松伸司   光化学大気汚染三次元モデルを用いた発生源削誠  
手法の検討   

b－143  郡市環境の現況と改善  第Z3回■91建築設備技術会  
議′  

社会現場システム郎  
c1   

（一■神奈川県林業試験場〉  

c－ 2   哲柳みどり．影山隆之暮l．  森林の環境保全的な役割に対する居住者の評価の  1g90年鑑農村計画学会   岡 山  2．4  
内藤正明◆】   地域比較   
（義1地域環境研究グ）  

c－ 8   青柳みどり   アメニティをいかに計量化するか   日本科学技術連盟弟1g回多  東 京  Z．T   
変五解析研究会  

C－ 4  Ⅹ．AMaれ0．T．Fukushi一札a●t  Di†rusiveexchangeofli几earalkylbenzene－   5tblnLSyMP．】nteracL  Uppsala  2．る  
0．甑ka6ugi●1   sulfoれate写（LAS）betYeen【）Verlaid tater  Between Sedi¶enL＆†aler   
（Reg．EnvlrOn．DIV．）  

c－ 5   天野桝二．福島武彦●l ●l如■   
地域墳   間の分配  演会  

c－6  
高田秀東一2  の要囚  
（●】兵庫県公審研，  

事2東京農工大）  

c－7   仙台   
高田秀盃●2  

（●l兵庫県公害研．  

事2史扇農工大）   
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雷己号   発 表 者   侮  日   学会等名称   開催郡市名  年月   
⊂－ 8  天野耕二．福島武彦●1．  底彗中のLA5 の挙動   第Z5回7k質汚蘭学会   仙 台  3．3  

中杉修身●■   －モデル化からなにがいえるか？－   
（－1地域環境研究グ）  

c－ 9   大井紘．近藤英日り．   石川i自治体における公苗苦摘の発生過～崖と解決過  京都大学環境律i生工学研究  
誠賀‖介．平松孝三 提の分析   金   
（●1京都大〉  

c－10  幹録道路沿道と非沿道の住民の環境意粗の自由言己  土井学会第45回年次学術講  新潟  
須賀伸介．宮本定明●1．  

阿部治●Z   

（●1三託波大．■つ埼玉大〉  

C－11  土地用途に関する住民の焉儲からみた公害苦情の  環境‡斗学会1g90年会   東京   
碩賀伸介  発生過程の分析  

⊂12  東京  
小野問史敏●2  糞異に関する研究  
（事■兼京工業大．  

＝日商岩井）  
c－13  日本不動産学会平成2年庶  

研九  秋一全国大会学術講傾墟  
c－14  後藤典弘  地球化時代の蝿域頂増政箭   環境保全ビジョン・シンポ  東 京  2．2   

／ウム  

c－15  後藤典弘   廃薫物の管源化技術とその課題  科学技術週間行中   頭 宗  2．4   
酒招研究所主催繍蘭ほ  

c一上6  自由言己述データの分析による高層住民と一戸建て   京都大学甥墳衛生工学研究  
碩賀伸介．宮本定明◆－．  会  
阿部治●2   
（◆l筑波大．■2埼玉大）  

c－17  土木学会第45回年次学術講   
韻賀伸介，宮本定明◆■．  述調査法による比較   病舎  
阿部治◆2   語の記述頻度による分析－  
（◆l筑波大．－2埼玉大）  

c－18   環8沿道住民の被害・迷惑感の自由記述調査法に  環境科学会19gO年会   東京   
よる   

c－1g  環境科学会19gO年会   東 京  2．11  
須賀伸   の比   

c一 之O  しらせ船上における軽炭化水素の削定   1g90年庶日本地球化学会年  新 潟  2．10  
（事l地球環境研究ク）  会  

c－21  
渡辺正孝－2  タの視覚表示   大会  
（●l筑波大．  

●2地球環境研究グ）  
c－22  新潟   
原沢央夫  研九  演会   

c－23  
渡辺正孝事2  タの視覚表示2   大会  
（事1シャープ．  

義2地球環境研究グ）  

c－24  霞ヶ浦周辺住民の水辺意ほ   環境科学会1990年会   東京   
原沢大夫  

c－ 25   原沢英夫   広域水管理へ向けての取り組み   1g90年虔（杜）日本水質汚濁  
研究協会東北支部講演会   

c－26  Ⅰ几tel‖印加 decisio爪 SuppOrt Sy8tenfor  5thlnt．Congr．Ecol．  Yokohana  

M．【aim川a＝  円anaglngaqUat王CenVironl白ent  
0．舶kasugi事2  
T．Morita◆l．M．Ⅳaito－2  

（■1Gl【）b81Environ．  

Div．  
●2Reg．Environ．Div．）  

c－27   水mにおける隻東浸透研山のモデル化   平】戊2ilこ此農兼土木半金火  
‘包●‥′  

C－28  汀a5bington  
T．Miyazak董●－   ■   l  ■：      ：  ●■   ′    ： ′    ■  

Y．1‖川ra●2   Similarity  
（■1GlobalEnviron一   ーDiscrimin8ti（〕nOflong te「nchanges rr【）爪  

Div‥   Sea50几alchanges‾  
●？lYaleUniv．）  

c－2g  岬asbington  
（－■lYaleUniv．）  class王ficationofsatelliteiJnageSbyEH  

algorithM  

化学環境部  
d－1   日本分析化学金策39年会    名古屋   

森田昌敏．大塚紀一郎●1  （第2稲）   
（‖日本筍子）  

d－ Z   宇野由利子．添田畠敏  白金曙体の変異原性   日本環境変異原学会第1g回  
大会   

d－ 3  岡本研作   同位体希釈／【CP－HSによる生物試料中のスズの  
屏領   
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雷己号   発 表 者   寧  目   学会等名称   開催都市名  年月   
d－ 4  岡本研作   生物・環境繰準試料の分析に用いられてきた微塵  第7回無根・分析化学コ仁  米 沢  2．8   

元素分析億の変運  キンウム  
d－ 5  彼谷邦光．渡辺信一1  日本農芸化学会1980年皮大  福 岡  2．4   

（●1生  

d－ 6  Vienn8  2．8  
H．Sona   etry（S】H5）forana】ysisofasbes10S   
（●】Reg．Environ．Div．）  fibers   

d－ 7  1g90年度目本地球化学会年  
相馬光之   会   
（■■地域環境研究グ）  

d－8  
西川雅高．溝口次夫．  化  ウム  
育木周司●2．渡辺興亜●2．  
川口貞男γ  
（‖名古屋大．■2怪地研）  

d－9  東京  
金森暢子一1．村山昌平事2  ウム  
青木周司事〇．酒水明＝．  

溝口次夫  
（暮l名古屋大．●2東北大．  

り極地研．  
暮1社会環境システム郡）  

d－10  日本地球化学会年会  新潟  
西川雅高．青木周司●2．  

渡辺興亜事2  

（●■名古屋大．一つ極地研）  

d－11  日本地球化学会年会   新潟   
金森暢子●1  

（●l名古屋大）  

d－12   西川雅高．濱口次夫■l  弟31回大気汚染学会   金 沢  2．11   
（暮■地球環境研究グ）  

藤井敏博．柿崎幸一事l．  日本化学会第5g春季年会  栗 京  2．4   
石井宏征事Ⅰ   
（義1明星大）  

か ‖   藤井敏博．柿崎幸一●l  有機化合物の表面電離スペクトル   1990年皮質丘分析蓮台討論  大 阪  Z．5   
（◆†6   Ⅲ     を む   合   会  

d－15  日本分析化学金策鍋年会  名盲監  ヱ．1q  
同位体比測定の国際的クロスチェック  

d－16  新潟  
藤井敏宏．坂本和彦●1．  

陳宗良●2．範増孝一○  

（事1埼玉大．  

●2生態相場研中心．  

暮コ貴州省環境保諜科学  
研）  

d－17  東京  
（●l島根県西郷保健所）  季節変化  

d－18  金沢  
田中文雄－l．多田納力●■．  

中尾克●l，原宏一2  

（義l島根県衛生公昏研．  

◆7国立公衆衛生院  
d－1g  Highresol］ti〔〉nmaSSSPeClro11etry†ith  Euroanalysi写Ⅶ  Vienm且  

T．Uehiro，X．Otsuka■1  inductivelJCO叩1ed argonplas爪a  
（●lJEOLLtd一）  ioniza＝onsource  

環境心慮部  
e－1   

B．A．Fo■ler●1   exposure to gallium，indiuln．and arsenic  Health．1990 Annu．C【）nf．   
（UnlV．Ma一丁land）  1nVltrO  

e－ Z   廿日．Ral川er．Y．Aoki．   D¢Vel（〕PnentOranethodrorreduciれglr8Ce  第1回目本徴丑元素学会  東 京  2．8  
l．T．Suzuki   netalcatioJICOJICenしra＝onsin allalm柑1ian   

Ce】1c】1ture円ediu¶  

e－ 3  青木康展．遠山千春．   ウェスタンプロ 札 幌  2．8   
柏木和夫  、 

e－ 4   青木康屈．綺木和夫   
磐型1h■一S  の誘導   

e－ 5  Y．Aoki．C．T（〕hya爪a．  

．T．5uz］k】  blott川E【e亡hnlq】e  
ロ  東 京  3．3   

質細胞中の胎盤型グルタチオンーS一トランスフ   
エラーゼの誘導の調節  

8－ 7  小野稚司．新田招史●t，   郡内幹線道路沿道こおける家庭内現場   罪31回大気汚染学会   金 沢  Z．11  
村上正孝．中井望文一2  

（■1地域環境研究グ．  
雷㍗褒東大）   
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！己号   発 表 者   擾  日   学会等名朋   開催都市名  年月   
e← 8  拘毯昭子．米元絶三一・  獅0回日本律i生学会総会  福 田  2．4   

（●■地域環境研究グ）   

e－ g  河田明治   ラット肺の化学伝達物質lこ及ぼすオノン森羅の影  金 沢  Z．11   
響   

e－10  杉平直子．相木和夫  ラ・ソト乳仔におけるストロンチウムとカルシウム    第60回目本衛生学全総会  福 岡  2．4   
刃  

e－11  鈴木和夫．河原さな枝事l．   
碩長宏行事2．小林悦子  イン合成の誘導との開陳   
（H筑波大．■2千葉大）  

e－12  カドミウム前処理によるカドミウム，銅と亜鉛の  第60回目本衛生学金総会  
規最宏行義2．小林悦子．  

下條信弘一l．鈴木和夫   

（■1筑波大．●2千薫大）  

e－13  
●2．下條信弘＝，鈴木柑夫   

（蠣一筑波大．■2千葉大）  

e－ ‖   鈴木和夫．河原さな枝事■．  第60回目本待1生学会総会  福 間  2．4   
娼長宏行一之，下値信弘一】   
（雷■筑波大．●2千窯大）  

e－】5   小鉢悦子．鈴木粗末  低カルシウム倉で飼育した幼君ラットにおける力  
ルシウムとストロンチウムとの識別   

e－16  K．T．S【1Zuki   Calciunand cystt〉ine－particip且tedoxidative  3rdlnt．SyMp．Chelating  Pilse】1  2．7  
■ ．  ●   ●  ．                 1t ■  ■  八島entS？ba†naCOl‥   
Vivo andiIlVitro   T【）Xicol．＆ Ther．   

e－17  給木和夫．河原さな技－■．  札 幌  2．8  
須長宏行一才．児玉直美  タロチオネイン合成の誘導   
（＝筑波大．●2千郡大）  

e－18  同時投与したカドミウム．亜鉛と網の肝臓への取  日本薬学会第110年会  札幌  
頒環宏行■2．小林悦子．  

鈴木和夫   
（●l凍疲大．■2千葉大）  

e1g  日本薬学金策111年会  文恵  
児玉直美ノ」、杯悦子．  オネインの誘導  
三澤手書■1．鈴木和夫  
（●】筑波大）  

e－20  
E．Suzuki●Ⅰ．Y．ⅨiMula■l  ト450bin typelp爪euⅥOCyしeandcIara   
（●】Ⅳat．Der．Med．Co11．）  ee1lor ratlung   

e－21  
（＝地域環境研究グ）   胞の変化  

e－22  
松本歴   の開運について   
（暮1地域環境研究グ）  

e－23  
浅招信治一Z，松島松翠◆t．  

城山孝子雷2  

（－1地域環境研究グ．  

一つ佐久総合病院）  
e－Z4  金沢  

松本乳性本幸雄＝，  （2）  

新藤純子●つ  

（●】地域環境研究グ．  

◆コ農業環境技術研）  

e－25  第49回目奉公衆衛生学会絵   
村上正孝   ー県別の疾病分煩統計による推計密着歓の変動  円   

e－26  EfrecIsormetallothioneinaccumulationby  5thCongr．U．S．－Jpn．Coop．  Ⅸanazawa  
H．【asuγa●2．Y．】5hiI嶋2  Zincon thedevelopmentofx－rayCataraCt  CataractRes．Group  
軋〃isbimura●つ  inr且tS  

N．Nishin］ra●〇  

C．Tohya¶8．t．Sakai－4  
N．Suzuki事▲．H．1toi●6  

（●lxyoriい川Coll．  

－2EyeInst．Caしaract  
Fou几d．  
◆コAichiHed．Univ．  
●4TokyoUniY．．  
＝KyotoPrefeい  
LhlV．）  

e－27  Mial‖  

Ⅳ．Ⅳishinura◆l   proteimreactive■ithletallothionein  ToxIcol．  
H．NIshInura●l   antibodyln therat tesしi写  
（●】AiぐbiMed．Unlv．）  

e－28   

遠山千春   局在性   
（◆l愛知医大）  

e－ 29   遠山千春．A．Ghafrar．  銀化舎物柑与に伴うマウス及びラット組織内メタ  萌60同日太裾生学金紋舎  1扇 田   2．4   
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妃号   発■表 書   題  目   学会等名称   開帳都市名l年月   
中野馬浩．西村銚子．  
西村久雄雷2  

（－■国立水俣病研究セ．  

事2愛知医大）  

e－ 30      西村久雄て■．西村典子●1．   

遠山千春   疫組織学的観察   
（愛知医大）  

e－ 31   遠山千春．A．Gharrar，  ラット精巣におけるメタロチオネインの分離と組  第1回日本微超元素学会  栗 東   2．6   ●■ 
西村典子．西村久雄事▲  総局在性   
（変知医大〉  

e32  モ．7  

西村典子■2．遠山千春．  

親木豊志夫＝   

（●l東京大．一2空知医大）  
e33  Hetallothionell1localizatj8爪in testi6 and  2．8  

N．NisbilluTa事l  epldid川iso！cadTnium－treきted rat   追istoche軋むCyしochem．包  
A－Ghafrar．C．Tohyana  〃i写tOCheJn．50C．  

（●一AjchiHed．Unjv．）  

e－ヨ4  MetalIolhioneinloca】izationincadnium－  3rdJt．Heet．Jpn．Soc．  2．8  
H．〃ishim］ra●l  trealed rat bra王n   RisとOCheⅥ．＆Cytochem．＆  
C．TohyaMa  Ⅱisto亡h（lm．Soc．  
（雷IAiehiMed．U几iv．）  

e－35  2．る  

中村絶妙子暮l．橋本戴■l．  
遠山千春．J．ほenelraad  
（●1共立重大〉  

e－36  

Ⅳ．Ⅳishlnura●l．   during亡e】1proIirerationinparti811y  Conp．Phy5iol．＆Bioche刀．  
H．Ni6bi印ura●」   h（・pateCtOnizedratliver  
（Å1Cわ1Med．Ⅲ1V．）  

e－37  
西村典子■1，西村久雄＊l   

（事】愛知医大）  

e－38  ヒト皮膚線椎茸細胞における研一B照射陣容と  第8ま回目本生化学会大全  
弘田裕美子■1．  朋etallothionein誘導  
小林静子暮l．西村久雄一つ．  

西村典子●2．遠山千春  
（●1共立薬大．  

－t愛知医大）  
e－39  23rdI几し．Co叩ー．Oce叩．   

N．Ⅳishimur8●l   thioneini几thereproductiveorgansor  Health  
C．Tohya帽a   ノ ■   l  ■．   ．  
（AI仁山l〟ed．UnlV．）  

e－40  Mo†ltrea12．9  
H．Nisbiqurム＝  treatedratsa【dllice  Hea】th  
A．NakanD●2．A．Gharrar．  
C．TohγaMa  

ぐl八icbi蚊ed．Univ‥  
■2Nal．lnst．Hinanata  
Dise86e）  

e－41  
堀部博●l．中野常浩一2．  会東海地方全学会  
A．Gbarrar．遠山千春  
（事l愛知医大．  

一っ水俣病研究セ）  

e－42  U柑照射による皮膚障害とその防御  領域科学会19gO年会  東京2．11  
弘田裕美子●1、   －メタロチオネイン誘導とグルタチオンモ／エ  
給木純子■■，西村典子◆プ．  

西村久蛭●2．  

J．宮ene王raad．遠山千春  

（事】共立薬化大．  

－ヱ愛知医科大〉  
e－43  

彼谷邦光一l   するガングリオシド   会研究基金   
（化苧環境部〉  

小＝  ラットに気管内投与した酸化銅の肺クリアランス  第6Q回日本衛生学会絶会  
海老原久恵 と苛性  
． 坂井荘－●Ⅰ．児玉直美．  
鈴木和夫  
（一■東邦大）  

巳－1S  

給木車  苛性1．経時変化  
㌣・H   

給本手  苛性2．用量影響変化  
e－ 47   

児玉直美．玲木和夫   毒性a．イ・ノトリ．ウムの細胞内分布とカルシ  
ウムの沈着   
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記号 発 表 者   錮  目  学会等名称   開催都市名年月  
e－4る  

大杉淳子．児玉直美．   の炎症応答  トキシコロジーシンポジウ   
鈴木和夫   ム   

e－ 49  東 京  Z．11  
嶋田知美．児玉直美．   ルの肺クリアランスと毒性の羞異   
玲木和夫  

e－ 50   藤巻秀和．白石不二蟻●1  肥満細胞機能を修飾する環境汚染物質  第81回大気汚染学会   金 沢   Z．11   
（化学環境部）  1．＿酸化窒素  

e－ 51   藤巻秀和．河越昭子   肥満細胞機能を修飾する環境汚染物質   第31回大気汚染学会   金 沢   2．11   
g．・ナルムアルヂとI  

モー 52  今井選暮】．藤巻秀和．   ラット腹陛肥満細胞におけるタンパク生合成の2第40回目本アレルギー学会  長 崎   Z．11  
阿部達也■2   次元ゲル電気泳動による分析   
（事】慈恵医大，事2秋田大）  

e－ 53   藤巻秀和．若盛和雄事l．  NO2およぴその中間物によるラ・ソト腹腔肥碗細胞剃0回日本アレルギー学会  長 嶋  Z．11  
小澤仁●1．今井遠雷l   活性の憶師   
（■1慈恵医大）  

e－54  3、3  

T－J机如■l．刃．銅山け射ば■  Louise  
E．Bis§Omnette事2  
D．Befus事2  

（＝JiよeiU〃jγ．．  

事2univ．Calgary）  
e－55  3．3  

1】．FuiilakI．D．Berus■2  IMnUnOl．   Louise  
（●リik81U吊V‥   

●2univ．Cll即ry）  
e－56  大気浮遊扮しん中変異原仕試仮の頗率イとについて第〟回日本衛生学会総会  福 摩冒Jlヱ．j   

，ヤグ  
e－ 57   高感度血esテストによる都市大気浮遊拉子状物日本薬学会勘11年会   八王子  3．3  

田村憲治．片桐和子   質の変異原性の粒径別分析   
（●1地域環境研究グ）  

e－ 58   三森文行   MRS一基礎と砥床の対話  第11回磁気共鳴医学会   東 京  1．9   
e－ 5g  F．Milsumori．S．Euno書l．  Erfectsofaerobictrainingonene柑ynetab－gth加nu．MeeしS8e．〟agn・  NeY yOr鼠  g．8  

M．Aki6ada暮l   01isni几 rat Skeletal¶】SCleevaluated bJResDnanCeHed、   
（◆lunjy．TざUkub∂〉   pわ8Spborus－8j醐片8peeけ05COpγ   

e－ 60  lHRot且tingfra¶eHM月叩eetrO弓COpyandits14thIれt．CDれf．Hagn・  ーa川i亡k   Z．g  
軋H－Bolas●l   extension tol〇c10Caliヱation  Resonancetliolog．Syst．   
（◆lMRC〉  

e－ 61   久野招也●■．防圧ほ㍗■．  …によるラ・ソト骨格筋でのトレーニング効果の第15回体力医学会   福 岡  2．9  
三孫文行   連続観測   
（▼l筑波大）  

e－ も2   三孫文行   】Hrotating†rane法の拡張によるl〇c局在化第2掴¶MR討論会  
発   

㌣・‖  軋Murakami   lMPaCtOrglobalc王i¶ateCha【geOnhea＝h！爪．町叩・EnrJron．肌泊い沌  
＆Pしt19gD   

e－ 64  軋Hurakami  ImpactorglobalcliⅥateChangeonhealthlnt．Sy叩．Environ．Health            Soeu1   2．8   
＆Protect．19ロS  

e一も5  不均一な細胞染田としての肺月包マクロファージ 第31回大気汚染学会   金沢2．11  
（Ⅰ〉  

大気圏環境部  
r－1   t∫OtOZ．9  
T．FukuyaMa  Conr．  

ト2   泉克幸．坂東†専●1．  308K，l気圧下におけるベンタフロロブロバノー軍31回大気汚染学会   金 沢   2．11  
黒田伸明   ルと mラジカルとの反応の速度定数の測定   
（●l地球環境研究グ）  

f－ 3   内山政弘．水落元之雷1．  金 沢   2．10   

村尾直人－2．福山力   

（事l土木研．●2北海道大）  
f－ 4   尾崎裕．福山力   Arクラスターとょeおよぴ腑の交換反応   日本化学会第59春季年会  随 浜  2．l   

一分子動力子法による断面樹の計男ン  
f－ 5  尾崎裕．福山力  Arクラスターと希ガス原子の衝突  罪6回化学反応討論会   東 京  2．5  

と     ◆聾今  の  －   
ト6   The3rdI几t・Aerosal   KyotoZ．g  
】．U＝”M．T．Fukuyama．  
F．Xosaka暮l．D．1Lo－■  

（■tNihonlagakuXogyo  
Co．．Ltd．）  

f－7  gγ0と02．∂  
T．Fukuy且¶a．  a ho卜rilllanel【Oneter  Conf．  

H．甑kajima●l  
r．甑raka－∂●1．＝j血義2  
（雷INihonXagムーuXogyo  
Co．．Ltd‥  
●2sa爪Oyalro…Drks  
Co．Ltd．  
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妃号   発 表 者   題  目   学会等名称   開催都市名  年月   
f－ 8  尾崎裕．福山力   ArクラスターとⅣ2．CO2の反応  分子構超絶台村論会   福 田  2．10   

一分子動力学計算と実験結果の比較一－  
r－ 9  尾崎椅  ポリスチレン寂異体の光散乱  第10回不規則形状の散乱過  相撲原  3．1   

提研究会  
f㌧10  日本気象学会19gO年春季大  

笹野泰弘■l；秋元肇－1．  金  
松崎キ好●2．妃口博司暮〇  

（●l地球環境研究グ．  

●2宇宙研．  

●○宰領開発事業団）  
f－11  第16回リモートセンシング  

笹野泰弘●l．松崎中好一2  シンポジウム  
（●l地球環境研究グ．  

－2宇宙科学研）  
仁12  第16回リモートセンシング  

鈴木睦．竹内延夫，  シンポジウム  
土屋清●l  

（雷l千葉大）  

r－13  Beh8Vioroftypho0日（〕bservedbyN川BUS－7         ThellthAsianCollf．   広州  
F．Hir…a■l．M．Sリ訓ki，  Re口OtOSensi叫  
N．Takeuchi．  
l．7sucbiya暮t  

（●lcbibaUniv．）  

仁14   TlleCOmpOSites一日CtUreOfsupercloud  】几【．TOGASci．Comf．  皿onolulu   

軋Hurakami事】   clusしers over the Paciri（，Oeeamol11－20   
（●lHeteorol．Res．lnst．）  Jl川e1986   

f－15  US－Jpn．BiIateral   Seattle  2．9  
sγSteMatichOVe川ent Or亡loud cl〕さIerSOVer  10rk写bopEⅣSO   
＝letrOplC且1l）aclrICO（：ean  

r－16  竹内延夫．鈴木睦，  TOHSデータと地上データによる成層圏オゾン沈  日本気象学会19gO年春季大  
内山弘美＝．河村武■1  降の事例解析   会   
（●l筑波大）  

r－17   竹内延夫．呉尚謙一■  1．4〃n有半導体レーザーを用いたレーザーへテ  罪51回応用物理学全学術譲  盛 岡  2．9  
（●1筑波大）   ログイン分光計による 層圏7 気計測の検討  演会   

r－18  呉尚謙●1．竹内延夫  第51回応用物理学会学循闇  
（●1筑波大）  演台  
竹内延夫．呉尚書難事l   第16回リモートセンシング   
（筑波大）  書■  ゾンポゾウム  

1㌧20  

比留間文彦●l．鈴木睦．  学会  
土星清■】   
（●l千葉大映像隔削セ）  

r－21  
竹内廷夫．土星靖●l   その2 高層気圧配置とオゾン濃度変動   学会   
（千葉大映像隔則セ）  

r－ 22   N．Takeuchi   Sale11iteno几itorin且Ofglobalchloro－   福田国際シンポジウム■98  福 田  2．11   
rluoro亡arbon8ando【hertrac8ga＄eS  

f－ 23  松田学●■．比留間文彦●l．  日本リモートセンシング学  
土屋清●l．竹内延夫  金策10国学術試演会   
（◆l千葉大）  

【－ 24   呉尚謙tl，竹内延夫．  日本リモートセンシンク学  
河村革－l   金茶10回学術講済会   
（◆l筑波大）  

f－ 25   竹内延夫．鈴木睦．   人工衛星データを利用したオゾン等微量濃度分布  文部省科学研究費遥点領域  東 京  3，2  
依田達也●】   の郎定・解析法に関する研究   研究   
（■l地球環境研究グ）  

f－ 26   竹内延夫，呉尚≡鞭－l．  第38回応用物理学関係連合  
河村牢●l   講演会   
（●l筑波大）  

f－ 27   花埼秀史   密度成層流申の物体により生じる非線形内部重力  京都大学数理解析研究所研  京 都  2．5   
放とX－dV方程式一致値的研九－  ブも集金  

f－ Z8  花崎秀史  密度成層流体及び回転流体における叩5treap   第4回数値流体力学シンポ  東 京  2．12   
1nflueneeと粘性効果  ／ウム  

f－ 2g  花崎秀史  非線形内部重力波における粘性効果  第10回応用力学連合講演会  東 京  2．12   
一散値シミュレーシワン←  

f－ 30  宮．HallaZaki   仙¶ericalstudyo†lheflot◇†さtably   Jpn．Can．－orよ写hopAt10S．  T＄】k】ba  3．3  
5tratiriedfluidpaちta thTe（・－di■en＄ional  DIsp（汀5ion   
obstaelt〉  

r－ 31  花崎秀史  三次元密度成層流体中の物体上流に伝わる内部錮   
m   料金  

卜32  大気微量分子のレ「サー畏光路吸収測定を目的と   第椚回地球電磁気・地球惑  東京  
板郎敏和●2．笹野泰弘義l  する人工衛星ADEOS搭載リトロリフレクター  星圏学会講演会  
（●l地球環境研究グ．   （R】S）  

●2郵政省通信総合研）  
f－33   

N．Su正三¶OtO．   earthlaserlonR－DAth Ab60rt）tl（）nl【ea＄ure一  0【〉t．1g89 T8Ch．Di■，Ser．   
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妃号   発 表 者   題  目   学会等名称   開催都市名  年月   
T．Ⅸobay8ちhi●2．Y．Sasano  

（●lcoⅥnun．Res．Lab．．   

●2FリーuiUniv．）  

卜3d  第87回地球電砿気・地球惑  東京  
板部敏和◆2．笹野泰弘事】  

（■一姫球頓墳研究グ．   

●2郵政省通信総合研）  
r－35  金沢  

Y．Sasa11（〉●l   satelliteADEOS：¶eaSuretIe【t Of atnDSplleric  
（●1Global餌viron．   tracespecies ba6edo爪earth－SpaCe－earth  

Div．）   1aserlo爪gPattlabsorption  
r－36  盛岡   

1空野泰弘暮1   いた分光測定手法の検討   済金   
（＝地球環境研究グ）  

r－ 37   福本座乗●1．宮寄武  孤立した渦糸の3次元波動運動   京都大学数理解析研究所研  京 都  ・2．5   
（▼■名古屋大〉  究発会  

r－‡8  Ⅹyoto  

H．Ueda●2   iIla Seロトinfiniteeり柑meOr gaSOVera  Conr．  
（暮1ni¶eji】nst．  Plate  
Tech1101．．  

暮2ⅨyushuUniv一）  
ト39  岐阜   

（名古屋大）  料金  
ト 40   喜笥武   密度成層流体中における楕円渦領域の三次元樋短   京都大学数理解析研究所研  京 都  3．1   

波長不安定性  究集会  
卜 41  宮笥武．福本座頭割   成層流体中の楕円渦領域のa次元不安定性  日本物理学会1g91年春の分  東 京  3．3   

（名古屋大）  料金  
f－12   三好明．鷲田仲明．   気相における HOCO ラジカルの光イオン化質邑分   日本化学会第59春草年会  横   2．4  

松為宏幸■l   折法による検出   
（事1東京大）  

f－ 4J   三好明，賢田仲明．   気相における 〃OCO ラジカルの検出とラジカルの  訝6屈化学反応討論会   東 京  2．5  
堤為宏専一1   寿命   
（■1東京大）  

r 44   A．Hiyoshi．N．Washida．  Detectionor thehocoradicalanditsli†e－  12thInt．S）Ⅶp．Free   Susono  2．9  
”一日ats】i事1   tiⅥein ga8phase   Radie且1s   

（●■univ．Tokyo）  

f－ 45   三好明．賀田仲明   励起Clっ分子の消光・反応過程   分子構造総合討論会   福 岡  2，10   
f－ 46  山本和典．三好明．  気相におけるハロゲン化有機ラジカルの検出と反  菓 京  2．5   

賀田伸H  応   
r－ り  Susono  2．9  

N．－ashida   YitbO2inlhepressurerangeO．卜8Torr  Radical＄   
at2g5K  

ト 48  山本和典．三好明．  光イオン化賀五分折法によるCF2Cl，CFC12．  分子構造総合討言合会   福 岡  Z．10   
田†日   CCl。7ソカルと 02，Ⅳ02 との 応   

ト 4g         日本化学会第5g春季年会  横 浜  2．l   楳原久典■1．佐藤†射采●l．  光イオン化されたフナン・デル・ワ【ルスタラス  
資田仲明   ターの内部エネルギー散逸の機構   
（■l三重大）  

ーー50  福岡  
西信之事2．繁田仲明  紋別への応用  
（事l三東大．●2分子研）  

水土壌国環境部  
g1  Int．C【）nf－Enviro几．Hanage．   Ⅹobe   

P loadings frol rivcrr to encidsed eoastal Eneiosed Coartal Seas 
SeaS   

g－ 2  井上隆信．海老瀬潜一  山 形  2．10  
g－・3  井上隆信．海老新治一  河川調査による河床付菅生物膜増殖丘の評価  第27回衛生工学研究討論会  東 京  3．1   
g‾ l  井上隆信．海老瀬潜一  個沼川流下郵呈における水質変化量の評価   第25回水質汚商学会   仙 台  3．3   
g－ 5  中島敏明＝．内山裕夫．  Type ⅢメタノトローフM株のメタンモノオキシ  日本農芸化学会1990年庶大  福・岡  2．4  

矢木修身．田淵武士●l，  ゲナーゼの部分精製と諸性質   円   
（事1筑波大）  

g－ 6   内山裕夫ノJ、栗一人◆l．  ガス状トリクロロエチレンの固定化菌体による分  日本農芸化学会19gO年度大  福 岡  2．4  
矢木修身．国府田悦男●1  解   会   
（●l筑波大）  

g－ 7   軋Uchiyal拍．   The roleorheter（）trOPhicbacteri且im trich－  1ggO ASH CDnf．   Chicago  2．6  
T．甑kajima雷1．0，Yagi  loroelhylenedegradaLioれbJhethanotroph  Biote（．h爪01．   
（●】univ．Tsukuba）  

g－ 8   軋UchiyA加a．Ⅰ．lYaSak王．  F且t80rgemeticallyengineerednicroorg卑‾  lU鵬S Congr∴Bact．＆   0岳aka  Z．9   
0．ragI  l●●‘r  〟γCO】．J9タロ  

g－ 9   内山裕夫．中島敏明◆■．    メタノトローフM抹によるトリクロロエチレン   平成2年度日本醗酵工学会  大 阪  2．11  
矢木修身．中原忠璃●l  の分解経絡及び混在薗の役割   大会   
（●l筑波大）  

g－10   中村邦彦◆一．内山硲夫．  水俣湾底質申の特殊な有機水銀分解細菌について  環境科学会19g8年会   東 京  2．11   

g－11  矢木修身 宇都宮陶二朗．組車昌一l．  衛星リモートセンシングによる中国巽北部の土壌  日本地理学金1990年春季学  東 京  Z．l   準瀾萎●t 
．点桑緊●コ   水分与‡布囲作成とそれにもとづく摺嬉眼抗（l）  術大全   
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雷己号   発 表 者   題  目   学会等名勒   開催都市名  年月   
（■l長春浄月潟遽感実験  ‾〃OAAAVHRR データをもとにした The川al   

壬占．  lnertiaによる中国東北部の土壌水分測定  
暮2長春地理研．  

●コ長者光学梢密機械研）  

長一12  日本写真洲且学会年次学術  東京  
華潤葵事2．廃棄璧●コ   lnertiaによる中国東北部の土壌水分分布図作  試演会  
（一＼良蕃浄月渾遥感実験  

砧．  

●2長春地理研．  

●コ長春光学相密機械研）  

g－13  東京   
布   

g－ ‖  海老瀬潜⊥．井上隆信   図作成 支川の合流に伴う河川流下過程の水質変化蜃  金茶10回学術講演会 土木学会第45回年次学術耕  
流会   

g－15  海老瀬潜一   降雨水質と河川の降雨時流出水質   第25回水質汚淘学会   
g－16  

仙 台  3．3  
Fje】d 6UrVeya爪d hydraulic sludyor   lnLConrEnviron．Manage．  Kobe  

A．Harashina事l  “Ao－Shio”inTokγOBay  En（，01．CoastalSea5’90  
T．Miyazaki一っ  

Y．Yasuoka●コ  

K．Huraoka●q  

（事IGlobalEnviron．  
Div・ 

． 

●コsoc．＆E爪Viron．Syst．  

Div．，  

■40写akaUniY．〉  

g－17   新潟   
（Ⅲ）  

g－1る  大坪国帽   
波  

裸地土壌での蒸発丘に関する実験的検討   環境科学会1990年会   東 京  Z．11   
8－19  大坪国昭   大型ライシメータを用いた操地土壌での水収支に  

関   
g－20  渾宇南軍◆l．江崎哲郎事l．  福 岡  2．7  
木村強   学的解析法   ポジウム   
（九州大）  

g－21  第3回環境システムシンポ  東京  
亀田伸裕●2．宝薗俊多●l  ジウム  
（●l九州大，   

●2九州共立大）  

tl：：  新潟   
（＝九州大）   満会  

g－23  江崎哲郎◆l．北條裕之●l．  土木学会第45回年次学術講  
木村強   演会   
（九州大）  

g－ 24   木村乱陶野郎鰭．   スキ十ンラインを用いた岩盤内の不連続面分布の  第8回岩の力学国内シンポ  弟 京  2．11  
江崎哲郎㍗   推定   ジウム   
（九州大）  

g－ 25   将芋幹◆l．江崎哲郎●l．  

木キ寸強・   ジウム   
（九州大）  

g－ Z6   江崎哲郎●l．木村強．  Shear－FloYCoupl王爪g試験と試験前後の不連続面  弟23回岩盤力学に関するン  東 京  3．Z   ◆l   
北条裕之   の変化   ンポジウム   
（九州大）  

g－ 27   木村弓軋江崎哲郎一1  弟Z3回岩盤力学に関するシ  東 京  3．2   
（雷l九州大）   ンポジウム  

g－ 28  北山俊文‖．江崎哲郎●l．  土木学会西部支部研究発表  
木村強   
く九科大）  

会   
l－：）   頒藷憧T．細見正明．  化学工学会   東 京  2．T   

稲森悠平◆l．松虚一夫■I   

（‖地域環境研究グ）  

g－30   須藤隆一   小規模排水対策の諜頗と展望   化学工学会第23回秋季大会  金 沢  Z．10   
g－ 31  恒川罵史．李東根●l  第4回環境研究発表会   東 京  Z．11   

（●1東京大）   

llI：  井手久登‖．恒川靖史．  
李東根－l．米林聡●l   

（東京大）  
領域研究報告   

g－33  
佐藤純◆2  東研究発表会  
（●－地球環境研究グ．  

一才明治大）  

g－＝  第31回大気汚染学会  金沢  
佐藤絶●ど  2】Opb凛まの変動  
（事l地球環境研究グ．  
●】明治大）  

E－35  
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ぎ己号   発 表 者   』 駅   学会等名称   開催前市名  年月   
（●一日本大．  

事2地質調査所）  
g一㍑  

小杉正人●l．片岡久子●l．  

佐藤直弘●■．下山正一■つ．  

野井秀明◆召．小形畠徳一2．  

松岡数充暮〇．竹村憩二●4．  

磯望◆6．岩尾柾四郎暮8．  
三橋哲彦叫  
（事エロ本大．  

事2九州大．暮〇長崎大．  

暮一京都大．  

●丘西南学院大．  

●8佐賀大）  
g－87  

棚橋由彦“．千葉達朗●コ （‖日本大 術講演会  
．■2長崎大．   

●3アジア航郵㈱）  

g－38  Ⅸyoto   

10naれdれ1CrOflora  

g－ ag  細見正明  最近の米国における水環境保全射手及び処理技術  （杜）日本工業技術新興協会  東 京  2．7  
の開発   生物処理技術部会第42国定   

例会  
g－ 40  細見正明」松竜一夫．  第24回7Iこ質汚葡学会   東 京  2．8   

滝杜夫●】   

（一」千葉工業大）  
㌻11  

R．Hat写UShlge事℡．R．Sudo  

（●lsoe．＆Environ．Syst．  
Div．．  

暮2Reg．Enviro几Div．）  
g－4Z  

l．Halsu写hi苫e事■，R．Sudo  ¶Odified rotatingbiologicalcontactor   
（一IReg．Emviron．Div．）  （RBC〉   

l十jブ  

H．Hosolli  poll］tioninJaDan   Encl（】SedC（〕aStalSe8写  
（暮Ichiba【爪Sし  ■9ロ  

Tec九no王．）  

8‾44  

（地域環境研九ク）  
g－45   細見正明   7k一底質系における窒素の循環   環境科学会19gO年金   
g－46  第25匝けk質汚両学会  東 京  2．11  

楕E和夫●l．細見正明． 松正一夫●2 
．稲森悠平  

（暮l千葉工業大，  

＝地域環境研究グ）  
il†：   Characterlzationofstreapbu口icsub5しan亡eS   The2ndJt．Symp．Xoreaノ   

rrotdtheHakdongRIVer  Jpm．Coop．Ros．proJ，  
lllさ  矢木修身．塚本俊一暮Ⅰ   ラン漆Hicrocystisae川gimosaの増殖に及ぼす  

（筑波大）  の郎  会   
g－j9   矢木修身．内山裕夫   日本防菌防恥学会   相模原  2．5   
I★与¢  矢木修身，内山裕夫  衛生物によるタロロエチレン腰の分解   平成2年度土壌談生物研究  つくば  2．5   

会  
㍗51  【yoto  

Y．1naⅣDri●2．R．Sud【）  byactinoれyCete8   P（】11ut．Res．Co几t．  

（●■】barakiPrer‥  

■2Reg．Environ．Div．）  
g－52   東京   

ボナ■ム   
g－53  矢木修身．岩崎一弘●■．  
内山裕夫   
（●■地域環境研究グ）  

g－ 54   大久保紀男■l，矢木修身．  藍藻Nicrocycti写屑の光合成活性に及ぼす照度  環境科学会19gO年会   東 京  2．11  
岡田光正■2   および温度のむ響   
（●l日立市．●2兼邦大）  

g－ 55   菊間充男●■．矢木修身．  

石塚賠遺暮2   会   
（●I筑波大）  

g－56  
速度とその分解生成物   会  

生物圏環境部  
b－1  金沢   

佐治光暮l．名取俊臥  試み   
田中浄．近藤炬朗事1  

（＝地域現場研究グ  
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！己号   発．表 書   題  目   学会等名称   開催都市名  年月   
トZ  

佐治光●」，名取俊臥  たタバコの活性酸素ストレス耐性   年金  
田中浄．近藤矩朗◆l  

（●1地域環境研究グ）  

b－3  恥nin8nCeOralarge亡hIro爪OMid，tOku几aga－  YokohaⅥa  

yus］rjkaaka押uSi，■ithprogressive（－utrO－  
l．■・●′‘．1・■  
8nditsroleinnulrientcycling  

h－4   霞ヶ浦の底生動物の長期変動   山形   
h－ 5  岩熊敏夫．花屋孝幸‖．  高栄養湖中沼の底生動物の季節変動   日本陸水学会第55回大会  山 形  2．10  
野原精一   特に7サカ個体群について   
（■l地域環境研究グ）  

小一 6   上野腫平．高村健二事1．  農地排水・生活排水が流人する河川のC吊rononus  日本陸水学会第55回大会  山．形  Z．10  
苦言l∴●■   yoshi口ユーSuiについて   
（事l地球環境研究グ）  

h－7  Asutudyof biohaz且rdprotectionfor farning  XXⅦlCOSPAR  ”ag］e  

Y．”1dorika■a＝  ¶Odule白OrlunarbASeCelss  
H．5hiba－I．H．Terai●t  
よ．Ona6a．X．Nilta◆コ  

（雷1JGCCorp．，  

●2Toky0lm‖．5cj．＆  
Te亡hnol．  

●コNat．Aero叩．Lab．〉  

h－8  日本農業気象学会19gロ年度   札l見  
トレスの診断   全国大会・日本生物環境折   

節学会弟28回集金合同大会  
h g  J．G．Croxdale事l．【．OMaSa  l．  1 ●  ● ● ●   ・   ●・●・   ′ 一   The日夏dYeStAn．Soc．Plant  2．4   

（－1SCOnSlnUnlV．）  PhyslOl．  
東京  

田中浄，田中閲介一つ．  エソク′、  年会  
近藤矩朗■l  

（雷1地域環境研究グ．  

●2京都府立大）  

h－11  静岡  
近藤矩朗◆2  

（事l軍二浪大、  

暮2地域環境研究グ）  
ten【   

M．Yalla血＝   operatesin 写picachl（！aVeSeXpOSed to  Biochen．，Struct．Util   
（雷Iuniv．Tokyo）   OZOne  

h－13  オゾンによる植物障害とその解毒機構   平成2年度大気汚染学会関  東 京  2，12  
東支部植物影響部会講演会  

h－14  榊剛．田中乳山田晃弘●l  大気汚染物質による植物傷害の種間差異と膜脂質   植物脂質シンポジウム   京 齢  3，3  
（◆t東 大）   の代！′、†   

n－15  清水英幸   菊苔根の生態学的監視  棲域陸上生物研究小集会  東 京  2，10   
一興日光地域におけるモニタリングー  

h－16  清水英幸．頒田隆一事l  改良プリオメーターによる野外大気環境評価の検  第31回大気汚染学会   金 沢  2．10  
（義1同県‘‾生公 セ）  

h－17  菅谷芳軋安野正之  Hicro⊂yStisの種および株とミジンコ摂食忌避行  

動   
h－18  高村典子．笠井文治＝，  山形環高畠叫における無塵染田と農薬散布田での  日本陸水学会第55回大会  山 形  2．10  

白石文明◆■．畠山成久＝  畜類群菜の違い   
（－1地域環境研究グ）  

h－1g  
大槻晃一2  とその要医について  
（◆■地域環境研究グ．  

●2東京水産大）  

b－ヱ0  奥日光外山沢川における7k生昆虫の生態   7k生昆虫談話会第8勺回例会   
b－ 21  H．Tada．¶．Ueno．   l一 ‘・ ●・   ．：  ●  ． ●   ■  ● ． ■  第5匝】国際生態学会鴇   随 浜  2．8  

T．】▼akuIla   COmnunilie6in theMOutal几 Strea¶．ToyaMa－   
lara River 

b－ 22  多田満．上野隠平  奥日光外山沢川の冬期伏流掛こおける底生動物群  日本陸水学会第55回大会  山 形  2．10   
褒の季節変動  

b－ 23  多田満．佐竹研一一l   奥日光外山沢川の源流軌こおける水生や苔動物群  日本陸水学会第55回大会  山 形  2．10  
（引 球   カケ   の 、   

h－ 2l  
（事■地域環境研究グ）   

h－ 25     多田構．畠山成久●】  
（■■地域環境研究グ）   

h－ 26  名取俊臥大政雅次  SO2処理あるいは低栄養条件下におけるイタトリ  日本農業気象学会1ggO年度  札 幌  2．8  
の葉・根乾亜比と炭素・窒素含有比   全国大金・日本生物環境調   

節学会弟Z8回集会会同大会  
h－ 27  矢島めぐみ‖．名取俊樹．  ポプラの気孔コンダクタンスと水ポテンシャルに   日本農業気象学全開兼支部  兼 房  2．11  

高倉直◆■．揺本健一2．  およはす潅水の影響   19gO年度例会   
大政謙次  
（●】東京大．  
●2新著給料工彗）  
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雷己号   発 表 者   鎚  目   学会等名称   開催都市名  年月   
h－ 28  S．Nohara．T．Tsuchiya●l  Annualchange5insurfa⊂eeOVerOr†10aしi昭一  5th【nt．Congr．Ecol．   YokohaMa  2．8   

（UnlV．Tsukuba）  le.Yed PllntJ 
b－ 2g   野原絹一．宕熊敏夫   霞ケ補の河口域における農薬の動態   日本陸水学会第55回大会  山 形  2．10   
h－ 30  V．Hir（）ki   ErfecIsof arsenlccontaⅥinatIonon so‖  14tblnt．Con8r．SoilScl．  【yoto  Z．8   

¶1Cr8blOIpopulat】On  
h－ 31  広本陣也．笠原浩二蠣1．   土壌中のヒ素耐性菌（第4報）   平成2年度日本土壌肥料学  坂 戸  2．10  

隅田裕明■l．松坂寿明－■  ヒ素耐性菌のAs（Ⅲ）酸化能   全開東支部大会   
（■1日本大）  

h－ 32   藤沼康実．河合崇欣．  日本農業気象学会1ggO年度  

菅原淳  全国大会・日本生物環境調   
節学会第28国史会合同大会  

軋Yasuno   ： ′ ■■ ◆・●・■●：●：′  
．l．■●’．l■ ◆ll ■  
peStieide cantalnination 

h－34  Ho爪itoringbenthicrlDr8andfaunain   6thlnt．Bioindicat【）rS  Dublin  
S．Fukushima＝．Y．Sugaya  5y叩．  
（暮IYokohamaEnviron．   
ge5．J刀∫l．）  

h－35   
彼谷邦光一■．渡辺信   の羞只   
（化子環境部）  

h－ 36   H．Ya6u几D   Si几且irricanceof rre81川atereCOSJSten8Ludy  The甑t．Bjqlo且．Conf．Tha】  Bangkok  2．10  
in relation toglobalclillateebange   1andIncl．Asia＆Pac．   

Reg，  
h－ 37  せ辺信．萩原富司‖   国立公害研究所微生物系統保存施設における保存   日本微生物株保存連盟198g  吹 田  1．7   

雷l環  究セ   について  
h－ 38  吹 田  1，7  

年度総会  
h－ 3g  渡辺信   日本微生物珠保存連盟1990       遺伝子資源としての生物の多様性の保護をめぐる   東 京  2．8  

シンポジウム   
h－10  

渡辺信．井上勲●2  

（●■マイアミ大．  

●2筑波大）  
十1J寸   Tbeガ柑5－Co】】e亡tjo月ごCr∫Opre5e∫y8霊jonof   Tsukuba   

algae   Å1ga8－ItsRoles8asica   
Appl．PllyCOl．  

h－42  
渡辺信．高市勇一●2 （●l日本ロシ 

ュ研究所．  

事つ日本医科大）  

地球環境研究センター  
i－1   地球規模の環機問題の現状  日本化学会第5g春季年会   
卜 Z  西岡秀三   地球の温暖化   項埴科学会   東 京  2．7   
ト ユ  西田秀三   地球温暖化に関する内外における取り組み   環視科学会1g90年金   東 京  2．11   
l－ 4  H．Ha＄bimoto．S．Ni6hi【）ka  Potenti811ⅦpaCtSOrCllⅥateChangeonhudan  TbeZndWorldCll¶ate  

6ettl（・1e几t．theeneTgy，etC．  Co几．  

i－ 5  S．〟is一重oka  Envir〔〉nhentali乃paCt80fcli一之teChangeand   －rig血tScl、Colloqua   GeneYa  2．11  
Japanesestrきtegy tOreSpOnd   Gen（lVa－Clh．Ctlange：   

PubllCAY且re】1eSS  
i－ 6  ぶ．Ⅳishioka   l‘      ・                  ●       ■     ■′   加．Geopγざ．伽jon川き8  5∂刀   2．12   

Ofcl川ateChきnge  PallMeet．  Fra几elSCO  
卜 7  M．Hashil口OtO．S．Ⅳishioka   Potentialinpaetsorcllll且te亡hangeo几hut18n   A刀．Geopys．Unionlg90   Saれ   2．12   

settle几e¶t．theenergy．etc．  FallM¢et．  F柑nCISCO  
i－ 8  西岡秀三  地球環境問題への研究の取り組み  芥17匝】環境保全・公害防止  

研賓発寿全における潰清  
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付  録  

1．予  算  
（単位：千円）  

区  分   昭和56年度  昭和57年度  昭和58年度  昭利59年度  昭和60年度  昭和61年度  昭和62年度  昭和63年度  平成元年度  平成2年度   

運 営 費   4，570，466  4，560，373  4，598，967  4．415，89l  4，275，855  4．139．888  6，096，733  3，955，199  4，076，932  4、540、645   

1．人に伴う経費   942，519  1．006，513  1．128，429  1．154，844  1，175，042  1，304．335  1、355，850  1．386，722  1、441，341  1，700，695   

（1）人 件 費   939，192  999，441  1，1Zl．846  1．148．223  1，168，414  1．297，7ユ6  1，348，743  1，379，475  1，433、877  1，692，271   

（2）人当庁費   7，327   7，072   6，583   6，621   6，6芦8   6，619   7，107   7，247   7．464   8，424   

2．一般事務処理費   307，047  304，307  305．151  316，158  317，664  316，891  309，732  311，540  319，023  317，899   

3．環境情報関係経費   398．476  388．559  384．Z9Z  381，147  380，170  379，74l  376，402  378，665  392、364  395，091   

（1）情報収集等経費   36，247  35，316  34．243  34，243  34．Z44  34，24Z  3ノl，242  34．242  35，255  35．404   

（Z）情報処理経費  361．127  352，168  349，011  345，866  344，888  344，46Z  341，123  343．386  356，044  358，582   

（3）イントナショナル・リ7了ラルシステム軽費   1，102   1，075   1，038   1，038   1，038   l，037   1，037   1，037   1，065   1．105   

4．研究費 ・   1，227，335  1，197，874  1，138，785  993，085  920．Z69  852．887  2，832，038  663．539  697，619  551，871   

（1）人当研究費   190，912  194，467  191，739  193，607  196，672  197，285  197、285  200，350  207，431  214，360   

（2）軽骨研究費   364，126  337．061  290．906  193，180  160，674  137，621  2，182，610  57，415  58，951  30，311   

（3）特別研究費   67Z，Z97  666，346  656．140  606．298  562，923  517，981  452．143  405，774  431，Z37  307．200   

5．大型特殊施設関係経費  1、695，089  

6．地球環境研究センター経費  276，934  

（1）地球環境研究交流推進等経費  2Z，529  

（2）データベース経費  32，988  

し3）地球環境モニタリング経華■  22ユ，354  

7．研修センター事務処理費  62，994  

8．研修費  6，147  

施設整備費  1．369，102   9，309   0   0   1，030   

注）補正後予算を示す。   



2．組織及び定員（平成2年度）  

主 任 研 究 企  鶴  首  

研    究 企 旨 甘  
百 鴨研 究  
協 力 盲  地】菓 月l積 研究センター  

地 籍 1 壌 研究グループ  ■ ■ t ■ 研究デループ  社会オ 娩 システム茄  
■     ■  
■  ■  ■  水 土壌 日 It 橡 銑  ■ 娩∵情 稀 セ ン タ ー  絵 絹 研 究 管  理  官  化    学 環 牧 野  大 気 l弓 礪 饗 ぢ  生 物 圏 ■ ■ ■  

▲■圧■t■l 明研究チーム  交孟公書防止 研究チ ーム  礪 サ∴縫済 研 冥： 壬  計 卯技 燭 研 究 室  生体 ■能 研 究 室  
大 気 物 理  
研 究 重  水環な 贅 研 究 室  

覆 娩績 物  
研 究 事  

亨已  
研      管  理  官  

且電化影書・ポ  
ー研究チーム  ホ市大気保全 研1托∃「－ ⊥  封 劇t 8 研 究 室  ■ t ■ ■ 研 寛 互  水Ⅰ■娩工手 研 究 室  

礪覆徴集牒  
研 究 壬  賃 繹讐理 研 究 萱  大 気 反 正こ 研 究 室  

才 ■′ ン 膚  
研究チー ム  海 壌 保 全 研究チ ーム  鈷惣 化学 pF 究 重  保 饉∴柑け 研 究 室  土壌犠牲 】訂 ，ヒ 重  

生蓼ヰ1■  

研 舞壷  】■ 塊l†軍 研 究 室  1層 大 気 研 荊： 憂  

瞥  性  雨  
研究チー ム  河 沼 保 全 研究チー ム  情報解析 Il 票： 蔓  化字 書性 研 事E 重  環 娩疫 学 研 究 室  大 気 軸 懇 研 究 室  ■ T ■ ■ 研 究 室  分子生鶴字 研 究 享  

上    席  
研 究 官  ，■  岸  

研究チー ム  ■■■■■巾■ 研究チー ム  

【定 則   
○匡Ⅰ立公害研究所（平成2年7月1日廃止）  

毒杯汝少・開 化研究チーム  水改書手法 研茶：チー ム  

野生生物保全 研究チ ー ム  大気影響仔也 研究チ ー ム  区    分  管理部門  †育種部門  研究部門  技術部円  計   
平成元年度末現在   34  23  16 5  28  2 5（   

平成2年度克郎（4／1）    △1  △2  △3   

平成2年6月30日現在  34  22  163  28  2 4 7   

化芋物ダtl事  

リ スク評ず  
研究チーム  
化 手 鞠 賞  
生丈影■曙鎮  
研究チー ム  

区    分  管理払門  研究部門  情報部n  ltl■l「  研修部門  計   

平成2年7月l計現在  4 9  17 7  21  19  2各6   

平成2年度増員り0／1）  十3  ＋4  ＋7   

平成2年度東現在   49  180  2l   4  19  273  

新生生捻蹄鶴 研究チー ム  
堺 市 礪 隻  
影 ■ 評○  
研究チー ム  



3．文部省科学研究費補助金等による研究一覧   

（1）文部省科学研究費補助金  

種  目  研究代表者所属  研究代表者  所内分担者   研  究  課  題   

重点領域   
研究（1）   

東 京 大 学  鈴木 基之  内藤 正明  人間環境系の変化と制御・総合班  

甲 南 大 学  中森 義輝  内藤 正明  環境計画策定支援システムの研究開発  

東 京 大 学  中村 英夫  内藤 正明  都市広域化の環境影響とその管理  

九州大学  
鵜野伊津志  
高薮緑  

東北大学   
システム  

秋元束   

神奈川 大学  井川  学  村野健太郎  酸性霧の成分分析と酸性化機構の解明  

福 岡 大 学  浅野 直人  森田 恒幸  都市の広域化と環境変化の国際比較分析  

甲 南 大 学  中森 義輝  甲斐沼美紀子  東墳計画策走支援システムの研究開発，  

立正大学  
システム）  

三重大学   
究  

東 京 大 学  井上 圭三  鈴木 和夫  環境複総合汚染の生体影響と関連要因  

名古屋大学  後藤 俊夫  常田 仲明  分光法による反応性プラズマ内の非発光ラジカ  
井上  元  ル密度測定法の開発  

東 京 大 学  児玉  徹  矢木 修身  環境浄化のためのDNA組換え微生物の育成と  
その活用  

九 州 大 学  楠田 哲也  海老瀬潜一  自然浄化機能の強化と制御  

お茶の水女子大学  久保 幸夫  宇都宮陽二朗  時空間分析手法としての地理情報システム  

筑 波 大 学  黒力l 恍  西岡 秀三  交通等の都市社会基盤システムのもたらす環境  
影響の管理   

重点領域   
研究（2）   グループ  

大気圏環境部   
横田 達也  度分布の測定・解析法に関する研究  

化学環境部  森田 昌敏  なし  
的毒性化学的比較および制御手法の研究  

吉永淳   
比の指標としての安当性の検討   

総合研究（A）  副  所  長  市川 惇倍  なし  わが国の大学等における共通基盤的技術に閲す  
る研究の英態調査   
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種  目  研究代表者所属  研究代表者  所内分担者   研  究  課  題   

総合研究（A）  水土壌圏環境部  陶野 郁雄  な し  繰返し応力に起因する地盤沈下解析手法の開発  
に関する研究  

信 州 大 学  九地 信弘  村上 正孝  環境保全に指向した諏訪湖ユスリカ対策の総合  
的研究  

東京大学  

京都大学  
対する中層大気のレスポンスの総合的研究  

三京大学   
性とダイナミックスの解明  

京 都 大 学  中川 博次  大坪 国順  非平衡状態における流砂過程に関する研究   

総合研究（B）  慶應義塾大学  橋本 芳一  溝口 次夫  偏西風による環太平洋地域への地球規模の物質  
の輸送過程と環境系への影響の解明  

東 北 大 学  福田   浩  竹内 睦夫  地球大気環境高精度観測システム及び機器の開  
笹野泰弘  
林田佐智子  
鈴木睦   

一般研究（B）  筑 波 大 学  松本 邦彦  三森 文行  MRSによる筋エネルギー代謝のagingに及ぼす  
運動の影響について  

日 本 大 学  田場  穣  陶野 郁雄  富士火山と周辺湖沼郡における自然環境の複合  
システムの解明   

一般研究（C）  地球環境研究  
グループ  

生物圏環境部  
分類学的研究  

水土壌圏環境部  
稲葉一棟  
有岡典子  

地球環境研究   
グループ  グローバルな大気環境に対する影響の解明  

地球環境研究  若松 仲司  な し  都市域における高濃度大気汚染出現メカニズム  
グループ  と制御に関する研究  

大気圏項項部  泉  克幸  畠山史郎  
村野健太郎  

なし   
詳について  

生物周環境部  大政 謙次  な し  クロロフィル螢光動画像計測法による農作物の  
生育異常の診断に関する研究  

地域環境研究  嵯峨井 勝  市調 草道  ディーゼル排気中黒煙粒子の細胞毒性，形質転  
グループ  換に及ばすヒドロキシラジカルの役割の解析  

東 京 大 学  市村輝宜  
の研究  

植田洋匡   
層困乱流場の中のパッシブスカラーの拡散   
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種  目  研究代表者所属  研究代表者  所内分担者   研  究  課   題   

奨励研究㈲  地域環境研究  
グループ  

地域環境研究   
グルドプ  存界面活性物質の影響に関する研究  

なし  
グループ  影響のリスク評価  

なし   
グループ  する反応  

地域環境研究・  
グループ  

地域環境研究   
グループ  号に関する基礎研究  

なし  
析  

なし  
物質の検索  

なし  
街屋からの成層圏微量成分計測の検討  

湊 なし  
発  

なし  
形波動に関する数億解析  

なし  
処理プロセスの評価に関する実験的研究  

なし   

試験研究（B）  水土壌圏環境部  内山裕夫  
岩崎 －・弘  分解除去に関する試験研究  

酒井均   
の係留式化学ステーションの製作  

九州大学  
底面摩擦模型装置の開発  

秋田大学   
高橋 弘  
平野靖史郎   

国際学術  地域環境研究  相崎守弘  
研究   グループ  較研究  

佐竹研一   
グループ  る研究  

環境健廉部  鈴木 和夫  青木 康展  先端技術に用いられる新素材の健康へのリスク  
平野婚史郎  アセスメントに関する研究  

環境健康部  藤巻 秀和  河感 昭子  環填因子による肥満細胞多様性の修飾  

国立がんセンター  渡辺  昌  兜  眞徳  ブラジル在住日系人における環境発痛要因に関  
する疫学的研究   
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種  目  研究代表者所属  研究代表者  所内分担者   ・■      ．は■■段   

国際学術  九州大学  
研究  採集分離と比較生理学的研究  

東京大学   
ア第2次調査  

東 京 大 学  鈴木 基之  向井  哲  韓国における水界生態系の破壊に及ばす人間活  
動のインパクトの解析とその回復のために水系  
管理システムの開発   

（2）厚生科学研究費補助金  

種  目  研究代表者所属  研究代表者  所内分担者   研  究  課  題   

特別研究事業  所  長  ′ト泉  明  なし  プライマリ・ケアに関する総合的研究   

（3）ヒューマンサイエンス振興財団の助成による研究  

分  野   研究代表者所属  研究代表者  所内分担者   研 究 課 題   

健康保持の基礎としての生体  環境健康部  
防御機構の解明  た生体機能ならびに防御機構  

の解明   

水土壌周環境部   
てのバイオテクノロジーの開  矢木 修身  汚染物質のバイオテクノロ   
発  渡辺信  

稲森悠平  
細見正明  
笠井文絵  
竹下俊ニ  
松重一夫   
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4．地方公共団体公害研究機関との共同研究課題（平成2年度）  

研  究  課  題   所内グループ・部   共同研究機関   

温室効果気体の増加による地球温暖化現象の機  
精解明に関する研究  

自然植物系に及ぼす酸性・酸化性物質の影響に   
関する研究  栃木県公告研究所  

東京都環境科学研究所  
神奈川県公害センター  
長野県衛生公害研究所  
兵庫県立公害研究所  
全国公害研協議会九州沖縄支部  

化学環境部   

水土壌圃環境部  宮山県公害センター  

生物圏環境部  
福岡県衛生公害センター  

有害廃棄物のモニタリングに関する研究  地域環境研究グループ   
兵庫県立公害研究所  

東京都環境科学研究所  有用微生物を活用したノJ、規模排水処理技術の開  地域環境研究グループ  
発と高度化に関する研究  神奈川県公害センター  

岡山県環境保健センター  
鹿児島県環境センター  

地域環境研究グループ  
染の予測と制御に関する研究  神奈川県公害センター  

大阪市立環境科学研究所  

地域環境研究グループ  
めの環境総合評価手法に関する研究  兵庫県立公害研究所  

大阪府公害監視センター  

地域環境研究グループ  
る研究  

水土壌圏環境部  名古屋市公害研究所  

環境容量から見た水城の機能評価と新管理手法  
ーに関する研究  汲賀県立衛生環境センター  

岡山県環境保健センター  

水土壌圏環境部  
長野県衛生公害研究所  
鳥取県衛生研究所  
仙台市衛生研究所  

社会環境システム部  
法の開発に関する研究  岡山県環境保健センター  

福岡県衛生公害センター  

GC／MS分析法の高度化に由する研究  化学環境部   

有害物質分析法の標準化に関する研究   化 学 環 境 部  北海道公害防止研究所  
大阪府公害監視センター  

アスベストの新分析法に関する研究   福岡県衛生公害センター    化 学 環 境 部   

雷栄査湖沼における有害藻類の発生監視とその  
防止に関する研究   
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研  究  課  題   所内グループ・部   共同研究機関   

SPM個人暴露量測定法に関する研究   環 境 像 廃 部  仙台市衛生研究所  
大阪市環境科学研究所   

河川・湖沼の汚染の底生動物群集による指標性  生物圏環境部  
に関する研究  神奈川県公害センター  

福岡県衛生公害センター  
熊本県衛生公害研究所  

生物圏環境部   
関する研究  
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5．外国人受け入れ状況  

国  名  氏  名   期 間   研   究   課  題   受入先   

ポーランド  2．4．1  高松武次郎  
Boratynnski  

イギリス  
－3．3．31  

オランダ  
－3．3．31  

韓国   細見 正明   
（金喪主）  

KongllaiNan  
（孔海南）  －3．3．31  の開発  

オースト  横内陽子  
ラリア  －3．3，31  

韓国  
－3．2．19  改善手法の開発  

オースト  
ラリア  －3．3．31  いての基礎的分析   

イギリス  2．4．1  鈴木 和夫  
Reyner  －2．8．15  

中国  
く末書明）  －3．5．10  処理  

米国   2．6．21  原沢英夫  
Sinkule  ”2．8．7  

TeriL．QuirLn  福山  力  
←2．8．7  

RoothRudy  2．6．28   
－3．3．31  の開発  

米国  
Mattheus   －3．3，31  影響の解明に関する研究  

カナダ  森田恒幸  
－3．2．28  

インド  2．8．19  中杉 修身  
Bhattacharyya  

タイ  2．9．13   
Intarapanich  －2．10．12  究  

アルゼンチン  2．10．15  稲森悠平  
Eduardo  －3．2．14  

Garivait   ～3．1．10  究  

～2．11．7 明に関する基礎的研究   
タイ 米国  
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国  名  氏  名   期 間   研   究   課   題  受入先   

タ  イ Supapi5Polngam  2．10．31  人工衛星リモートセンシングによる植生変化の柚l後藤 典弘  
－2，11．30  出手法の開発研究   

米  国 ByuceAFowler  2．11．2  新規使用金属類の生体内代謝と毒性評価に関する 鈴木 和夫  
”3．3．31  研究   

ポーランド AdamT．   2．11．26  微細藻類の増殖と生活史に及ぼす重金属の影響に 渡辺  倍   
Wilczok   －3．3．31  関する生態学的研究   

ソ  連 L占zovsky   2，12．3  大気中のフリーラジカルの絶対濃度測定法に閲す 井上  元   
Vhdimiz   －3．3．31  る基礎的研究   

ニューゾランドBennyK．G．   3．1．23  相馬 光之  
Theng  ん3．2．13  

米国Richard   3．2．12  
W（】isburd  －3．3．31   

米  国 RichardC．Starr  3．2．13  藻類及び原生動物の凍結保存技術及び管理・評価 渡辺  信  
－3．2．25  システムの開発   

イギリスJohnG－Day   3．2．13  藻類及び原生動物の凍結保存技術及び管理・評価 渡辺  信  
－3．2．25  システムの開発   

韓国Rhew，Duk．Hee  
－3，3．31  究  

イタリアRaffaelloCossu  
－3，3．7  予備的研究  

ドイツFidelisSelenka  
－3．3．7  予備的研究  

米国FrederickG．   
PohIand   －3．3．7  予備的研究   

ソ  連 SalovValeriy  3．3．1  微少試料中の元素の存在量及び同位体比の持寄測 森田 昌敏   
Viktorich   ん3．3．31  定法の開発と応用   

フィリピンTipa．Eumelia   白石 寛明  
Villegas  ん3．3．22  

ソ連Shamil   3．3．2   カルの絶対濃度測定法に閲す 井上  元   
Maksyutov   －3，3．31  る基礎的研究   

オーストリア JohnS．   3．3．11  微少試料中の元素の存在量及び同位体比の精密測 森田 昌敏   
EdomoIld   －3．3．31  定法の開発と応用   

中 国LiXねomtng  3．3∴‖  大政 謙次   
（李小明）   －3．3．24   

中国JiangShu   3．3．14  大政 謙次  
（姜恕）  

韓国Jin・GyunNa  3．3．17  秋元  輩   
－3．3．2ユ   

韓  国J．K．Park   3．3．17  大型レーザーレーダー計測技術の開発に関する研 秋元  肇   
（朴景允）  －3．3．21  究   

オー封川7 GregAyers   3．3．17  紫外線の増加が人の健康に及ぼす影響に関する研 秋元  肇  
－3．3．21  究   

ー184－   



国  名  ．氏  名   期 間   研   究   課   題   受入先   

オーストリア  3＼3．17  紫外線の増加が人の健康に及ぼす影響に関する研  秋元  蛮  
－3，3．21  究  

中国  3．3．17  大型レーザーレーダー計測技術の開発に関する研  秋元  肇  
（楊文寮）  －3．3．21  究  

中国  3・3．17」  大型レーザーレー ダー計測技術の開発に関する研  秋元  蛮  
（唐草炎）  －3．3．21  究  

インド  
－3．3．20  策に関する予備的研究  

バングラ   
デシュ  一∴3．3．20  策に関する予備的研究   

YeRuqiu   西岡秀三  
（葉汝求）  ～3．3．20  策に関する予備的研究  

タイ  3．3．17  アジア・太平洋地域における総合的地球温暖化対  西岡 秀三  
Downreang   －3．3．ZO  策に関する予備的研究  

インドネシ7  

－3．3．20  策に関する予備的研究   
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6．職員海外出張等  

所   属   氏  名  出 張 国  用  務   期 間   

地球環境研究   国 メタンワークショップ出席   2．4，8  
センター   ”2，4．20   

環境健康部  青 木 康 展 米  国1990年労働・環境保健学会「先端技術の発  2．4，21  
展により生ずる労働・環境保健の問題点に  －2．4．28  

関する会議」参加  

地域環境研究  稲 森 悠 平 韓  国 日韓共同研究プロジェクト研究における排  Z．5．21   
グループ   水処理技術の指導   ”2．5．26   

地球環境研究   連IPCC第2匝Ⅰワーキンググループ会合出席  2，5．Z／l  

センター   －2，6．2   

地域環境研究  鵜 野 伊津志 米  国 イリノイ州五大学で都市域における大気汚  2．5．26   
グループ   染質の輸送と数値モデルに関する研究   ～3．5．25   

化学環境部  柴 田 康 行 米  国 金属結合蛋白質の構造と機能に関する研究  2．5．29  
－3．5．28   

生物圏環境部  国 地球環境問題に関するシンポジウム招待講  2．6．3  
演   －2．6，6  

地域環境研究   国 国際シンポジウム「西暦2000年 環境，技  2．6．12   

グループ   術，新世紀」に参加   ”2．6．17   

現場健康部  国 国際シンポジウム招待講演   2．6．14  
－2．6．16  

水土壌圏環境部  国＝国際協力事業団の短期派遣専門家（水質管  2．6．15  
理及び水質富栄養化）   －2．6．28  

地域環境研究   国 国際協力事業団の短期派遣専門家（水質管  2．6．ユ5   
グループ   理及び水質富栄養化）   －2．6．28   

地域環境研究   2．6，27  

グループ   －2．7．13   

水土壌圏環境部  向 井  常 韓  試 日韓シンポジウム参加及び渚東江調査   Z．6．28  
”2．7．ユ   

大気圏環境部  米国・スイス 地球規模環境変動の研究及び第21回山岳気  2．6，30  
象に関する国際会議出席   －3．1．23  

地域環境研究   
グループ  蘭の採集・分離と比較生理学的研究につい  ん2．8．21  

ての現地調査  

地域環境研究  2．7．2  

グループ   ベルギー・西ドイツ   －3．7．1   

地球環境研究  秋 元  蛮 オ ラ ン ダ ニ酸化炭素濃度変動予測に関するワーク  2．7．2   

グループ   ショップ出席   －2．7．8   

環境健康部  鈴 木 和 夫 チェコスロバキア 薬物学・毒性学及び治療学におけるキレー  2．7．3  
スイス・イタリアト試薬に関する国際会議出席等   －2．7．19   

地球環境研究  西 岡 秀 三 イントタイ・地球温暖化に関する海外調査   2．7．5   

センター   バングラデシュ   －Z．7．16   
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所   属   氏   名   出 張 国   用  務   期 間   

環境璃報センター  国  
前調査及び設立計画第2次基本計画調査  ん2，7．Z4  

社会環境システム都  国  2．7．13  
山3，7．12  

化学環境部   
ショップの講師   山2．8．3   

若松伸司   国  2，7．25  

グループ  －2∴8．23   

イギリス・スイス・  2．7．25  

米 国   －2．9．20   

藤巻秀和  
究   ～2．8．25   

佐竹研一  
グループ  蓄積に関する研究打合せ及びフィールド詞  

査  

村野健太郎  イ  2，8．19  

グループ  －2．8．Z5  

横内陽子  イ  2 

グルーフ  ～Z．8．25   

秋元肇  
グループ  計画会議出席   －2．8．25   

安野正之  国  
ナー出席   ～2．8．27  

西岡育三  
センター  オーストリア  催ワークショップ出席   －2．9．9   

地球環境研究  佐竹研一  
グループ  関する研究の共同研究及び調査   ～2．9．29   

鈴木和夫   
スクアセスメントに関する共同研究   －2，9．17   

米国・カナダ  
スクアセスメントに関する共同研究   ～2．9．17  

中 国  2．9．4  

グループ  －2，9．17  

中 国  2．9．6  
グループ   ”2．9，11   

フランス  
グループ  境の状況グループ会合出席   －2．9．30   

米国・カナ  
グループ  －Z．10，29   

米 国  
の共同研究   －3．10．1  

中 国   
グルー7  研究  －2．10．9   
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所   属   氏   名  出 張 国   用  務  期 間   

三 浦   卓 米  国  リスク分析学会及び米国EPAとの研究協 2．】0，6   

力の打合せ  －2．10．14   

白石竜明米 固  
力の打合せ  －2．10．14   

福島武彦スイス  2，10．13   
グループ  山3．10．12   

清水浩米 国  
グループ  関する会議出席等  へ2．10．21   

乙間末廣ケニア・スイス・   
タ  イ  して派遣  ～3．10．】4  

生物圏環境部  イ  
の影軌二関する会誌出席  ～2．10，25  

生物圏環境部  国  
～2．11．2  

水上凍原環凝部  国  
手法の確認のための合同調査  ～2．11．1  

地球環境研究  2．10，30   
センター  ～2．1l．9   

地球環境研究  秋 元   肇 米  国  太平洋探査計画実行委貝会サイエンスチー 2．11．4   
グループ  ム会議出席  ～2，1l．10   

社会環境システム部  NASA及びJPLとのEOSに関するミーティ Z．11．6  

ング出席  －2．11．15  

地域環境研究   第5回国際フリーラジカル学会出席及び研 2．11．14   
グループ  究打合せ  －2，ユ1．25   

地球環境研究  村 野 健太郎 タ  イ  第2回アジアの酸性雨ワークシゴγプ出席 2．ユユ．1き   
グループ  －2．11．23   

大気圏環境部  
オ ラ ン ダ等  動向調査等  －2．12．8  

地域環境研究   
グループ  －2．12．6   

地球環境研究  横 内 陽 子 カ  ナ  ダ  北梅圏大気化学に関する日・加共同研究  2．11．27   
グループ  叫2．12．3   

地球環境研究  横 田 達 也 米  国  人工衛星による大気観測データの解析処理 2，11．27   
グループ  手法の研究  Y3．11．26   

地球環境研究  宮崎 息 国 タ  イ  リモートセノシング画像データの解′折及び g，jg．2   
グループ   フィールド調査  h2．12．23   

野 尻 幸 宏 フランス語ニューカ                  地球環境研究   北フィジー海盆の海底地形等の探査と海 3．1．8   
グループ   レドニア・フィジー  水・大気の調査  ～3．2．2ユ   

化学環境部  向 井 人 史 フランス領ニューカ  北フィジー海盆の海底地形等の探査と海 3．1．8  
レドニア・フィジー  水・大気の調査  －3．2．21   

地球環境研究  西岡秀三イギリス  3．1．10   
センター  ～3．1．15   

渡部欣愛タ  イ   
画打合せ  －3．1，20   
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所   属   氏 ・名   出 張 回   用  務   期 間   

社会環境システム部  イ  
ミナー参加等   －3．2．10  

生物圏環境部  3，2．4  
－3．2，13  

地球環境研究  3．2．4  
グループ  －3，Z．13  

地球環境研究  3．2．4  
グループ   ～3．2．13   

原島省   国  
グループ  共同研究   －3．2．24   

タ イ  
グループ  渡調査   ～3．2，19   

米 国  
スクアセスメントに関する研究の共同研究  ～3．3．3  

米 国  
規模構に関する研究   ー・4．3．1  

コロンビア・メキシコ   
・米  国  査に係る調査団貝   －3．Z．28  

酒巻史郎  国  
グループ  打合せ   ～3．3，4   

イギリス  
共同研究   －3．3．12  

イギリス  
～3．3．12  

イギリス  
共同研究   －3．3．19  

マレーシア  3．3，Z  
グループ   ～3．3．27   

マレーシア  3．3．2  
グループ  －3．3．27  

オランダ■ベルギー  
ドイツ  ～3．3，12  

マレーシア  3．3．4  
グループ  －3，3．27  

マレーシア  3．3，4  
、グループ  －3．3．27   

マレーシア  3．3．4  
グループ  －3．3．27  

マレーシア  3．3，4  
グループ  －3．3，27  

ケニア・スイス  
センター  席   －3．3．17   

カナダ   3，3．7  
－3∴L15   

189   



所   属   氏   名   出 張 国   用  務   期 間   

地球環境研究  渡 辺 正 孝  サウジ7ラビ7・／仇レーン▲  ペルシャ湾流出原油防除・環境汚染対策調  3．3．8   
グループ  7ラ硝長脚・カトル  査   ～3．3．19   

地球環境研究   3．3．9  
グループ   ・カナダ   九3、3．17   

地域環境研究  松 本 幸 雄  タ イ  
グループ■   席   一・3．3．16   

スイス  
グループP  収集   ～3，3．i7   

イタリア  
関する予備的研究の共同研究及び調査   ～3．3．22  

中 国  
調査   ～3，3．31  

イタリア  
グループP  関する予備的研究の共同研究及び調査   ～3．3，31   

イタリア  
関する予備的研究の共同研究及び調査   ～3．3．31  

韓 国  
グループ■  発   ～3．3．28   

韓 国  
グループ  発   ～3．3．28   

韓 国  
グループ  －3．3．28   

米 国  
の動向調査   －3．3．30  

タ イ   
合せ   －3，3．3】   
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7．委員会への出席等  

委  嘱  先   委  嘱  名   氏   名   

環境庁長官官房総務課   環境行政情報基礎強化検討会・環境情  
報の相互利用に関する分科会検討眉  

環境庁企画調整局  環境保全のための循環社会システム検  
討会検討貝  

ダイオキシン調査連絡会議検討月   森田昌敏  
バイオテクノロジーと環境保全に閲す  
る検討会検討貞  

バイオテクノロジーと環境保全に閲す   
る検討会ワーキンググループ検討貝  向井 菅，矢木修身，渡過 信  

温室効果ガス指標等検討会検討月   坂巻史郎，中根英昭  

化学物質調査検討会検討貝  白石寛【札菅原楓中杉修身，  
畠【L一成久，松本幸雄，三浦卓，′  
森田昌敏．矢木修身，安野正之，  
安原昭夫  

海浜環境保全対策検討会委員  大井紘  
環境測定分析検討会委員   森田昌敏．  
環境測定分析検討会統一精度管理調査  
部会専門委貝  
環境保健総合検討会検討月   内藤正明，村上正孝  
近敗圏広域環境管理部会検討員   内藤正明  
公害健康被害補償予防協会評議委員会   小泉 明  評議員  

指定化学物質等調査検討会検討貞  菅原淳，中杉修身，松本幸雄，  
森田昌敏  

鷹合化学物質対策検討会幹事  小林隆弘，白石寛明，相馬悠子，  
中杉修身，畠山成久，三浦鼠  
森田昌敏，米元絶三  

総合研究推進会議幹事  ノト澤三宜，竹内正  

地球温暖化経済システム検討会検討月  森田恒幸  

地球温暖化対策技術評価検討会検討員  清水 浩，内藤正明，西岡秀≡  

地球環境研究等企画委員会幹事   秋元 笹，西岡秀三  

地球環境等企画委員会地球環境研究小  秋元 差，西岡秀三，古ノ冊召雄，  
委員会幹事   渡辺正孝  
地球環境モニタリング′ト委員会素月  秋元 輩  
地球環境モニタリング′ト委員会幹事  

西岡秀三  
分野別研究分科会幹事  大坪崗順，甲斐沼美紀子，  

笹野泰弘．椿宜忌中根英昭，  
畠山史郎，原島省，坂東博，  
古川昭雄，溝口次夫，宮崎忠乱  
森田恒専，安野正之，横内陽子，  
渡辺正孝  

地球環境問題政策検討会検討貝   西岡秀三  
中部圏広域環境管理部会検討貝   内藤正明   
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委 嘱 先  委 嘱 名   氏  Q名   

環境庁自然保護局  自然環境保全基礎調査検討会検討貝  西岡秀三   
自然景観資源分科会委月   西岡秀三   

環境庁大気保全局  沿道二酸化窒素高濃度生成分析調査検  鷲田仲明  
討会検討員   
兜眞徳    開放型事業場騒音対策検討会検討貝   
環境大気測定機器管理手法検討会検討  溝口次夫  
員   
国設大気測定網検討会検討員   秋元肇，溝口次夫  
自動車から排出される温室効果ガス対  森田恒幸  
策検討会検討貝   

秋元諒  
討貞   

秋元肇  
学分科会検討貞   

青木康展，近藤矩朗，中根英昭  
境影響分科会検討貝   

常田伸明  
出抑制分科会検討眉   

村上正孝  
検討貝   

西岡秀三古川昭雄，鷲田仲明  
価分科会検討貝   

内藤正明  
計会検討眉   

福山力  
討貞   

兜眞徳  
討貝   

有機塩素化合物対策検討会検討貞   ≡浦卓，森田昌敏  

環境庁水質保全局  赤潮対策調査検討会検討貝   中村泰男，竹下俊二   
海域に係る窒素・リン等水質目標検討  竹下俊二渡辺正孝  
会検討貝   
海洋汚染調査検討会検討貝   渡辺正孝  

湖沼環境保全藻類検討会検討貝   彼谷邦光，渡過 信   

湖沼水質保全対策検討会検討貝   相崎守弘，細見正明   

再利用資源土壌還元影響調査検討会検  服部浩之  
討貝   

酸性雨対策検討会検討貝  秋元肇，岩声賀敏夫，海老商港¶，  
河合崇欣，佐竹研一一，高松武次郎，  
畠山史郎，福山九溝口次夫，  
村野健太郎  

水質分析方法検討会検討貝   森田昌敏  
瀬戸内海における底層貧酸素化対策調  竹下俊二  
査検討会検討貞   

瀬戸内海環境情報検討会倹討月   竹下俊二  
青潮発生機構解明調査検討会検討貝  渡辺正孝   
積雪地域地盤沈下対策調査検討会検討  陶野郁雄  
貝   
陶野郁雄    地下開発地盤環境管理検討会検討貝   
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委  嘱  先   委  嘱  名   氏   名   

環境庁水質保全局   大阪樗における底質改善効果解析検討  
会富栄姜化問題分科会検討貞  
地下水質保全対策検討会検討貝－   中杉修身  
地盤沈下防止のための地下水揚水適正  
化調査検討会検討貝  

土壌汚染環境基準設定調査検討会（砂  
漠化問題研究会）検討貞  

土壌環境保全問題研究会検討貝－   

東京湾水域環境管理手法検討調査検討  
会検討月  
東京樗水質予測モデル検討確立調査検  
討会検討貝  
農薬残留対策調査技術検討会検討貝   
農薬生態影響評価検討会検討貝   菅原 浮，高橋 弘，安野正之  

農薬登録保留基準設定技術検討会検討  
貝  
農薬登録保留基準設定技術検討会（ゴ  
ルフ場農薬分科会）検討貝  

廃棄物埋立跡地適正管理対策検討会検  
討員  
閉鎖性海域汚濁機構解明検討会検討貝   
未税別項目監視調査（ダイオキシン調  
査）検討会検討貝  

未査定液体物質査定審査会検討貝   安原昭夫  
有害化苧物質土壌・地下水汚染対策基  
礎調査検討会検討貝  

有害化苧物質土壌環境影響基礎調査検  
討会検討貝  
有害廃棄物対策研究会検討貝   後藤典弘，中杉修身  
有機スズ海域汚染検討会検討員   中杉修身，森田昌敏   

日本学術会議（総理府）   環境保健学研究連絡委員会   小泉 明  
日本学術会議会月推薦管理会委員   ′ト泉 明  
学術データ情報研究連絡委員会委員  後藤典弘  
運営審議会附置国際会議主催等検討委  
員会第22回国際動物行動学会議委月  
会委員   

経済企画庁   地球環境・資源エネルギー問題研究会  
委員   

．科学技術庁   科学技術会議専門委員   ′ト泉 明，秋元 肇，西岡秀三  
海洋開発審議会専門委貝   内藤正明  
資源調査会専門委月   西岡秀三  
海洋通関探査技術の開発研究委員会委  
貞  
砂漠化機構の解明に関する国際共同研  
究推進委貝全委員  
生物の環境適能の分子進化学的解析・  
利用技術の開発に関する調査推進委  月余委員   
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委  嘱  先   委  嘱  名   氏   名   

科学技術庁   地球温収化の原凶物質の全球的挙動と  
その影響等に関する観測研究検討委  
貝会委員  
南太平洋における海洋プレート形成域  
（リフト系）の解明に関する研究推  
進委員会委員  

エネルギー環境システム解析研究会委  
員  
技術予測委員会委員   市川惇信  
国際宇宙年活動検討会委月   笹野泰弘  
新しい植物実験系開発のための基盤技  
術に関する研究の研究推進委員会委  
貝  
北極域における気匪卜水圏・生物圏の  
変動及びそれらの相互作用に関する  
国際共同研究の研究推進委貝全委員   

文部省  日本ユネスコ国内委員会自然科学′ト委  
貝会調査委員  
国立極地研究所専門委貝全委員   秋元肇  
科学研究費補助金配分審査体制に閲す  
る検討協力者会議委員  

日本学術振興会総合研究連絡会議委員   

山形大学  非常勤講師（情報工学特別講義）   安岡善文   

茨城大学   非常勤講師（環境アセスメント）   矢木修身   

筑波大学  学術修士学位論文審査専門委員全委員  稲森悠平，井上 元，高松武次肌  
（副査）   竹内延夫，森田昌敏  

非常勤講師（拡散論）   平田健正  
非常勤講師（環境科学研究科）   中杉修身  
非常勤講師（環境分析化学）   高松武次郎  
非常勤講師（公衆衛生学実習）   柴田康行  
非常勤講師（構造環境論）   福島武彦  
非常勤講師（人間集団生物学Ⅰ・汀）  村上正孝  

非常勤講師（大気環境学n）．   井上 元  

埼玉大学  非常勤講師（環境アセスメント）   稲森悠平，矢木修身   

千葉大学  非常勤講師（大気化学）   畠山史郎  
非常勤講師（大気環境化学）   常田仲明  
非常勤講師（流体力学弾性論）   官署 武  
非常勤講師（量子化学序論1）   井上 元  
非常勤講師（量子化学序論［）   菅田伸明  

東京大学  非常勤講師（衛生学）   森田昌敏  
非常勤講師（環境科学概論）   森田昌敏  
非常勤講師（環境論・薬理毒性・薬剤  

学）  

非常勤講師（基礎科学システム科学特  
別講義Ⅰ）   
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委 嘱 先  委 嘱 名  氏   名   

東京大学  非常勤講師（教養学科環境社会科学Ⅰ）  森田恒幸  

非常勤講恥（産業医学強習）   兜 眞徳  
非常勤講師（有機化学1）   鈴木和夫  

東京農工大学  非常勤講師（特別講義・第二（8））  秋元 肇   

東京コニ菓大学  非常勤講師（測定特論）   竹内延夫  
非常勤講師（地球環境情報特論）   安岡善文  
非常勤講師（地球規模の環境問題）  秋元蛮，笹野泰弘，西開秀三，  

森田恒幸  

お茶の水女子大学  学位論文審査委貝会委員   菅原 淳  
非常勤講師（細胞生物学特論Ⅷ）   菅原 淳  

信州大学  非常勤講師（医用統計学）   新田裕史   

名古屋大学  名古屋大学太陽地球環境研究所共同利  
用委員会委員  
名古屋大学太陽地球環境研究所共同利  
用委員会専門委員全委員  

非常勤講師（環境政策論）   森田恒幸   大阪大学  

国立遺伝学研究所   評議員   市川惇信   

国際日本文化研究センター  運営協議員   市川惇倍   

学術情報センター   学術情報センター運習協議員   市川惇信  
紀要編集委員   市川伴侶   

厚生省  人口問題審議会委員   ノト泉 明  
．産業廃棄物処理技術専門家会議専門家  細見正明  

国立公衆衛生院  産業技術開発に伴う土壌中各種金属動  
態の変化の把握及び安全性評価に関  
する調査・研究業務に係わる研究委  
月余委員   

農林水産省 ．   農林水産技祐会議専門委貝   ′ト泉 明   

水産庁   化学物質魚介類汚染調査検討会委員  森田昌敏   

通商産業省   研究産業基本問題懇談会委員   市川惇信  
産業技術審議会臨時委員   市川惇信  
大阪湾底質等調査専門委貞全委員   大坪囲順   

郵政省   人間の知的情報処理過程及び自然環  
境・社会現象の解明作業分科会委員  
環境影響物質輸送附則用レーダーの開  
発に関する研究に係る評価検討委貝  
全委員  
ライダー開発作業分科会委員   笹野泰弘，清水浩，杉本伸夫  
衛星の能動的追尾技術開発検討会委員  天野（林田）佐智子，笹野泰弘．  

杉本仲丸中根英昭，溶 浮   

労働省   職業がん対策車門家会議専門家   小泉 明  
変異原性試験等結果検討委貝候補者  ′ト泉 明   
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委  嘱  先   委  嘱  名   氏   名   

岩手県   岩手県生物工学研究所整備検討委貝会  
特別参与   

秋田県   八郎湖技術検討委貝全委員   海老瀬潜一   

福島県立医科大学   客員講師（衛生学）   小泉 明   

茨城県  茨城県自然博物館（仮称）展示基本設  
計アドバイザリースクッ7   

茨城県都市計画地方審議会専門委眉  兜 眞徳  
霞ヶ浦汚濁負荷等調査検討委貞全委員  海老潜潜一  
水質環境基準類型指定専門委員全委員  木幡邦男  
先端技術産業公害防止対策専門委月会  
委員   

群馬県  群馬県地盤沈下調査研究委貞会委月  陶野郁雄   

千乗県   千葉県化学物質環境保全対策専門委貝  
会委員   

東京都  化学物質生物汚染状況調査検討委貞会  
委員   
環境管理計画推進手法等検討会委月  内藤正明  
酸性雨調査検討委貝全委員   佐竹研一  
水質総合監視体制の整備に関する検討  
会委員   
大気汚染健康影響サーベイランス検討  
委員会委員   
東京都自動車交通量対策検討委貞会・  
汚染解析作業部全委員  

神奈川県  神奈川県地球環境間送政策検討委貝会  
委員   

富山県  富山県環境管理計画策定研究会委月  青木隆二  
富山県地下水審議会専門委貝   陶野郁雄  

長野県  長野県水環境保全専門委貝会委員   中杉修身   

滋賀県   壬芭琶湖における微小プランクトン調査  
検討委月会委月   

大阪府   ライダーシステム検討委貞全委員   笹野泰弘，杉本伸夫   

熊本県   八代地先水域水質専門家会議専門家  木幡邦男   

世田谷区   世田谷区環境管理計画策完委員   村野健太郎   

川崎市   川崎市先端技術環境対策専門委貝   矢木修身   

藤岡市   火力発電所環境影響調査専門委貝会蚕  
貝   

沼津市   沼津市廃棄物処理基本計画策完委員会  
委月   

瀬戸内海環境保全知事・市長  世界閉鎖性海域環境保全会議実行委貝  小泉 明   
会議長・兵庫県知事   会委貝   

北九州市   北九州市環境国際協力検討委月余委貝  内藤正明   
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委  嘱  先   委  嘱  名   氏   名   

公害健康被害補償予防協会  健康被害予防事業検討委員会専門委員  
会委月  

日本原子力研究所  研究嘱託（機能材料創製に関する研究）   
放射線高度利用研究委貝会専門委貝  大政謙次  
原子力用レーザー研究委貞会専門委員  笹野泰弘  

日本科学技術情報センター  
委員  

国際協力事業団  コロンビア国ボゴタ市大気汚染に係る  
作業監理委員会委員   

東邦大学   客月講師   鈴木和夫  
非常勤講師（生理生態学特論□）   稲森悠平   
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8．研究所日誌  

年月 日   事  項   年月 日   事  項   
2．4．12  東京23区特別区議会一行来所   9．18  井上長官官房会計課長視察   

4．17  アメリカンスクール職員・生徒一行来所  9．20  国際協力サービスセンター研修一行来所   

4．18  韓国環境保全協議会一行米所   9．20  

4．19  防衛大学校職員研修一行来所  スー行来所   
4．19  農林水産省研修一行来所  9．Z5   
4．25  大蔵省主計局大東主計官補佐来所   9．Z6  三井業際研究所環境保全委員会一一行来所   

4．26  環境庁初任者研修一行来所   9．26  中央大学理工学部職員、学生一行来所   
4．Z6  中国予防医学科学研究所副所長来所   9．27  衆議院環境委員会調査室一行視察   

5．11  環境庁転任職員研修一行来所   10，1  地球環境研究センター発足記念式典   
5．16  農林水産省北海道農業試験場一行来所   10．Z  東京都立学校事務職貝合一・行来所   

5．18  （財）日本写真測量学会一行来所   10．3  国際協力事業団環境技術研修一行来所   
5．23  インドネシア水質保全研修一行来所   10．3  タイ国環境庁副次官来所   

5．23  筑波大学大学院一行来所   10．5  厚生省大臣官房会計課長視察   

5．24  英国王立学会→行来所   10．9  日本呼吸用保護具工業会一行来所   

5．25  国立公衆衛生院技術者研修一行来所   10．17  熊本市公害対策審議会委員一行来所   

5．29  カナダ政府環項ミッションー行来所   10．17  総務庁統計書査官一行米所   

5．29  アイオワ州環境使節団一行来所   10．19  紙パルプ技術協会一行米所   

6，1  韓国公害環境保全研修一行来所   10．23  東京商工会議所太田支部一行来所   

6．6  稔房庁行政副管理官来所   】0，25  日本化学会関東支部一行来所   

6．7  所外研究発表会   10．25  幸田シャーミン女史来所   
6．8  環境週間施設「般公開，特別請演会   10．26  
6．11  参議院環境特別委員視察  来所   
6．17  会計実施検査（6，17－6，18）  10．30  
6．20  国際協力事業団委託研修一行来所  コース～行来所   

6．20  つくば市谷田部東中学校一行来所  11．1  

6．27  筑波大学大学院環境科学研究科一行来所  来所   
7．5  タイ国副首相視察  11．1   
7．9  国立環境研究所記念式典   11．2  栃木県衛生福祉大学職員・学生一行来所   

7．12  農林水産省研修一行来所   11．7  

7．Z3  美浦村教育研究会一行来所  所   
7．25  外務省文化交流招請訪問一行来所  11．15  
7．25  日本大学農獣医学部職員・学生山行来所  会一行来所   

‖．ユ5   

7．27  

老来所   11．16  環境技術研修一行来所  

8，13   11，19  ソ連自然保護国家委員会副議長一行来所   

8．14  （社）海外環境研究センターー行来所   11．21  建設省土木研究所一行米所   

β．i5  インドネシア工業省一行来所   H．26  

8．22  ユネスコMAB巨＝祭セミナーー行来所  行来所   
11．27   

8．31  宇都宮大学一行来所   11．30  国際協力事業団一行来所   

8．31  スリランカ海外技術研修一行来所   11．30  人事院任用局吉川審議官視察   

8．31  大阪市職員一行来所   11．30  南西アジア青年団一行来所   

9．4  アジア開発銀行調査周一行来所   11．30  

9．■6  農林水産省研修一行来所  行来所   
9．17  韓国能率協会一行来所  12．3   

9．17  新村衆議院議員視察  一行米所   
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年月 日   事  項   年月 日  事  項   

1Z，4  ムーン前韓国厚生大臣来所  Z．Z7 衆議院環境委員会一行視察   

12．5  

大臣米所   2，28 UN一三Ⅰ）．GEMSオングレー博士来所  

12．6   3．5 地方公害研究所と国立環境研究所との協   

12．6  総務庁行政監査局永岡副管理官来所   力に関する検討会（3，5～3．6）   

12．7  通商産業省電子技術総合研究所劇行来所  3．7 京都大学農学部学生、・・行来所   

1Z．12  中国科学院生態環境研究調査団一行来所  3，S 総務庁行政監査局浅井監察官視察   
3，1．Zl  

所   3．15 科学技術庁政策局調査課長一行来所  

1．Z2   3，15（財）日本環境協会一行来所   
ユ．29  埼玉県環境部公害審査会一行来所   3．20 北海道大学薬学部学生一行来所   

l、29  国立公衆衛生院一行来所   3．．22 農業農村活性化優良事例調査研究会一行   
2．1  C！ES国際会議一行来所   来所   
2，4  日立製作所環境委員会一行来所   3．25 マレーシア，ロウ科学技術環境大臣来所   

2．5  神奈川県環境保全協議会＝行来所   3．25 北海道大学学生一行来所   

2．6  日本科学技術情報センターー行来所   3，25 匡l際協力事葵団生活排水対策コースー行   

Z．14  埼玉県川越市大袋公民傑仁一行来所   来所   
2．14  

来所   来所  
2．20   3，29 国際協力事業団医薬品効果判定セミナー   
2．22  一行来所   
2．25  

Z，27   

コース劇行来所  
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9．研究所構成員  

（1）職眉  

（平成3年3月31日現在）   

職  名   氏 名 職   名  氏 名   

所   長   ／ト 泉   明  特殊施設専門官  土 屋 重 和   
副 所 長   市 川 惇 信   営繕専門官  石 田 秀次郎   
主任研究企画官   小 澤 三 宜   管理係長  秋 書 利 彦   
研究企画官   和 田 隆 夫   管理係貞  吾 妻  洋  

竹 内  正  共通施設係長（併）   伊 藤 勇 三   
ク  （併）   植 弘 崇 嗣  共通施設係貞  操 瀬 治 良   
ク  （併）   遠 山 千 春  特殊施設係長（併）   藤 田 和 伸   
国際研究協力官   渡 遇 和 夫  特殊施設係貝（併〕   戸 部・和 夫   

総務部長   
総務課長   
課長補佐   中 野 安 別  

総務係長   久 保 恒 男   合研究官（併）   
恋務係員   赤 壕 輝 子  主任研究員  

大 橋 草 生  
奥 山 英 史  

車庫長   阿久津  勇  
副草庵長   染 谷 竹 男  研 究 員  
厚生係長（併）   

厚生係貝   皆 川 和 子   総合研究官   
人事係長   萩 原 義 明  主任研究眉  
人事係属   成 島 克 子  
ケ   
業務係長   岩 渕 清 二  
業務係員   尾 高 明 彦  
会計課長   高 畠 立 行  
課長補佐   平 尾 良 別  

橙理係長   木 田 勝 啓   
纏埋係員   太 田 義 孝  
支出係長   志 村 博 之  
支出係員   木 村 幸 子  
契約係長   
契約係員   川 村 和 江  主任研究員  

神 田  武  
調度係長   
調度係員   稲 村   徹   総合研究官   
施設管理室長   佐 藤 三 郎  主任研究員  宮 崎 忠 国   
室長補佐   熊 崎 惣 一  可 知 直 毅   

藤 田 和 仲   野生生物保全研究チーム総合 椿  宜 高   
動物施設専門官（併）   山 元 昭 二   研究官   
生物施設専門官   小 石  元  主任研究員  高 村 健 二   
理］二施設専門官   町 田  孝  奥 田 敏 就   
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職  名   氏  名   職  名  氏  名   

地域環境研究グループ統括研究官  内 藤 正 明   環境統計手法研究官   
三浦  

松 本 幸 雄   
上席研究官  卓  遺伝子資源研究官   伊 藤 訓 行  
交通公害防止研究チーム紀合    清水  浩           社会環項システム部長   後 藤 典 弘   
研究官   環境掛斉研究室長（併）   後 藤 典 弘   
主任研究員  田 村 正 行  主任研究員   ノJ、野 宏 哉   
研 究 員   森 口 祐 一   研究員   青 柳 みどり   
都市大気保全研究チーム捻合  若 松 伸 司  日 引   聡   
研究官   資源管理研究室長（併）   後 藤 典 弘   
主任研究員  上原 清  主任研究月   乙 間 末 廣   

鵜野伊津志  原沢英夫  
海域保全研究チーム総合研究官  研究員  天野排二   
主任研究員   木 幡 邦 男  十  森  ■ 保 文   

中 村 泰 男   環境計画研究室長   大 井   紘  
湖沼保全研究チーム総合研究官                柏 崎 守 弘   主任研究員   青 木 騒 二   
主任研究員   春 日 清 一   研 究 員   近 藤 美 則  
′シ  福 島 武 彦   情報解析研究室長   安 岡 善 文  

有害廃棄物対策研究チーム稔               中 杉 修 身   研究員   須 賀 仲 介   
■ 合研究官   清 水   明  
主任研究員   安原昭夫   森 田 昌 敏   

稲森悠平  
平田健正   計測技術研究室長   藤 井 敏 博  

究官  
主任研究員、   植弘崇嗣  

主任研究員  松重．一夫  
古田直紀  

研究員  研 究 員  向井人史  
今井章雄  

計測管理研究室長（併）   森 田 昌 敏  

研究官  
嵯峨井 勝・  主任研究月   岡本研作  

主任研究員  安藤満  伊藤裕康  

′ト林隆弘  
研 究 員  西川雅高  

吉永淳  市瀬孝追  動態化学研究室長  相馬光之  化学物質健康リスク評価研究  
チーム総合研究官  主任研究員   海山春彦  

柴田康行  
主任研究員  米元純三  

研 究 員  田中・敦  
白石寛明  化学毒性研究室長   稲葉一橋  彼 谷 邦 光  

研究員  
主任研究員   

梅津豊司  白 石 不二雄  

畠山成久  研 究 員   佐 野 友 春  

チーム縁合研究官  研究補助員   宇 野 由利子  

研究員  笠井文絵  環境健康部長（併）   村 上 正 孝  
花 里 孝 幸   生体機能研究室長   河 田 明 治   

新生生物評価研究チーム総合  主任研究月  鈴木 明  
研究官   持立克身   
主任研究員   佐 治   光  野 原 恵 子   
研 究 員   中 嶋 信 美  研究員  高橋勇二  

ケ・  石崎一弘  山根一祐   
都市環境影響評価研究チーム   lll ≡・   病態機構研究室長   鈴 木 和 夫   
総合研究官  主任研究員  藤 巻 秀 和   
主任研究員   馬橋憤司  青木康展  

新田裕史  平野靖史郎   
研 究 員   影【山 隆 之  研究員  杉 平 直 子   
実験動物開発研究官   高 橋   弘  河 越 昭 子   
主任研究員（併）   高．橋 憤 司  伊 藤 勇 三   
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職  名   氏  名   職  名   氏  名   
保健指標研究室長   太 田 庸起子   研 究 員   広 木 幹 也   
主任研究員  遠11」千 春   佐 竹   潔  

三 森 文 行  生態櫻構研究室長   岩 解 放 夫  
国 本   学   主任研究員   宮 下   衡  

研究員  松 本   理   研 究 員   野 原 精 一  
山 元 昭 二   上 野 隆 平  

環境疫学研究室長  小 野 雅 司   多 田   満   
主任研究員   田 村 憲 治   分子生物学研究室長   田 中   浄   

大気圏環境部長   鷺 田 仲 明   主任研究員   榊  剛   
大気物理研究室長（併）   菅 田 伸 明   研 究 員   久 保 明 弘   
主任研究員  北 本 茂 記   青 野 光 子  

官 署  政  環境情報センター長   鹿 野 久 男  
研究員  高 薮  緑  情報管理室長   阿 部 重 信  

花 崎 秀 史   室長補佐   大 島 則 夫  
大気反応研究室長  福 山   力   情報システム専門官   白 井 邦 彦   
主任研究員   尾 崎   裕   連絡調整係長   古 田 早 苗   
研究員  山 本 和 典   電算機管理係長   欠  

≡ 好   明   電算機管理係貝   根 本 洋 二  
高層大気研究室長  竹 内 延 夫   電算機運用係長   欠   
主任研究月   鈴 木   睦   電算機運用係員   阿 部 裕 明   
大気動態研究室長   井 上   元   国際情報係長   欠   
主任研究員  泉  見 辛′  情報整備室長   櫻 井 正 美  

内 山 政 弘   数値情報専門官   欠  
研究員  湊  淳   調査係長   欠  

松 井 一 郎   整備係長   猪 爪 京 子   
水土壌圏環境郡長（併）   須 藤 隆 一   管理係長   坂 下 和 恵   
水環境質研究室長   矢 木 修 身   研究情報室長   黒 木 剤 自   
主任研究員   内 山 裕 夫   学術情報専門官   杉 山 鮭一郎   
研 究 員   冨 岡 典 子   研究情報係長   欠   
水環境工学研究室長   海老瀬 替 一   照会検索係長   欠   
主任研究員   宇都宮 隆二朗   照会検索係員   名 取 美保子   
研 究 員   井 上 隆 信   園舎資料係長   宮 下 七 重   
土壌環境研究室長   高 松 武次郎   普及係長   欠   
主任研究員  向井 智  普及係貝   松 井 文 子  

細見正明  市川悼信  
服部浩之  （副所長充て職）  

土井妙子  西岡秀三   
研 究 員   恒 州 篤 史  研究管理官（併）   井 上   元   

一  地下環境研究室長   陶 野 郁 雄   業務係長   塚 田 良 一   
主任研究月  大 坪 因 州貞   観測係長   荒 木 真 一  

木 村   強   観測係員（併）   大 橋 草 生   
生物圏環境部長   菅 原  淳  環境研修センター所長   加 治   隆   
上席研究官   安 野 正 之  研修企画官   蓮 見 重 義   
環境植物研究室長   大 政 謙 次  庶務課長   城 所 一 男   
主任研究員  藤 沼 顔 実   庶務係長   糸魚川   弘  

名 取 俊 樹   庶務係貞   前 田 征 孝  
清 水 英 幸   電  二L   五十嵐 輝 雄  

研究補助眉  戸 部 和 夫   運転手   栗 原   啓   
環境微生物研究室長   渡 追   信   用務員   五十嵐 光 子   
主任研究員   高 相 典 子   会計係長   高 見 晃 二   
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職  名   氏  名   職  名   氏  名   

会計係月  山 田 幸 子   教務係月   佐々木 淳 一  
桑 原 眞弓   主任教官   渡 部 欣 愛  

教務課長  先 名 征 司   教  官   柏 平 伸 幸   
教務係長   神 谷 仁 巳  綱 田 久利子   
教務係員   池 田 り か  牧 野 和 夫   

（Z）評議委員会構成員  

（社）全国労働金庫協会理事長  

富山国際大学長  
原子力委員会委員  
喫煙科学研究財団理事長  
亜細亜大学矧斉学部数授  
日本学術全議会長  

岡崎国立共同研究機構分子科学研究所長  
学術情報センター所長  

共立女子短期大学数授  
九州大学理学部教授  
滋質県貢看琶湖研究所長  
大阪大学工学部教授  
日本気象協会常務理事  
金沢工業大学客員教授  
（祉）東亜科学技術協会相談役  

東京大学生産技術研究所教授  
（祉）海外環境協力センター理事長  

神奈川大学教授（知識研究所主任研究員）  
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（3）客員研究員・共同研究員受入人数   

客員研究員  299人  
共l可研究員  74人   
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10．平成2年度研究発表会，セミナー等活動記録   

（1）国立環境研究所セミナー  

No．  年月 日   題  目   発 表 者   所   属   

171回  2．11．20  化学誘掛こよるヘム生合成の変化   B．A．Fowler  MarylandUTliv．   

172回  2，】1．26  大気汚染とエネルギー   M・E．Ber】）7aれd  A4ainGeopムysjca】   

Observatory，I．eningrad．  

173回  2．12．13  人類生態学方法論   鈴 木 継 美   東京大学   
174回  3．1．21  高分解能分光から化学反応へ   広 田 栄 治  総合大学院大学副学長   
175回  3．1．23  環境発癌物質，最近の考え方   杉 村  隆  国立がんセンター総長   
176回  3．1，25  遅原の生庸一釧路湿原を例としで   辻 井 達 一  北海道大学   
177回  3．1．25  地球環項とリモートセンシング   村 井 俊 治  東京大学   

（2）第6回全国環境・公専研究所交流シンポジウム  

局所・地域及び広域大気汚染現象の解明  

開催日：平成3年2月21日，22日   

場 所：国立環境研究所大山記念ホール  

鴇  ＝   発 表 者   所   属   

開 会   鷲 田 仲 明  国立環境研究所   
挨 拶   ′ト泉 明  

［局所大気汚染］   

池沢 正  
高濃度出現の要因について   

山原 敏  
囲の検討と数値シミュレーションの適用   
ストリートキャニオンにおける拡散予測   阿部恭司   
数値シミュレーションと風洞実験による沿道大気  森口祐一  
拡散予測   
コメンテーター  石井康一郎  

鵜束正博  

［地域大気汚染］   

阿相敏明  
明に関する研究一束浜工業地域におけるNO2浪   

度の立体分布一   
佐藤通彦  

ゾルの生成状況   
宇都宮 彬   

日本での自動車からの揮発性炭化水素の排出特性  田中正宜  
について   
地域大気汚染と広域大気汚染の関係   若松仲司   
コメンテーター   牧 野  宏  神奈川県公害センター   
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題  目   発 表 者   所   属   

［広域大気汚染］   

森 淳子  
ルの挙動－   

賓来俊一  
状・粒子状物質及び降水成分－   

早符 進   
三郡山におけるバックグラウンドオゾンの挙動  宇都宮  彬  福岡県衛生公害センター   
十種ケ峰におけるバックグラウンドオゾンの挙動  早 田 寿 文  山口県衛生公害研究センター   
硫黄化合物及び硬酸塩の島根県への流人と降水へ  中尾 充  
、の取り込み   

溝口次夫  
関する研究   
コメンテーター  森崎澄江  

村尾直人  

総合討論   内藤正明   

閉会の挨拶   ′ト 洋 三 宜  国立環境研究所   
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11．施設の整備状況一覧  

（平成3年3月現在）  

施   設  名   構   造  面 積  竣 工 時 期   

研究本館Ⅰ  RC－3  11，436mZI期昭和49年3月竣二［  

［期昭和52年5月竣工  

管理棟  RC－2  1．144mZI馴召和49年5月竣工  

Ⅲ期昭和52年2月竣工  

研究本館［  RC－3  5．684m2Ⅰ斯昭和54年11月竣工  

（共同利用棟）  

【1期昭和57年2月竣工  

（共同研究棟）  

エネルギーセンター，厚生棟  RC－2  3，101m2 昭和49年10月竣工  
昭和51年一部増築  

廃棄物処理施設  特殊実験排水処理能  692m2 昭和49年10月竣工  
力100m3／d  

、般実験排水処理能  昭和54年2月竣エ  
力500m3／d  

大気化学実験棟（スモッグチャンバー）  RC－1  ．723m2 昭和52年1月竣二【二   

大気拡散実験棟（風洞）   RC－2，地下－1 2，329m2 昭和53年3月竣工   
大気汚染質実験棟（エアロ．ドーム）   SRC8  1，321m2 昭和54年8月竣工   
大気モニタ←棟   RC1  8ユ爪2 腑和53年3月竣工   

ラジオアイソトープ実験棟   RC－3  1，564m2 昭和53年3月竣工   
水生生物実験棟l（アクアトロン）   RC－3  2，198m2 昭和51年10月竣工   

水生生物実験棟It（アクアトロン）   RC－2  337m2 昭和55年11月竣工   

水理実験棟  S－1  1，167m2Ⅰ期昭和51年10月竣工  
Ⅲ期昭和55年11月竣工  

土壌環境美験棟（ペドトロン）  RC－3  1，931m2 昭和53年2月竣工   

動物実験棟Ⅰ（ズートロン）  SRC－7  5．185m21期昭和51年3月竣工  
11期昭和51年11月竣工  

（中動物棟を含む）  

動物実験棟Ⅲ（ズートロン）  RC－3  1，862m2 昭和55年5月竣工   
植物実験棟Ⅰ（ファイトトロン）   RC－3  3．348m2 昭和50年12月竣」二   

植物爽験棟1   RC－4  3，722m2 昭和56年7月竣工   

騒音・保健研究棟   地下－1   

実験ほ場（本構内）  管理棟  4Z7m21期昭利52年11月竣⊥  
温室3室  575m2 n其耶告和57年3月竣工  
ほ場6面  4．600m2  

実験ほ楊（別団地）  管理棟  218mZ 一期β円和52年‖月竣エ  
ほ場11面  13，500m2［其即日和57年3月竣工  

生物生態園  1．5ha＝昭利54年10月竣工   

危険物倉庫   B－1  86rnZ 昭和55年11月竣工   

工作棟   RC－2  】舶用Z 眉和56年9月竣工   

微生物系統保有株   RC2  800m2 昭和57年12月竣工   

大気共同実験棟   RC－3  885m2 昭和58年12月竣コニ   

霞ヶ浦臨調実裟施設  実験管理棟  1，750mZ 昭和58年3月竣工  
用廃水処理施設  910m2 昭和58年3月竣工  
実験水路  110m2 日綱目58年3月竣工  
フリースペース  1．Oha 昭和58年3月竣工  

奥日光環境観測所  管理棟  180m2 昭和61年＝月竣工  
観測所  187m2 昭和63年3月竣工   

環境遺伝子工学実験棟   RC－3  1，678mZ 建設中   
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施   設   名   構   造   面 積   竣 工 時 期   

環境研修センター  
本 館   RC－3   2，216mZ  昭和49年9月竣エ  

実習棟   RC－3   2，197m2  昭朝149年9月竣工   

特殊実習棟   RC－3   1，054mZ  昭和63年5月竣二1二   

宿泊棟   RC－5，133人収容  2．812m2  昭和49年9月竣工   

厚生棟   RC－1   450m2  昭和49年9月竣工   

その他  932m2   
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環境研修センター  
〒359：喝玉県所沢市並木3－3  

電 慌 0429－94－9303，9766  

（敷地面積2ヘクタール）  
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